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                学位論文概要               
 
                  
公立小中学校図書館の整備に関する研究：教育委員会の施策を中心に 
 
第二次世界大戦後の学校教育は，1980年代後半以降，臨時教育審議会の答申を機に，大
きな転換が図られてきた。1993 年度には，「学校図書館図書標準」が定められ，それと共
に，学校図書館には，「新しい学力観」に立つ教育の展開に寄与するため，読書センター，
学習情報センター，二つの機能の充実が求められるようになった。 
2009年度の「子どもの読書サポーターズ会議」の報告では，学校図書館を活用する上で，
教育委員会が行う学校図書館の整備として，物的整備，人的整備に加え，各学校図書館を
学校外から支援する体制である学校図書館支援センターの必要性も指摘された。 
2013年度より文部科学省は「学校図書館担当職員の役割及びその資質の向上に関する調
査研究協力者会議」を設置し，2014年度には，学校図書館法の一部改正により，学校司書
の配置が明記された。2016年度には，「これからの学校図書館の整備充実について」と共
に，「学校図書館ガイドライン」，「学校司書のモデルカリキュラム」が公表された。 
  しかしながら，文部科学省が 2016年度に発表した「学校図書館の現状に関する調査」に
よれば， 全国の学校図書館の整備は不十分であり，市区町村，学校によってかなりの差が
見られることが推察できる。こうした学校図書館の整備は，公立小中学校においては設置
者である教育委員会に委ねられている。 
そこで，本研究は，教育委員会による，公立小中学校図書館の整備の現状を明らかにし，
整備を推進するための施策について考察することを目的とする。そのために，次の課題を
設定した。 
1.市区町村教育委員会が行う学校図書館の整備の現状と課題を明らかにする。 
2.早期に学校図書館の整備に積極的に取り組んできた市区町村教育委員会の推進の過程と,
共通する特徴を明らかにする。 
3.日本国内において，学校図書館支援センターが成立した過程と特徴を考察する。 
4.市区町村教育委員会が設置した学校図書館支援センターの現状と課題を明らかにする。 
5.都道府県教育委員会が実施している学校図書館に関する施策の特徴と課題を考察する。 
本研究では，これらの課題に対応して行った調査に基づき，実態に即した，より現実的
な施策について検討する。 
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 第一章序論では，研究背景，研究目的と研究課題，先行研究と研究方法，論文の構成，
用語の解説，学校図書館に関する法律，学校図書館に関する動向について述べた。 
 第二章では，千葉県を事例として，市町村教育委員会が行う学校図書館の整備の現状と
課題について，質問紙調査と聞き取り調査によって明らかにした。第一に，同じ都道府県
内であっても学校図書館の整備には顕著な差が生じており，全ての市町村が独自に学校図
書館の整備を推進するには限界があった。第二に，学校司書は学校図書館に関する研修を
求めていたが，市町村教育委員会は学校司書に対して十分な研修を行わず，研修内容の質
にも課題があった。第三に，学校図書館を担当する指導主事は，必ずしも学校図書館に関
する十分な知識や経験を持っておらず，学校図書館に関する施策を独自に提案するには困
難が見られた。第四に，司書教諭の授業時数軽減，「学校図書館図書標準」の達成等の国の
学校図書館に対する施策について十分理解していない市町村教育委員会が見られた。 
第三章では，早期に学校図書館の整備に積極的に取り組んできた岡山市，西宮市，市川
市，さいたま市の 4市を選出し，文献調査と聞き取り調査によって，その推進の過程を調
査し，共通する特徴を考察した。第一に，学校図書館の活用を学習において重視する考え
方に基づき，学校図書館の活用方針を市の教育施策に掲げていた。そのため，学校図書館
について理解のある指導主事が，学校図書館に関する施策に意欲的に取り組んでいた。第
二に，教育課程における学校図書館活用の具体化を意図する推進者が市教育委員会の内外
に存在し，市教育委員会の施策に影響を与えていた。第三に，学校図書館の整備を進める
にあたり，市教育委員会と市内の関連部署，団体が連携し，組織的な取り組みが行われて
いた。第四に，市内外に向けて，学校図書館を活用した授業の公開や研究会が開催されて
いた。 
第四章では，日本国内において，学校図書館支援センターが成立した過程を三期に分け，
文献調査によって各期の特徴を明らかにした。第一期のリソーセス・センターの構想導入,
提案期（1963年度～1994年度）では，主に，アメリカ合衆国のリソーセス・センターの利
点が紹介され，特にリソーセス・センターが各学校図書館の資料の不足を資料提供によっ
て補い，学校図書館の基本的な業務を集約し担当する点が注目された。第二期の学校図書
館ネットワークの形成期（1995年度～2003年度）では，市川市で各学校図書館の資料の不
足を補う「物流システム」が考案された。それによって，「新しい学力観」に立つ，学校図
書館とその資料を活用した授業方法が開発され，他の自治体に影響を与えた。第三期の学
校図書館支援センターの成立期（2004年度～2011年度）では，資料提供や基本的な業務を
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集約する役割を担うアメリカ合衆国型のリソーセス・センターは形成されなかったが，そ
の構想の影響を受け，これまでの学校図書館ネットワークを発展させ，学校図書館支援ス
タッフを配置した学校図書館支援センターが構築された。 
第五章では，前章の第三期の学校図書館支援センターの成立期（2004年度～2011年度）
における，学校図書館支援センターの現状と課題を質問紙調査と文献調査によって明らか
にした。現状については，第一に，学校図書館支援センターの有効性が，市区町村教育委
員会内で十分に認められ，市区町村教育委員会，市区町村教育センター，市区町村立図書
館のいずれの場所に設置された場合でもその特徴を活かした支援が行われていた。第二に
各学校図書館の主体的な運営を尊重しつつ，適切な支援を行うためには，学校図書館支援
スタッフと学校図書館の運営に理解のある指導主事の配置が重要であった。第三に，学校
図書館支援センター設置により，各学校図書館と市区町村内の関係機関との連携が強化さ
れ，学校図書館の読書センターとしての活動を活性化し，継続的に支援することよって，
学習情報センターとしての活動を発展させていく効果が見られた。一方，課題については，
国の指定事業である学校図書館支援センター推進事業が高い評価を得たにもかかわらず，
国の事業の打ち切りによりその継続が困難となったこと，多くの教諭が学校図書館館支援
センターの機能を理解し，その支援を積極的に取り入れて授業において自校の学校図書館
を活用できるようにすることであった。 
第六章では，都道府県教育委員会が実施している学校図書館に関する施策の特徴と課題
について，質問紙調査と聞き取り調査によって考察した。特徴については，第一に都道府
県教育委員会の多くは，国の学校図書館に関する方針を重視する傾向が見られた。第二に
一部の都道府県教育委員会では，市区町村教育委員会を通して各小中学校に働きかける積
極的な学校図書館に関する施策が推進されていた。第三に都道府県内全市区町村の学校図
書館の整備を進めるため，都道府県教育委員会と都道府県立図書館等の関連機関との連携
が行われていた。一方，課題は，各都道府県内の市区町村の学校図書館の整備に関する状
況の把握，及び指導，助言が適切に行われていない傾向の都道府県教育委員会が見られる
こと，都道府県から市区町村への支援体制として，学校図書館支援センターの機能を持つ
部署を設置している都道府県が少ないことであった。 
第七章結論では，各章の要旨をまとめ，公立小中学校図書館の整備の現状を明らかにし，
整備を推進するための施策について考察した。 
市区町村教育委員会が行う学校図書館の整備推進の施策については，第一に市区町村の
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教育計画に学校図書館の教育上の目的と整備の目標を明示し，計画の見通しを行政全体で
共有することが重要である。第二に学校図書館機能の質的向上を図るため，学校図書館を
担当する指導主事は，まず，学校図書館を学校外から支援するための組織的な取り組みが
必要との認識を市区町村教育委員会内に醸成する必要がある。そのためには，学校図書館
の整備を先進的に取り組んでいる自治体の情報を入手し，学校図書館支援センターの試験
的な導入を図り，その成果を踏まえて段階的に進める方策をとることが現実的である。第
三に，既に学校図書館支援スタッフを配置した学校図書館支援センターが設置されている
市区町村では，学校図書館支援センターの運営を継続して各学校図書館の活用を推進する
ため，関連機関の間で，目的意識と成果を共有する必要がある。第四に学校図書館を活用
した経験と知識のある学校図書館専任の指導主事を任命して，関連機関との連絡・調整・
相談機能を強化し，学校図書館関連の予算の計上や整備のための施策を確実に積み上げて
いく行政上の仕組みの整備も重要である。 
都道府県教育委員会が行う学校図書館の整備推進の施策については，第一に都道府県の
教育計画に学校図書館の教育上の目的を明示し，都道府県内の各市区町村が学校図書館の
整備を推進できるようにするための施策を明記することが重要である。第二に都道府県教
育委員会の重要な役割として，司書教諭と各小中学校の管理職を対象とする学校図書館に
関する研修の充実が挙げられる。そのためには，都道府県においても学校図書館専任の指
導主事を任命することが必要である。第三に学校図書館担当の指導主事が中心となって，
都道府県立図書館等と連携して，学校図書館運営と学校図書館を授業で活用する具体的な
事例を盛り込んだマニュアルを作成し，市区町村や各学校内で行われる研修等に活用する
ことが重要である。 
これまでは，市区町村内で学校図書館ネットワークが構築された後，学校図書館支援セ
ンターが中心となって各学校図書館を支援する狭義の学校図書館ネットワークが構築され
てきた。今後は，各市区町村の学校図書館ネットワークや市区町村教育委員会を結び付け
る，都道府県の学校図書館支援センターを設置し，広義の学校図書館ネットワークを構築
する必要がある。このような都道府県の学校図書館支援センターが設置されれば，既に設
置されている市区町村の学校図書館支援センター間の連携が可能になる。一方，市区町村
の学校図書館支援センターが設置されていない場合も，市区町村教育委員会との連携が可
能になるため，確実に都道府県の学校図書館に関する施策を各小中学校に伝達することが
できる。さらに，市区町村で行われている学校図書館の整備と活用に関する先進的な実践
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を集約し，広めることもできる。 
こうした都道府県全体の学校図書館の施策を統括する学校図書館支援センターを設置し
た広義の学校図書館ネットワークの構築を進めるためには，本論文で検討した教育委員会
の施策の他にも，学校図書館支援センターの設置規則の制定や予算の確保，配分等におい
て，地方議会や行政全体の支持が広く求められる。 
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Abstract  
A Study on Making Provisions for School Libraries at Public Elementary and Junior High Schools: 
With a Focus on Measures by the Board of Education  
 
In response to the report by the Ad Hoc Council on Education, major shifts have been made since 
the late 1980s to post-World War II school education. The standard for school library books was 
established in the1993 fiscal year(FY) ,requiring school libraries to be enhanced with two features, a 
reading center and a study information center, in order to help expand education based on the “new 
view on academic achievement.” The FY2009 report by the Council of Children’s Reading Supporters 
also noted the need for establishment of a school library support center, or a system to support each 
school library from outside the school, by the board of education, in addition to physical and personnel 
resources, in order to utilize school libraries. 
In FY2013, the Ministry of Education, Culture, Sports, Science, and Technology (MEXT) 
established the Council of Research Collaborators on the Role and Improved Quality of School Library 
Staff. In FY2014, the School Library Act was partially revised to prescribe the placement of a school 
librarian. In FY2016, School Library Guidelines and Model Curriculum for School Librarian were 
released, along with Future Enhancement of Provisions Made for School Libraries. 
However, according to“Investigation on the Actual Conditions of School Libraries” which was 
released by the MEXT in FY2016, it seems that the provisions for school libraries throughout the 
country are inadequate and there are considerable disparities by municipality and school. In the case 
of public elementary and junior high schools, these provisions for school libraries are left to the board 
of education. 
Therefore, this study aims to shed light on the current state of provisions made by the board of 
education for libraries at public elementary and junior high schools as well as discuss measures 
intended to promote the provisions. To do so, the following tasks were laid out.   
1. Explain the current state of provisions made by municipal boards of education and identify their 
issues. 
2. Examine the common characteristics among the cities that have actively worked on the provisions 
for school libraries from early on. 
3. Explain the process of establishment and the characteristics of school library support centers in 
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Japan. 
4. Explain the current state of school library support centers established by municipal boards of 
education and identify their issues. 
5. Examine the characteristics of and the issues with the school library-related measures 
implemented by prefectural boards of education. 
Based on surveys conducted to address these tasks, this study examines more realistic measures 
that are in line with the actual situation. 
Chapter 1, the introduction, describes the background of the study, objectives and tasks of the study, 
previous studies and study methodology, structure of the paper, explanation of terms, laws related to 
school libraries, and trends on school libraries. 
Chapter 2 explains the current state of provisions made by municipal boards of education and their 
issues, using the Prefecture of Chiba as a case study and conducting a questionnaire survey and 
interviews. First, there are significant disparities in provisions among school libraries, even within the 
same prefecture, showing that there is only so much each municipality can do to step up provisions 
for school libraries on their own. Second, although school librarians are seeking training on school 
libraries, municipal boards of education do not provide sufficient training for school librarians; the 
quality of training itself also has issues. Third, guidance supervisors in charge of school libraries do 
not necessarily have adequate knowledge and experience related to school libraries, making it difficult 
to independently propose measures concerning a school library. Fourth, several municipal boards of 
education do not fully understand the national measures applicable to school libraries, such as the 
reduction in working hours of teacher-librarians and achievement of the standard for school library 
books. 
In Chapter 3, four cities that have actively worked on making provisions for school libraries from 
early on—namely, Okayama, Nishinomiya, Ichikawa, and Saitama—were selected and, after 
conducting a literature review and interviews, their promotion process was studied and their common 
characteristics were examined. First, it is found that the cities maintain a policy of using school 
libraries for education based on the idea of emphasizing the use of school libraries in learning. As a 
result, guidance supervisors who understand school libraries proactively work on measures concerning 
the school library. Second, it has been found that there are promoters both inside and outside of the 
city boards of education intending to put the school library to use and exerting influence on the 
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measures taken by the city board of education. Third, in making provisions for the school libraries, the 
city boards of education, related departments, and organizations in the city collaborate to undertake 
systematic efforts. Fourth, they hold open lectures and research meetings for the city as well as for 
outside the city utilizing the school libraries. 
In Chapter 4, the authors first divide the process of the establishment of school library support 
centers in Japan into three phases, and the characteristics of each phase are explained based on the 
literature review. During the first phase, or the introduction and proposal of the concept of the resource 
center (FY1963 to FY1994), the benefits of resource centers in the United States were mainly 
introduced. In particular, the resource centers supplemented their lack of materials in each school 
library by providing materials, as well as consolidating basic tasks of school libraries, which drew 
public attention. In the second phase, when the school library network was formed (FY1995 to 
FY2003), a distribution system was devised to supplement insufficient materials at each school library 
in Ichikawa. This led to the development of lesson methods that utilize the school library and its 
materials in order to realize the “new view of academic achievement,” which in turn influenced other 
municipalities. In the third phase, when the school library support centers were established (FY 2004 
to FY 2011), although they did not create US-style resource centers that are responsible for 
consolidating material provision and basic tasks, the schools were influenced by that model and 
expanded the existing school library networks and built school library support centers with the school 
library support staff in place. 
Chapter 5 explains the current state as well as issues with the school library support centers during 
the third phase when the school support centers were established (FY2004 to FY2011), as mentioned 
in the previous chapter, based on a questionnaire survey and literature review. First, regarding the 
current state of the centers, the effectiveness of school library support centers is fully acknowledged 
by the municipal boards of education. Regardless of where the library was placed—be it within the 
municipal board of education, municipal education center, or municipal library—it provides support 
by taking advantage of its features. Second, in order to provide appropriate support while respecting 
the autonomous management at each school library, it was important to have a guidance supervisor in 
place who understands the school library support staff and the operation of the school library. Third, 
the establishment of the school library support centers led to strengthened cooperation between each 
school library and related municipal agencies, and it increased the activities of school libraries as 
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reading centers. Providing continuous support also led to the expansion of activities as study 
information centers. Meanwhile, issues with the centers included the fact that it become difficult to 
continue the school library support center after the government promotion project. In addition, the 
school library support centers are required to help many teachers understand the features of the school 
library support center so that they could proactively incorporate the support into lessons and utilize 
the library at their school.  
Chapter 6 discusses the characteristics and issues of the school library-related measures 
implemented by prefectural boards of education by using a questionnaire survey and literature review. 
Regarding characteristics, first, it was found that many prefectural boards of education tend to view 
the national policy for school libraries as important. Second, some prefectural boards of education 
have been promoting aggressive measures concerning school libraries to pressure each elementary and 
junior high school through the municipal boards of education. Third, in order to step up provisions for 
school libraries in all municipalities within the prefecture, prefectural boards of education and related 
agencies, such as public libraries, have been collaborating. At the same time, other issues included the 
fact that there were prefectural boards of education that tended not to understand the situation related 
to provisions for municipal school libraries in each prefecture and not to provide appropriate guidance 
and advice, and that there were only few prefectures with a department that functioned as a school 
library support center and as a prefectural support system for municipalities. 
Chapter 7, or the conclusion, summarizes the points in each chapter, explains the current state of 
provisions for libraries at public elementary and junior high schools, and discusses measures for 
proceeding with provisions. 
Regarding the measures to promote provisions for school libraries implemented by municipal 
boards of education, first, it is important for municipalities to clearly indicate on their education plan 
the educational objectives and the goals of provisions for school libraries, and to share the plan 
prospects throughout the government. Second, in order to improve the quality of school library 
features, guidance supervisors in charge of school libraries should first make their municipal board of 
education recognize the need for organizational efforts to support school libraries from outside the 
school. To do so, it would be realistic to obtain information on the municipalities that are making 
advanced efforts on making provisions for their school libraries, implement a pilot school library 
support center, and move forward in phases based on the results. Third, the municipalities where a 
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school library support center with a school library support staff is already in place need to share their 
objectives and results amongst related agencies in order to continue the operation of the school library 
support center and promote the use of school libraries. Fourth, it is also important to appoint a full-
time school library staff-person with experience and knowledge in utilizing a school library as a 
guidance supervisor to enhance the functions to communicate, coordinate, and consult with related 
agencies, as well as to create an administrative system to secure a school library-related budget and 
steadily add measures for making provisions to support the system. 
Regarding the measures to promote provisions for school libraries implemented by prefectural 
boards of education, first, it is important for prefectures to clearly indicate the educational objectives 
and provisional goals for school libraries on their education plan and clearly state measures to allow 
each municipality in the prefecture to increase provisions for school libraries. Second, as an important 
role of the prefectural board of education, enhanced training on the use of the school library for 
teacher-librarians and administrative officials at each elementary and junior high school can be 
discussed. To that end, it is necessary for prefectures to appoint a guidance supervisor dedicated to the 
school libraries. Third, it is important for the guidance supervisor in charge of a school library to take 
the initiative and cooperate with entities such as prefectural libraries, prepare a manual for school 
library operation including specific examples of utilizing the school library in lessons, and utilize the 
manual for cases such as trainings held at the municipality or each school. 
In the past, a school library network in the narrow sense (a central school library support center 
supporting each school library) developed once a network of school libraries was created in the 
municipality. Going forward, it is necessary to build a school library network in the broad sense by 
establishing a prefectural school library support center to connect municipal school library networks 
and municipal boards of education. Once such a prefectural school library support center is established, 
it can enable cooperation among municipal school library support centers that are already in place. 
Meanwhile, even if no municipal school library support center is in place, such a network can ensure 
communication with each elementary and junior high school regarding the prefectural measures on 
school libraries, since it would enable cooperation with the municipal boards of education. It can also 
aggregate and disseminate municipalities’ advanced practices related to making provisions for and 
utilizing school libraries. 
In addition to the measures of the board of education examined in this dissertation , 
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in order to advance the construction of a broadly defined school library network which 
established the school library support center supervising the measures of the school 
libraries of the whole prefecture as a whole, school library support in establishing the 
establishment rules of the center, securing budget, allocation, etc., support of local 
assembly and the whole administration is widely required.  
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第一章  序論                                                                                       
                                                                                
1.1 研究背景   
第二次世界大戦後の日本の学校教育において，1980 年代後半以降，大きな転換が図られ
てきた。1987 年度に発表された臨時教育審議会第四次答申（最終）では，「教育改革の視点」
として(1)個性重視の原則，(2)生涯学習体系への移行，(3)国際社会，情報社会などの変化へ
の対応，の 3 項目が示された 1)。こうした教育界の変化に伴い，学校図書館の見直しが行わ
れた 2)。その契機となったのは，1992 年 10 月に文部省(現文部科学省 以下，文部省とのみ
記載する)が実施した「学校図書館の現状に関する調査」であった。その結果，児童生徒一人
あたりの年間購入図書の冊数は，小学校 0.77 冊，中学校 0.61 冊と，わずかであることが明
らかになり 3)，翌 1993 年 3月には，学級規模に基づく図書整備の目標冊数を示した「学校図
書館図書標準」が定められた 4)。併せてその目標とする冊数を満たす予算として，1993 年度
を初年度とする学校図書館図書整備新 5 カ年計画が策定された 5)。 
1994 年 1月，文部省は，石ノ森章太郎らをメンバ－とする「児童生徒の読書に関する調査
研究協力者会議」を諮問機関として設置し，翌 1995年度に同会議より発表された「児童生徒
の読書に関する調査研究協力者会議報告」では，「新しい学力観」に立つ教育の展開に寄与す
るため，学校図書館の読書センターと学習情報センターの二つの機能を充実させることが示
された 6)。このような学校図書館の機能の充実に向け，同 1995年度より，国の事業として学
校図書館情報化・活性化推進モデル地域指定事業が 5 市区町村（以下，法律の条文以外では，
市とする）に指定され，学校図書館蔵書のデータベース化による図書の管理，公立図書館と
学校図書館の連携等のモデル事業が開始された 7)。1997年 6月 11 日には，「学校図書館法の
一部を改正する法律」が公布され，2003 年度から司書教諭が発令されることが定められた。
附帯決議には，“学校図書館は次世代の知と生きる力を育む宝庫であり，政府及び地方公共団
体は不断の努力でその充実に取り組み，学校教育における図書館の重要性を広く啓蒙すると
ともに，今後中長期の学校図書館の在り方を総合的に検討すること”8)と示され，学校図書
館の重要性が強調された。 
1996 年 7月 19 日に公表された中央教育審議会答申「21 世紀を展望した我が国の教育の在
り方について」では,“急激に変化していくと考えられる社会の中にあって,今後も一層進展
すると予測される国際化や情報化などの社会の変化に教育が的確かつ迅速に対応していくこ
とは,極めて重要な課題”と示され，この変化の激しい社会に対応するために必要な資質や能
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力については,「生きる力」と定義された。学校図書館に関しては“図書資料の充実のほか,
様々なソフトウェアや情報機器の整備を進め,高度情報通信社会における学習情報センター
としての機能の充実を図っていく必要がある”と示された 9)。こうした方針に基づき 1998 年
度に告示された学習指導要領では，総合的な学習の時間が創設され，“体験的，問題解決的な
学習活動を重視し，自ら学び自ら考える力などをはぐくむ”ことが強調され 10),小中学校共
に，学校図書館に関する記述が増加した（付録 1.参照）。   
2007 年度告示の学習指導要領では，「生きる力」を継続して重視すると共に，「教育内容に
関する主な改善事項」の一番目には，「言語活動の充実」が挙げられた 11)。2008 年度に行わ
れた全国学力・学習状況調査 12)では，“問題解決のための資料を学校図書館で探す調べ学習
が行われている小中学校では，児童生徒の学力が高い”13)という結果が示され，学校図書館
を活用した計画的な授業が学力の向上に寄与する可能性が明らかになった。   
2009 年 3月には，文部科学省(元文部省 以下，文部科学省とのみ記載する)が開催した「子
どもの読書サポーターズ会議」14)によってまとめられた「これからの学校図書館の活用の在
り方等について」15)が発表された。その中で，学校図書館の活動をする上で，市教育委員会
が行う学校図書館の整備としては，図書の確保や学校図書館蔵書のデータベース化などの物
的整備，司書教諭の発令，及び学校司書の配置などの人的整備に加え，“都道府県（以下，法
律の条文以外は，県とする）・市の教育委員会において，学校図書館支援センター16)等に関す
るモデル事業の成果等も踏まえつつ，地域における図書資料の資源共有を促進し，教育セン
ターと学校図書館との連携体制を構築すること”と，各学校図書館を学校外から支援する体
制である学校図書館支援センターの必要性も指摘された。 
2013 年 8月より文部科学省は「学校図書館担当職員の役割及びその資質の向上に関する調
査研究協力者会議」を設置し，2014 年 3 月に「これからの学校図書館担当職員に求められる
役割・職務及びその資質能力の向上方策等について（報告）」17)を公表した。この報告を受
け，2014 年 6 月 27 日には，学校図書館法の一部改正が成立し，努力義務という記述ではあ
るが，学校司書の配置が同法第六条に明記された。さらに，2015 年 8 月から，文部科学省は
「学校図書館の整備充実に関する調査研究協力者会議」を設置し， 2016 年 11 月に「これか 
らの学校図書館の整備充実について（報告）」18)にまとめ，「学校図書館ガイドライン」19)
「学校司書のモデルカリキュラム」20)と共に公表した。 
これまでの記述をまとめると，臨時教育審議会が示した教育改革に基づく学習指導要領の
改訂による授業の在り方の刷新と共に，1990 年代以降，学校図書館の活用が重視されるよう
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になり，そのためには学校図書館に対して，物的整備，人的整備，各学校図書館を学校外か
ら支援する体制の整備が求められるようになった。こうした背景を踏まえ，学校図書館法の
改正が重ねられ，司書教諭の発令と学校司書の配置が明記された。 
しかしながら，このように国の学校図書館に関する施策が進展しているにもかかわらず，
各学校図書館の整備については，十分に進められているとは言い難い。2016 年度に発表され
た「学校図書館の現状に関する調査」によれば，物的整備である「学校図書館図書標準」を
100％達成した学校数は，小学校は 66.4％，中学校は 55.3％に留まり，学校図書館蔵書のデ
ータベース化の実施は，小学校は 73.9％，中学校は 72.9％であった 21)。 
人的整備である司書教諭の発令については，12 学級以上の学校では，小学校は 99.3%，中
学校は 98.3%で発令されているが，11 学級以下も含めた全体数では，小学校は 68.0%，中学
校は 65.0%に留まっていた。また，司書教諭としての職務を遂行するために充てる授業時数
の軽減（以下，司書教諭の授業時数軽減とする）については，12学級以上の小学校では 10.0% ，
中学校では 12.8%の実施に留まっていた 22)。司書教諭については，学校図書館法第五条に，
“司書教諭は，主幹教諭，指導教諭又は教諭をもつて充てる”と示され，教科指導等を行う
教諭が兼任で担当することとなっている。このような司書教諭の授業時数軽減の状況を表す
数値からは，司書教諭が発令されていても，司書教諭が学校図書館運営に関わることは困難
であり，十分に職責を果たせない状況が推測される。一方，学校司書については,小学校は
59.3％，中学校は 57.3％と 6 割に満たない配置であり，しかも多くが非常勤職員である。 
このような学校図書館の整備の現状からは，国が示す読書センター，学習情報センターの
機能を有する現代の学校図書館像とは乖離した状況を呈し，また，市，学校によって整備に
遅れが見られることが推察される。こうした学校図書館の整備は，「学校図書館法」第七条に
“学校の設置者は，この法律の目的が十分に達成されるようその設置する学校の学校図書館
を整備し，及び充実を図ることに努めなければならない”と規定されていることから，公立
学校においては設置者である教育委員会 23)に委ねられている。 
 
1.2 研究目的と研究課題  
「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」（以下，地教行法とする）第一条には“教育
行政は，教育の機会均等，教育水準の維持向上及び地域の実情に応じた教育の振興が図られ
るよう，国との適切な役割分担及び相互の協力の下，公正かつ適正に行われなければならな
い”と規定され，先述の「学校図書館法」第七条とも併せ，読書センター，学習情報センタ
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ーの機能を有する学校図書館の整備は，教育行政を担う教育委員会によって進められる。   
そこで，本研究の目的は，教育委員会による，公立小中学校図書館の整備の現状を明らか
にし，整備に関する施策について考察することとする。 
まず，市教育委員会がどのように学校図書館の物的整備，人的整備，各学校図書館を学校
外から支援する体制の整備に関する施策に取り組んでいるのか，その現状を明らかにする必
要があると考えられる。その現状を踏まえて，物的整備，人的整備，各学校図書館を学校外
から支援する体制の整備について，早期に積極的に進めてきている市教育委員会では，なぜ
それが可能になったのか，その推進の過程と，共通する特徴について，調査をもとに考察を
する。次に，前述の「子どもの読書サポーターズ会議」で示されている学校図書館支援セン
ターとは何か，どのように有効なのか，その成立に至る過程と現状，及び課題について調査
をもとに考察する。  
最後に，県教育委員会の学校図書館に関する施策について考察する。公立小中学校（以下，
小中学校とする）の学校図書館の整備を進めるのは，市教育委員会の任務であり，県教育委
員会には，市教育委員会に対し，あるいは市教育委員会を通して各小中学校に対し，指導，
助言，援助することが求められている。 
地教行法の第四十八条には，“文部科学大臣は都道府県又は市町村に対し，都道府県委員会
は市町村に対し，都道府県又は市町村の教育に関する事務の適正な処理を図るため，必要な
指導，助言又は援助を行うことができる”と規定されている。1990 年代以降は，行政の規制
緩和による地方分権が進み，教育施策においても各自治体の判断に委ねられる部分が多くな
った。1998 年度の中央教育審議会答申「今後の地方教育行政の在り方について」では，“都
道府県の市町村や学校に対する関与を必要最小限度のものとするなど，各地域や学校におけ
る主体的かつ積極的な活動を促進する観点から地方教育行政制度の在り方について見直しを
行う”と記載されている。その一方，“市町村における教育事業の適正な実施及び施設等機関
の適正な設置・運営等のための支援措置等については，基本的には今後とも都道府県におい
てその役割を担うべきものと考えられる”24)と示され，県教育委員会は，市教育委員会に対
し，必要に応じ適正な支援を提供する必要があると捉えられる。 
以上の観点から，次の五つの課題を設定する。 
研究課題 1.  
市教育委員会が行う学校図書館の整備の現状と課題を明らかにする。 
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研究課題 2.  
早期に学校図書館の整備に積極的に取り組んできた市教育委員会の推進の過程と,共通する
特徴を明らかにする。 
  
研究課題 3.  
日本国内において，学校図書館支援センターが成立した過程と特徴を考察する。 
 
研究課題 4． 
市教育委員会が設置した学校図書館支援センターの現状と課題を明らかにする。 
 
研究課題 5.  
県教育委員会が実施している学校図書館に関する施策の特徴と課題を考察する。 
 
尚，本研究の研究課題に関して調査を行う期間は，1958 年度から 2011 年度までとする。
理由は以下の通りである。学習指導要領は，学校教育法施行規則第五十二条に規定されてい
るとおり，教育課程編成の基準であり，学校図書館法第二条には，“学校図書館は教育課程の
展開に寄与する”と明示されているため，学習指導要領の示す方向は学校図書館と関係して
いる。学習指導要領は 1958 年度から，“教育基本法，学校教育法及び同法施行規則，小学校
学習指導要領，教育委員会規則等に示すところに従うこと”と，法的な位置づけが明示され
たが,学校図書館に関する記述は，前の学習指導要領（試案）に比較し，大幅に削除された。
学校図書館の整備について考察する上で，このような背景を踏まえる必要があると考え，1958
年度以降を研究の対象とした。本研究の調査は，2006 度から 2010 年度の期間に実施してい
るため，調査について考察する上で関連のある 1998 年度の学習指導要領の実施期間である
2011 年度末までを研究調査の範囲とした（付録 1.参照）。 
但し，早期に学校図書館の整備に積極的に取り組んできた市教育委員会の推進の過程と特
徴を考察する際は，その開始時期や整備に取り組み始めた契機などを知るため，歴史を遡っ
て調査する必要があると考えられるので，1958 年度以前も研究の対象範囲とする。 
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1.3 先行研究と研究方法 
 以下，各研究課題についての先行研究と研究方法を述べる。 
(1) 研究課題 1.  
 
 
市教育委員会の学校図書館の整備に関する施策の現状を明らかにするためには，一つの県
を選択し，詳細に調査を行う必要がある。一つの県内の全市町村の教育委員会を対象とした
学校図書館に関する調査は，2006年度に浦野はるみが，埼玉県内全市町村教育委員会を対象
に実施している 25)。浦野は，人的な整備に注目し，司書教諭の授業時数軽減が十分に行われ
ていない状況と，学校司書の就業形態と職務内容の実態を明らかにし，2 種の職種が役割分
担していく必要性を説いている。本研究では，物的整備，各学校図書館を学校外から支援す
る体制の整備についても対象としている点が異なる。 
他に，一県内の全市（町村を除く）を対象に学校図書館に関わる調査を行った研究として，
鈴木嘉弘による静岡県内 23市の子ども読書活動推進計画についての調査が見られる 26)。「学
校における読書活動の推進に関する事項」に絞って調査した結果，共通して①校内体制づく
り，②読書指導・情報活用能力の育成，③資料の整備・充実，④人的配置の促進，の項目を
立てていることを分析している。また市によって計画内容に差があることを指摘し，子ども
読書活動推進計画に関係者が積極的に取り組むことを提言している。本研究とは調査項目が
異なり，また，子ども読書活動推進計画を策定した市を対象とした調査であり「町村」は除
かれていることも本研究の調査と異なる。 
本研究課題では，学校図書館の物的整備，人的整備についての課題は何か，各学校図書館
を学校外から支援する体制の整備はどのように行われているか，また市教育委員会が独自に
どのような学校図書館の整備に関する施策を講じているか，その現状を明らかにするため，
事例として千葉県を選択し，全市町村教育委員会を対象とする質問紙調査と 11市の教育委員
会を対象とする聞き取り調査を行い，その結果を元に学校図書館の整備の現状と課題につい
ての分析を行う。こうした研究によって，市教育委員会の学校図書館の整備に関する施策に
ついて考察するための基礎的な資料が得られると考えられる。 
 
 
 
市教育委員会が行う学校図書館の整備の現状と課題を明らかにする。 
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(2) 研究課題 2．  
 
 
 
 
市教育委員会が行う学校図書館の整備については，市川直美，谷嶋正彦が，さいたま市教
育委員会に対する聞き取り調査と小学校の訪問調査をもとに分析している 27)。市全体の学校
図書館の機能を支える条件として，公立図書館内の学校図書館支援センター，市教育委員会，
教育研究所の役割と連携，「物流システム」とコンピュータによる検索の整備を指摘している。
日本図書館協会は，1992 年度に全国の公立図書館を対象に「公共図書館と学校（図書館）と
の連携」の調査を行い 28)，公立図書館と学校図書館が連携する契機は，「公共図書館側から」，
次が「学校から」，続いて「その他」の順であり，「その他」では，自治体，図書館協議会，
PTA，市教育委員会など組織的な働きかけが一番多いという結果を報告している。千葉県袖ヶ
浦市教育委員会の指導主事，鴇田道雄は，同市の学校図書館に関する施策を踏まえ，市の教
育委員会や関係機関の支援と組織作りの重要性を述べている 29)。 
これらの文献から，学校図書館の整備を進めるためには，市教育委員会と諸機関の連携が
必要であることが推察できる。しかし，学校図書館の整備に積極的に取り組んでいる市教育
委員会の推進の過程と特徴については論じられていない。 
そこで，本研究課題では，早期に学校図書館の整備を積極的に開始し，現在も継続してい
る複数の市を選出し，文献調査と聞き取り調査を行った結果の比較に基づき，学校図書館の
整備を推進した市教育委員会の推進の過程と，共通する特徴を明らかにする。 
これらの研究から，学校図書館の整備に積極的ではない市教育委員会がどのように整備の
推進に取り組めばよいかの示唆が得られると考えられる。 
 
(3)  研究課題 3. 
 
 
各学校図書館を学校外から支援する体制の整備については，1999 年度に,全国学校図書館
協議会（以下，全国 SLA とする）の『学校図書館』で，「情報ネットワーク」として特集が組
まれ 30)，国の指定事業を受けて学校図書館ネットワークを整備した袖ヶ浦市，兵庫県西宮市，
日本国内において，学校図書館支援センターが成立した過程と特徴を考察する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
早期に学校図書館の整備に積極的に取り組んできた市教育委員会の推進の過程と,共
通する特徴を明らかにする。 
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千葉県市川市の実践が報告されている。2002 年度には，全国 SLAが，学校図書館ネットワー
ク委員会を設置して 2 年間の研究を経てまとめた『すすめよう学校図書館ネットワーク』31)
を刊行した。同書で，渡辺康夫は，学校図書館支援センターについて，スタッフの役割や，
扱うメディアなどの構想を具体的に提案している 32)。2008 年度には，全国 SLA の『学校図書
館』で「学校図書館支援センター」が特集され，文部科学省の学校図書館支援センター推進
事業を受けた，福島県いわき市，袖ヶ浦市，東京都荒川区，奈良県奈良市，広島県尾道市の
学校図書館支援センターの実践が報告されている 33)。いずれも学校図書館支援センターを中
心として，学校図書館の活用が充実した事例を報告している。 
これらは，学校図書館支援センターの在り方に対する提案や実践報告であり，学校図書館
を支援する体制の構想の導入から学校図書館支援センターの成立に至るまでの過程について
一貫して考察したものは見られない。 
そこで，本研究課題では，各学校図書館を学校外から支援する体制についての構想が日本
に紹介された時期から成立するまでの過程の文献調査を行う。各学校図書館を学校外から支
援する体制の構想の導入時に立ち返り，成立までの過程を詳細に考察することは，今後の学
校図書館の整備に関する施策を考察する上で，意義あることと考えられる。 
 
(4) 研究課題 4. 
 
 
学校図書館支援センター推進事業については，日本図書館研究会の学校図書館研究グルー
プの中村由布等が 2008 年 3 月に調査を行っている 34)。その結果，学校図書館支援センター
の設置場所は市教育委員会内が多く，公立図書館と学校図書館の双方をつなぐ役割を果たし
ていると分析している。事例として，学校図書館支援センター推進事業を受けた市の中で，
これまで学校司書が配置されず，整備が十分進められていなかった市に着眼し，こうした市
では学校司書の配置の必要性について認識されたことが一つの成果であると捉えている。中
村等の調査は指定事業の 1年目であり，本調査は 2009 年の 5月，同事業の終了後に行い，調
査の時期が異なっているため，結果が異なっていると考えられる。また，永利和則が本研究
の調査と同年度の 2009 年度と翌 2010 年度に，同事業を受けた市を対象に調査を行い，修士
論文にまとめている。その結果，“公立図書館が学校図書館を支援する段階までで止まってし
まい，学校全体または教職員を支援するところまで深化しなかった”35)と市立図書館と学校
市教育委員会が設置した学校図書館支援センターの現状と課題を明らかにする。 
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が連携する際の課題を指摘している。 
本研究では，学校図書館支援センター推進事業の指定終了直後に，学校図書館支援センタ
ーの継続の有無を問い，継続された市と継続されなかった市の成果と課題を比較し，継続で
きた理由について考察している点が異なる。学校図書館支援センターに配置される学校図書
館支援スタッフについては，筆者が 2007年度に，聞き取り調査をもとに「学校図書館支援ス
タッフの役割」としてまとめた。その結果，学校図書館支援スタッフの役割として，効果的
な授業支援，情報の集積と伝達，学校司書への精神的支援の 3点を明らかにした 36)。しかし，
この学校図書館支援スタッフに関する調査は，千葉県内の 3 市を対象としており，全国規模
の調査ではない。また，「学校図書館支援スタッフの役割」の調査では，学校図書館支援セン
ターを設置する場所についての質問項目は入れていなかった。子どもの読書サポーターズ会
議の報告では，“2006 年度から 2008 年度にかけては，地域における資源共有の推進等の中核
となる学校図書館支援センターの運営に関するモデル事業が実施されており，今後は，各モ
デル地域の実践について適切な評価を行った上で，「学校図書館支援センター」の設置運営に
関するノウハウを整理し，全国の教育委員会に向けてのその成果の発信が必要である”37)と
記載されているが，これまで，文部科学省からまとまった報告は出されていない。 
そこで，本研究課題では，各学校図書館を学校外から支援する体制の整備としての学校図
書館支援センターの現状と課題を考察するため，学校図書館支援センター推進事業を受けた
57市教育委員会を対象に質問紙調査を行い，さらに，同事業終了後に，独自に学校図書館支
援センターを設置している市の実践事例についての文献調査を行う。この研究結果からは，
今後学校図書館支援センターを設置する際の示唆が得られると考えられる。 
 
 (5) 研究課題 5. 
 
 
県教育委員会の学校図書館に関する施策については，静岡県教育長の鈴木善彦が，静岡県
の学校図書館の施策についてまとめ，「静岡県の学校図書館づくり」として報告している 38)。
鈴木は，「読書県静岡」をめざすための，県総合教育センターへの学校図書館担当指導主事の
配置等の具体的な取り組みを述べた上で，学校図書館を活用した教育活動の実践の共有，公
共図書館との連携，ボランティアの活用などの工夫，教育行政担当者の図書館政策の位置づ
けと，首長部局等への働きかけ，広報の必要性を提案している。また，長崎県教育庁生涯学
県教育委員会が実施している学校図書館に関する施策の特徴と課題を考察する。 
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習課の岡田寛子は，2004 年度より取り組んでいる子ども読書活動の推進のための県の事業に
ついて紹介し，学校司書を配置する市町に対して 10 名分の費用を半額補助するモデル事業を
行った結果，市町の予算で学校司書の配置が継続された事例などを報告している 39)。 
これらは，学校図書館に関する施策に積極的に取り組んでいる県教育委員会の事例である
が，全国の県教育委員がどのように学校図書館の施策に取り組んでいるか調査した研究報告
は管見の限り見られない。国の学校図書館の整備に関する調査では，市によって学校図書館
の整備に差があることは推測できることであり，整備に積極的ではない市に対しては，前述
の地教行法第四十八条に規定されているように，県教育委員会には，必要に応じて市教育委
員会に対して援助をすることが求められる。 
そこで，本研究課題では，まず，市教育委員会が学校図書館の整備を進めるために，県教
育委員会が市教育委員会に対してどのように，指導，助言，援助しているのか全国の県教育
委員会に対する質問紙調査を行う。次に，学校図書館に関する施策に積極的に取り組んでい
る県を事例として聞き取り調査を行い，県教育委員会の実施している学校図書館に関する施
策の特徴と課題を考察する。この研究から，県教育委員会が行う学校図書館の整備に関する
施策の在り方について明らかになると考えられる。  
 
本研究の意義は，これらの課題に対応して行った調査に基づき，読書センター，学習情報
センターとしての機能を活かす小中学校図書館の整備を進めるために，各教育委員会が取り
組むことができる，より現実的な施策について検討することである。こうした研究から，教
育委員会が，学校図書館の整備に関する施策を進める上での示唆が得られると考えられる。 
 
1.4  論文の構成  
図 1-1は，本論文全体の構成をまとめたものである。 
第一章では，序論として，研究背景，研究目的と研究課題，先行研究と研究方法，論文の
構成，用語の解説，学校図書館に関する法律，学校図書館に関する動向について述べる。第
二章では，市教育委員会が行う学校図書館の整備についての現状と課題を明らかにする。第
三章以降では，第二章で明らかになった課題に対し，教育委員会が取り組むべき学校図書館
の整備に関する施策についての調査を踏まえて論じる。第三章から第五章では，市教育委員
会について，第六章では，県教育委員会が行う学校図書館に関する施策について述べる。第
七章では，結論として第一章から第六章をまとめ，考察と今後の課題を述べる。  
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第四章 学校図書館支援センターが成立した過程と特徴 
第三章 早期に学校図書館の整備に積極的に取り組んできた 
市教育委員会の推進の過程と，共通する特徴 
 
 
第五章 学校図書館支援センターの現状と課題 
第六章 県教育委員会の学校図書館に関する施策の特徴と課題 
 
       
 
 
 
 
 
 
 
               図 1-1    論文の構成 
 
1.5  用語の解説  
1.5.1 学校図書館の機能  
学校図書館の機能については，1995 年度発表の「児童生徒の読書に関する調査研究協力議
報告」において，読書センターと学習情報センターの二つが示された 40)。2009 年度に「子ど
も読書サポーターズ会議」が発表した“これからの学校図書館の活用の在り方等について.”
では，学校図書館のこの二つの機能について次のようにまとめている 41)。 
〇 読書センターの機能 
・学校教育の一環として，すべての子どもに，本を選んで読む経験，読書に親しむきっか
けを与える。学校における読書指導に活用される。 
・子どもたちが，自由に好きな本を選び，静かに読みふける場を提供する。様々な本を紹
介して，読書の楽しさを伝える。 
〇 学習情報センターの機能 
 学校図書館は，児童生徒の自発的主体的な学習活動を支援するとともに，情報の収集・選
択・活用能力を育成して，教育課程の展開に寄与する。 
ここで言及されている情報の収集・選択・活用能力は情報リテラシーと同義であり 42)，学
習情報センターとしての学習の方法については，児童生徒が見通しを持って取り組める 6 つ
のステップ等が提唱されている 43)。 
尚，表記については，学習情報センターと学習・情報センターの 2種類が見られるが，本
研究では，学習情報センターとする。 
第一章 
序 
論 
 
第七章 
結 
論 
 
第二章 
学
校
図
書
館
整
備
の
現
状
と
課
題 
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1.5.2  学校図書館の整備 
本研究では，学校図書館の物的整備と人的整備，各学校図書館を学校外から支援する体制
の整備の三つの整備を学校図書館の整備とする。各学校図書館を学校外から支援する体制に
ついては，公立図書館からの支援，学校図書館ネットワークの構築，学校図書館支援センタ
ーの設置等を指す。また，「学校図書館図書標準」が定められた 1993 年度は，国が学校図書
館の整備に本格的に着手した年度であり，これ以前に学校図書館の整備を開始した自治体は，
早期に学校図書館に関する施策に取り組み始めたと捉える。 
 
1.5.3 教育センター 
教育センター，教育研究所，総合教育センターは，地教行法の第三十条に示されている“専
門的，技術的事項の研究又は教育関係職員の研修機関”として各自治体の条例に基づき設置
されている。その職務は，教育課程の調査研究，教育内容及び方法の調査研究，教育実践に
参考となる資料の収集及び作成，教職員の研修に関すること等である 44)。本研究では，教育
センターに統一し，文献調査，質問紙調査，聞き取り調査では，各自治体で使用されている
名称をそのまま記述する。 
 
1.5.4  市立図書館，県立図書館 
本研究では，市区町村立図書館は市立図書館とし，都道府県立図書館は県立図書館と表記
する。市立図書館，県立図書館の両方について論じる際は，公立図書館と表記する。但し，
公的文書，引用元の文書等に公共図書館と記載されている場合と，付録の質問紙調査では，
原文のまま公共図書館と表記する。 
 
1.5.5 学校図書館と公立図書館の関係 
学校図書館法第四条（学校図書館の運営）では，“他の学校の学校図書館，図書館，博物館，
公民館等と緊密に連絡し，及び協力すること”，図書館法第三十八条には，“学校，博物館，
公民館，研究所等と緊密に連絡し，協力すること”とある。2000 年度に発表された「IFLA／
ユネスコ学校図書館ガイドライン」では，“Cooperation and Resource Sharing with Public 
Libraries”45)の項目で，学校図書館と公立図書館の連携を重視する見解が述べられ，学校図
書館と公立図書館の連携の必要性は，世界的レベルで共通に認識されている。 
市教育委員会において，学校図書館は学校教育課，公立図書館は社会教育課に所属するが，
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社会教育課 
双方から協力に努めることが求められている。 
 
                             
     
 
 
 
 
 
 
    
          図 1-2  公立小中学校図書館と市立図書館の関係 
 
図 1-2は，公立小中学校図書館と市立図書館の関係を示したものである。公立小中学校図
書館と市立図書館は，同じ市教育委員会に所属しているが，学校図書館は学校教育の中に，
市立図書館は社会教育の中に位置づけられている。そのため，連携して整備や活動を行う場
合，両者をつなぐ組織的な取り組みが必要となる。さらに，公立小中学校図書館は，管理職
の学校経営方針に基づく学校全体の体制の中に位置づけられているため，市立図書館は学校
全体と連携する必要がある。 
 
1.5.6 「物流システム」 
公立図書館間で相互貸借用の図書を搬送する方法については，『図書館用語辞典』で「相互
貸借」の項目に，“公共図書館間で，協力車や連絡車を巡回する”46)と記述されているが，学
校図書館は含まれていない。2009年度に発表された子どもの読書サポーターズ会議の報告で
は，「教育委員会による条件整備・支援」の項目に，“物流システムの構築とその機能強化”
47)と記載されているので，本研究では市内の小中学校図書館間での図書の相互貸借，公共図
書館からの借り受けを計画的に搬送する方法を「物流システム」と表記する。図 1-3 は袖ケ
浦市の「流通システム」を参考に，「物流システム」の仕組みを説明したものである。 
 
 
市教育委員会 
学校教育課 
公立小中学校 
〔司書教諭〕 
学校図書館 
〔学校司書〕 
 
市立図書館 
 
 〔司書〕 
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  図 1-3 「物流システム」48)  
 
「物流システム」では，電子メールやファックスで，必要な図書の貸し出しを市立図書館
と市内全学校一斉に，あるいは，必要な図書を有している学校に個別に依頼すると，受けた
学校が図書を梱包して貸し出しの準備を行う。市内の各学校と市立図書館間を定期的に配送
車が回り，図書の回収返却を行う。 
 
1.5.7  学校図書館蔵書のデータベース化 
学校図書館で所蔵する図書の書名，著者名，件名などの書誌事項を集めてコンピュータで
検索できるようにそのデータを集積することについて，本研究では，学校図書館蔵書のデー
タベース化と表記する。学校図書館情報化・活性化推進モデル地域指定事業を受けた袖ケ浦
市教育委員会の鴇田道雄は，学校図書館蔵書のデータベース化の利点として，①貸し出し，
返却の簡素化，②蔵書管理の適正化，③容易な図書検索，④迅速な各種統計の作成 ，⑤蔵書
点検作業の簡便化，⑥学校間のネットワーク構築，の 6 点を挙げている 49)。このような記述
から，学校図書館蔵書のデータベース化は，学校図書館の情報化の中核と捉えられる。 
 
Ａ小学校 
Ｅ小学校 
Ａ中学校 
Ｂ小学校 
Ｃ小学校 
Ｄ小学校 
Ｃ中学校 配送車が巡回して図書を回収返却 
市立図書館 
Ｂ中学校 
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1.5.8 学校図書館に関わる職の名称 
1.5.8.1  司書教諭  
学校図書館法第五条には，“学校には，学校図書館の専門的職務を掌らせるため，司書教
諭を置かなければならない”と，規定されている。「子どもの読書活動の推進に関する法律」
第八条に基づき策定された「子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画(第一次)」では，
“司書教諭は，学校図書館資料の選択・収集・提供や子どもの読書活動に対する指導等を行
うなど，学校図書館の運営・活用について中心的な役割を担うものである”と示されている。
本研究では司書教諭が職務を遂行するために担当授業時間数を軽減することを司書教諭の授
業時数軽減と表記する 50) 
尚，質問紙調査の結果を記述する際の学校図書館を担当する教職員については，回答者の
書いた名称をそのまま用いる。 
 
1.5.8.2  学校司書 
2005 年度制定の「文字・活字文化振興法」において，法律上初めて，“学校図書館に関す
る業務を担当するその他の職員”と，現在の学校司書の立場に該当する職員についての言及
があり，それ以降，文部科学省の行う「学校図書館の現状に関する調査」の調査項目に含ま
れている。2014 年 6 月 27 日の学校図書館法の一部改正により，学校司書の名称が明記され
た 51)。近年，子どもの読書環境の整備を進める運動の高まりの中で，各自治体での学校司書
の配置が進められているが，これは，図書館に専門的な知識，能力，資格をもつ職員をおく
ことの意義が，一定程度認知されていることの現れである 52)。現在雇用されている学校司書
は，学歴，専門資格（司書，司書補，司書教諭，教員など）の有無，勤務の形態など一様で
はない 53)。現状では，非常勤の職員が多く 54)，市によって職名は様々であるが 55)，本研究
では，学校司書と表記する。 
 
1.6 学校図書館に関する法律 
 次の法律を根拠として，各教育委員会には，学校図書館活動を教育方針に位置づけた施策
を講じ，各学校では学校図書館を活用することが求められている。 
 
教育基本法 1947年 3月 31制定 2006 年 12 月 22 日改訂   
教育基本法第十七条に基づき策定された第一次教育振興基本計画の「基本的方向 2. 」 
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には，“豊かな言語力を育成する観点から，朝読書をはじめとする読書活動の実施を促す。あ
わせて，「子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画」等に基づき，地域や家庭における
読書活動の取組とも連携し学校図書館の機能の発揮を図るとともに，司書教諭が発令されて
いない学校においても有資格者の発令が促進されるよう，司書教諭の講習を引き続き進める”
と示されている 56)。 
学校図書館の整備については，「基本的方向 4. 」に“学校図書館資料を充実させるため，
平成 19 年度から 23 年度までの「学校図書館図書整備 5カ年計画」に基づく単年度約 200 億
円の地方財政措置の活用も促しつつ，学校図書館図書標準の達成を目指す。あわせて，司書
教諭が発令されていない学校における有資格者の発令が促進されるよう，司書教諭の講習を
引き続き進めるとともに，学校図書館の諸事務に当たる職員の配置を促す”と物的人的整備
の必要性が示されている 57)。 
第十七条 2 には“地方公共団体は，教育の振興のための施策に関する基本的な計画を定め
るよう努めなければならない”と規定され，各自治体には，教育振興基本計画の策定が定め
られている。 
 
学校教育法 1947年 3月 31制定 2007年７月 31 日改訂 
第三条には，“学校を設置しようとする者は，学校の種類に応じ，文部科学大臣の定める設
備，編制その他に関する設置基準に従い，これを設置しなければならない”と規定されてい
る。設備については，学校教育法施行規則第一条に，“学校には，その学校の目的を実現する
ために必要な校地，校舎，校具，運動場，図書館又は図書室，保健室その他の設備を設けな
ければならない”と規定され，学校図書館は各学校に設置されることが定められている。 
 
学校図書館法 1953 年 8 月 8 日制定 1997 年 6 月 11日，2014 年 7 月 29 日改訂 
  学校図書館法は，1953 年度に制定されていたが，附則第二項に“当分の間，司書教諭を置
かないことができる”と記載されていたため，司書教諭の発令は進まなかった。このため，
全国 SLA はじめ，関係者によって，この法律改正に長年取り組まれてきたが 58)，1993 年度に
党派を超えた国会議員によって結成された「子どもと本の議員連盟」から名称を変更した「国
際子ども図書館設立推進議員連盟」が推進力となって改正に至った 59)。 
1997 年 6月 11 日学校図書館法の改正で司書教諭の発令が義務化され，2014年 7月 29 日の
改正で，学校司書の職名と配置の努力義務が明記された。 
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子どもの読書活動の推進に関する法律 2001年 12月 12 日制定 
第四条には，“地方公共団体は，基本理念にのっとり国との連携を図りつつ，その地域の実
情を踏まえ，子どもの読書活動の推進に関する施策を策定し，及び実施する責務を有する”
と規定されている。第八条では，“政府は，子どもの読書活動の推進に関する施策の総合的か
つ計画的な推進を図るため，子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画を策定しなけれ
ばならない”と定められ，第九条では，都道府県子ども読書活動推進計画，市町村子ども読
書活動推進計画の策定に努めることが規定されている。 
子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画第一次（2002 年 8 月策定）60)では，「子ど
もの読書活動を推進するための施設，設備その他の諸条件の整備・充実 (3) 学校図書館等の
整備・充実」，同計画第二次（2008 年 3月策定）61)と同計画第三次（2013 年 5月策定）62) 
では，「学校等における子どもの読書活動の推進」の項目に，学校図書館の整備について記載
されている。こうした国の計画に基づき，県教育委員会，市教育委員会も子ども読書活動推
進計画を策定し，国の計画に合わせて見直しを行っている自治体では，学校図書館の整備が
推進される契機となる。 
 
文字・活字文化振興法 2005 年 7 月 29日制定 
第八条 に，“国及び地方公共団体は，学校教育における言語力の涵養に資する環境の整備
充実を図るため，司書教諭及び学校図書館に関する業務を担当するその他の職員の充実等の
人的システムの整備，学校図書館の図書館資料の充実及び情報化の推進等の物的条件の整備
等に関し必要な施策を講ずるものとする”と規定され，学校図書館の人的，物的整備の必要
性が明示されている。 
 
1.7  学校図書館に関する動向 
1.7.1 教育の情報化と学校図書館 
学校図書館の情報化は，広く教育の情報化との関係で捉えることができる。日本における
教育の情報化は，臨時教育審議会で，教育改革の重要事項と位置づけられたことを嚆矢とす
る 63)。1986 年度に発表された第二次答申の“社会の情報化の進展に伴い，情報活用能力（情
報リテラシー‐情報および情報手段を主体的に選択し活用していくための個人の基礎的な資
質）をどの程度身に付けるかによって，個人が情報手段を主体的に活用できるか，情報化の
弊害の中に埋没してしまうかがかなり左右される”は，この後，情報活用能力（情報リテラ
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シー）という用語を教育界に定着させる起点となった 64)。1987 年度に発表された第四次答申
（最終）では，教育と情報化の関係について，①学校はじめ様々な教育機関において情報活
用能力の育成に本格的に取り組む，②双方向の意志疎通，特に学習者からの発信機能を強化
させるとともに，情報手段の潜在力を最大限に活用する，③情報化の影の部分を補うための
教育を拡充する，の 3点が指摘され，「情報化への対応のための改革」の項目では，情報環境
の整備として“学校をはじめとする様々な教育施設の情報環境を本格的に整備する”と示さ
れた 65)。1989 年度には，公立学校の空き教室をコンピュータ室とする場合に，コンピュータ
等も併せて国庫補助の対象とする「大規模改造費補助制度」が開始され 66)，以後，全国の小
中学校にコンピュータの設置が進められた。一方，同 1987 年度に文部省より刊行された学校
図書館のてびき『小学校・中学校における読書活動とその指導』の前文には，“社会の情報
化が急速に進行し，児童の読書離れ，活字離れが指摘されるようになっています”67)と記述
され，情報化の推進と読書の推進の方向は一致しないとされる向きもあった。この考え方は，
学校図書館の情報化を滞らせる一因でもあったと捉えられる。 
文部省が 1990年度に刊行した『情報化の進展と教育』では，教育における情報手段の活用
の中で，学校経営の情報化の一つとして，「図書管理」を位置づけている 68)。具体的な取り
組みとして挙げられている浦安市立図書館の事例報告では，“公共図書館と学校図書館のオン
ライン化”を紹介している。その使用方法として，“生徒が個人的に調べたい図書を学校図書
館の端末機で検索し，予約すれば翌日に公共図書館から送られてくる”という例が挙げられ
ている 69)。この報告から，学校図書館の情報化として，学校図書館蔵書のデータベース化を
行い，市立図書館と相互にそのデータを閲覧できることを目指していたことが窺える。 
全国 SLA が 2002 年度に実施した「学校図書館調査（全国悉皆）」によれば，「蔵書目録がな
い」と回答している小学校は 59.9%，中学校は 50.0%であった 70)。このように蔵書目録の整
備が進められていない理由としては，1965年度に中学校教諭の黒沢浩が“多忙な教師の負担
となる蔵書目録は不必要ではないか”71)と提言しているように，蔵書目録のカードの作成は
学校現場においては負担であったためと考えられる。このような事情から，これまで多くの
小中学校図書館には蔵書目録のカードは不備であり，学校図書館には検索の機能がなく，管
理も十分行われていなかった。東京都小平市教育委員会の小山節子が“学校図書館蔵書のデ
ータベース化によって久しく実施されていなかった蔵書点検が行われた”72)と述べているよ
うに，学校図書館の情報化の第一段階である学校図書館蔵書のデータベース化によって，学
校図書館の蔵書管理が的確に行われるようになった。 
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1991 年度に文部省が刊行した『情報教育に関する手引』は，1989年度の学習指導要領に対
応させ，小学校では，情報活用能力の育成を重視し“図書館で必要な本や資料を選ぶ能力を
養うことが極めて大切である”73)と示された。学校図書館蔵書のデータの活用例として，貸
し出し返却の管理が挙げられている 74)。コンピュータの設置場所については，①コンピュー
タ室，②教科の特別教室，③普通教室，④図書室，⑤職員室，と挙げられていることから 75)，
学校図書館へのコンピュータの配置が重視されていたことがわかる。 
しかしながら，全国 SLA が 1995 年度に小中学校に対して行った調査では，学校図書館への
コンピュータの導入，または，導入する計画の有無について，「導入済み」と「計画中」を合
わせ，小学校では 8.5%，中学校では 9.8％に留まっていた 76)。一方，同 1995年度の教育用
のコンピュータの設置状況は，小学校で 77.7％，中学校 99.4％であった 77)。これらを考え
合わせると学校図書館へのコンピュータの導入の遅れは顕著であった。 
こうした状況を改善する契機となったのは，国が 1995 年度より開始した学校図書館情報
化・活性化推進モデル地域指定事業等の指定事業である。指定を受ける中心機関は市教育委
員会である。以下は各事業の概要，表 1-1は 1995 年度から 2011年度までの国の学校図書館
に関する指定事業をまとめたものである。 
 
○ 学校図書館情報化・活性化推進モデル地域事業  
学校図書館にビデオやコンピュータなどの情報ソフトや情報手段を整備し，学校図書館を情
報化すること，学校図書館と公共図書館をコンピュータで結び，学校図書館から公共図書館の
蔵書や資料を検索して借りられるようにする 78)。第一回の指定を受けた 5 市は，石川県志賀町，
岐阜県大垣市，大阪府羽曳野市，広島県呉市，佐賀県佐賀市であった 79)。第二回の指定を受け
た 3 市は，市川市，富山県小杉町，山梨県河口湖町であった 80)。第三回は，北海道札幌市他
72 市であった。岐阜県大垣市のみ，第一回と第三回に指定を受けたが，他の市は，この 3 回
の指定事業の期間，各 1 回，指定を受けたので 81)1995 年度から 2000 年度までの 6 か年に，合
計 79 市が指定を受けた。 
 
○ 学校図書館資源共有型モデル地域事業 
学校図書館蔵書のデータベース化，ネットワーク化による図書資料の検索・貸し出し・流
通システムの構築，学校図書館や蔵書を利用した教育実践の普及，およびその仕組みの整備，
調整機能の整備などを柱とする 82)。 
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○ 学校図書館資源共有ネットワーク推進事業 
学校図書館を活用した教育活動の充実，学校を超えた図書の共同利用の促進等を図るため，
推進地域を指定し，公共図書館等と連携して教育活動等への支援を行う。学校図書館支援セ
ンターの役割，地域内の学校図書館の蔵書情報のデータベースの利用，ネットワークを活用
した優れた教育実践についての調査研究を行う 83)。 
 
○ 学校図書館支援センター推進事業 
学校図書館の様々な取り組みを支援する学校図書館支援センターを教育センター等に置き，
当該センターに配置される学校図書館支援スタッフが，学校図書館間の連携や各学校図書館
の運営，地域開放に向けた支援を行い，各学校に配置される協力員が，学校図書館支援スタ
ッフとの連携・協力に当たることを通じて，学校図書館の読書センターとしての機能と学習
情報センターとしての機能の充実・強化を図る 84)。 
 
○ 「読む・調べる」習慣の確立に向けた実践研究事業 
2007 年度より学校図書館を活用した読書活動や学習活動の促進のため，調査研究を行う
「子どもの読書サポーターズ会議」を設置するとともに，その研究成果を受けた市レベルの
実践的な調査研究として，子どもの「読む・調べる」習慣の確立に向け，学校図書館を中心
として街全体でモデル的に取り組む「子ども読書の街」を指定し，研究成果等を上記会議に
おいて収集・分析し，全国的に普及する 85)。 
 
○ 学校図書館の活性化推進総合事業  
学校図書館のより一層の活性化を図るため，学校図書館機能の高度化に向けた実践的な調
査研究を行う 86)。①学び方を学ぶ場としての学校図書館機能強化プロジェクト，②教員のサ
ポート機能強化に向けた学校図書館活性化プロジェクト，の二つの柱で調査・研究が進めら
れる。 
 
○ 確かな学力の育成に係る実践的調査研究‐学校図書館の有効な活用方法に関する調査研
究 87) 
確かな学力の育成に係る実践的調査研究のメニューの 3番目に学校図書館の活用が位置付
けられた。 
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 1.新学習指導要領の円滑な実施に向けた教材開発，指導方法等についての調査研究  
2.全国学力・学習状況調査の結果を活用した調査研究  
3.学校図書館の有効な活用方法に関する調査研究  
4.環境教育に関する取組を活用した調査研究  
5.民間や NPO法人の発想・手法を活用して，新しい授業の在り方や指導方法を構築するため
の調査研究 
「学校図書館の有効な活用方法に関する調査研究」では，言語活動の充実を図ることとし
た新学習指導要領の趣旨を踏まえ，児童生徒の読書習慣の確立等に資する学校図書館の有効
な活用方法についての調査を行い，その取り組み事例を普及する。 
 
表 1-1  国の学校図書館に関する指定事業 
年度 
 実施 
期間 
         学校図書館に関する指定事業の名称 
自治
体数 
1995～1997 3か年 学校図書館情報化・活性化推進モデル地域事業[第一回] 5 
1996～1998 3か年 学校図書館情報化・活性化推進モデル地域事業[第二回] 3 
1998～2000 3か年 学校図書館情報化・活性化推進モデル地域事業[第三回] 72 
2001～2003 3か年 学校図書館資源共有型モデル地域事業 43 
2004～2006 3か年 学校図書館資源共有ネットワーク推進事業 33 
2006～2008 3か年 学校図書館支援センター推進事業 57 
2007～2008 2か年 「読む・調べる」習慣の確立に向けた実践研究事業 10 
2009 1か年 「読む・調べる」習慣の確立に向けた実践研究事業 14 
2009 1か年 
学校図書館の活性化推進総合事業 
①学び方を学ぶ場としての学校図書館機能強化プロジェクト 
②教諭のサポート機能強化に向けた学校図書館活性化プロジェクト 
40 
2010 1か年 
確かな学力の育成に係る実践的調査研究[第一回] 
3.学校図書館の有効な活用方法に関する調査研究  
60 
2011 1か年 
確かな学力の育成に係る実践的調査研究[第二回] 
3.学校図書館の有効な活用方法に関する調査研究 
43 
 
これら一連の指定事業により，学校図書館にコンピュータを設置し，学校図書館蔵書のデ
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ータベース化を行い，市立図書館や他の学校図書館とのデータ共有と相互貸借を行うモデル
が示された。こうした全国的な情報化の推進，教育界の情報化と文の指定事業を受けた市の
実践報告等により，学校図書館の情報化が次第に進められた。2001年度に，文部科学省が刊
行した『新しい時代に対応した学校図書館の施設・環境づくり-知と心のメディアセンターと
して』には，学校図書館の情報化として，次の二つが示された 88)。一つめは，コンピュータ，
CD，ビデオ，CD-ROM，OHP，プロジェクタ－等，情報機器の活用，二つめは，情報ネットワー
クの構築である。情報ネットワークについては，校内 LAN の整備を進めること，インターネ
ットの導入と，市立図書館及び他校の検索システムの端末を学校図書館内に設置することが
記載されている。これらの機能を，視聴覚教室や放送室，教室，展示スペースと連動して配
備し，学校図書館をメディアセンターとして機能させることを提案している。 
  2011 年度に文部科学省が発表した「教育の情報化ビジョン」では，“学校の管理職が学校 
CIO（Chief Information Officer）として，教育 CIO と連携しつつ，学校内外の連絡調整を
図りながら，情報通信技術の活用の意義を十分理解した上で，教育の情報化を学校経営計画
や学校評価に位置づけ，校内の情報化推進体制の構築を図っていくことが重要である。その
際，子どもたちの情報の収集，取捨選択等，多様なメディアを活用した学習情報センターと
しての学校図書館の機能を，司書教諭を中心に一層強化していくことも求められる”89)と記
載され，管理職の責任において，司書教諭を中心に学校図書館の情報化を推進することが示
された。 
 
1.7.2 読書の推進と学校図書館   
1980 年代まで，読書指導は，人間形成，人格形成を重視して進められていたが 90)，1989
年度に行われた，毎日新聞社と全国 SLA 合同の学校読書調査によれば，１か月に 1 冊も本を
読まない「不読者」は，小学生 10.5％，中学生 41.9％であり，年々増加の傾向にあった 91)。   
このような状況を改善するため，「子どもと本の出会いの会」92)が 1993 年度に結成され，
翌 1994 年 9 月には，作家，画家，出版社，書店，学校図書館，公立図書館，文庫など様々な
立場からの提言を集めた『子どもと本いま・これから』93)が出版され，子どものために読書
の充実を図る活動に発展した 94)。 
同 1993 年度には，「子どもと本の議員連盟」が結成され 95)，1995 年度に「国際子ども図書
館設立推進議員連盟」と名称を変更し，国際子ども図書館の設立の他，学校図書館法の一部
改正，2000 年を「子どもの読書年」とするための活動を行った。2000 年 5 月に国際子ども図
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書館が開館された後，同議員連盟は，「子どもの未来を考える議員連盟」と名称を変更して活
動を続け 96)，翌 2001 年 12月の「子どもの読書活動の推進に関する法律」の公布につながっ
た 97)。 
翌 2002 年 8 月には，同法第八条に基づき,「子ども読書活動推進基本計画」が策定された
98)。このように児童生徒を取り巻く読書環境の整備が進められていたが，2003 年度に参加し
た OECD の学習到達度調査( Program for International Student Assessment，以下，PISA
とする）99)では，読解力の低下が明らかになった。OECD は，2000 年度より社会の変化に対応
した学力を重視した学習到達度調査 PISA を実施している 100)。第二回にあたる 2003 年度の調
査では，読解力が，2000 年度の 8 位から 14 位に下がる結果となり 101)，同時期に，巷間で論
議されていた「学力低下論争」の煽りも受け 102)，いわゆる「PISA ショック」が起きた。 
文部科学省は，この結果を重く受け止め，国立教育政策研究所との協力による「PISA・TIMSS
対応ワーキンググループ」を設置し，教育委員会と連携しつつ，具体的な改善の取り組みを
支援するための五つの重点戦略を示した 103)。① 学習指導要領の見直し，② 授業の改善・教
諭研修の充実，③ 学力調査の活用・改善，④ 読書活動の充実，⑤ 読解力向上委員会の設置，
である。 
読書活動の充実のためには，学校図書館の整備が重視され，“「学校図書館図書整備五か年
計画」を着実に推進し蔵書の充実を図ると共に，司書教諭の養成，発令や学校司書の配置な
ど学校図書館の活用を充実するために人的配置を推進すること，教育センター等に置かれる
学校図書館支援センターの在り方に関する調査研究を実施すること”と記載され，物的整備，
人的整備，各学校図書館を学校外から支援する体制の整備の三つの整備が含まれている。 
 PISAの読解力の定義は，“自らの目標を達成し，自らの知識と可能性を発達させ，効果的
に社会に参加するために，書かれたテキストを理解し利用し熟考する能力”104)と示されてい
る。これらの過程を経て，読書の目的には，従来の人格形成に加え，国際的に通用する読解
力の習得が加わり，さらに学校図書館の整備を進める必要性が高まった。 
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施策 
第二章 小中学校図書館の整備の現状と課題                         
 
本章では，事例として同一県内の全市区町村教育委員会を対象に調査し，市区町村教育
委員会が行う学校図書館の整備の現状と課題を明らかにする。 
 
2.1  調査概要 
2.1.1 調査対象 
事例調査の対象としては千葉県を選定した。千葉県では，市川市が学校図書館と市立図
書館を結ぶ学校図書館ネットワークの構築に早期に取り組み，その成果を公表しているこ
と 1)2)，また，国の学校図書館に関する指定事業を継続して受けている市が見られることに
着目した。表 2-1は，千葉県内で国の学校図書館に関する指定事業を受けた市町村をまと
めたものである。 
 
表 2-1 千葉県内で文部科学省の学校図書館に関する指定事業を受けた市町村 
         
 
事 業 名 市 
1996年度から 1998年度 学校図書館情報化・活性化推進モデル地域事業 市川市 
1998年度から 2000年度 学校図書館情報化・活性化推進モデル地域事業 船橋市，袖ヶ浦市 
2001年度から 2003年度 学校図書館資源共有型モデル地域事業 市川市，船橋市，光町 
2004年度から 2005年度 学校図書館資源共有ネットワーク推進事業 市川市，富里市 
2006年度から 2008年度 学校図書館支援センター推進事業 
市川市，袖ヶ浦市， 
富里市，酒々井町 
 
表 2-1からは，市川市以外にも 5市町村が，国の指定事業を活用して学校図書館の整備
に取り組んできたことが確認できる。また，県立図書館による学校図書館への支援 3)，浦
安市の学校図書館と公立図書館のオンライン化 4)などの報告も見られ，学校図書館と公立
図書館との連携が成立していることが窺えた。しかし，このように積極的な取り組みが見
られる一方，公表された子ども読書活動推進計画の策定状況を見ると 5)，策定済 14市町村
（25.0%）,策定中 9市町村（16.1%）,未策定 33市町村(58.9%)が混在し，各市町村の学校
図書館の整備は，多様なレベルにあることが推測できたのでケースとして適当であると判
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断し，千葉県を調査対象とした。千葉県には，36 市，17 町，3 村，合計 56 の市町村（以
下，市とする）があり，人口を 5万人ごとに区切ると，①20万人以上の 6市，②15万人以
上 20 万人未満の 6 市，③10 万人以上 15 万人未満の 4 市，④5 万人以上 10 万人未満の 13
市，⑤5万人未満の 27市，の五つに分けることができる（2006年度現在）。 
 
2.1.2  調査方法 
 調査方法は，千葉県内全 56市教育委員会に対する質問紙調査と，先述の五つに分けた人
口の市がそれぞれ入るように考慮した 11市教育委員会,及び関係者に対する聞き取り調査
である。 
 
2.1.2.1  質問紙調査 
2.1.2.1.1 調査時期 
2006年 7月 3日に郵送で調査票を市教育委員会に配付し，回答者の労力の負担を軽減す
るため，ファクスで回収を行った（付録 2.付録 3.参照）。調査締め切りの 2006年 7月 31
日に回答のなかった 16 市に対しては再度電話で督促し，8 月 31 日に回答のなかった 3 市
については電話での回答を得た。 
質問紙調査の司書教諭の発令については無回答が多く，また，設問の内容を誤解した回
答が含まれている可能性が見られたため，2007 年 10 月 22 日から 11 月 2 日までの間に，
ファクスによる補足調査を行った（付録 5.参照）。司書教諭の授業時数軽減については，
「実施有り」の回答の多い点が聞き取り調査の結果と異なっていたため疑問が生じ，2008
年 6月に電話での補足調査を行った。その他，記述する際に不明な点については電話，メ
ール等で確認した。 
 
2.1.2.1.2 回答数と回答者 
質問紙調査の回答数は 56市，回答率 100％である。回答者については，26市は学校図書
館を担当する指導主事で，30市では学校図書館を担当する指導主事は決められていないた
め，他の担当者が回答した。 
 
2.1.2.1.3 調査内容 
物的整備，人的整備，各学校図書館を学校外から支援する体制の整備，の三つの観点を
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もとに，次の 10項目を設定し，調査票を作成した。③の司書教諭の発令の方法，④の司書
教諭の授業時数軽減の 2項目については，先述のように 1回目の調査では多くの回答が不
明確だったため，補足調査を 2回実施した。 
(1) 物的な整備 
① 図書購入予算 
② 学校図書館蔵書のデータベース化 
(2) 人的な整備 
③ 司書教諭の発令の方法 
④ 司書教諭の時間確保のための授業時数軽減 
⑤ 司書教諭の研修 
⑥ 学校司書の配置状況，名称，勤務形態，勤務日数と勤務時間，研修 
(3) 各学校図書館を学校外から支援する体制の整備 
⑦ 学校間と市立図書館との蔵書のデータベース共有 
⑧ 学校間の図書の貸借 
⑨ 市立図書館による支援とその内容 
⑩ 学校図書館支援センター 
 
調査を実施するにあたって，本来であれば，学校図書館の利用状況の相違を比較検討す
ることが望ましいと考えられるが，貸し出し冊数などの利用状況を把握している市はわず
かであり，比較検討が不可能であるため，整備内容の調査のみに留めた。上記項目の調査
結果は，5 万人ごとに分けた 5 段階の人口別の表にまとめた。人口が多い市は，税収入も
教育予算も多く，市教育委員会の指導主事の人数も確保されているので，様々な施策の推
進が可能ではないかと考えられる。しかし，学校図書館の整備の状況は，必ずしも人口，
及び予算に比例しているとは限らないと予想されたので人口別の分析を試みた。現状をよ
り明確に把握するために，自治体数だけではなく，児童生徒数，学校数による分析も試み
た。人口別の分析の％は小数第二位を四捨五入して記載する。したがって，％の加算値は，
100にならない場合も有り得るが，各表の合計欄は，一律に 100％と表記する 6)。考察を記
述する際は，文献調査，文部科学省の公開している調査，通達も参考とする。 
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2.1.2.2  聞き取り調査 
2.1.2.2.1 調査時期 
調査時期は，2006年 6月 12日から 12月 26日までの間である。 
 
2.1.2.2.2 回答者 
表 2-2 は，聞き取り調査 7)を実施した 11 市の人口，対象者，調査年月日の一覧である。
市教育委員会の指導主事を対象に聞き取り調査を行い，市によっては，学校司書，学校図
書館ボランティアも調査の対象とした。 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 表 2-2 聞き取り調査を実施した市の人口，対象者，調査年月日 
市名 人口（人） 聞き取り調査対象者 調査年月日 
A 市 383,098 指導主事   2006年 6月 12日 
B 市 154,316 指導主事   2006年 7月 10日 
学校図書館ボランティア  2006年 6月 20日 
C 市 
86,072 
指導主事   2006年 7月 10日 
小中学校 学校司書（兼任） 2006年 9月 1日 
D 市 176,858 指導主事   2006年 7月 10日 
E 市 
121,451 
指導主事   2006年 7月 25日 
中学校 学校司書 2006年 9月 11日 
F 市 
184,979 
指導主事   2006年 7月 27日 
小学校 学校司書 2006年 8月 19日 
G 市 
156,000 
指導主事   2006年 8月 3日 
小学校 学校司書 2008年 9月 25日 
中学校 学校司書 2008年 9月 25日 
H 市 576,560 指導主事 2006年 8月 3日 
I 市 154,215 指導主事  2006年 9月 1日 
J 市 49,838 指導主事 2006年 10月 26日 
K 市 60,677 指導主事   2006年 12月 26日 
33 
 
表 2-3  児童生徒の年間一人あたりの図書購入予算   単位:市（各人口帯の％）   N＝56  
 購入予算 
人口数 
2500円以上 
    
500円未満 合計 
20万人以上 0(0.0) 0(0.0) 2(33.3) 4(66.7) 0(0.0) 0(0.0) 6(100.0) 
15万人以上 
 
１(16.7) 0(0.0) 0(0.0) 3( 50.0 ) 2(33.3) 0(0.0) 6(100.0) 
10万人以上 
 
0(0.0) 2(50.0) 0(0.0) 0(0.0) 2(50.0) 0(0.0) 4(100.0) 
5万人以上 １(7.7) 0(0.0) 3(23.1) 6(46.1) 3(23.1) 0(0.0) 13(100.0) 
 2(7.4) 5(18.5) 8(29.7) 6(22.2) 5(18.5) 1(3.7) 27(100.0) 
合計 4(7.1) 7（12.5） 13(23.2) 19(33.9) 12(21.4) 1(1.8) 56(100.0) 
 
 2000 円以上 
2500 円未満 
 1500 円以上 
2000 円未満 
 1000 円以上 
1500 円未満 
 500 円以上 
1000 円未満 
2.1.2.2.3 調査内容 
11市の学校図書館を担当する市教育委員会の指導主事に対する設問は， (1)学校図書館
の物的な整備，(2)学校図書館の人的な整備，(3)各学校図書館を学校外から支援する体制
の整備，(4)市の学校図書館に関する取り組み，である。学校司書に対する設問は，質問調
査の内容に準じた(1)勤務状況，(2)研修，(3)公共図書館を含む市内の連携，である。学校
図書館ボランティアからは，支援している学校図書館の整備についての考えを聞いた。 
 
2.2  調査結果 
2.2.1  学校図書館の物的整備 
(1)  図書購入予算 
表 2-3は，各市の児童生徒の年間一人あたりの図書購入予算を示したものである。 
 
         
 
 
 
20万人未満 
 
15万人未満 
 
10万人未満 
5万人未満 
 
 
年間一人あたりの図書購入予算は，1,000円以上1,500円未満が最も多く，19市（33.9％）
が該当する。人口規模別では，20万人以上の市では，児童生徒一人あたりの図書購入予算
は 1,000円以上 2,000 円未満に集中し，人口 5万人未満の市は，500円未満，2,500円以上
の金額の間で分散し，市によって金額の差が大きい。年間一人あたりの図書購入予算の最
も多い市が 5,455円，最も少ない市が 483円であり，4,972円の差が見られた。 
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(2)  学校図書館蔵書のデータベース化 
表 2-4 は，学校図書館蔵書のデータベース化の状況を示したものである。「有り」の 18
市（32.1%）と，「一部有り」の 3 市（5.4％）と合わせると，21 市（37.5％）が，学校図
書館蔵書のデータベース化を実施していた。人口規模別では，20万人以上の市では 6市中
4市（66.7%）が実施していた。15万人以上 20万人未満の市では，「一部有り」を含め，6
市中 3 市(50.0%)が実施していた。5 万人未満の 27 市では 6 市（22.2％）に留まり，人口
数が少ない人口帯ほど学校図書館蔵書のデータベース化が未実施である傾向が見られた。
人口数が少ない市は，教育予算も少ないため新規の事業に取り組むための予算を組むこと
は困難であることが予測できる。こうした中で，人口が少ない市であっても実施されてい
るのは注目点である。学校図書館蔵書のデータベース化が実施されている市の児童生徒数
は，21,722人(千葉県全体の児童生徒数の 44.6%)，学校数では，小学校 291校（千葉県内
全小学校の 34.5％）中学校 137校（千葉県内全中学校の 35.7％），半数以下であった。 
 
表 2-4 学校図書館蔵書のデータベース化の状況 単位:市（各人口帯の％）N＝56 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.2.2  学校図書館の人的整備 
(1)  司書教諭 
① 司書教諭の発令方法 
     状況 
人口数 
有り 一部有り 無し 合計 
20万人以上 4(66.7) 0(0.0) 2(33.3) 6(100.0) 
15万人以上 
20万人未満 
2(33.3) 1(16.7) 3(50.0) 6(100.0) 
10万人以上 
15万人未満 
1(25.0) 0(0.0) 3(75.0) 4(100.0) 
5万人以上 
10万人未満 
5(38.5) 2(15.4) 6(46.1) 13(100.0) 
5万人未満 6(22.2) 0(0.0) 21(77.8) 27(100.0) 
合計 18(32.1) 3(5.4) 35(62.5) 56(100.0) 
35 
 
2006年度の調査では，5市（8.9％）が，司書教諭の発令方法について無回答であった。
回答欄の「その他」には 5 市（8.9％）が「12 学級以上の学校には名簿上記載する」と記
入し，「発令しない」が 2市(3.6%)含まれていた。この結果では，各市教育委員会の司書教
諭発令についての捉え方が不明であったため，2007 年 10 月に補足調査を行った。表 2-5
は，2007年度の補足調査の結果により作成した司書教諭の発令方法である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「12学級以上の学校での発令は，校長に一任し，発令された司書教諭の氏名を市教育委
員会が把握している」が 35市（62.5％）と最も多く，「12学級以上の学校での発令は校長
に一任し，発令された司書教諭の氏名を教育委員会は把握していない」が 12市（21.4％），
「司書教諭を発令することについては指導していない」が 6市（10.7％），「市内に 12学級
以上の小中学校がないため司書教諭発令の該当校がない」が，3市（5.4％）であった。12
市（21.4％）では市教育委員会は司書教諭名を把握せず，6 市（10.7％）は，司書教諭の
発令について指導をしていなかった。 
 2006 年度の調査で市教育委員会による司書教諭の発令は 2 市（3.6％）であったが，補
足調査で前年度も校長が発令し，市教育委員会の発令ではなかったことが明らかになった。 
 
表 2-5 司書教諭の発令方法   単位:市（各人口帯の％） N＝56 
発令方法 
人口数 
校長発令後
報告 
校長発令
のみ 
指導 
無し 
該当校 
無し 
合計 
20万人以上 3(50.0) 3(50.0) 0(0.0) 0(0.0) 6(100.0) 
15万人以上 
20万人未満 
5(83.3) 0(0.0) 1(16.7) 0(0.0) 6(100.0) 
10万人以上 
15万人未満 
4(100.0) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 4(100.0) 
5万人以上 
10万人未満 
9(69.2) 3(23.1) 1(7.7) 0(0.0) 13(100.0) 
5万人未満 14(51.9) 6(22.2) 4(14.8) 3(11.1) 27(100.0) 
合計 35(62.5) 12(21.4) 6(10.7) 3(5.4) 56(100.0) 
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② 司書教諭の授業時数軽減   
表 2-6は，司書教諭の授業時数軽減の実施状況を示したものである。2006年度の調査で
は，1市(1.8%)が「有り」，10市(17.9%)が「一部有り」と回答していた。しかし，翌年度, 
これら 11市に確認したところ，回答者による誤解であった。司書教諭の授業時数軽減は，
20万人以上の 1市（1.8%）の「一部あり」のみであった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③  市教育委員会が主催する司書教諭研修会   
司書教諭は 12 学級以上の学校に配置され，11 学級以下の学校では，従来どおり各校の
校務分掌上の分担である図書主任のみが配置されている市が多い。表 2-7は，市教育委員
会が主催する，図書主任を含む司書教諭の研修会の有無を示している。「有り」は 18 市
（32.1％），「無し」は 37 市（66.1％）であった。研修を実施している 18 市のうち，3 回
実施が７市，2 回実施が 6 市，１回実施が 5 市であった。人口規模別では，人口が多い市
ほど，市教育委員会主催の図書主任を含む司書教諭研修会が実施されていた。20万人以上
の市では全て実施されているが，5万人未満の市では，27市中実施されているのは 1市 
のみであった。人口の少ない市では図書主任を含む司書教諭の研修会は実施されていない
傾向にあることがわかった。 
 表 2-6 司書教諭の授業時数軽減    単位:市（各人口帯の％） N＝56 
軽減 
人口数 
有り 一部有り 無し 無回答 合計 
20万人以上 0(0.0) １(16.7) 5(83.3) 0(0.0) 6(100.0) 
15万人以上 
20万人未満 
0(0.0) 0(0.0) 6(100.0) 0(0.0) 6(100.0) 
10万人以上 
15万人未満 
0(0.0) 0(0.0) 4(100.0) 0(0.0) 4(100.0) 
5万人以上 
10万人未満 
0(0.0) 0(0.0) 13(100.0) 0(0.0) 13(100.0) 
5万人未満 0(0.0) 0(0.0) 25(92.6) 2(7.4) 27(100.0) 
合計 0(0.0) 1(1.8) 53(94.6) 2(3.6) 56(100) 
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        表 2-8  学校司書の配置状況   単位:市（各人口帯の％） N＝56 
学校司書配置
人口数 
有り 
一部 
有り 
その他 
配置合計 
【小計】 
無し 合計 
20万人以上 5(83.3) 1(16.7) 0(0.0) 6(100.0) 0(0.0) 6(100.0) 
15万人以上 
20万人未満 
4(66.7) 0(0.0) 1(16.7) 5(83.3) 1(16.7) 6(100.0) 
10万人以上 
15万人未満 
2(50.0) 0(0.0) 1(25.0) 3(75.0) 1(25.0) 4(100.0) 
5万人以上 
10万人未満 
4(30.8) 1(7.7) 0(0.0) 5(38.5) 8(61.5) 13(100.0) 
5万人未満 2(7.4) 1(3.7) 0(0.0) 3(11.1) 24(88.9) 27(100.0) 
人口 17(30.4) 2(3.6) 2(3.6) 21(37.5) 35(62.5) 56(100.0) 
 
 
(2) 学校司書 
① 学校司書の配置状況 
表 2-8は，学校司書の配置状況を示したものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 2-7 市教育委員会が主催する司書教諭研修会 単位:市（各人口帯の％）N＝56     
研修の有無 
人口数 
有り 無し 無回答 合計 
20万人以上 6(100.0) 0(0.0) 0(0.0) 6(100.0) 
15万人以上 
20万人未満 
4(66.7) 2(33.3) 0(0.0) 6(100.0) 
10万人以上 
15万人未満 
3(75.0) 1(25.0) 0(0.0) 4(100.0) 
5万人以上 
10万人未満 
4(30.8) 8(61.5) 1(7.7) 13(100.0) 
5万人未満 1(3.7) 26(96.3) 0(0.0) 27(100.0) 
合計 18(32.1) 37(66.1) 1(1.8) 56(100.0) 
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千葉県で学校司書が配置されているのは，「有り」「一部有り」「その他」を合わせ， 21
市（37.5％）に留まり，35市（62.5%）が未配置であった。「その他」とは，事務職との兼
任が 1市，シルバー人材の活用が 1市であった。人口規模別に見ると，人口 10万人以上の
16市の中で14市には配置されていた。5万人未満の市では，学校司書を配置しているのは，
27市中 2市（7.4％）と一部の学校に配置している 1市（3.7%）合わせて 3市（11.1%）に
留まっていた。学校司書が配置されている市の児童生徒数は，375,991 人（77.2％）であ
った。 
表 2-9は，学校司書を配置している学校の割合である。学校数では，小学校は 508校（千
葉県内全小学校の 59.7％），中学校は 192校（千葉県内全中学校の 50.1％）に学校司書が
配置されていた。小学校の約 4割，中学校の 5割が，学校司書が配置されていない学校図
書館を使用していた。 
 
 
     
 
 
 
 
② 学校司書の勤務形態 
 表 2-10は，非正規の学校司書（以下，学校司書とのみ記載する）の勤務形態である。一
人の学校司書が何校かを兼任している市が 8 市(38.1％)で最も多かった。１校専任は，7
市（33.3％）であった。専任と兼任が同じ市内で混在している市は 3市（14.3％）であっ
た。学校司書が配置されていても，毎日 1校の学校図書館に勤務はしていないこと，つま
り，「学校司書配置有り」と回答があっても，１校に勤務する日数は十分ではないことが明
らかになった。 
   
 
 
 
 
表 2-9 学校司書を配置している学校の割合 
  学校数 
学校司書
配置校数 
割合 
小学校 851 508 59.7% 
中学校 383 192 50.1% 
 
表 2-10 学校司書の勤務形態    単位:市（％） N=21 
勤務形態 
市 
１校専任 何校か兼任 専任兼任混在 無回答 合計 
合計 7(33.3) 8(38.1) 3(14.3) 3(14.3) 21(100.0) 
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時間 
③ 学校司書の勤務日数・時間 
  表 2-11 は，一部の学校のみ配置の 2 市，シルバー人材活用 1 市と，事務職員兼任の 1
市を除いた 17市における学校司書の勤務日数，勤務時間を示したものである。最も多いの
は，週 2，3 日勤務で 8 市，一日の勤務時間は 5 時間で 5 市であった。17 市は，全て勤務
の条件が異なり，１校に対して勤務する日数，時間が最も長い市でも，週 5 日で，一日 6
時間であった。「その他」は，年間１校あたり 12日，同一市内で学校によって，1日から 5
日の差がある市，40 日続けて勤務し，次の学校へ移動する方法の市の 3 市である。どの市
も勤務日数，時間が不十分であることが明らかになった。 
                           
 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ 学校司書の職名 
学校司書配置の 21 市では，次の 10通りの職名が用いられていた。学校司書の職名は一
定ではなく，市によって異なる。（ ）内は市の数である。 
学校図書館司書（5），読書指導員（4），学校図書館指導員（3）， 学校司書（3），学校図
書館員（1），学校巡回図書館司書（1），学校図書館司書補助員（1），学校図書館利用指導
員（1），図書事務（1），図書整理員（1） 
「司書」の用語を含める名称は 9市，「指導員」の用語を含めているのは 8市であった。 
  
⑤ 学校司書の研修回数 
表 2-12は，学校司書を配置している 21市の年間の研修回数である。最も多い回数は年
  
 
日数  
８
時
間 
７
時
間 
６
時
間 
５
時
間 
４
時
間 
無
回
答 
合
計 
週 5日 
 
 
 
 
1 1 
 
 
 
 
2 
週 4日     1 1     2 
週 2か 3日 1 1 1   3 2 8 
週 1日       2     2 
その他   1 1 1     3 
合計 1 2 4 5 3 2 17 
表 2-11  学校司書の勤務日数，勤務時間   単位:市  N=17 
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間に 3回で 6市（28.6％），続いて年間に 2回が 4市（19.1％）であった。最も多く研修を
行っている市は，年間 10回の 3市（14.3％）であった。研修が行われていないのは 2市(9.5%)
であり，市によって，学校司書の研修回数には差が見られた。 
 
 
表 2-13は，司書教諭と学校司書の研修の有無を示したものである。その結果，司書教
諭，学校司書両方の研修が実施されているのは 15市(71.4%)，どちらか一方のみは 5市，
(23.9%)であり，どちらも実施していないのは 1市(4.8%)であった。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.2.3  各学校図書館を学校外から支援する体制の整備 
(1)  他の学校，市立図書館との蔵書のデータベース共有 
表 2-14 は，他の学校，市立図書館との蔵書のデータベースの共有状況を示したものであ
る。蔵書のデータベースの共有は 9市（16.1％）で実施されていた。蔵書のデータベースの
共有の「予定有り」も含め，15 市（26.8％）が蔵書のデータベース共有の重要性を認識し
ていると捉えられる。先述の学校図書館蔵書のデータベース化を行っている 18 市の中で，
その半数にあたる 9市が，学校間で，学校図書館蔵書のデータを共有していた。 
 
 
表 2-12  学校司書の年間研修回数       単位：市（％）   N=21 
研修回数（回） 0 1 2 3 5 6 8 10 合計 
市の数 （市） 
   （％） 
2 
（9.5） 
2 
（9.5） 
4 
（19.1） 
6 
（28.6） 
2 
（9.5） 
1 
（4.8） 
1 
（4.8） 
3 
（14.3） 
21 
（100.0） 
表 2-13 司書教諭と学校司書の研修  単位：市（％） N=21 
      学校司書 
司書教諭 
有り  無し 合計 
有り 15(71.4) 1(4.8) 16(76.2) 
無し 4(19.1) 1(4.8) 5(23.8) 
合計 19(90.5) 2(9.5) 21(100.0) 
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表 2-15は，学校間の図書の相互貸借状況を示したものである。学校間の図書の貸借は，
19市（33.9％）が実施していた。学校間の図書の相互貸借を実施している市の中で，＊を
付記した 20万人以上の 4市のうち 2市，5万人以上 10万人未満の 5市のうち１市，合計 3
市(5.4%)では，「物流システム」が導入されていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  データベース共有 
人口数 
有り 予定有り 無し 不明 合計 
20万人以上 2(33.3) 1(16.7) 3(50.0) 0(0.0) 6(100.0) 
15万人以上 
20万人未満 
1(16.7) 0(0.0) 5(83.3) 0(0.0) 6(100.0) 
10万人以上 
15万人未満 
0(0.0) 2(50.0) 2(50.0) 0(0.0) 4(100.0) 
5万人以上 
10万人未満 
2(15.4) 2(15.4) 9(69.2) 0(0.0) 13(100.0) 
5万人未満 4(14.8) 1(3.7) 21(77.8) 1(3.7) 27(100.0) 
合計  9(16.1) 6(10.7) 40(71.4) 1(1.8) 56(100.0) 
表 2-14  他の学校，市立図書館との蔵書のデータベースの共有 単位:市（各人口帯の％）N＝56 
  
表 2-15 学校間の図書の相互貸借状況   単位:市（各人口帯の％）N＝56    
   学校間貸借 
人口数 
有り 無し 不明 合計 
20万人以上 ＊4(66.7) 2(33.3) 0(0.0) 6(100.0) 
15万人以上 
20万人未満 
3(50.0) 3(50.0) 0(0.0) 6(100.0) 
10万人以上 
15万人未満 
1(25.0) 3(75.0) 0(0.0) 4(100.0) 
5万人以上 
10万人未満 
＊5(38.5) 7(53.8) 1(7.7) 13(100.0) 
5万人未満 6(22.2) 18(66.7) 3(11.1) 27(100.0) 
合計 19(33.9) 33(58.9) 4(7.1) 56(100.0) 
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表 2-16は，学校間で図書の相互貸借が行われていると回答している 19市について，学
校司書の配置，他校との学校図書館蔵書のデータベースの共有の有無の結果をまとめたも
のである。ここでは貸借の回数，冊数についての調査は実施していない。 
学校間の相互貸借を行っている19市のうち14市（73.7%）で学校司書が配置されていて，
その中の 11市では学校図書館蔵書のデータベースが共有されていなかったので，学校司書
間で必要な図書の情報を交換して貸し借りしていることが推測できる。 
学校司書が配置され，学校図書館蔵書のデータベースを共有している 3市は,表 2-15で
示した「物流システム」を導入している市であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (2)  市立図書館による学校，及び学校図書館への支援状況 
表 2-17は，市立図書館の学校，及び学校図書館への支援状況を示したものである。県
内の 36市（64.3％）で，学校図書館への支援が行われていた。市立図書館から学校，及
び学校図書館に支援が行われていないのは，5万人以上 10万人未満の 2市(15.4%)と，5
万人未満の 18市(66.7%)であった。この 5万人未満の 18市のうち 1市の回答の欄外には，
「市立図書館がない」と記入されていた。もう 1 市は，電話での回答を得た市で「市立
図書館ではなく公民館内の図書室のみで，学校図書館への支援はしていない」と述べて
いた。「支援無し」の他の回答の中には，同様に,市立図書館がないことが含まれている
可能性がある。 
 
 
 
 
表 2-16 学校間で図書の相互貸借が行われている市の分析  単位:市（％） N＝19 
データベース共有 
学校司書 
有り     無し 合計 
       有り 3（15.8）     11(57.9)       14 (73.7) 
      無し        1(5.3)     4(21.0)    5(26.3) 
      合計        4(21.1) 15(78.9) 19(100.0) 
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市立図書館の学校，及び学校図書館を支援するサービスの内容は，36 市から 18 項目挙
げられた。表 2-18は，サービスの内容を，「蔵書を補うサービス」，「活用のためのサービ
ス」，研修や相談に応じるなどの「学校図書館運営に関するサービス」の三つに分類して示
したものである。「蔵書を補うサービス」は 4 項目，「活用のためのサービス」は 7 項目，
「学校図書館の運営に関するサービス」は 7項目であった。「蔵書を補うサービス」の支援
項目としては，「図書の団体貸し出し」が最も多く，26市で実施されていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 2-17 市立図書館の学校，及び学校図書館への支援状況  単位:市（各人口帯の％）N＝56       
支援状況 
人口数 
支援有り 支援無し 合計 
20万人以上 6(100.0) 0(0.0) 6(100.0) 
15万人以上 
20万人未満 
6(100.0) 0(0.0) 6(100.0) 
10万人以上 
15万人未満 
4(100.0) 0(0.0) 4(100.0) 
5万人以上 
10万人未満 
11(84.6) 2(15.4) 13(100.0) 
5万人未満 9(33.3) 18(66.7) 27(100.0) 
合計 36(64.3) 20(35.7) 56(100.0) 
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(3)  学校図書館支援センター  
表 2-19は，学校図書館支援センターの設置の有無を示したものである。20万人以上の 2
市(33.3%)に学校図書館支援センターに近い機能があり，5 万人以上 10 万人未満の 1 市
(7.7%)に独立した学校図書館支援センターが設置されていた。 
 
 
 
 
表 2-18  市立図書館の学校，及び学校図書館へのサービスの内容    複数回答  N=36 
サービスの内容 支援項目 市数 
蔵書を補うサービス 4項目 
 
図書の団体貸し出し 26 
廃棄本を学校図書館へ配布    3 
移動図書館で図書の貸し出し    2 
定期的に配本して貸し出し    1 
活用のためのサービス 7項目 
 
 
読み聞かせを実施             7 
教室でブックトークや本の紹介         2 
調べ学習の指導，助言，レファレンス        2 
小学校１年生への図書館ガイドを実施    1 
各教科で使う本の紹介       1 
借りた本を入れるバッグを配布         1 
夏休みの特設コーナーを設置    1 
学校図書館の運営に関する 
サービス 7項目 
  
  
  
  
学校図書館運営の相談に対応    3 
学校図書館ボランティアの研修会を開催    3 
学校図書館担当者との連絡会を実施    1 
図書主任研修会で団体貸し出しの連絡    1 
研修会の講師として指導，助言   1 
研修会を企画，実施      1 
資料データの管理を支援        1 
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2.3 考察  
2.3.1 物的な整備 
千葉県の児童生徒の年間一人あたりの図書購入予算は，市によって差があることが明ら
かになった。その理由としては，学校図書館図書整備費が地方交付税として措置されてい
るため，図書費として予算化されていないことが考えられる。図書購入予算の極端に少な
い市の教育委員会に，その理由を問い合わせたところ，“図書購入予算については地方交付
税措置がなされているが，学校で優先される法定の健康診断，消耗品などの予算に回さざ
るを得ない”と説明があった。この回答から，図書購入予算の必要性を認識すると同時に，
学校の教育予算全体の確保も必要であることがわかった。F 市の学校司書は“市教育委員
会が「学校図書館図書標準」を達成するために，調べ学習に不適切な古い図書でも廃棄を
禁止しているので困る”8)と述べていた。F市の図書購入予算は，一人あたり 808円であっ
た。このように図書購入予算を少額に抑え，併せて古い図書の廃棄を禁ずることは，学校
図書館の授業での活用に支障をきたすことが懸念される。このような市教育委員会では，
「学校図書館図書標準」についての通知に示された“社会の情報化が進展する中で，多く
の情報の中から児童生徒が自ら必要な情報を 収集・選択し，活用する能力を育てる”9)と
いう主旨が理解されておらず，問題である。 
表 2-19  学校図書館支援センターの設置   単位:市（各人口帯の％）N＝56    
支援センター 
人口数 
有り 機能有り 無し 合計 
20万人以上 0(0.0) 2(33.3) 4(66.7) 6(100.0) 
15万人以上 
20万人未満 
0(0.0) 0(0.0) 6(100.0) 6(100.0) 
10万人以上 
15万人未満 
0(0.0) 0(0.0) 4(100.0) 4(100.0) 
5万人以上 
10万人未満 
1(7.7) 0(0.0) 12(92.3) 13(100.0) 
5万人未満 0(0.0) 0(0.0) 27(100.0) 27(100.0) 
合計 1(1.8) 2(3.6) 53(94.6) 56(100.0) 
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学校図書館蔵書のデータベース化について，A市の指導主事は“ 学校図書館蔵書のデー
タベース化を行い，蔵書の管理を始めたことが，学校図書館の改革に取り組み始めた契機
になった”10)と述べていた。また，J市の学校司書は，“短期間のみ雇用の予定だった学校
司書 3名が協力して，市内 11校の学校図書館蔵書のデータベース化を行い，学校図書館の
整備を進めた結果，学校司書の必要性が認められて継続して雇用されるようになった”11)
と述べていた。これらの回答からは，学校図書館蔵書のデータベース化は，蔵書の管理に
留まらず，物的整備，人的整備が共に進められる契機となり，学校図書館の機能の充実に
つながることが明らかになった。学校図書館蔵書のデータベース化の整備が進められてい
ない市は，今後，計画的に学校図書館蔵書のデータベース化の整備を進める必要がある。 
A 市の指導主事は“学校図書館蔵書をデータベース化する際は，中古のコンピュータを
再利用し，国の緊急雇用対策費をデータ入力の人材雇用の経費に回した”12)と述べていた。
こうした事例からは，市教育委員会が学校図書館の整備の必要性を重視するのであれば，
推進することが可能であることを示唆していると考えられる。 
また，5 万人未満の小規模な市であっても 6 市では，学校図書館蔵書のデータベース化
が行われていたことから，必要であることが認識されれば，工夫によって学校図書館の整
備を進めることは可能と受け止められる。 
 
2.3.2 人的な整備 
2.3.2.1  司書教諭 
千葉県の全体の傾向として，司書教諭の発令は不明確であること，司書教諭の授業時数
軽減はほとんど実施されていなかったことが明らかになった。司書教諭の発令については，
千葉県内 6 市（10.7％）の市教育委員会は，司書教諭の発令について指導をせず，12 市
（21.4％）の教育委員会は司書教諭の氏名を把握していなかった。『千葉県教育関係職員必
携』13)では，管理規則第八条に“（司書教諭の）発令については当該学校の教諭の中から校
長が命じ，教育委員会に報告しなければならない”と規定されているが，報告していたの
は 35市（62.5％）に留まり，各学校から市教育委員会への司書教諭発令者の報告は，徹底
されていないことがわかった。 
司書教諭の授業時数軽減については，千葉県内での実施は 1市に留まっていた。電話で
の補足調査では，「司書教諭の授業時数軽減」の意味の理解に時間を要する担当者もあった。
国は，学校図書館法を改正した 1997年 6月 11日に「学校図書館法の一部を改正する法律
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等の施行について」の留意事項で，“司書教諭の担当授業時間数の減免を行うことは，従来
と同様，可能であること”14)と通知している。しかし，市教育委員会で司書教諭の職務を
遂行する時間をどのように確保するのかについての認識が不足し，したがって，小中学校
の管理職も司書教諭の授業時数軽減を行っていないことが推察される。また，聞き取り調
査では“ 司書教諭の発令は県教育委員会がするのではないか”15)という誤解も見られた。
千葉県全体で，司書教諭の発令，及び授業時数軽減についての理解が不十分である傾向が
見られた。 
1997年度の学校図書館法一部改正前から学校司書として勤務している E市の学校司書は，
“司書教諭といっても今までの図書主任と変わらず，実質，司書教諭としての機能が活か
されていない”16)と述べていた。学校図書館法改正が実施された翌 2004年度に，日本学校
図書館学会が実施した調査によれば，司書教諭の授業時数軽減は，小学校では 88％，中学
校では 91％で実施されていないため，司書教諭の職務を遂行するための時間が確保されて
いないことは明らかであり， 司書教諭がその役割を十分に果たせない状況は，千葉県のみ
の問題ではないと推察できる。同調査では，司書教諭の授業時数軽減のある学校の司書教
諭は，図書館を利用しての学習活動への支援，他の教諭への情報サービスなどを実施でき
ていることが明らかになっている 17)。  
司書教諭として発令されている教諭名が市教育委員会で把握されず，司書教諭の授業時
数軽減が行われていない現状を改善するには，まず，司書教諭自身が実践を示し，周囲の
理解を得ることも重要と考えられる。そのためには，県教育委員会が，各学校における司
書教諭の職務を明確にし，先進的な活動をしている司書教諭の実践の紹介などを含めた意
欲を高める研修を企画する必要があると考えられる。 
 
2.3.2.2 学校司書 
(1) 学校司書の配置について 
H市の指導主事は“2004年度から各小学校に学校司書を１名，週に 5日配置した結果，
一人あたりの貸し出し冊数が，2003年度は 27.1冊だったのが，45.6冊になり，大きな成
果を示したので，今後は中学校への学校司書配置を計画している”18)と述べていた。学校
図書館蔵書のデータベース化を市内の学校司書が協力して行った結果，学校司書配置の必
要性が認められたＪ市の事例にも見られるように 19)，学校司書が配置されている市では，
その効果が認められて継続していることがわかる。 
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学校司書が配置されない理由について考察するため，学校司書未配置の市と同規模学校
司書を配置している市の教育予算を比較する。 
表 2-20は，学校司書未配置の B市と，配置されている X市，Y市との比較である。 
 
 
構成比は市の予算全体に対する教育予算の割合を示すものであるが，3 市に大きな差は
見られない。こうした教育予算は各学校に均等に分けられるものではないが，比較のため
に児童生徒１人あたりの教育予算を計算すると，B市は 349,527円，X市は 345,476円，Y
市は 351,413円と大きな差が見られなかった。学校司書が配置されない理由は市によって
異なると考えられるが，この分析で見る限り，B 市に学校司書を配置できない理由は，教
育予算の不足ではなく，市の教育施策の中で学校図書館の整備に対する優先順位が低いた
めではないかと推察される。 
学校司書未配置の B市指導主事は“仕事がいくつあるかわからないので，学校図書館の
ことまではできない。学校司書は県の職員だと思っていた。学校図書館に関することは学
校図書館ボランティアでやってもらうしか考えられない”20)と述べていた。しかし，B 市
の学校図書館ボランティアは，“中学校の図書館で，新着図書が段ボール箱に入ったままに
なっているので，教頭先生に伝えた。3 学期になってもそのままなので，教育委員会に頼
んだが，その後，段ボールの箱が開封されただけで本棚に本が入っていなかった。学校図
書館ボランティアには，排架まではできない”21)と述べていた。このような回答から， B
市教育委員会のように「学校図書館に関すること」を学校図書館ボランティアに任せるこ
と，つまり図書の排架など専門的な知識を要する作業までも含めて学校図書館ボランティ
アに委ねる方針では，学校図書館の基本的な環境整備が滞り，読書センター，学習情報セ
ンターとしての機能を有する学校図書館を構成することは困難であることがわかった 22)。 
表 2-20  学校司書未配置の B市と，配置されている X 市，Y市との比較 
   人口（人） 
 
教育予算額
（千円） 
構 成 比
（％） 
学校数
（校） 
児童 
生徒数 
（人） 
1校あたりの 
予算 
（円） 
一人あたりの
予算 
(円） 
未配置 B市 15万人以上 20万人未満 4,083,172 11.8 23 11,682 177,529,217 349,527 
配置  X市  15万人以上 20万人未満 4,624,545 13.0 34 13,386 136,016,029 345,476  
配置  Y市 5万人以上 10万人未満 2,485,894 10.6 17 7,074 146,229,059 351,413  
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B 市の学校図書館を担当する指導主事の回答からは，学校図書館の整備を進める必要性
の認識が不足しているため，学校司書を配置されていないことが推察される。この事例か
らは，学校図書館の機能の充実が専門的な知識に支えられて行われることを市教育委員会
が認識することがまず重要であり，その結果，学校司書の配置につながるのではないかと
考えられる。 
 
(2) 学校司書の現状   
千葉県の学校司書の配置状況は，一人 1校専任は 7市（12.5％）に留まり，勤務時間も
正規の職員より短かった。Ｉ市の１校専任の小学校司書は“週 5日，一日 6時間で他の自
治体より勤務時間は長いが，児童がいる間はその支援があり，事務処理は児童下校後とな
るため，仕事は定刻では終わらない”23)と述べていた。また千葉県内で学校司書を勤める
小代智子は，勤務時間外に学校図書館の仕事をせざるを得ない状況を“勤務時間外の魔法
の時間を使う”24)と表現して，勤務時間の延長を要望していた。通常の勤務が可能な正規
の職員としての学校司書の配置は 2市の一部の学校に留まっていた。 
学校司書の研修は，19市で実施されていた。C市の学校司書は“研修は年 3回あるが，
単なる報告会で終わってしまう”25)，E 市の学校司書は“初任者の研修はないので，研修
で偶然そばにいた経験者が面倒をみるというようになる。中には，誰にも聞くことができ
ず，本の分類も不明な学校司書がいることは問題である”26)と述べていたことから，市教
育委員会には，研修の内容の充実と，特に初任者へ指導，助言が必要であることが窺える。
F 市の学校司書からは“限られた勤務時間でもあり，研修が不十分なため，学校司書の職
務への意欲には差があり，積極的に授業の支援をしていない様子の学校司書もいる。自主
研修会を開催しているが，全員が参加するとは限らない”27)と述べていた。 
G市の指導主事は，“学校司書の均質化が課題である。人によって運営等に差ができてし
まうため，異動でカバーするようにしているが，前任者との兼ね合いがむずかしい”28)と
述べていた。その言葉どおり，G 市の経験 15 年目の中学校の学校司書は，“異動後は私の
やり方に変えるのに時間がかかる”29)と述べ，同じく G 市の初任の小学校の学校司書は，
“市で統一した運営のマニュアルもなく支援もなく不安なスタートだった”30)と述べてい
た。学校司書は，1 校の学校図書館に一名配置の「一人職場」と言われる状況にあり，研
修も不十分な状況では，学校司書一人一人が違う方針を持ち，学校図書館の継続的な運営
がなされず，各学校図書館の活用には差が生じ，市全体で均質な学校図書館の整備が進め
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られていないことになるため，課題である。 
 
2.3.3  各学校図書館を学校外から支援する体制の整備 
(1)  市立図書館，学校図書館間の連携 
千葉県内では，36市（64.3％）で，市立図書館から学校，及び学校図書館への支援が行
われていた。その内容については，「蔵書を補うサービス」，「活用のためのサービス」，「学
校図書館の運営に関するサービス」の三つに分類することができた。最も多いのは「図書
の団体貸し出し」であり，26市(46.4%)で実施されていた。「活用のためのサービス」が各
市の工夫で行われていることは評価に値する。 
その一方，千葉県公共図書館協会の発表した『千葉県の図書館 2006(平成 18 年度)』31)
によると，県内では 39市に市立図書館が設置されているため，3市では，市立図書館から
学校図書館への支援が行われていないことがわかった。こうした市では，市教育委員会は，
市立図書館と学校図書館の連携をとる施策を講ずる必要があると考えられる。しかし， 
指導主事が配置されていない小規模な市では，このような連携づくりは困難であることも
推察できる。 
1998 年度以降に告示された学習指導要領では学校図書館の活用が多く取り上げられて
いるが，１校が所蔵する図書資料には限界がある。市川市教育センター指導主事の小林路
子が書いているように，学習に役立つ図書を市立図書館，他の学校図書館から集めること
で，自分の学校の図書だけではできなかった学習が可能となる 32)。今後，図書の団体貸し
出し，学校図書館間の相互貸借はさらに重要になると考えられる。 
既に実施されている図書の相互貸借の状況を見ると，「学校間の図書の貸借」は 19 市
(33.9%)が実施し，学校司書配置の有無によって差があった。しかしながら，F市の学校司
書の“市立図書館で借りた図書を学校まで自転車で運んでいるため，雨の日は困る”33)，G
市の学校司書の“乗用車で借りた図書の搬送する際，事故があっても保障されないことが
不安である”34)の発言に見られるように，学校司書個人に頼った図書の相互貸借は困難で
ある。こうした現状から，市内で図書の相互貸借を円滑に行える「物流システム」が必要
と考えられるが，千葉県で行われているのは 3市（5.4％）に留まっていることは，今後の
課題である。「物流システム」を導入しているＪ市の指導主事は，“市川市の学校図書館の
制度を参考にした”と述べていたことから，他の市の学校図書館の整備の状況を把握して
いることが，整備を進める契機となることが窺えた。 
他の学校，市立図書館との蔵書のデータベース共有については，実施は 9市（16.1%），
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今後実施を考えている市は 6市（10.7%）に留まっていた。学校間で図書の検索ができれば，
さらに円滑な図書の相互貸借が行われると考えられる。 
 
(2)  学校図書館支援センター 
聞き取り調査の対象とした 11市の中では，K市 1市に学校図書館支援センターが設置さ
れ，A 市は市教育委員会に学校図書館アドバイザーを 1 名配置し，学校図書館支援センタ
ー的な機能を有していた。D市は，“国の学校図書館支援センター推進事業に応募したが選
ばれなかった”35)と述べていた。他の 8 市は“学校図書館支援センターの構想無し”であ
った。 
学校図書館支援センターを設置している K 市の指導主事は，“多岐にわたる学校図書館
に関する業務，各学校の教育課程に合わせた支援を専門的に行う機関として学校図書館支
援センターが必要になった。また，学校司書一人一人に対応した指導，助言を行うことは
指導主事には困難であるため，専任の学校図書館支援スタッフを置いた。教育センターの
非常勤職員の空きができたので，まずは学校図書館を担当する学校図書館支援スタッフを
1名，学校司書の中から任命して開始した”36)と述べていた。 
A 市では，1 名の学校図書館アドバイザーが，学校司書への支援，各学校図書館でのモ
デル授業などを実施し，市内の学校図書館の整備と活用を進めていた。A 市指導主事は，
“学校図書館を全ての教科で活用できるようにしたい。学校図書館アドバイザーは，学校
図書館蔵書のデータベース化が完了し，今後市内の学校図書館の活用を進める上で，シス
テムの核として必要だと考えて採用した”と述べていた 37)。 
2市の指導主事の回答は，E市の指導主事の“教諭として在職中に学校図書館を使用して
いなかったため，学校図書館の担当になってもコンピュータの故障を業者に伝えるぐらい
のことしかできない”38)という回答と対照的である。これらの事例は，指導主事に学校図
書館の整備に関する知識や見解があれば，好機を逃さず，学校図書館支援センターあるい
は学校図書館支援センター的な機能を備え，整備の拡充を図ることが可能であることを示
唆している。 
 
 2.3.4  学校図書館の整備状況 
表 2-21 は，学校図書館の整備状況が市によってどのように異なるかを調べるために，
人口規模別学校図書館の整備状況をまとめたものである。調査した①図書購入予算，②学
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校図書館蔵書のデータベース化，③司書教諭の発令，④司書教諭の授業時数軽減，⑤研修
の有無，⑥学校司書の配置，⑦学校間と市立図書館との蔵書のデータベース共有，⑧学校
間の図書の相互貸借，⑨市立図書館による支援の有無，⑩学校図書館支援センターの有無,
の 10 項目について，市ごとに実施されている整備項目を合計した。図書購入予算につい
ては，本調査を行った前年度の 2005 年度に文部科学省が実施した「学校図書館の現状に
関する調査」39)では，一人あたりの図書購入予算の全国平均額は，小学校 1,278円，中学
校 1,781円であった。本調査では，小中学校を分けて調査していないため，小学校の全国
平均の 1,278円以上が確保されているかを検討した。 
 
表 2-21からは，市ごとの整備の項目合計数は 10項目のうち 9項目を満たしている 1市
（1.8％）から，全ての項目を満たしていない 1市（1.8％）まで分散し，学校図書館の整
備には大きな差が見られることがわかる。整備項目の中で実施している数がわずかな市は，
顕著な遅れがあると捉えられる。 
実施されている整備状況が 1項目以下の 14市は，すべて 10万人未満の人口規模であっ
た。どの項目も満たしていない 1市は，5万人未満に含まれていた。人口の少ない市では，
市教育委員会に指導主事が配置されておらず，事務担当者のみで対応している場合もある
ため，独自の学校図書館に関する施策を講ずることができない状況が推察される。このよ
うな市に在籍する児童生徒の学習環境を保障するため，学校図書館の整備の遅れをどのよ
表 2-21 人口規模別学校図書館の整備状況     単位：市 N＝56 
       整備項目合計 
人口数 
10 9 8 7 6 5 4 3 2 1 0 合計 
20万人以上     1   3   2         6 
15万以上 20万人未満     1 1     2   2     6 
10万人以上 15万人未満       1     1 2       4 
5万人以上 10万人未満   1   1   1 2 2 3 3   13 
5万人未満       1 1   2 3 9 10 1 27 
合計 
    ％  
0 
0.0 
1 
1.8 
2 
3.6 
4 
7.1 
4 
7.1 
1 
1.8 
9 
16.1 
7 
12.5 
14 
25.0 
13 
23.2 
1 
1.8 
56 
100.0 
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うに改善するかは重要な課題であり，全ての市が独自に学校図書館の整備を進めるには限
界があることも示唆していると考えられる。 
調査項目について分析した結果，物的支援である図書予算は概ね確保されているが，学
校図書館蔵書のデータベース化は一部実施を含む 21市町村（37.5%）に留まっていること，
人的支援である司書教諭の発令は学校図書館法の改正に則り実施されているが，学校司書
の配置は 21市（37.5%）に留まっていること，各学校図書館を学校外から支援する体制の
整備については，公共図書館から学校図書館への支援は 36市（64.3％）で行われているが，
学校間の図書の相互貸借は 19市（33.9%）の実施に留まっていることが明らかになった。
こうした結果から，①学校図書館蔵書のデータベース化，②学校司書の配置，③学校間の
相互貸借，の 3点が行われている市は，一定レベルの学校図書館の整備を満たしていると
捉えられる。 
 
2.4  本章のまとめ   
本章では，千葉県を事例として同一県内の全市教育委員会を対象に調査し，市教育委員
会が行う学校図書館の整備の現状と課題を明らかにした。 
 
(1)  学校図書館の整備の顕著な差 
同じ県内であっても，市によって，学校図書館の整備には顕著な差が見られた。  
市ごとの学校図書館の整備の内容については，学校図書館蔵書のデータベース化，学校
司書の配置，学校間の図書の相互貸借の 3点は 4割未満という低い実施率に留まっていた。
一方，この 3点が実施されている市では，これらの整備を進める経費を計上するため，独
自の工夫が行われていた。市立図書館の学校図書館への支援は多くの市で実施されている
が，市立図書館が設置されていても支援が行われていない市，市立図書館が設置されてい
ない市もあり，これらも学校図書館の整備の遅れと捉えられる。 
しかし，全ての市が独自に学校図書館の整備を推進することは困難であることも明らか
になった。1998年度以降の学習指導要領で示されている学力の獲得のため，文字・活字文
化振興法等に示された物的，人的な学校図書館の整備の必要性を踏まえ，このように市に
よって学校図書館の整備に顕著な差が見られることは課題である。 
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(2)  学校司書に対する支援 
学校司書が配置されている市の教育委員会では，図書の貸し出しの増加や，学校図書館
の情報化に伴う管理運営の向上により，学校司書の配置による効果が認められていた。そ
の一方，学校司書側からは研修の内容の充実と，特に初任の学校司書を対象とした基本的
な学校図書館に関する知識を習得できる研修が求められていた。現状では，学校司書の自
主的な研修会や個人の自己研修に専門的な知識，スキルの習得を委ねているため，学校司
書の職務への意欲には差があり，個人の資質によって学校図書館の運営に差が生じていた。    
G 市では，このような学校司書自身の資質による学校図書館間の差を解消することを目
的に，学校司書の人事異動が行われていたが 40)，異動後は，前任の学校司書の方針と異な
るため，学校図書館の運営に支障をきたしていることがわかった 41)。各学校に一名配置の，
「一人職場」である学校司書が，各校で職務を円滑に遂行するためには，学校司書に対す
る学校外からの支援が必要と考えられる。K 市では，学校図書館支援スタッフを配置した
学校図書館支援センターを設置し，学校司書一人一人を支援する体制を構築し，有効に機
能していた 42)。しかし，学校図書館支援センターの構想は広く認知されてはいなかった。 
 
(3)  指導主事の学校図書館に対する理解 
学校図書館を担当する指導主事が，学校図書館の整備，及び活用について必ずしも十分
な経験や知識を持っているとは限らず，指導主事が単独で学校図書館に関する施策を提案
し，研修などの計画を立案することは困難であることが推察された。指導主事自身が教諭
であったときに学校図書館を活用した経験を持ち，また学校図書館の整備に関しての知識
のある場合は，K 市の学校図書館支援センターの設置に見られるように，好機を逃さず，
学校図書館の施策を確実に進めていた。同市では，学校図書館について知識と経験を持つ
学校図書館支援スタッフが指導主事に対して，効果的なサポートを行っていた。 
その一方，人事上，学校図書館を担当する指導主事の学校図書館に関する知識と経験の
有無についての考慮がない市も少なからず見られ，教諭であったときに学校図書館を活用
した経験の少ない指導主事は学校図書館の整備に関する具体的な施策を考案することがで
きない状況が推察された。それは，“学校図書館ボランティアでやってもらうしか考えられ
ない”43) “学校図書館の担当になってもコンピュータの故障を業者に伝えるぐらいのこと
しかできない”44)という聞き取り調査の回答から明らかである。   
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(4)  国の示す学校図書館に関する施策に対する理解 
市教育委員会の多くは，学校図書館法に基づく司書教諭の発令に対しての理解が不十分
であり，中でも司書教諭の授業時数軽減については実施している市が僅かであった。表
2-21 に示した「人口規模別学校図書館の整備状況」では，調査した 10 項目のうち 9 項目
実施の最も整備が進められている市の未実施の 1項目は，司書教諭の授業時数軽減であっ
た 45)。また，聞き取り調査からは，国が進めている「学校図書館図書標準」についても理
解が不十分な市があることが明らかになった。 
このような，国が示す学校図書館に関する施策に対する理解の不足をどのように改善し
ていくかは課題である。対策としては，県教育委員会の指導，助言，援助が考えられる。 
 
尚，本章の調査は 2006 年度に実施したものであるが，2017 年度現在も，学校図書館の
整備は十分に進められていないことが推察される。本章の調査対象を千葉県内各市の教育
委員会とした理由の一つとして，県内各市の子ども読書活動推進計画の策定状況に着眼し，
策定済，策定中，未策定と混在していることから，学校図書館の整備は多様なレベルにあ
ると推測し，ケースとして適当と判断したことは，調査概要で述べた。2016 年度末の千葉
県内各市における子ども読書活動推進計画の策定状況を見ると 46)，54市町村のうち，策定
済が 32市（59.3%），策定中が 5市（9.3%）,未策定が 17市（31.5%）と，未策定が 3割を
占めている。また，「学校図書館図書標準」については，2006 年度に達成している小学校
は 387校(45.2%),中学校は 159校（41.6%）であったが 47)，2016年度に達成している小学
校は 553校(66.5%),中学校は 180校(47.4%)と，低い割合に留まっていることが明らかにな
っている 48)。このような結果から千葉県全体の学校図書館の整備は，未だ，十分に行われ
ていないことが推察される。 
全国の学校図書館の整備状況については，文部科学省が公表している「学校図書館の現
状に関する調査」の 2006年度と，10年後にあたる 2016年度の集計結果を比較してみると，
学校図書館の整備は一貫して進められているものの，全体として低調であることが指摘で
きる（付録 16.参照）。 
こうした現状から，2017 年度現在も，学校図書館の整備については課題が多く見られ，
教育委員会が行う学校図書館に関する施策について考察する必要があると捉えられる。 
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第三章  学校図書館の整備が早期に推進された市の特徴       
                         
 第二章で事例として取り上げた千葉県内市町村教育委員会を対象とした調査結果から
は，市町村によっては，学校図書館の整備に顕著な差が見られることが明らかになった。
そこで，本章では早期に学校図書館の整備に積極的に取り組んできた市区町村教育委員会
を対象に，その推進の過程を調査し，共通する特徴を明らかにする。 
 
3.1  調査概要 
3.1.1  調査対象  
調査対象の市区町村は，以下の手順で選定する。文部科学省は，2003 年度以降，全国の
「学校図書館の現状に関する調査」１）を行っているが，各市に関するデータは，「学校図
書館図書標準」の達成状況のみで，市立図書館とは異なり，貸し出し冊数などの利用状況
は調査していない。そこで，調査の対象とする市を選択する基準として，タイトルに市区
町村名と学校図書館が入っている報告記事の点数，及びその内容を用いることとした。こ
れは，学校図書館の整備に積極的に取り組んでいる市区町村では学校図書館の活用が進み，
それだけ市区町村名の入っている報告が多く発表されていると考えたためである。 
まず，国立情報学研究所「学術情報ナビゲータ CiNii」(以下，CiNii とする)のタイト
ル名の検索方法を用いて，「学校図書館＆市（区，町，村）」について検索した。表 3-1は，
学校図書館法が完全実施された 2003 年度以降に複数の報告記事があった 10 市町，千葉県
市川市，千葉県岡山市，福島県郡山市，東京都小平市，埼玉県さいたま市，山形県鶴岡市，
兵庫県西宮市，東京都日野市，島根県斐川町，神奈川県横浜市について，「学校図書館図書
標準」が策定された 1993 年度を区切りとして，1992年度以前，1993 年度～2002 年度，2003
年度～2007 年度に分けて報告記事の点数を検索し，その結果を一覧にしたものである。 
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いずれの期間にも複数の発表があるのは，市川市，岡山市，合併前の浦和市，大宮市を含
むさいたま市（以下，さいたま市とし，必要に応じて合併前の名称を使用する），西宮市，
横浜市の 5 市であった。この 5 市は，1993 年度以前の早期に学校図書館の整備に積極的に
取り組み，現在まで継続していると捉えた。 
次に，第二章の千葉県内全市町村教育委員会を対象とする調査では，学校図書館蔵書の
データベース化，学校司書の配置，学校間での相互貸借の 3 点（以下，3 条件とする）に
ついては，市町村によって差が生じていることが明らかになったので，この 3 条件が全て
達成されていることを選定の条件として加えることとした。 
そこで，5 市に関する文献をさらに探索したところ，上記の報告記事以外に，市の名称を
含む学校図書館に関する図書には，『翔べ 未来へ!! 読書の街市川の創造』2)と，『本があっ
て人がいて-岡山市・学校司書全校配置への道』3)があった。これらの文献で，3 条件につい
て，実施の有無を確認した。横浜市については，学校司書の配置についての記述が不明であ
ったため，横浜市教育委員会に問い合わせたところ，未配置であったため除外した。他の 4
市に関する文献には，学校図書館蔵書のデータベース化，学校司書の配置，相互貸借に関す
る記述が確認できた。 
  市町名 1992 年度以前 
1993 年度～
2002 年度 
2003 年度～
2007 年度 
合計 
１ 市川市 15 15 2 32 
2 岡山市 4 2 3 9 
3 郡山市 0 0 5 5 
4 小平市 0 0 2 2 
5 さいたま市 
   2 
（大宮，浦和各 1） 
4 
（浦和 3） 
4 10 
6 鶴岡市 1 1 8 10 
7 西宮市 3 2 3 8 
8 斐川町 0 0 2 2 
9 日野市 1 1 6 8 
10 横浜市 7 2 5 14 
表 3-1  10 市町の報告記事の数（2008.7.1 現在） （五十音順） 
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以上から，岡山市，西宮市，市川市，さいたま市，の 4市の教育委員会を調査対象とし
た。但し，本調査では，タイトルに市名が入っている報告記事の数をもとに選出しており，
他に学校図書館の整備に積極的に取り組んでいる市が存在する可能性があることを指摘し
ておく。 
表 3-2は，調査対象とする 4 市の概況である。岡山市，さいたま市は県庁所在地で，政
令指定都市である。西宮市，市川市は都市近郊の中規模の市である。 
 
3.1.2  調査方法 
第一に，先に挙げた報告記事を含め，4 市の教育委員会の学校図書館の施策に関連する
範囲である市立図書館，教育センター，小中学校関係者の実践報告，これらに記載されて
いる人物の著書，論文等の収集を行った。これらの領域において労働組合，市民団体が関
連する活動に取り組んでいる場合はそれも含めた。入手した文献に記載されている期間は，
岡山市立清輝小学校校長の大土井淑夫が学校図書館づくりに着手した 1948 年度から 5)，市
川市の元指導主事の小林路子が『学習情報研究』6)に同市の実践を紹介した 2009 年度まで
表 3-2 調査対象とする 4 市の概況         （市制施行順）     
市名 市制施行 
人口（2009 年
3月末現在） 
  学校数 
市の概要 
小学校 中学校 
岡山市 1889(明治 22)年度 695,170 人 92校 38校 2009 年度に政令指定都市に
なった。古くから都市機能を
備えた中心的な市である。 
西宮市 1925(大正 14)年度 479,192 人 42校 20校 大阪と神戸のほぼ中間に位
置する。2008 年度に中核市
に移行した。 
市川市 1934(昭和 9)年度 474,313 人 39校 16校 都心から 20km の圏内に位置
する住宅都市である。 
さい た
ま市 
2001(平成 13)年度 1,215,846人 102 校 57校 浦和，大宮，与野，岩槻市が
合併して，政令指定都市にな
った。 
出所：各市のホームページより作成 4) 
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である。 
第二に，文献に記述されていない事実について明らかにするため，4 市を訪問し，3条
件の整備を進めた時期の指導主事と現在の指導主事，合計 8 名に，約１時間の聞き取り調
査を行った 7)（付録 7.参照）。聞き取り調査の時期は，2008 年 8 月から 11月である。こ
の調査の回答で，市全体の学校図書館の整備を推進したと指摘された市川市の元教育セン
ター研究員 Iと，さいたま市の初代教育長に対しても聞き取り調査を追加して行った。 
表 3-3は，調査年月日，主な聞き取り調査の対象者，調査場所の一覧である。現在の指
導主事の回答からは，学校図書館の整備が一過性のものではなく現在も継続して活用され
ていることを確認できたが， 岡山市以外は 3条件の整備を開始した時期の指導主事ではな
いため，参考に留めた。その他，4市に関する文献から学校図書館の整備を推進する上で
深く関わったと推察される関係者，岡山市職員労働組合（以下，岡山市職労とする）から，
電話，手紙，電子メール，聞き取り調査による回答を得た。発言は録音をもとに記載し，
内容については，回答者の確認を得た。その後，必要に応じ，補足のための問い合わせを
追加した。記述に際しては，3条件の整備を進めた時期の元指導主事も，指導主事と表記
する。 
 
表 3-3  調査年月日，主な聞き取り調査対象者，調査場所       
 
 聞き取り調査の設問は，筆者が実施した 2006 年度の調査と文献調査をもとに作成した次
の 3 項目である。 
 (1) 学校図書館の整備の推進を可能とした理由 
(2) 3 条件の整備を行った経緯 
(3) 指導主事の学校図書館利用経験 
 調査年月日 主な聞き取り調査対象者 調査場所 
岡山市 2008.9.22  指導課指導主事 岡山市教育委員会 
西宮市  2008.9.22 元学校教育課指導主事 武庫川女子大学附属中学校 
市川市 2008.8.31 元教育センター指導主事 
元教育センター研究員 I 
柏市立図書館本館会議室 
市川市勤労福祉センター 
さいたま市 2008.9.25 元教育研究所指導主事 
さいたま市初代教育長 
さいたま市立大谷小学校 
初代教育長自宅 
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(3)を含めた理由は，2006 年度に実施した千葉県内 11市の教育委員会を対象とした聞き
取り調査では，学校図書館を担当する指導主事から“自身が授業で学校図書館を使用した
経験がなく，学校図書館の活用について不明”という回答が複数あり，指導主事の学校図
書館を利用した経験の有無によって学校図書館に関する施策への取り組みの姿勢に差があ
ることが推察されたためである。 
聞き取り調査のために訪問した際，市で作成した学校図書館に関する政策や公開資料，
訪問調査のための資料等も収集した。収集した文献数は，先述の文献調査と合わせて，岡
山市 30 点（ビデオ 2 本を含む），西宮市 29点，市川市 61 点，さいたま市 33点である。各
市のホームページの情報も参考とした。 
 
3.2 調査結果 
 4 市は，文献中の初出年度の古い順に配列し，文献調査と聞き取り調査の結果を分けて
記述する。文献調査と聞き取り調査の両方で述べられていることは文献調査として記述す
る。 
 
3.2.1  岡山市  
3.2.1.1  文献調査 
 岡山市で学校図書館の整備が進められた契機は，1946年度に清輝小学校に校長として赴
任した大土井淑夫の実践であった。大土井は，第二次世界大戦前の教授法を改めることを
重視し，能動的に学ぶ態度を養う学習法として，学校図書館を核とした「清輝新学習法」
を考案し，同校全体で実践した。大土井の教育観は，大正時代に取り組んだ新教育運動の
実践で培われた。大土井は学校司書を 6 年間兼任し，見かねた保護者が 1952 年度に専任事
務職員を PTAで雇用した。これが岡山市で最初の学校司書配置となった。初代の学校司書
の高木美代子は，児童に親しまれ，授業教材の準備，目録の作成などに尽力した。その結
果，学校司書の配置は継続され，他校にも広がった 8)。 
 1958 年度に岡山市教育委員会が作成した『学校図書館資料の活用指導事例集』9)には，
学校教育の努力目標として“学習センターとしての学校図書館活動を推進”と示されてい
る。同年度に開催された，全国学校図書館協議会（以下，全国 SLAとする）の岡山大会に
は，全国から 3000 名の参加者があり，市内の 70 学級で授業の公開が行われ，学習に役立
つ学校図書館の研究へ転換したと評された 10)。当時の市教育委員会の指導主事の金谷達夫
63 
 
は，大土井の熱意に感銘を受け，岡山市学校図書館協議会（以下，岡山市 SLA とする）に
働きかけ，校長会に呼びかけ，学校図書館の活用に向けて，全市を挙げた取り組みを進め
た 11)。大会後は，学校図書館に関わる活動は停滞気味となり，大土井の退職後，清輝新学
習法は普及しなかった。その理由は，1959 年 9 月清輝小学校で集団赤痢による一ヵ月の休
校があったため，学校図書館を活用しない補習を余儀なくされたことが挙げられている他，
先述の全国大会の終了後の一服感と引き続く停滞があったためである 12)。しかし，大土井
の指導を受けた教諭たちは，学校図書館の活用を重視し，学校図書館の必要性を説いてい
た 13)。  
1962 年度から公費による正規職員の学校司書の採用が開始されたが，1964 年度からは，
財政難によって非正規職員の採用となり，合併した周辺の市では学校司書が未配置となる
という問題が生じた。学校司書等は，岡山市職労の“仕事をしっかりしよう”という助言
を得て，共に活動を始めた。学校司書の宇原郁世は“「岡山が変われば全国が変わる。全国
が動けば岡山も前進する」を合言葉にできることは何でもやった”14)と書いている。 
学校司書等は，全校配置と正規職員化をめざして署名運動を行い，1981 年度，学校図書
館の現状を伝える『白書』15)を作成した。これらを受けて，教育長の水谷靖が立案した 7
年間の計画に基づき，1989年度には，正規と嘱託の 2 種類の雇用形態であったが，全校に
学校司書が配置された 16)。 
1987 年度には，市教育委員会が『岡山市小中学校図書館スタッフマニュアル』17)を発行
している。業務を均一に行うため，学校司書等が中心となって作成したものである。ここ
には市立図書館や他の学校と相互貸借を行うことも記載されている。 
1989 年度には，『白書 2』18)，1991 年度にはビデオ『本があって人がいて』19)が作成さ
れた。このビデオは，岡山市 SLA の学校司書部会と岡山市職労による岡山市ビデオ制作委
員会が作成したものである。学校司書の鹿野恵子は，“この稀な協力体制が生まれたのも，
それぞれが長年にわたって，岡山市の学校図書館教育の充実発展のためという同じ目的で
活動し，その業績をお互いに認めていたからにほかならない”20)と書いている。ビデオに
は，学校司書の支援がある学校図書館を活用する授業の校内研究会，実際の授業が収録さ
れている。 
同 1991 年度に，市教育委員会は嘱託の一部の司書を正規職員に昇格させることを公表
した 21)。1994 年度には，岡山市 SLA，市教育委員会指導課，市総務局情報管理課，教諭，
学校司書からなる学校図書館コンピュータ化審議会が開催され，翌年度，庄内小学校を実
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験校に学校図書館蔵書のデータベース化を開始した 22)。 
その後も学校司書等は活動を続け，2005年度には，岡山市職労と共に，保護者と地域の
理解を促すために，ブックレット『とんとんとん扉をひらく学校図書館』23)を作成した。 
 
3.2.1.2  聞き取り調査  
 (1)  学校図書館整備の推進を可能とした理由 
 指導主事は，学校図書館の整備の推進を可能とした理由として，次の 5 点を挙げていた。
①学校図書館に関わる市民運動と，市会議員からの学校図書館に関する質問が継続してい
る。②岡山市職労の働きかけと学校司書の積極的な活動の相乗効果がある。③国の指定事
業による一時的な予算は使わず，自主財源で基本的な整備を行っている。④岡山市 SLA が，
毎年度の課題に取り組んでいる。⑤費用対効果をデータで示している。 
 
(2)  3 条件の整備 
指導主事は，“学校図書館蔵書のデータベース化については，1992 年度から岡山市学校
図書館コンピュータ化審議会を開催し，検討してきたが，「今，実施しなければ，ずっと先
までできない」と考えて実施した。2006年度に，市教育委員会内で，コンピュータに詳し
い行政職員の協力を得て，独自に開発したプログラムを使用して学校図書館蔵書のデータ
ベース化を行った。学校図書館蔵書のデータベース化を行う際，学校司書が学習内容に合
うキーワードを付与したので，一つのテーマに対し多くの図書を検索しやすくなった。学
校司書については，市町村合併後は，合併した地域へも計画的に配置し続けている。相互
貸借については，「物流システム」ではなく，学校司書が市立図書館や他の学校図書館から
借りる方法で行われている。市教育委員会では，学校司書が，勤務時間内に図書を貸借す
る際に使用する自家用車は公用車扱いとして補助している”と述べていた。 
 
(3) 指導主事の学校図書館利用経験 
指導主事は“中学校で学校司書の支援を受けた授業を行っていたため，学校司書配置の
効果を実感している”と述べていた。 
 
3.2.1.3  岡山市のまとめ 
岡山市では，第二次世界大戦後間もなく教科の中で学校図書館の活用を開始し，学校司
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書を配置した。全国 SLA の岡山大会では， 学校図書館を授業で活用する研究の成果が示さ
れた。その後，学校司書等は，岡山市職労と協力して学校図書館の活用と学校司書の重要
性を市内外に伝えた。ビデオ『本があって人がいて』は後述するように，市外の学校図書
館関係者にも影響を与え，またそのことが岡山市の学校図書館に関する施策に対する評価
を高めたと考えられる。岡山市では学校図書館支援センターは設置されていないが，市教
育委員会は，合併地域を含め，学校司書の配置増を含む学校図書館の整備を確実に推進し
ていた。 
 
3.2.2  西宮市 
3.2.2.1  文献調査  
西宮市では，1949 年度に教諭によって，自主的に組織された学校図書館研究会が発足し
た 24)。1952年度には，西宮市教育委員会発行の『教育時報』創刊号で学校図書館の特集が
組まれている。“現代の社会生活に必要な学びの機会となり，豊富な学習環境や資料を提供
する源泉が学校図書館である”と示され，終戦後，復興が進められる中での学校図書館の
活用例が具体的に掲載されている 25)。 
西宮市学校図書館協議会（以下，西宮市 SLA とする）会長，西宮市立小学校長を務めた
澤利政 26)は“1950年度に赴任した学校で，校長から「学校図書館は新教育の要なので，こ
の研究は新任の君が適任である。」と言われ，文部省が刊行した『学校図書館の手引』を参
考にして学校図書館の意義と役割を模索した。1959 年度からは，学校図書館の組織的な研
究体制を確立した。1961 年度には勤務校で，閲覧室，整理室，集会室のある総面積 256㎡
の学校図書館が竣工され，公開発表会を開催した”27)と書いている。 
1957 年度に西宮市小学校教科等研究会学校図書館部会（以下，小教研とする），西宮市
中学校教科等研究会学校図書館部会（以下，中教研とする）が発足し，1958 年度には西宮
市 SLAが結成された 28)。 
1968 年度告示の学習指導要領では，小学校の特別活動の中に学校図書館の利用指導が位
置付けられた。小教研は，先行していた中教研の「学校図書館の利用指導」を参考に，西
宮市全市で共通して使用する学校図書館の利用指導計画を共同で研究し，1972 年度の全国
SLA 第十八回神戸大会で「西宮市における学校図書館の利用指導」として発表した 29)。1973
年度には，小教研で学習に役立つ社会科の参考図書として各学校が作成した資料を持ち寄
って研究を進め，1979 年度には，社会科，理科の『小学校図書館の学習基本図書』を発行
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した。1986 年度より，小教研は，各学級が優先的に利用できる「図書館の時間」を提案し，
各教科の指導と学校図書館の利用指導を組み合わせた「学校図書館の利用教育・読書教育
体系表」を編成した。1992 年度より校内辞令による専任の司書教諭が配置される学校も見
られ，「図書館の時間の指導計画」に改めた 30)。専任の司書教諭に任命された曲里由喜子
は，“司書教諭が担当する授業については自分が開拓しなければいけないだけに，努力のい
る毎日だった”と書いている 31)。 
1997～98年度，高須南小学校で学校図書館を活用した授業の公開が行われた。校長の宮
崎康子は，“小教研や西宮市 SLA が 30 年以上続けてきた研究を図書館経営の柱とし，他校
と足並みが揃っている”32)と書いている。 
1998 年度より，国の学校図書館情報化・活性化推進モデル地域事業の指定を受け，8月
末から翌年 3月までの短期間で，指定事業の予算を活用し，全 62 校の学校図書館蔵書のデ
ータベース化を完了した。2000年度より，各校に文書を運ぶ配送車に相互貸借用の図書の
運搬を依頼する方式で「物流システム」を導入した。学校教育課課長補佐の本田英子は“学
校図書館が変わるということは授業が変わることである”33)と書いている。 
2000 年度には，文部省主催の中部地区学校図書館フォーラムとして高須南小学校等八つ
の小中学校，高等学校で授業の公開研究会が行われた 34)。 
 
3.2.2.2 聞き取り調査 
(1)  学校図書館整備の推進を可能とした理由 
西宮市の指導主事は，学校図書館整備の推進を可能とした理由として，次の 3 点を挙げ
ていた。①小教研，中教研が市全体の学校図書館活動を支えてきた。②西宮市では，教育
の柱として学校図書館が常に位置づけられていた。何十年も言われている「文教住宅都市
西宮」は意識に根付き，学校図書館の活用教育に力を入れるのは当然のことになっている。
③西宮市では，校長の考えで各学校内の予算配分を決定するので，図書予算を確保できる。
また，元西宮市 SLA 幹事長，現司書教諭は，西宮市で学校図書館の整備が推進された理由
として，次の 2 点を挙げていた 35)。①澤利政が，教諭に対して，学校図書館を授業に活か
す理念を熱心に指導してきた。②市教育委員会が国の指定事業を受けてから，学校司書の
配置，学校図書館蔵書のデータベース化などの整備が進んだ。 
 
(2) 3 条件の整備 
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 指導主事は学校図書館蔵書のデータベース化を市内全 61 小中学校で短期間に実施でき
た理由として，次の 5 点を挙げていた。①国の指定事業の予算を有効に活用した。②コン
ピュータに詳しい事務職員の協力を得た。③1 校の学校図書館蔵書のデータベース化を先
に実施して効率的な方法を考え，作業に慣れたボランティアに他校の作業も依頼した。④
データ入力のみ専門業者に依頼した。⑤目的を徹底するため，各校管理職，事務職，図書
と情報の担当者を召集して説明を行った。 
学校司書について，澤は“1965年度から中学校 8 校に市教育委員会が学校事務職と兼任
で配置したが，資格を問わず採用し，職務内容を示さなかったため，勤務の形態が不明確
になり，1973 年度以降は事務室勤務のみとなった”36)と述べ，指導主事は，“1999 年度か
ら，学校司書を数校に配置した後，成果を確認しつつ増員し，2006 年度，全校に週 1 日配
置した。同時に学校図書館ボランティアの活動も盛んにし，学校司書との連携を奨励した”
と述べていた。 
相互貸借については，“新たに予算をつけず，既成の文書を配送する車を利用する「物
流システム」を考案した。開始前には，実際に各校に文書を運ぶ配送車に乗り，運搬の時
間を計測して配送が可能か試した”と述べていた。 
 
 (3) 指導主事の学校図書館利用経験 
指導主事は，“澤先生が学校図書館を整備した中学校の出身で，3 年間，国語の指導を受
け，学校図書館について澤先生が話した内容も記憶している。中学校時代，整備の整った
学校図書館で，学校司書が配置されていたことを記憶しているが，業務内容については不
明だった。中学校の教諭となって，学校図書館を活用した授業を行った”と述べていた。 
 
3.2.2.3  西宮市のまとめ 
 西宮市では，市教育委員会が学校図書館の 3 条件の整備を行う以前に，教諭の自主研修
が開始され，その後，澤利政の指導によって研究組織が形成され，継続された。 
市教育委員会は国の指定事業を受けて学校図書館蔵書のデータベース化を実施し，学校
司書を配置し，経費をかけない「物流システム」を考案した。小中学校では，教諭が学校
図書館を活用した授業の研究を行い，公開研究会で発表した。西宮市に学校図書館支援セ
ンターは設置されていないが，市教育委員会が中心となり，市の教育施策の中に学校図書
館を位置づけ積極的に学校図書館の整備を推進している。 
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 3.2.3 市川市 
3.2.3.1 文献調査 
市川市では，1960年代から親子読書運動が始まり，保護者の読書への関心が高かった 37)。
1970 年度に鬼高小学校の校長として赴任した山口重直は，授業での読書指導を重視し，ま
た保護者に対して親子読書を奨励し，市民グループとも連携を図りながら読書活動を推進
した 38)。山口は，校長を務める前に，市教育委員会の青少年課長として，青少年の育成の
ために，市内各所に子ども会文庫設置を進めていた 39)。次に冨貴島小学校の校長を経て，
学校と家庭が一体となった読書活動を支えるために学校司書が必要と考えた 40)。山口は，
1975 年度には司書教諭の完全配置を主張していたが 41)，学校図書館法の附則第二項に阻ま
れ 42)，1979 年度，教育長となってから，市独自で小学校 3 校に学校司書を配置する方針を
とった。1982 年度には 14 名となったが，1981 年度からは，非常勤職員の読書指導員（後，
学校図書館員）が配置され，1983 年度以降は，読書指導員のみ増員され，1992 年度に全校
配置に至った 43)。 
 山口は，1981年度に長期構想「市川教育を創る」を策定し 44)，読書教育を含む様々な施
策を掲げた。新聞報道が各学校図書館の発展につながると考え，記者の取材を積極的に受
け入れた 45)。市教育委員会は，1982 年度に，「地域に密着した学校図書館の振興」をテー
マに，全国 SLA の委嘱を受け，1984～85 年度に 5 校で公開授業を行った 46)。公開に際し，
山口は，読書による全人教育を提唱し，“授業はすべての核である”47)と書いている。  
1989 年度，教育センター48)が事務局となり，「市立図書館と学校とを結ぶネットワーク
事業研究員会議」を組織し，2年間の研究後，1991～92年度に小中学校 1 校ずつで，市立
図書館から図書を借りて活用する授業方法を研究した。この結果，学校間の相互貸借の効
果が明らかになった。翌 1993 年度から開始した「物流システム」への参加は学校からの希
望制とし，研究を重ねた結果，1999 年度に全小中学校の参加に至った 49)。 
1995 年度に，コンピュータによる学校図書館蔵書の管理検索の実験を行い，1996 年度
から学校図書館蔵書のデータベース化を本格的に実施した 50)。同年から市教育委員会が国
の学校図書館情報化・活性化推進モデル地域事業を受け，調査研究を継続した。教育セン
ターでは，「物流システム」の円滑な運営のため，各校の「学校図書館活用年間計画」をも
とに市全体の「学校図書館年間総合計画」を作成した。これによって学校図書館を活用し
た授業が，年間 2500 単元以上，計画的に行われるようになった 51)。「物流システム」に続
き，学校図書館専用コンピュータやインターネットの環境の整備を進め，情報のネットワ
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ークも整えた 52)。 
2001 年度には，国の学校図書館資源共有型モデル地域事業を受け，2006 年度の学校図
書館支援センター推進事業の指定を機に，学校図書館支援センターを教育センター内に設
置した 53)。 
 
3.2.3.2 聞き取り調査 
(1)  学校図書館整備の推進を可能とした理由 
 指導主事は，学校図書館整備の推進を可能とした理由として，次の 7 点を挙げていた。
①推進の契機は，山口教育長が掲げた方針である。山口が校長時代に指針としていた「花
いっぱい 音楽いっぱい 読書いっぱい」を市全体の標語としたのは，効果的だった。②「市
川市子どもの本の会」など市民の活動が学校図書館を支えている。③元教育センター研究
員（元校長）I が中心となって教育センター，指導課の指導主事等で頻繁に話し合いを行
った。④学校図書館の活用を目的とするのではなく，授業を作ることを重視した。⑤推進
する際には市内の学校図書館に関する組織図を描いて示した。その例として，教育センタ
ーを核とした「学校図書館資源共有ネットワーク推進事業研究組織図」54)構想案があり，
指導主事は，“このような組織図を作成することが自身の仕事であった”と述べていた。研
究を推進するための「研究協力ブロック・グループ校」の指定については，校長会で説明
し，学校から手を挙げてもらう方式で進めた。⑥市教育委員会に勤務した指導主事が学校
図書館についての理解を深め，校長となって学校図書館の活用を推進してきた。⑦学校司
書の市立図書館への異動によって，教育課程に合った適切な図書の貸し出しが行われ，連
携が進んだ。 
 
(2) 3 条件の整備 
学校図書館蔵書のデータベース化について，元教育センター研究員 I は次の 3 点を述べ
ていた 55)。①整備に先立ち他市を視察した際，市内全小中校での実施が必要と考えた。②
教育センターの指導主事が考案したコンピュータのプログラムを使用した。このプログラ
ムは無料で使えるため，市内に広めることに役立った 56)。③データ入力は一部，業者に依
頼し，学校司書が 1 校に集まって行うなど工夫して進めた。   
学校司書については，市川市は正規職員として司書を採用していたが，“財政的な状況
で非常勤の学校図書館員のみの採用になった”と述べていた。相互貸借について，元教育
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センター研究員 Iは次の 7点を述べていた。①中学の教諭時代に授業で市立図書館の図書
を借用する際，手続きが煩瑣だった。②札幌市の寄託図書の制度 57)を調べ，１校にまとめ
て図書を保管するこの方法は実際には使用頻度が少ないのではないかと考えた。そこで，
「各校が，今使わないものを貸し合う日本の長屋方式の発想」で「物流システム」を考案
した。１学級が授業で使うためには，同じ内容の図書が必要である。市内の各校から１冊
ずつ借りれば，１クラス分の本が集まることに着眼した。③山口教育長の了承を得て，図
書館長，庶務課，施設課，学校教育部長を集めたネットワークに関する委員会を開催し，
市全体の組織の一つを担っている認識を広めたことが効果的だった。④学校司書等が，授
業での使用を目的に，頻繁に図書を市立図書館から借りていたため，関係者の理解を促し
た。⑤市内全校が参加することを目標としたが，「物流システム」を導入したネットワーク
への参加は学校の希望制とした。1989年度に「公共図書館と学校とを結ぶネットワーク事
業研究員会議」を発足し，10 年の研究期間を経て全校参加となった。⑥市外で，「物流シ
ステム」を導入したネットワークの評価が高まり，市立図書館の学校図書館に対する姿勢
がより協力的になった。⑦教育センターが各校の研究成果を集め，多くの図書を活用した
調べ学習の方法を広めた。 
 
(3) 指導主事の学校図書館利用経験 
指導主事は“中学校の教諭のときに，研究員 58)として，「物流システム」を活用した研
究の実験校であった中学校で，図書を活用した授業を行い，元教育センター研究員 I 先生
の指導を受けて発表も行っていた”と述べていた。 
 
3.2.3.3  市川市のまとめ 
  市川市では，まず，山口教育長が掲げた方針の下，読書教育が推進された。山口の意を
受けた元教育センター研究員 Iが，市立図書館と学校図書館から図書を集める方法として
「物流システム」を提案し，学校図書館を活用する授業の研究の成果を集め，実践を広め
た。市教育委員会は，国の指定事業を受けながら学校図書館の整備を推進し，2006 年度よ
り学校図書館支援センターを教育センター内に設置している。 
 
3.2.4  さいたま市 
3.2.4.1  文献調査 
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2001年度にさいたま市として合併する以前の浦和市，大宮市では，1980年代から学校図
書館と市立図書館の連携が行われていた59)。浦和市では，市立図書館から学校への積極的
な支援が行われ，後の学校図書館支援センター設置へと発展した60)。1994年度，浦和市で
は，市教育委員会学校教育部部長（後，さいたま市初代教育長）が中心となり，図書館長
を含めた関係者による「学校図書館運営検討委員会」を発足させた。同委員会は，学校司
書の採用，蔵書の充実等の検討を行い，1996年に市の教育重点施策に学校図書館を位置づ
けた61)。1996年度，全国SLAの全国大会が浦和市で開催された。市教育委員会は，大会開催
に向け，視察学校・研究委嘱校の学校図書館の改造整備62)，全小中学校への学校司書配置
等を行った63)。1998年度から市教育委員会が国の指定事業を受け，教育研究所に事業推進
委員会の事務局を置き，市立図書館，財務課，指導課との連携により推進した64)。1998年
度に，市立図書館が館内に学校図書館支援センターを設け，翌年度，「物流システム」を開
始し，さいたま市の学校図書館支援センターは，市内数校ずつをまとめ，各地域の市立図
書館内に設置し運営している65)。2001年度にさいたま市となってからも国の指定事業を受
け，学校図書館環境整備5ケ年計画によって，学校司書の配置と学校図書館蔵書のデータベ
ース化ができた学校間で，「物流システム」を導入した66)。2001年度に就任したさいたま市
の初代教育長は，全校を回って話し合いを持ち，読書の重要性を説いた。教諭と保護者か
ら，合併の成果として，学校司書の全学校への配置が挙げられた67)。 
市教育委員会は，2003年度には『学校図書館運営資料「さいたま市の子どもたちは日本
で一番本が好き」を実現するために』68)を刊行し，同年11月に研究発表会を開催した。研
究紀要には，市内7校とさいたま市立北浦和図書館の研究成果が収められている。 
 
3.2.4.2 聞き取り調査 
(1)  学校図書館整備の推進を可能とした理由 
指導主事は，学校図書館整備の推進を可能とした理由として，次の 4 点を挙げていた。
①浦和市では，市立図書館，指導１課と教育研究所の連携の良さが推進につながった。国
の指定事業を受けた後は独自の「さいたま市資源共有推進委員会」が組織されている。②
浦和市の市立図書館の支援が大きかった。③さいたま市となってからは，初代教育長の方
針が大きく影響した。④「さいたま市の子どもたちは日本で一番本が好き」の標語は，勢
いをつけるために有効だった。 
初代教育長は，学校図書館に関する施策の重要性を認識した理由として，次の 2 点を書
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いていた 69)。①小学生時代，担任の指導によって読書を好きになったため，学校図書館に
強い関心を持っていた。②学校図書館法を熟読し，第二条の「教育課程の展開に寄与する」
に触れ，授業を支える学校図書館の役割を再認識した。 
 
(2) 3 条件の整備 
  学校図書館蔵書のデータベース化と学校司書の配置について，指導主事は，“浦和市では，
研究体制のある学校から学校司書を配置し，翌年度に学校図書館蔵書のデータベース化を
行ったので効率よく進められた。さいたま市も同様の方針で確実に進めた”と述べていた。 
学校司書の配置について，初代教育長は次の 3点を述べていた 70)。①教育部長のときに，
岡山市からビデオ『本があって人がいて』を取り寄せ，市川市を 2回視察し，学校司書配
置の必要性を深く理解した。その後，学校司書を配置する案を教育長に提言し，市長に岡
山市のビデオの視聴を進言し，快諾を得た。②1995 年度に試みとして学校司書を 6 校に配
置し，成果が認められ拡充した。③“施策に魂を入れるため”学校司書と司書教諭の研修
を重視した。 
 
(3) 指導主事の学校図書館利用経験 
指導主事は，“自身が他県で通学していた小中学校では学校司書が配置されていた。学
校司書の呼びかけで図書を借りた経験を記憶しているので，教諭として着任した際に，学
校司書が未配置で，整備不十分な学校図書館を見て落胆した”と述べていた。 
 
3.2.4.3  さいたま市のまとめ 
浦和市では，市教育委員会と教育研究所，市立図書館の連携により学校図書館の整備が
進み，さいたま市で継続された。学校図書館を活用した授業は研究発表会で公開された。
市立図書館内に設置された学校図書館支援センターは，市独自の施策として開始され，継
続して行われている。 
 
3.3  考察  
本節では，4 市の調査結果をもとに，次の 4 点について考察する。①市教育委員会の方
針，②学校図書館の整備，③市内関係機関の連携と市教育委員会内の協力，④市内外に向
けた発表，である。図 3-1は，これらの関係を一覧にしたものである。 
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小中学校図書館 
③市内関係機関の連携と
市教育委員会内の協力 
 
                
 
 
 
 
 
 
 
 
 
              図 3-1 一市内の学校図書館の活用を推進する関係 
 
3.3.1 市教育委員会の方針 
 4 市における学校図書館の整備は，市の方針に基づいて開始された。岡山市では，市教
育委員会が，学校教育の努力目標として“学習センターとしての学校図書館活動を推進”
71)を挙げ，西宮市では，市教育委員会が発行する『教育時報』の第一号で，学校図書館の
活用が特集され 72)，指導主事は“教育の柱として学校図書館が常に位置づけられている”
73)と述べていた。市川市では，教育長が学校図書館の活用を含む長期構想を示している 74)。
浦和市では，市の重点教育施策として，学校図書館の活用が位置づけられ 75)，さいたま市
に引き継がれた。 
 4 市では，学校図書館の整備を開始した時期が異なっている。表 3-4 は，各市が学校図
書館の整備を開始した時期と，聞き取り調査で挙げられた推進者をまとめたものである。 
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第二次世界大戦後，早期に学校図書館の整備と活動を推進したのは，岡山市，西宮市で
あった。岡山市では，終戦直後から授業で活用するために学校図書館の整備を始めた。1947
年度に戦後初の学習指導要領（試案）が制定され，1948 年度に，文部省は『学校図書館の
手引』76)を刊行し，学校図書館を活用した新しい教育方法を提唱した。西宮市では，1950
年代に，まず，教諭の組織が学校図書館の活用に関する研究を始めた。1953年度は，学校
図書館法が制定された年度であり，学校図書館を活用する気運が高まっていたと考えられ
る。また，市川市では 1970 年代に，さいたま市（大宮市，浦和市）では 1980 年代に学校
図書館に関する取り組みが開始され，特に推進されたのは 1994年度以降である。 
1958 年度の学習指導要領の改訂により，経験主義から系統主義へ教育方針の転換があり，
学校図書館を教科内で活用する記述は大幅に削除された（付録 1.参照）。その結果，例え
ば全国 SLA の『学校図書館』1969 年 9 月号の特集「教科と学図の結びつきをはばむものは
何か」77)から推察されるように，教科学習のための学校図書館の活用が停滞した。 
その一方，1960 年代には，全国各地で，椋鳩十の「母と子の 20 分間読書運動」などの
親子読書運動が始まり 78)，市川市でも地域や保護者の読書への関心が高まり，活動が始ま
っていた 79)。1968年度改定の学習指導要領には読書に関する記述が増したことも影響して，
学校図書館の活用が読書指導と関連して論じられるようになった 80)。  
1970 年代になると，知識偏重の受験体制によって無気力で受動的な人格の形成につなが
ることが社会問題となってきた 81)。市川市では，教育長の山口重直のリーダーシップの下，
授業としての読書指導と，青少年の育成と結びつく親子読書が進められ，この過程で学校
表 3-4 整備開始時期と推進者    
 開始時期 人物または団体（役職） 
岡山市 1940 年代 大土井淑夫（校長） 
学校司書等，岡山市職労 
西宮市 1950 年代 
 
澤利政（市 SLA 会長，校長） 
本田英子（課長，校長） 
市川市 1970 年代 山口重直（校長，教育長） 
さいたま市  
(浦和市，大宮市） 
1980 年代       浦和市立図書館 
臼杵信裕（部長，校長，教育長） 
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図書館の整備の必要性が認識され，学校司書の配置に発展した 82)。1984 年度に設置された
臨時教育審議会では，教育政策が検討され，教育の見直しが行われた 83)。この教育改革に
向け，全国 SLA は 1985 年度に『学ぶものの立場にたつ教育を』を出版し，学校図書館を教
育に活用することの重要性とリソーセス・センターの設置を提唱している 84)。臨時教育審
議会答申に学校図書館の文言は見られないが 85)，第一章で述べたように，1988 年度の学習
指導要領は，臨時教育審議会答申の内容をほぼ継承した「新しい学力観」を提唱し，学校
図書館の活用が小学校の教科，小中学校の特別活動に記載されていることから間接的に影
響を与えたと考えられる。 
市川市は，4 市の中で最も早く学校図書館蔵書のデータベース化を始め，「物流システム」
を導入したネットワークを構築することによって多くの図書を活用する学習方法を考案し
た。これは，指導主事が“授業を作ることを重視した”86)と述べていたように，教育改革
の理念を具体化する学習方法であり，他市のモデルとなったと考えられる。浦和市では，
1990 年代前半に学校図書館の整備を始め，市川市など先進地を参考に進め 87)，市立図書館
内に学校図書館支援センターを設置した 88)。 
 4 市では，それぞれの時代の教育界の求める方向に応える形で，学校図書館の在り方を
示してきた。その推進者として，4 市全てで校長，市川市とさいたま市では教育長が挙げ
られていた。これらの推進者は，かつては一教諭としての実践者であり，後に，学校図書
館の重要性を理解する校長となり，場合によっては指導主事，さらには教育長を務めるこ
とによって教育行政に影響を及ぼした。 
 岡山市では，指導主事が大土井の影響を受け，岡山市 SLA と市教育委員会の連携が始ま
った。1960年代，学校図書館の活用が停滞する中でも，大土井が指導した教諭等は学校図
書館を重視していた 89)。 
西宮市では，澤が教諭に対して学校図書館を授業に活かす理念を指導し 90)，研修組織を
作った。また，澤の教え子が中学校の教諭として学校図書館を活用した授業を行い，後に
指導主事，課長として学校図書館の整備を推進した 91)。 
市川市では，山口が，親子読書を奨励し，市民グループと連携を図りながら読書を推進
すると同時に，授業での活用を促した。元教育センター研究員 I の意見具申を受け入れ，
「物流システム」を進めた結果，調べ学習が計画的に行われるようになった 92)。 
さいたま市の初代教育長は，かつて浦和市教育委員会の部長職にあったとき，市川市を
視察し，岡山市のビデオ『本があって人がいて』を視聴し，当時の市教育長に，学校司書
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配置を含む学校図書館の整備の推進を提言した。後に，さいたま市の教育長になり，学校
図書館の整備を推進した 93)。 
市教育委員会に影響を及ぼした推進者に共通する学校図書館に対する考え方は，児童生
徒を読書に親しませるだけでなく，教諭が授業で学校図書館を活用し，児童生徒に学ぶ力
を習得させることであった。岡山市では，大土井校長を中心に，学校図書館を活用する清
輝新学習法が考案され，前述の理由で普及は困難であったが，その理念は教諭等に継承さ
れた 94)。市川市では「物流システム」を活用した学習方法が提示された 95)。西宮市の指導
主事は“学校図書館の活用が授業の改善と充実に結びつく”96)と述べ，さいたま市の教育
長は“学校図書館法の「教育課程の展開へ寄与する」という文言を重視した”97)と述べて
いた。 
 
3.3.2 学校図書館の整備と指導主事の関わり 
  表 3-5は，学校図書館の 3 条件の整備を進めた担当指導主事と学校図書館の関わりをま
とめたものである。岡山市，西宮市，市川市の指導主事は，学校図書館を活用した授業を
行ってきた実践者であり，さいたま市の指導主事は，小中学生時代に整備された学校図書
館を利用した経験を持っていた。このことから，学校図書館の整備を実際に推進する立場
にある指導主事には，学校図書館の活用についての具体的なイメージを持っていることが
求められる。 
         表 3-5  担当指導主事の学校図書館との関わり 
          
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 担当指導主事と学校図書館の関わり  
岡山市 
学校司書の支援を受けて，学校図書館を活用
する授業を実践した。（中学校国語） 
西宮市 
中学校時代に，澤が整備した学校図書館を使
用した。教諭として調べ学習に活用した。 
（中学校国語） 
市川市 
市の研究員として学校図書館で授業を実践し
た。（中学校国語） 
さいたま市 
小中学校時代に学校司書の助言を受けて本を
借りた経験がある。（中学校国語） 
*（ ）は担当の教科 
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3.3.2.1 学校図書館蔵書のデータベース化 
表 3-6 は，学校図書館蔵書のデータベース化の開始時期と工夫をまとめたものである。
4 市では，市教育委員会がそれぞれに適した方法によって学校図書館蔵書のデータベース
化を推進した。岡山市では，1992 年度から岡山市学校図書館コンピュータ化審議会を設け
て，実験校を決め計画を進め 98)，さらに，指導主事の意欲的な姿勢が大きく影響したと受
け止められる。西宮市では，1 校で学校図書館蔵書のデータベース化を実施し効率的な方
法を考え，作業に慣れたボランティアに継続して他校の作業を依頼し，さらに専門業者に
データ入力のみを委託し，計画的に短期間で実施できた 99)。市川市では，他市の視察をも
とに検討し，独自のコンピュータのプログラムを用いた実験段階を経て本格的に実施した
100)。さいたま市では，浦和市同様，研究体制のある学校から学校司書を配置し，翌年度に
学校図書館蔵書のデータベース化を行ったので効率よく進めることができた 101)。学校図書
館蔵書のデータベース化の実施には，4 市が行ったように市内全校で計画的に実施する必
要があり，指導主事の積極的な姿勢と計画的な整備の手順が重要と考えられる。 
 
 
3.3.2.2 学校司書の配置 
表 3-7は，学校司書の配置開始，完了，学校司書の職名，勤務形態を示したものである。
岡山市では，学校司書等の組織が岡山市職労と結びついて，市教育委員会による増員につ
ながった 102)。西宮市では，一時期学校司書が廃止された。澤は，その理由を“勤務の形態
が不明確になり，成果が見られなかったため”103)と指摘している。これは，西宮市の指導
表 3-6 学校図書館蔵書のデータベース化の開始時期と工夫  
 開始 学校図書館蔵書のデータベース化の工夫 
岡山市 
1992 年度 学校図書館コンピュータ化審議会を設け実験校
を決め，進めた。 
西宮市 
1998 年度 ボランティアを活用し，専門業者へデータ入力の
み委託した。 
市川市 
1995 年度 独自のソフトを使用し，実験段階を経て本格的に
実施した。 
さいたま市 
(浦和市) 
1998 年度 学校司書を配置した翌年度，学校図書館蔵書のデ
ータベース化を行った。 
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主事の述べた“中学時代に配置されていた記憶はあるが，業務内容については不明だった”
104)という文言と一致する。配置が継続された岡山市と比較すると，学校司書の意欲も不足
していたと考えられる。市川市も徐々に学校司書の配置校を増加し，全校配置に至ってい
る 105)。学校司書の配置には多額の予算が必要である。西宮市の指導主事が“成果を確認し
つつ人数を増やした”106)と述べていたように，4 市全てが，開始時に数名を配置し，成果
を確認して全校へ配置する方法をとっており，この点が重要と考えられる。成果を示すた
めには，さいたま市の初代教育長が述べていたように，司書教諭と学校司書の両方の研修
が必要である。 
 
学校司書の勤務形態は，岡山市と市川市の一部の市正規職員の学校司書を除き，非正規
職員の学校司書の勤務日数，勤務時間は，市によって異なっている。岡山市と市川市では，
非正規の学校司書を併用し，同じ市内で勤務条件の異なる学校司書が配置されている。西
宮市では，週１日，他では，平均週 3～4 日以上配置されている。学校司書が一度廃止され
た西宮市では，勤務する日数が最も少ないが，専任司書教諭が配置されている学校もあり，
学校図書館ボランティアで補っている。 
  
3.3.2.3 学校間の図書の相互貸借 
表 3-8は，学校間の相互貸借の開始が記録上に確認できた年度と名称をまとめたもので
表 3-7 学校司書の配置の開始，完了，学校司書の職名，勤務形態   
 開始 完了 年数 職名 勤務形態 
岡山市 1952 年度 
 
1989 年度 
 
37年 学校司書 市正規職員 
嘱託司書 週 36 時間 
西宮市 1999 年度 2006 年度 
 
７年 学校図書館指導員 週１日， 
5時間 
市川市 1980 年度 1991 年度 
 
11年 学校司書 市正規職員 
学校図書館員 年 150日， 
1日 8時間 
さいたま市 1995 年度 2005 年度 10年 学校図書館司書 週 4 日， 
1日 6時間 
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ある。岡山市では，「物流システム」は実施していないが，1987 年度作成のマニュアルに
既に相互貸借の方法が掲載され 107)，全校に週 5 日配置の学校司書が図書の貸借を行ってい
る。市教育委員会は，学校司書が勤務時間内に図書の貸借に使用する自家用車を公用車扱
いとする便宜を図っている 108)。 
西宮市の教育委員会は，市教育委員会が各校に文書を運ぶ配送車に運搬を依頼し，経費
をかけずに「物流システム」を導入した。開始前に，西宮市の指導主事が運搬時間を計測
し配送が可能かを試した 109)。今回の調査で，「物流システム」は，市川市の元教育センタ
ー研究員 I が考案した方法であることが明らかになった。市川市の教育委員会は，各小中
学校の「物流システム」の活用参加を希望制とし，市内全校の参加へ確実に導いた 110)。さ
いたま市教育委員会は，学校図書館蔵書のデータベース化を実施した学校から「物流シス
テム」で相互貸借を行って全校に広めた 111)。 
 
表 3-8  学校間の相互貸借の開始時期と名称  
       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3 条件の整備はいずれも，指導主事をはじめとする市教育委員会の計画的な取り組みに
よって進められていた。第二章の千葉県内全市教育委員会を対象とする調査で，千葉県 E
市の指導主事が，“教諭として在職中に学校図書館を使用していなかったため，学校図書館
の担当になってもコンピュータの故障を業者に伝えるぐらいのことしかできない”112)と回
答していたことと考え合わせると，学校図書館を担当する指導主事自身に学校図書館を活
用した経験があれば，より積極的に市教育委員会内外に提案し，学校に対しても助言がで
 開始 相互貸借の名称（方法） 
岡山市 
1987 年度 相互貸借（勤務時間には学校司書の
車を公用車扱い） 
西宮市 
2000 年度 学校間物流ネットワーク 
（文書配送車を活用） 
市川市 
1994 年度 物流ネットワーク 
（運搬業者が集配） 
さいたま市 
1999 年度 ネットワーク便  
（運搬業者が集配） 
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きると考えられる。このような人事は，学校図書館を重視する市の方針の反映と捉えるこ
ともできる。これにより，推進者が役職を離れても，その考えは継続され，整備が滞るこ
となく推進されていると考えられる。 
 
3.3.3 市内関係機関の連携と市教育委員会内の協力 
4 市では，市教育委員会内外で学校図書館に関する連携が行われ，学校図書館の活動を
推進する体制が形成されていた。岡山市は，学校司書の組織を含め，市教育委員会，岡山
市 SLA，市職労が必要に応じて連携し,学校図書館の整備を進めていた 113)114)。岡山市 SLA
内では，岡山市学校図書館コンピュータ化審議会 115)など，課題に応じた組織が設けられて
いる。西宮市では，国の指定事業により市教育委員会が整備を進め，その際，ボランティ
アの協力を得て進めた 116)。 
市川市では，市教育委員会が，学校司書を配置し，その後，「物流システム」を導入す
る過程で，各課の代表による会議を設定していた。元教育センター研究員 Iは，“課の代表
による会議を開催することで市全体の学校図書館活動の組織の一つを担っているという認
識を広めた”117) と述べていた。指導主事は，国の指定事業を受け，市内の学校図書館に
関する組織図を描いて進めることを重視した 118)。また，“事業開始当初から他の課と協力
体制を組み，柔軟な発想で取り組んできた” と述べ，学校図書館に関する整備を推進する
ための予算を確保する工夫にもつながったことも指摘している 119)。さいたま市では，教育
研究所に事業推進委員会の事務局を置き，市立図書館，財務課，指導課との連携によって
推進し 120)，後に，「さいたま市資源共有推進委員会」121)が組織された。 
また，4 市の教育委員会内では，事務局と教育センター，市立図書館，市教育委員会事
務局の事務職員の援助など，部署と立場を超えた市教育委員会内部での協力があった。さ
いたま市の学校図書館支援センターについて調査を行った市川直美，谷嶋正彦も，学校図
書館の機能を支える条件として，学校図書館支援センター，事務局（指導 1課），教育研究
所相互の連携を指摘している 122)。 
さらに，4 市では，学校図書館の重要性を共通に認識できる標語的なフレーズが使われ
ていた。岡山市では，「本があって人がいて」という言葉が，ビデオのタイトル 123)，書名
とその編集グループ名 124)などに頻繁に使用されていた。西宮市では，指導主事が“「文教
住宅都市西宮」と，何十年も言われているので，意識の中に根付いている”と述べていた
125)。市川市では，指導主事が“山口教育長が，「花いっぱい，音楽いっぱい，読書いっぱ
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い」を市全体に広めたことが効果的だった”と述べていた 126)。さいたま市の指導主事も「さ
いたま市の子どもたちは日本で一番，本が好き」について，“勢いをつけるために有効だっ
た”と述べていた 127)。4 市が合併したさいたま市では，意志の統一を図る必要があったと
も受け止められる。行政内の意志の統一と，広く学校図書館への理解と関心を集めるため，
標語的なフレーズの活用は効果的であったと考えられる。 
 
3.3.4  市内外に向けた研究成果の発表 
4 市では，市内外に向け，学校図書館を活用した授業を複数の学校で公開する大規模な
研究会が開催されていた。全国 SLA の大会が，岡山市では 1958 年度に 128)，浦和市では 1996
年度に 129)，市川市では全国 SLAの研究委嘱を受けた授業公開が 1945～46 年度に開催され
ている 130)。また，文部省が主催する学校図書館活用フォーラムが，浦和市では 1999年度
に 131)，西宮市では 2000 年度に開催されている 132)。このような公開が予定されると，指定
された学校が授業で学校図書館を活用する研究を進め，その研究成果を公開授業として発
表するため，実践が市内外に広まり，学校図書館の整備の重要性が認識されると考えられ
る。こうした発表により，教諭に限らず管理職の学校図書館に関する理解が深まり，各学
校図書館の活用が改善されていくことも期待できる。 
また，4 市の報告記事は，指導主事，司書教諭，学校司書，教諭，市立図書館司書など，
異なる立場によって書かれていることも特徴として捉えられた。岡山市からは，1980 年代
以降，白書，ビデオ，ブックレットなど，他 3 市とは異なる方法での発表が増加している。
ビデオには学校司書が支援する授業の研究会と実際の授業の様子が収録されているので，
公開授業の研究会と同様に，学校図書館を活用した授業の様子が示されている。また，全
国の理解を得るために外部へ働きかける方針の表れとも考えられる。市川市の山口が，新
聞報道を積極的に受け入れたことにも同様の意義があったと考えられる 133)。市川市の元教
育センター研究員 I が“市外で，「物流システム」を活用したネットワークの評価が高まり，
市立図書館の姿勢が協力的になった”134)と述べていたこととも合致する。このような積極
的な研究成果の発表と市外の評価は市内の関係者の意識高揚につながることが明らかにな
った。 
 
3.4  本章のまとめ  
本章では，早期に学校図書館の整備に積極的に取り組んできた市教育委員会を対象に，
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その推進の過程を調査し，共通する特徴を考察した。その結果，共通する特徴として，次
の 4 点が明らかになった。 
 (1) 市教育委員会の学校図書館に対する考え方 
学校図書館を重視する契機となったのは，児童生徒に読書を楽しませるだけではなく，
教育課程の中で，即ち授業として，多くの図書を活用して学ばせることを基盤とする考え
方である。この考え方は，現在の教育において重視されている“自分で課題を見つけ，自
ら学び，自ら考え，主体的に判断し，行動し，よりよく問題を解決する”135)学習の在り方
と共通している。 
4 市の教育委員会は，学校図書館の活用を学習において重視する考え方に基づき，学校
図書館の活用方針を市の教育施策に掲げているため，一部の学校に留まらず，市内全小中
学校で学校図書館の整備が進められている。市教育委員会の考え方として学校図書館が重
視されているため，学校図書館について理解のある教諭が学校図書館担当の指導主事に任
命され，学校図書館に関する施策に意欲的に取り組んでいた。 
 
(2) 推進者の影響 
4 市には，学校図書館の目指す方向である，教育課程での活用を明確に示した推進者が
存在していた。その推進者の教育観が市教育委員会の方針に影響を与えたことが明らかに
なった。これらの推進者は，最初は一教諭として熱心に実践を重ね，後に，学校図書館の
重要性を理解する校長となり，市川市，さいたま市では教育長となって教育行政に関わり，
学校図書館の整備を進めていた。また，4 市では，推進者以外に，共に推進した人々や集
団が挙げられるため，推進者はこれらの人々に支えられていたとも考えられる。推進者が
学校現場に存在し，市教育委員会にも影響を与えた事例として岡山市，西宮市，市教育委
員会の中で，教育長となって影響を及ぼした事例として市川市，さいたま市に分けられた。 
 
(3) 市全体の学校図書館の整備と活用を推進する組織的な取り組み 
学校図書館の整備を推進するにあたり，市教育委員会の関連部署，市内の関係団体が連
携し，組織的な取り組みが行われていた。関連部署としては，市教育委員会の学校教育課，
教育センター，市立図書館，市によっては，庶務課，施設課などが協力し，学校図書館の
整備を進めていた。関係団体としては，市職員労働組合，自主的な研修団体，市 SLA など
があり，共同で学校図書館を紹介する白書，ブックレット，学校図書館を活用する指導の
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ための資料やビデオを作成するなど，必要に応じて市教育委員会とこれらの関係団体との
連携が行われていた。このような活動の背景には，学校図書館の活用の経験と知識の豊か
な指導主事の存在と仲介的な役割があり，学校図書館の整備の必要性を広めると同時に賛
同者を増し，着実な学校図書館の整備の発展に寄与してきた。 
 
(4) 市内外に向けた研究成果の発表 
 4 市では，市内外に向けて，学校図書館を活用した授業を複数の学校で公開する規模の
大きな研究会が開催されていた。また，指導主事，司書教諭，学校司書，教諭，市立図書
館司書など，異なる立場による報告記事が見られた。こうした積極的な発表によって市内
に学校図書館に関する活動が広まるだけではなく，市外の評価の高まりによって，市内の
教育委員会内の職員を含む関係者の意識が高揚し，学校図書館の整備が継続されているこ
とが聞き取り調査で明らかになった。 
 
但し，このように，早期に学校図書館の整備に積極的に取り組んできた 4市においても，
市の学校図書館に対する施策には差異が見られた。最も大きな相違点としては，市川市と
さいたま市では，学校図書館支援センターが設置され，各学校図書館を学校外から支援す
る体制が整備されたことが挙げられる。 
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第四章 学校図書館支援センターが成立した過程と特徴         
 
第二章，第三章では，一部の市区町村（以下，市とする）で各学校図書館を学校外から
支援する体制として，学校図書館支援センターが設置されていることが明らかになった。
本章では，日本国内において，こうした学校図書館支援センターが成立した過程を明らか
にし，その特徴について考察する。 
 
4.1  調査概要 
4.1.1  調査目的  
調査目的は，現在の学校図書館支援センターの成立に至る構想，及び体制を構築した過
程を考察することである。このような過程を明らかにすることにより，今後の学校図書館
を学校外から支援する体制の整備を進める上での示唆を得ることができると考える。 
 
4.1.2 調査方法 
まず，国立情報学研究所「学術情報ナビゲータ CiNii」(以下，CiNii とする)のタイト
ル名の検索方法を用いて， 1958 年度から，本研究の対象範囲としている 2011 年度までで，
「学校図書館支援センター」の以前の名称であった「リソーセス・センター」と「学校図
書館支援センター」が含まれる文献を検索した。その結果「リソーセス・センター」につ
いての文献は 16 点，「学校図書館支援センター」についての文献は 21 点であった１）。 
その他，全国学校図書館協議会（以下，全国 SLA とする）の『学校図書館』，図書館関
係の雑誌に掲載された報告，提言，実践発表の資料等，関係する資料は 57 点，合わせて
94 点の資料を入手することができた。これらの文献，及び資料の内容を分析したところ，
次の四つに分けられた。 
(1) 海外で設置されているリソーセス・センターの視察報告と翻訳による紹介 
(2) 視察報告以外で，日本で学校図書館支援センタ （ー以前はリソーセス・センター）
を設置することについての提案 
(3) 学校図書館支援センターの実践報告 
(4) 学校図書館支援センターに関する研究論文 
表 4-1 は，入手した文献及び資料の点数を 10 年度毎にまとめたものである。全国 SLA
の『学校図書館』等の文献の特集では，報告者によって観点が違うので，報告者ごとに分
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けて数えた。 
 
表 4-1  学校図書館支援センター（リソーセス・センター）に関する文献   N=94 
 1963 年度～ 
1969 年度 
1970 年度～ 
1979 年度 
1980 年度～ 
1989 年度 
1990 年度～ 
1999 年度 
2000 年度～ 
2009 年度 
2010 年度 
～2011 年度 
合計 
(1)視察報告と
翻訳 
2 13 10 9 1 0 35 
(2)提案 0 6 3 2 2 4 17 
(3)実践報告 0 0 0 1 19 14 34 
(4)研究論文 0 1 1 0 3 3 8 
合計 2 20 14 12 25 21 94 
 
視察報告と翻訳による紹介については 1970 年度から 1979 年度が最も多く 13 点あり，
1980 年度から 1989 年度が 10 点，1990 年度から 1999 年度が 9 点と続き，次第に減少して
いる。学校図書館支援センターの実践報告は，1990 年度から 1999 年度に 1 点，2000 年度
から 2009年度には 19 点，2010 年度から 2011 年度は，2 年間で合わせて 14点と次第に増
加している。つまり，視察報告が多数を占めた時期から 30年近く経て，日本でも学校図書
館支援センターの実践が開始され，次第に増えてきたことがわかる。 
次に，これらの文献の内容を踏まえ，各学校図書館を学校外から支援する構想，及び体
制の整備の過程を分析するにあたり，1963 年度から 2011 年度までの期間について，各学
校図書館を学校外から支援する体制の態様から，次の三期に区分することとする。 
第一期 リソーセス・センターの構想導入,提案期 1963 年度～1994 年度 
第二期  学校図書館ネットワークの形成期 1995 年度～2003 年度 
第三期  学校図書館支援センターの成立期 2004 年度～2011 年度 
第一期の始まりは，全国 SLA の松尾がアメリカ合衆国の学校図書館を視察した報告の中
で，地区教材資料センターを初めて紹介した 1963 年度とした。この期間を「リソーセス・
センターの構想導入，提案期」とする。 
第二期の始まりは，国が学校図書館情報化・活性化推進モデル地域指定事業を開始した
1995 年度とした。その理由は，第一章で述べたように，この事業を機に，学校図書館の情
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報化が行われ，国内では指定された市を中心に，市立図書館と各学校図書館，市教育委員
会あるいは，教育センターを結ぶ学校図書館ネットワークが形成されていったためである。
この期間を「学校図書館ネットワークの形成期」とする。 
第三期の始まりは， 全国 SLAが，第 34 回全国学校図書館研究大会（びわこ・くさつ大
会）を開催した 2004 年度とした。CiNii で学校図書館支援センターについて検索すると，
最初に「学校図書館支援センター」の名称が論題に記載されているのは，同大会の分科会
で全国 SLA の森田が行った講義の記録であり，この講義の中でリソーセス・センターの名
称を学校図書館支援センターに変更することが提案されている。 
以後，文献では「学校図書館支援センター」が使用され，2007 年度には，千葉県袖ケ浦
市に学校図書館支援センターが設置された。日本では，リソーセス・センターではなく学
校図書館支援センターという名称で，各学校図書館を支援する体制が実現したため，学校
図書館支援センターの名称が提案された 2004 年度を区切りとした。この期間を「学校図書
館支援センターの成立期」とする。 
以下これら三期についての分析を行い，考察する。本章では，国の学校図書館支援セン
ター推進事業が行われた 2006 年度の前年度にあたる 2005 年度までについて論じ，2006年
度以降については，第五章に詳述する。 
尚，第二期の学校図書館ネットワークの分析に際しては全国 SLA が 1999 年度に『学校
図書館』に特集した「情報ネットワーク」に掲載された実践報告 2)，『すすめよう学校図
書館ネットワーク』3)，千葉県市川市の実践報告 4)を参考とする。また，次の 4 名を対象と
する聞き取り調査で知り得た情報も参考とする。第二期では，市川市のネットワーク（以
下，「物流システム」とする）を考案した市川市元教育センター研究員 I5)，第三期では，
埼玉県さいたま市（旧埼玉県浦和市）で学校図書館支援センターの設置を考案した浦和市
立図書館児童係長 6)，袖ヶ浦市教育委員会元指導主事 7)，袖ヶ浦市の学校図書館支援セン
ターの初代学校図書館支援スタッフである 8)。 
 
4.2  調査結果 
4.2.1  第一期 リソーセス・センターの構想導入，提案期（1963 年度～1994 年度） 
第一期の，リソーセス・センターの構想導入，提案期では，アメリカ合衆国を中心とす
る海外の視察報告，リソーセス・センターについて書かれた文献の翻訳，学校図書館基準
の翻訳によって，リソーセス・センターの構想が広められた。しかし，国からも各自治体
91 
 
の教育委員会からも，これに対応する見解は示されなかった。 
 
 4.2.1.1  アメリカ合衆国のリソーセス・センターの視察報告 
最初の報告者である松尾は，1963 年度にアメリカ図書館協会（American Library 
Association, 以下，ALA とする）本部の新築記念全米図書館大会に招待された際，ワシン
トン州ベルビュ市とカリフォルニア州ロサンゼルス市の地区教材資料センターを訪問した。
同センターについて，“地区の学校図書館を横につなぐ，共同資料センター的役割を持つ機
関である。ライブラリアン有資格者の指導主事や指導員が各校を巡回して指導，助言を与
え，図書や視聴覚資料を共同購入する計画を立てる。各校が希望した図書は，地区教材セ
ンターで装備され目録カードと共に送られる。スライドやフィルムは地区教材センターが
保管し，共同で使用するため経済的である。日本にこのまま取り入れるのはむずかしいが，
捨てがたい仕組み”9)と報告している。 
地区教材センターとは，松尾が視察した当時，アメリカ合衆国 50 州のうち，30 州が実
施していた学校区の学校図書館を一括して支援する施設である。その名称は，Educational 
Resources Center, Library Services，School Library Services などであり 10)，この学
校区の図書館を支えるために，さらに広域の地区教材センター（Educational Service 
District）が設置されていた 11)。海外のリソーセス・センターの視察報告については，ヨ
ーロッパやカナダの紹介も見られたが，本研究ではアメリカ合衆国のリソーセス・センタ
ーの視察報告のみに限定し，どのような視点で紹介されているのか，またそれが第二期「学
校図書館ネットワークの形成期」以降の日本に，どのように影響したかについて考察する
こととする。アメリカ合衆国に限定するのは，視察の回数が最も多く 12)，ALA が考案した
学校図書館の基準が日本の学校図書館を形成する上で参考とされていることから影響が大
きいと考えたためである 13)。 
表 4-2は，第一期にあたる 1963 年度から 1994 年度までのアメリカ合衆国のリソーセス・
センターに関する 20 点の報告の一覧である。 
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 表 4-2 1963 年度から 1994 年度までのアメリカ合衆国のリソーセス・センター報告の一覧    
報告 年度 報告者と報告，及び掲載された文献 
1 1963 松尾弥太郎.特集-松尾事務局長帰朝報告.学校図書館. 
2 1965 Future Possibilities in the Development of the School library materials Center.黒沢浩訳.学校図書館.  
3 1972 古賀節子. アメリカ学校図書館の変遷-4-1960年代から今日まで.現代の図書館.  
4 1975 尾原淳夫.定着しているセンターシステム－日本・ハワイ学校図書館会議に参加して PartⅡ.学校図書館速報版. 
5 1975 古賀節子.ハワイの図書館システム.学校図書館速報版. 
6 1977 福永義臣.“学校図書館の活動を支えるすばらしい MC-ハイライン・メディア・センター.”全国 SLA 視察団報告. 
7 
1978 竹崎静子.“法律相談から考古学発掘までサービスするＥＳＤ-ワシントン州第 121 教育サービスを訪ねる.”全国
SLA 視察団報告.  
8 
1978 竹崎静子.“各校の実地見学旅行の計画・交渉もいたします-ハイライン・インストラクション・リソーセスセン
ター.”全国 SLA 視察団報告. 
9 
1978 村谷孝枝.“オーケストラの楽器も学校へ貸し出します-デンバーの二つのメディア・センターを訪ねて.”全国
SLA 視察団報告. 
10 1978 柳樂宏.“メディア・サービス機関の組織と運営-ロサンゼルス教育資料センター.”全国 SLA 視察団報告. 
11 1978 佐野友彦.“ああ誰か故郷を思わざる-わが国でのメディア・センターの設置を願って.”全国 SLA視察団報告. 
12 
1978 柳楽宏.“ハワイの教育と学校図書館を支えるメディア・サービス-マルチメディア・サービス・ブランチ（ホノ
ルル）.”全国 SLA 視察団報告. 
13 1978 長倉美恵子.特集-これからの学校図書館-アメリカの学校図書館.教育と情報.  
14 1980 竹崎静子.私の見たリソース・センター.学校図書館. 
15 
1982 戸崎明.“学校図書館をバックアップするリソーセス・センター-フル回転するハイラインＩＲＣを訪ねて.”全国
SLA 視察団報告. 
16 
1985 大井源一郎.“ハイライン教育資料センター-旺盛な活動を展開するリソース・センターを訪ねる.”全国 SLA 視察
団報告. 
17 1985 池田雅博.“かゆいところに手が届くサービス-ハイラインＥＲＣを訪ねて.” 全国 SLA視察団報告. 
18 
1985 秋葉収.“各校の購入図書の会計処理も引き受けるセンター-ベリンハム教育資料センターを訪ねて.”全国 SLA
視察団報告. 
19 1986 阿部清英.リソース・センターの必要性を痛感.学校図書館.  
20 1992 柳楽宏.ハイライン学習資源センター再訪期.学校図書館. 
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リソーセス・センターについての報告者の見解を分析するにあたり，視察が盛んに行われ
た 1970 年代に，アメリカ合衆国ではリソーセス・センターの役割がどのように捉えられて
いたのかを確認する手がかりとして，ALA が 1975 年に示した学校図書館基準，“Media 
Programs-District and School”で示している「学校区メディア・プログラム施設に関す
る勧告」14)を参考とする。リソーセス・センターの業務内容として，次の 8 点が示されて
いた。 
 ①企画及び管理，②相談サービスと職員研修，③フィルムビデオ，テープ等視聴覚資料
の収集，貸し出し，④専門職図書館としての資料の貸し出し，⑤多様なタイプの資料，関
連備品の提供，⑥資料の検収，目録作成，整理及び配布，⑦備品の検査及び修理，⑧教材
の制作サービス及び制作物の保管，である。  
表 4-3は，表 4-2 の視察報告の紹介記事で，報告者が注目している観点について，学校
区メディア・プログラムに示された①から⑧のどの業務に該当するかを記した一覧である。 
最も注目されたのは，⑤の「多様なタイプの資料，関連備品の提供」であった。次に注
目されているのは，③の「フィルムビデオ，テープ等視聴覚資料の収集，貸し出し」と⑥
の「資料の検収，目録作成，整理及び配布」であった。日本では，文部省が 1959 年度に刊
行した『学校図書館運営の手びき』15)によって，学校図書館には，様々な資料を集積した
「資料センター」としての機能が求められていた。翌 1960年度には文部省から『学校図書
館における図書以外の資料の整理と利用』16)が刊行されたので，学校図書館関係者の間で
は，図書以外の資料を収蔵，保管する資料センターとしての学校図書館をどのように構成
していくかの検討が重ねられていた 17)。こうしたことから，リソーセス・センターの図書
以外の様々な資料も供給する機能に注目が集まったと考えられる。 
⑥の「資料の検収，目録作成，整理，及び配布」の機能は，リソーセス・センターにおけ
る資料の収集，及び目録の作成等，学校図書館の蔵書を構成するために必要とされる基本的
な業務の一括集中処理の機能を指す。 
この点について，国立教育研究所の長倉美恵子は，“地域ごとにリソーセス・センター
に集中化し，予算をまとめて効果的に活用することの合理性” 18)と評価し，中学校教諭の
黒沢浩は，“学校図書館を資料センターとして位置づけることを校内だけの問題にとどめな
いことは注目すべき” 19)と指摘している。 高等学校校長の尾原淳夫も“どの公共図書館，
学校図書館へ行っても，同じ目録，同じ装備できちんと整理，排架されている。事務の省
力化は，リソーセス・センターという施設の問題より，頭の切りかえの問題ではないか”
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20)と，施設の設立よりも，効率化を図る発想の転換の必要性を指摘している。高等学校教
諭の福永義臣は，視察報告の中で，“近隣の学校が協力して総合目録を作成して，相互貸借
を組織的にしていけば，学校図書館の活動を多面的にしてけるのではないか”21)と提案し
ているが，その後，実施したという報告は見られない。 
 
表 4-3 報告者がリソーセス・センターに対して注目している観点     
業務 
報告 
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 
１  ○   ○ ○   
２      ○   
３         
４     ○ ○   
  ５ ○    ○   ○ 
６ ○  ○  ○ ○   
７ ○  ○    ○ ○ 
８  ○ ○ ○ ○  ○  
９ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
10     ○ ○  ○ 
11  ○ ○ ○ ○ ○  ○ 
12  ○ ○  ○    
13  ○  ○ ○   ○ 
14   ○ ○    ○ 
15  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
16   ○ ○ ○ ○   
17  ○ ○ ○ ○ ○  ○ 
18   ○  ○ ○ ○  
19    ○ ○   ○ 
20 ○  ○ ○ ○ ○   
合計 5 8 12 10 16 12 5 10 
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同 1977 年度，高等学校教諭の竹崎静子は，“海外のリソーセス・センターを視察した
後，自身の学校がある東京第三学区の図書館研究会で，学区内だけでも相互援助をという
ことで，お互いに連絡をとりあうことを始めたが，いろいろな障害が出て，立ち消えにな
った”と報告し，“やはり，専門の機関がなければ無理だということがよくわかった” 22)
と書いている。これらの提案や試みからは，学校図書館担当者間に図書を相互貸借し協力
する発想があっても，中心となる機関がなければ，困難であることが窺える。 
これらの視察報告は，学校図書館関係者に影響を与えた。例えば，大学教授の塩見昇は
“地域教材センターの構想は，全国 SLA の速報版に記載されたハワイ州の学校図書館教材
センター（School Libraries and International Material Branch），教員援助センター
（Teacher Assist Center）の活動に触発された” 23)と書いている。また，高等学校教諭
の矢内昭は，塩見の見解を引用し“学校図書館センターは地域内の学校図書館の後方にあ
ってその活動を支援し，補完することにより学校図書館ネットワークの核として機能すべ
き機構”24)と書いている。これらの報告記事からは，学校図書館が 1 校単独で，その機能
を生かすことは困難であり，外部からの支援を必要としていたことがわかる。 
リソーセス・センターについては，課題も指摘されている。1963年度の松尾の報告には
“地区教材センターが発達してきたアメリカ合衆国では司書教諭の活動意欲が低下してあ
まり勉強をしなくなったと一部には批判的な意見もある”25)という記述が見られる。また，
黒沢は“各学校での資料選択がなされず規格化されたセットが届けられることは問題”26)
と書いている。 
 
4.2.1.2 全国 SLA の提案 
1977 年度，全国 SLA はリソーセス・センター委員会を発足して検討を重ね 27)28)，翌年度，
『学校図書館』で，「学校図書館にとって要望される重点施策」を特集し，リソーセス・セ
ンターの設置を提案している 29)。人口 20 万人に 1 カ所，小中学校と高校（私立を含む）
が利用できる設備であり，設置者としては，都道府県教育委員会が望ましいとしている。
「学校図書館にとって要望される重点施策」は，国会議員で構成されている図書議員連盟
に提出された。 
1983 年度には『学校図書館白書‐子どもの読書と学校図書館の現状と課題』を刊行し，
6項目の課題の中に，“リソーセス・センターを設置すること”を挙げている 30)。 
また，全国 SLAは，1985 年度に刊行した『学ぶものの立場に立つ教育を』の中で，個々
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の学校図書館が，個々に努力しても資料の収集・提供能力には限界があり，子どもたちの
学習要求，資料要求に十分に応えることは不可能であるため，連携する組織的な体制と，
その中心に位置するリソーセス・センターの設置を呼びかけた。リソーセス・センターの
機能については，次の 4 点を挙げている。第一は，個々の学校図書館への各種資料・教材
などの提供サービス，第二は，センタープロセッシングといわれる資料整理の集中化，第
三は，各学校図書館や個々の教諭に対する援助・指導機能，第四は，教諭が教育関係の各
種資料を自由に閲覧できるティーチャーズ・センター，である 31)。しかし，実際には，提
案しているようなリソーセス・センターの建設には至らなかった。 
1994 年 1月，文部省は，子どもの読書活動の現状と問題点を明らかにするとともに，読
書意欲の向上を図る指導方法などを検討するために，「児童生徒の読書に関する調査研究協
力者会議」を発足した 32)。全国 SLA は，同年 11 月に発表された同会議の「中間まとめ」
に対して意見書を提出し 33)，その中で，“学習情報センターの機能を発揮させるために，
学校図書館の支援機関としてリソーセス・センター（仮称）を地域ごとに設置するように
提言していただきたい”と要望した。リソーセス・センターの役目としては，個々の学校
図書館に対して資料・情報の提供を行うこと，個々の学校図書館に代わって資料の受け入
れや装備の集中整理することを挙げている。その理由として，「新しい学力観」に基づく
教育が実施され，本格的な資料・情報の活用が始まると，１校の学校図書館の蔵書では対
応しきれなくなることを挙げている。しかし，この時も，全国 SLA が提言するリソーセス・
センターの設置は行われなかった。 
 
4.2.2  第二期 学校図書館ネットワークの形成期（1995 年度～2003 年度） 
第二期の始まりは，国が，学校図書館情報化・活性化推進モデル地域指定事業を開始し
た 1995 年度とする。第一章で述べたように，1987 年の臨時教育審議会答申の発表以降，
情報化が重視され，小中学校では，国庫補助によるコンピュータ室の設置が進められてき
たが，学校図書館のコンピュータの設置率は低く，モデル地域を指定して推進する必要が
あった。 
学校図書館情報化・活性化推進モデル地域事業は 1995 年度から 2000 年度まで 3回行わ
れ，計 79市が指定を受けた。2001 年度から 2003 年度までの学校図書館資源共有型モデル
地域事業では 43 市，2004 年度から 2006年度までの学校図書館資源共有ネットワーク推進
事業では 33 市が指定を受け，学校図書館蔵書のデータベース化の後，公共図書館と学校図
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書館間のネットワーク化による連携を図り，先進的な実践例を提示した（第一章の表 1-1
参照）。 
その結果，この時期には，学校図書館支援センターの前段階と捉えられる学校図書館ネ
ットワークが形成され，実践された市で定着した。学校図書館ネットワークとは，市教育
委員会が中心となって各学校図書館と市立図書館が組織的に連携する体制全体を指す。 
 
4.2.2.1  学校図書館ネットワークの体制づくり 
文部科学省は，2004 年度の学校図書館資源共有ネットワーク推進事業の指定に際し，学
校図書館支援センター委員会と公共図書館の連携協力と地方公共団体によるネットワーク
接続・蔵書運搬によって各学校図書館を支援する組織図を示した 34)。このような組織図は，
それまで行われてきた指定事業の積み重ねの上に成立したと考えられる。 
中でも，市川市教育委員会は，1989年度より「公共図書館と学校とを結ぶネットワーク
事業研究員会議」を立ち上げ，1995 年度以降の文部科学省の学校図書館に関する指定事業
を全て受け，学校図書館ネットワークを活用した授業の研究に取り組んだ成果を報告して
いるため，文部科学省の学校図書館に関する事業を継続する際のモデル的な位置にあった
と考えられる 35)。そこで，以下，市川市を事例として，学校図書館ネットワークについて
記述する。 
市川市教育委員会は，学校図書館ネットワークを成立させる条件として，三つのネット
ワークの必要性を指摘している 36)。第一は，学習に必要な図書を補うための物流ネットワ
ーク（本研究では「物流システム」とする），第二は，図書を貸し借りするために相互に情
報を発信し，活用の成果を共有するための「情報ネットワーク」，第三が，市内の小中学校，
及び市立図書館が協力して組織的に取り組むための「人のネットワーク」である。 
 
(1) 「物流システム」によるネットワーク 
市川市で考案した「物流システム」とは，市立図書館と学校，学校間で必要な図書を相
互貸借する方法を指す。学校図書館の資料の不足は，長く深刻な問題であった。1959年度
には，全国 SLA 常務理事の芦谷清が学校図書館を活用した学習の第一番目の問題点として
“資料が不十分である”37)と指摘し，また 1986 年度には，小学校教諭の阿部清英が，“資
料が不備なわが国にこそリソーセス・センター が必要”38)と主張するなど学校図書館関係
者から度々指摘があった。学校図書館を活用した学習を成立させるためには，図書を充実
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させることが先決問題であった 39)。  
このような問題を解決するため，1995年度より開始された文部省の学校図書館情報化・
活性化推進モデル地域指定事業の目的には“学校図書館と公共図書館等をコンピュータで
結び，学校図書館から公共図書館等蔵書や資料を検索する機能を持たせることによって，
子どもに学校図書館以外の図書館の図書・資料を供すること”40)と記載され，事業の開始
時期には，市立図書館の蔵書を学校図書館で使用し，図書の不足を補うという構想であっ
た 41)。したがって，この指定事業を受けた，大阪府羽曳野市，岐阜県大垣市は，市立図書
館と学校図書館を連携させた実践を報告している。その結果，両市とも，多くの図書を活
用した授業が行われて成果が見られたが，羽曳野市の西川秀智は，“調べ学習等において
利用される図書は，学校間で貸し出し時期が重なることが多く，公立図書館だけでは応え
ることができない”42)と述べ，大垣市の岩田健次郎も同様に“課題として公立図書館等と
のネットワークだけでなく，学校間のネットワークを進めていく必要がある”43)と報告し
ている。 
同指定を受けた市川市でも，相互貸借の「物流システム」を推進した市川市元教育セン
ター研究員 Iは“「物流システム」を考案した当初は，市立図書館から学校図書館に本を
貸し出すことだけを考え，学校図書館から依頼して，市立図書館の車が配送する方法を考
案していたが，市立図書館からの貸し出しは市立図書館側に負担感があり，限界があった”
44)と述べていた。こうした各市の実践を経て，市立図書館から学校図書館への貸し出しだ
けではなく，学校図書館間の相互貸借も必要となることが明らかになった。その結果，山
梨県河口湖町立図書館司書の五味和代が“各学校の学校図書館蔵書のデータベース化が行
われ，ネットワークの体制が完成するまでは，各学校図書館が借り受け館でしかなかった
が，貸し出し館の機能を発揮できるようになった”と書いているように，市立図書館を含
む学校図書館相互の連携が強化された。 
各学校での図書を活用した授業が活発に行われるようになると，各校が同時期に，同じ
単元の学習で図書の貸し出しの希望が出てくるため，貸借する図書が不足する事態が生じ
る。その対策として，市川市の教育センターでは，各学校の「図書館利用計画」を集めて，
「物流システム」の活用に参加する学校全体の「学校図書館年間総合計画」を作成し，学
校間の貸し出しの調整を行うようになった。この総合計画は，単に「物流システム」を円
滑に実施できるようにするだけではなく，他校がどのような単元で図書を活用しているの
か知ることにより，学校図書館を利用した授業の活性化につながるという効果もあった 45)。 
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(2) 情報ネットワーク 
情報ネットワークとは，学校図書館に備え付けた直通電話，学校図書館蔵書のデータベ
ース化による市立図書館や他校の蔵書のインターネット検索，LAN 環境の設定とインター
ネットによる情報の収得と発信によって成立する組織的な体制を指す 46)。同時期に指定事
業を受けていた大垣市でも「情報通信手段及び運営方法の確立」を全体計画に位置づけた
市内の情報ネットワークの実践例を挙げている 47)。 
このような情報のネットワークを成立させ，維持，更新する業務は，各学校図書館に配
置された学校司書に委ねられるため，学校司書は教諭に必要とされる存在となった。それ
は，市川市立妙典中学校教諭の荻野礼子が“新たな単元で調べ学習を実施する場合，学校
司書に具体的な資料の相談をし，その後，学校司書が市立図書館の資料を検索し，市立図
書館と他の学校図書館に希望の図書をリクエストする”48)と書いていることからも明らか
である。袖ヶ浦市の指導主事は，業者が学校図書館蔵書のデータベース化を行った後，学
校司書がさらに新刊図書の登録，廃棄図書のデータの削除などをきめ細かに行い，活用で
きる情報ネットワークが形成されたことが報告している 49)。 
以上から，情報ネットワークを構築するためには，学校司書の配置が必要であり，それ
によって，さらに充実した学校図書館の整備が進められると考えられる。  
 
(3)  人のネットワーク 
人のネットワークとは，「物流システム」，情報ネットワークの活用を進めるため，担当
者が意見交換をするための組織を指している。市川市では，「学校図書館情報化・活性化
推進モデル地域推進委員会理論研究会」を事務局としてネットワーク交流会，ネットワー
ク利用連絡会等，五つの組織が形成された 50)。第三章に記述したように，市川市元教育セ
ンター研究員 I は，「物流システム」を導入したネットワークの重要性を関係者に自覚し
てもらうために，教育行政の中で学校図書館に関わる部署の代表が集まる会議を設定した
と述べていた 51)。河口湖町では，“「管内学校図書館・公共図書館合同ネットワーク研究
会」が開催され，ネットワーク（本研究では「物流システム」とする）の構築を決定して
いった結果，より円滑な事業展開ができた”52)と報告している。大垣市では，「教育研究
員図書館情報部会」があり，他の学校との研究交流が行われていた 53)。羽曳野市では，校
長，教頭，全小中学校代表，学校図書館司書，公立図書館司書，教育委員会の代表によっ
て「利用指導検討委員会」「図書選定委員会」「施設・設備検討委員会」の三つの委員会
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を構成し，学校図書館の活性化に取り組んだ 54)。 
このように，学校図書館ネットワークの構築に取り組んだ市では，市教育委員会が中心
となり，各学校の管理職を含む市内の組織的な人のネットワークを作ることによって，市
内の連携を深め，学校図書館の整備を推進することができた。これら学校図書館の整備に
関する施策は，文部省主催のフォーラム等で公表されることで市外にも広まった 55)。 
 
4.2.2.2  学校図書館ネットワークの課題 
学校図書館ネットワークは，学校図書館の整備を積極的に行う市で，次第に広められて
いったが，市川市教育センター指導主事の小林路子は，学校図書館ネットワークについて，
“一番大きな課題は，学習内容をいかに充実させるかであり，子どもたちの考える力が育
っているとは言い難い学習も行われている”56)と指摘している。市川市教育センター指導
主事の松田豊も“「新しい学力観」実現のための教諭の意識転換を図る研修が必要”57)と書
いているように，学校図書館ネットワークによって図書を収集するのみでは，充実した学
習は行われず，教諭が指導方法を習得する必要があった。   
しかしながら，現実的には，全教諭に学校図書館ネットワークを有効に授業で活用するた
めの研修を受ける機会を提供することは不可能であり，各学校での研修や学校図書館の活用
に関しての伝達等によることになる。こうした各学校での取り組みは司書教諭が中心になっ
て進めることになるが，小林が“司書教諭は専任ではないため，（各学校での学校図書館の
活用推進は）司書教諭の意欲に任されているのが本当のところ”58)と指摘しているように，
全ての学校で，司書教諭が中心になって学校図書館ネットワークの効果的な活用を推進する
ことは困難なことであった。 
 
4.2.3 第三期 学校図書館支援センターの成立期（2004 年度～2011 年度） 
第三期には，まず，さいたま市(旧浦和市からの継続)と袖ケ浦市で学校図書館支援セン
ターが設置された。さいたま市，袖ケ浦市は，どちらも国の指定事業を受けて，学校図書
館ネットワークの構築が行われていたが，学校図書館支援センターについては，市独自の
発想で設置に至った点に注目できる。2004 年度には，全国 SLA の森田から，学校図書館支
援センターの業務について，より具体的な提案が示された。 
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4.2.3.1  リソーセス・センターから学校図書館支援センターへ 
2004年度に全国 SLAが開催した第 34回全国学校図書館研究大会の分科会で 全国 SLAの
森田から“リソーセス・センターの名称では，機能，目的がわかりにくいため「学校図書
館支援センター」の名称にする”59)と提案があった。以後，学校図書館支援センターの用
語が定着して使用されるようになった 60)。これに先立ち，1998 年 10 月より浦和市立図書
館内で「学校図書館支援センター」が，独自に設置されていた。同図書館の児童係長は“学
校図書館支援センターは，館内の空いた部屋に学校図書館に貸し出す図書を置くことから
開始した。将来，全ての学校図書館のネットワークが構築されたときに，学校図書館への
センターライブラリーの機能を備えておく必要があると考えた。学校図書館支援センター
の名称の使用については，全国 SLA から問い合わせがあり，了承した”61)と述べていたこ
とから，学校図書館支援センターの名称は，浦和市で最初に使われたと考えられる。 
同図書館児童係長は，学校図書館支援センターについて“浦和市の市立図書館の学校図
書館支援基地ともいえるもので，学校向け団体貸し出し用資料およびパネルシアターを貸
し出すため，教育研究所とインターネットでつながっている。また，学校図書館関係者の
方々に自由に利用していただける場所”62)と説明している。学校図書館支援センターの設
置に至るまでの経緯について，同図書館児童係長は，“市教育委員会が学校司書を配置し，
市立図書館の館長の命により司書が学校図書館を訪問して整備等を支援した。こうした学
校図書館と市立図書館の連携が既にあったことで，学校図書館支援センターの設置が実現
した”63)と述べていた。 
浦和市は，1998 年度より，学校図書館情報化・活性化推進モデル地域事業の指定を受け，
指定校の学校図書館蔵書のデータベース化を行い，「物流システム」を開始させた。浦和市
の学校図書館に関する施策は，合併後のさいたま市でも継続し，広げられた 64)。 
2005 年度には，千葉県袖ケ浦市の教育センターに学校図書館支援センターが設置された。
袖ヶ浦市も 1998 年度からの学校図書館情報化・活性化推進モデル地域事業の指定を受け，
「物流システム」によって学校図書館ネットワークが構築されていた 65)。学校図書館支援
センター設置当時の元指導主事は，“学校図書館支援センターはアメリカ合衆国のリソー
セス・センターをイメージした”と述べていた 66)。学校図書館支援センターに配置された
学校図書館支援スタッフは“学校図書館支援センターの設置場所は市立総合教育センター
内で，指導主事と机を並べて開始したが，学校司書や学校からの電話が多いため，専用の
電話が必要になり，翌 2006 年度の学校図書館支援センター推進事業を受けたときから専用
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の部屋として別室に電話とインターネットの回線をつないで，サービスを始めた”67)と設
置の経緯について述べていた。学校図書館支援センターの業務については，“学校図書館
間や市立図書館，市立郷土博物館などを結びコーディネートし，教育課程の展開に寄与す
るために司書教諭や読書指導員（学校司書）と連携しながら助言すること”68)と書いてい
る。平久江祐司は，袖ヶ浦市の学校図書館支援センターについて調査し，“配置された学校
図書館支援スタッフは学校や図書館，博物館など様々な教育機関との連携を調整する学習
コーディネーターとしての役割を果たしている”69)と分析している。 
 
4.2.3.2  全国 SLA による学校図書館支援センターについての提言 
全国 SLA の森田は，学校図書館支援センターについて次の 12 項目を説明している 70)。
①学校図書館ネットワークの意義，②学校図書館ネットワークの構造，③学校図書館ネッ
トワークの利点，④諸機関，団体とのネットワーク，⑤ネットワークの前提条件，⑥学校
図書館支援センターの役割，⑦学校図書館支援センターのスタッフ，⑧センターのメディ
ア，施設，⑨ネットワークの情報システム，⑩情報メディアの流通，⑪各学校における対
応，⑫文部科学省の学校図書館支援センター推進事業，である。⑥の学校図書館支援セン
ターの役割については，次の 8 点を挙げている 71)。①学校図書館への指導，助言，援助，
②学校間の連絡，調整，③図書の選書，購入，④学校図書館蔵書のデータベース化，⑤職
員研修，⑥教材作成のための材料，経験，情報の共有，⑦メディアの共有，⑧組織化，装
備，である。これらは，第一期のアメリカ合衆国の視察報告の内容を網羅していると考え
られる。事実，全国 SLA の森田は“百聞は一見にしかず，実際に諸外国を見ていただくと
わかる”72)と，海外の視察による考え方であることを強調している。 
表 4-4 は，1975 年度に紹介された ALA の学校図書館基準の「メディア・プログラム」に
示されたリソーセス・センターの業務と，2004 年度に全国 SLA の森田が提案した業務（以
下，全国 SLA森田案とする）の比較である。 
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表 4-4 メディア・プログラムと全国 SLA 森田案の比較 
1975 年度 ALA メディア・プログラム 2004 年度 全国 SLA 森田案 
①企画及び管理 ②学校間の連絡，調整 
②相談サービスと職員研修 ①学校図書館への指導，助言，援助 
⑤職員研修 
③フィルムビデオ，テープ等視聴覚資料の
収集，貸し出し 
⑦メディアの共有 
④専門職図書館としての資料の貸し出し 
⑤多様なタイプの資料，関連備品の提供 
⑥資料の検収，目録作成，整理及び配布 ③学校図書館メディアの選書，購入 
④学校図書館蔵書のデータベース化 
⑧組織化，装備 
⑦備品の検査及び修理 ⑥教材作成の材料，経験，情報の共有 
⑧教材の制作サービス及び制作物の保管   
 
1975 年度の ALA のメディア・プログラムでは，リソーセス・センターから各学校への支
援の業務のみが示されていたが，2004 年度に示された全国 SLA 森田案では，「連絡，調整」
「共有」という，学校図書館間の協力体制に関する文言が見られる。これは，第二期の学校
図書館ネットワークの成立期に，学校間での連携が進められた結果，重視されるようになっ
たことを示している。この連携が円滑に行われるようになった理由としては，学校図書館蔵
書のデータベース共有や電子メールの利用など情報化が進んだことも考えられる。つまり，
各学校が一方的に学校図書館支援センターの支援を受けるのではなく，相互に協力し合うこ
と，支援を受ける側にも，支援を行う側にもなるということを意味していると捉えられる。
また，第一章で述べたように，学校図書館では，蔵書目録のカードの作成は，長年，学校図
書館を整備する際の負担となっていたため，十分に整備されていなかったが，学校図書館蔵
書のデータベース化により，目録を作成する必要はなくなったので，全国 SLA 森田案には挙
げられていない 73)。日本の学校図書館支援センターは成立した時点で，これまで示されて
きたリソーセス・センターとは異なり，各学校図書館，及び関係機関が協力した体制を構築
することを前提として開始されたと考えられる。尚，市で設置された学校図書館支援センタ
104 
 
ーの現状と課題については，次章で質問紙調査と文献調査を踏まえ，詳細に検討することと
する。 
 
4.3  本章のまとめ 
本章では，日本国内において，市の学校図書館支援センターが成立した過程を明らかに
し，その特徴を考察した。対象とする時期については，各学校図書館を学校外から支援す
る体制の態様から，三つの時期に区分し，文献調査をもとに考察した。以下にそれぞれの
特徴をまとめる。 
 (1) 第一期 リソーセス・センターの構想導入，提案期（1963 年度～1994 年度）  
第一期には，主に，アメリカ合衆国の学校図書館の視察者，研究者によってリソーセス・
センターの利点が紹介された。これらの報告や提言によって，各学校図書館を学校外から
支援する体制によって学校図書館の機能が強化できるという見解が，学校図書館関係者の
中に広まっていった。アメリカ合衆国のリソーセス・センターの視察報告や紹介では，書
籍を含むフィルムなど多くの資料を供給するデポジットライブラリーの機能と，資料を一
括集中処理する機能に期待が寄せられた。つまり，学校図書館関係者は，リソーセス・セ
ンターに対して，個々の学校図書館の資料の不足を補い，選書や目録の作成等，学校図書
館の蔵書を構成するために必要とされる基本的な業務にかける労力を軽減することができ
る便利な施設という認識を持っていたと受け止められる。一方で，アメリカ合衆国のリソ
ーセス・センターに対しては，“司書教諭の活動意欲の低下”74)，“各学校での資料選択が
なされず規格化されたセットが届けられることは問題”75)という指摘も見られた。 
全国 SLA は視察をもとに，リソーセス・センター委員会を発足させて検討を重ね，アメリ
カ合衆国と同様のリソーセス・センターの建設を教育委員会が中心となって行うことを提言
したが，実現するには至らなかった。しかし，学校図書館関係者の間で，各学校図書館が単
独で運営するのではなく協力体制を築くという認識が共有できたことは，次の学校図書館ネ
ットワークの形成に発展したと考えられる。各学校図書館の蔵書の不足は常に課題であった。 
 
(2) 第二期 学校図書館ネットワークの形成期（1995 年度～2003 年度） 
市教育委員会が国の指定事業を受け，各学校図書館を学校外から支援する体制である学校
図書館ネットワークの構築が開始された。1995 年度に開始された学校図書館情報化・活性
化推進モデル地域事業の目的は，“学校図書館にビデオやコンピュータなどの情報ソフトや
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情報手段を整備し，学校図書館を情報化すること，学校図書館と市立図書館をコンピュータ
で結び，学校図書館から市立図書館の蔵書や資料を検索して借りられるようにする”76)こと
であった。しかし，指定された市ではいずれも，市立図書館が学校図書館のデポジットライ
ブラリーとして機能することには限界があることが明らかになり，市立図書館を含む学校図
書館ネットワークの構築が行われた。このような過程を経て，支援を受けるのみの学校図書
館から，提供もする学校図書館となり，市立図書館を含む学校図書館相互の連携が強まった。 
1993 年度に，他の市に先駆けて，市川市教育委員会が考案した配送業者の運搬による「物
流システム」は，長年の懸案事項であった図書の不足を解消し，十分な資料を備え，現行の
学習指導要領（1998 年度告示）で提唱されている“自分で課題を見つけ，自ら考え，自ら
問題を解決する資質や能力”を育む授業を行うことが可能になった。また，第二章で，千葉
県Ｊ市の指導主事が“市川市の学校図書館の制度を参考にした”77)と述べていたように市川
市で考案された「物流システム」は他の市へも伝わり影響を及ぼした。   
しかし，課題として，教諭が学校図書館ネットワークを活用した指導方法を習得する必要
があること，また，司書教諭は専任ではなく，授業時数の軽減も行われていない現状である
ため，十分に職務を遂行できず，学校図書館ネットワークを活用した授業の方法を校内で広
めるのは困難であることが指摘された。 
 
(3) 第三期 学校図書館支援センターの成立期（2004 年度～2011 年度） 
第三期には，さいたま市の市立図書館，袖ヶ浦市の教育センター内に学校図書館支援セ
ンターが設置されたことを初め，各地で学校図書館支援センターが開設された。 
次の図 4-1 は学校図書館ネットワークの連携，図 4-2 は，学校図書館支援センターの連
携を示したものである。図 4-1 の学校図書館ネットワークの連携は，各学校を「物流シス
テム」「情報ネットワーク」で結び，それを支える「人のネットワーク」によって構成され
ていた。図 4-2の学校図書館支援センターの連携では，学校図書館支援センターが中心に
位置し，全ての学校との双方向の連携が構築されることになる。具体的には，学校図書館
支援スタッフが司書教諭，学校司書，教諭からの問い合わせに回答したり，学校司書が学
校図書館支援センターに来たりすることで，頻繁に情報交換が行われ，その情報が学校図
書館支援センターに蓄積され，また各学校へ広められることになる。 
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図 4-1 学校図書館ネットワークの連携 
図 4-2 学校図書館支援センターの連携 
 
       は，市教育委員会と学校のつながりを示す 
は，図書の移動を示す。 
は，情報のやり取りを示す。  
は，学校図書館支援センターと市立図書館のつながり 市によっては市立図書館内部に
学校図書館支援センターを設置 
 
このような過程を経て，各学校と市立図書館，市教育委員会をつなぐ核となる学校図書
館支援センターが設置されるに至った。日本では資料提供や基本的な業務を集約する役割
を担うアメリカ合衆国型のリソーセス・センターは形成されなかったが，その構想の影響
を受け，これまでの学校図書館ネットワークを発展させ，学校図書館支援スタッフを配置
した学校図書館支援センターが構築された。その結果，“学校図書館支援基地”として，学
校図書館支援センターと全ての学校との双方向の連携が構築され，市内全校の学校図書館
の機能が強化された。学校図書館支援センターの現状と課題については，次章に詳述する。 
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第五章 学図書館支援センターの現状と課題                  
                                                                     
本章では，国の指定事業である学校図書館支援センター推進事業と事業終了後の学校図
書館支援センターの事例を検討し，市区町村（以下，市とする）教育委員会が設置した学
校図書館支援センターの現状と課題を明らかにする。本章は，第四章で分類した「第三期  
学校図書館支援センターの成立期」の 2006 年度から 2011 年度の時期に含まれている。 
 
5.1  学校図書館支援センター推進事業 
5.1.1  調査概要 
5.1.1.1  調査目的  
学校図書館支援センター推進事業の目的について，国は，次のように示した。“指定す
る地域において，学校図書館の様々な取り組みを支援する学校図書館支援センターを教育
センター等に置き，当該センターに配置される学校図書館支援スタッフが，学校図書館間
の連携や各学校図書館の運営，地域開放に向けた支援を行うほか，指定地域内の各学校に
配置される協力員が，学校図書館支援スタッフとの連携，協力にあたることを通じて，学
校図書館の読書センターとしての機能と学習情報センターとしての機能の充実，強化が図
られるよう，学校図書館支援センターの在り方について調査研究を行うものである”。加え
て，学校図書館支援スタッフの業務については，“学校図書館支援センターを担当する指
導主事と協力し，指定を受けた地域の各学校に配置された協力員に対し，図書の配置の仕
方や展示，及び運営についての助言をすること” 1)としている。 
これらをまとめると，この事業は，次の 3点に重点が置かれていると捉えられる。 
(1) 学校図書館支援センターを設置すること，(2) 学校図書館支援センターに学校図書館
支援スタッフを配置し，学校図書館を支援すること，(3) 学校図書館の読書センターとし
ての機能と学習情報センターとしての機能の充実，強化を図ること，である。 
そこで，この 3 点がどのように達成されたか把握するための質問紙調査を行うこととす
る。調査の結果から学校図書館支援センターの成果と課題が明らかになり，今後，市教育
委員会が行う各学校図書館を支援する体制の整備に向けての示唆が得られると考えられる。 
 
5.1.1.2  調査対象 
  調査対象は，2008 年度，国が実施した学校図書館支援センター推進事業の指定を受けた
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57市の教育委員会である。 
 
5.1.1.3  調査方法 
郵送により調査票を配布し，ファクスで回収を行った。調査票は記名式であるが市名は
公表しない旨を伝えている（付録 8.9.参照）。各設問の回答は一つを選択するよう指定し
てあったため，複数の回答があった場合は，非回答とした。各設問の「その他」の回答に
ついては，付録としてまとめた(付録 10.参照)。次に，質問紙調査の設問 8に，「報告書を
作成した」と回答のあった 29 市に電話で依頼し，20市の報告書を入手することができた。
その中で，本事業に対する成果と課題について書いてある 11 市の報告書（以下，11 市の
報告書とする）を選び，成果と課題の一覧を作成し，考察の参考とする (付録 11.参照)。
報告書は公開されているが，全て匿名で記載する。 
 
5.1.1.4  調査時期 
調査票の配付は，2009 年 5月 22 日で，締め切りは，2009 年 6 月 5 日とした。回答がな
かった市の教育委員会には，6月末まで，電話で督促した。 
 
5.1.1.5  回答数と回答者 
回答は 52 市(回答率 91.2％）から得ることができた。表 5-1 は，回答者の一覧である。
最も多い回答者は，市教育委員会の指導主事で，34人（65.4%）であった。 
 
表 5-1 学校図書館支援センター推進事業についての質問紙調査の回答者   N=52 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
回 答 者 人 割合（％） 
市教育委員会指導主事  34     65.4 
市教育委員会事務職員  4     7.7 
教育センター指導主事 3     5.8 
市立図書館職員 3     5.8 
市教育委員会総務課 2     3.8 
市教育委員会統括指導主事  1   1.9    
主任指導主事 1   1.9       
社会教育指導主事 1  1.9    
生涯学習係 1 1.9 
市教育委員会課長  1     1.9 
学校図書館支援スタッフ 1     1.9 
合  計 52    100.0 
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5.1.1.6  調査内容 
調査内容は以下の 8 項目である（付録 8.9.参照）。 
(1)  学校図書館支援センターで中心となった機関 
(2) 学校図書館支援センターを設置した場所 
(3)  学校図書館支援センター推進事業に対する評価 
(4) 学校図書館支援センター推進事業に対する評価の理由 
(5)  学校図書館支援センターの学校図書館支援スタッフに対する評価 
(6)  学校図書館支援センターの学校図書館支援スタッフに対する評価の理由 
(7)  学校図書館支援センター推進事業終了後の状況 
(8)  学校図書館支援センター推進事業終了後の問題    
 
5.1.2 調査結果 
(1) 学校図書館支援センターで中心となった機関 
表 5-2 は，「学校図書館支援センターで中心となった機関」の回答をまとめたものであ
る。中心となった機関は，「市教育委員会」が 42 市（80.8%）で最も多く，「市立図書館」
と「教育センター」については，それぞれ 6 市（11.5%），3 市（5.8%）と少ない。市教育
委員会については，学校教育課（23 市），指導課（6市）など，名称は市によって異なるが，
各学校の教育課程等の教育内容に対して，直接指導や助言する学校教育を担当する部署名
が 40 市であり，社会教育を担当する生涯学習課が 2市であった。 
 
   表 5-2   学校図書館支援センター推進事業で中心になった機関  N=52 
 
(2) 学校図書館支援センターを設置した場所 
表 5-3 は，「学校図書館支援センターを設置した場所」の回答をまとめたものである。学校
図書館支援センターを設置した場所は，「市教育委員会」が 21 市（40.4％），「市立図書館」が
13市（25.0％），「教育センター」が 12 市（23.1％），「その他」が 6市（11.5%）であった（付
中心の機関 市教育委員会 市立図書館 
 教育 
 センター 
その他 合計 
市の数 42 6 3 1 52 
％ 80.8 11.5 5.8 1.9 100.0 
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録 10.参照）。主な設置場所は，市教育委員会，市立図書館，教育センターであった。 
 
 
 
 
 
 
 
(3) 学校図書館支援センター推進事業に対する評価 
表 5-4 は，学校図書館支援センター推進事業に対する評価の回答をまとめたものである。
「非常に有効だった」「有効だった」「どちらともいえない」「あまり有効ではなかった」「有
効ではなかった」の 5 選択肢の中で，「非常に有効だった」と回答したのは 33市（63.5％），
「有効だった」が 18 市（34.6%）であった。「非常に有効だった」と「有効だった」を合
わせ 51 市（98.1%）と，極めて高い評価が示された。「どちらともいえない」と回答した
のは 1市(1.9%)で，その理由は“国が示していた学校図書館支援センター推進事業の予定
額が来なかったため”であり，学校図書館支援センター推進事業の評価ではなく，国の学
校図書館支援センター推進事業に関する支給額への不満であった。 
 
表 5-4 学校図書館支援センター推進事業に対する評価 N=52 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(4) 学校図書館支援センター推進事業に対する評価の理由 
表 5-5 は，学校図書館支援センター推進事業に対する評価について，「非常に有効だっ
評価 市の数 割合(%) 
非常に有効だった 33 63.5 
有効だった 18 34.6 
どちらともいえない 1 1.9 
あまり有効ではなかった。 0 0.0 
有効ではなかった 0 0.0 
合計 52 100.0 
     表 5-3  学校図書館支援センターを設置した場所   N=52 
  市教育委員会 市立図書館 
教育 
センター 
その他 合計 
市の数 21 13 12 6 52 
％ 40.4 25.0  23.1 11.5 100.0 
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た」「有効だった」（以下，まとめて「有効」とする）と回答した理由についての回答結果
をまとめたものである。 
割合は，「有効」と回答のあった 51 市の中で，非回答の 8 市を除く 43 市に占める比率
である。「児童生徒の読書量が増えた」が 24 市（55.8%）と最も多かった。「学校図書館を
活用した授業が盛んに行われるようになった」は 11市（25.6%），「児童生徒の学習意欲が
向上した」は 5 市(11.6%)であった。 
この設問では，「その他」に 3 市(7.0%)から，3 項目の記述があった。「図書システム導
入により，書架の整理，データベース化などの学校図書館の環境整備が進んだ」「図書館を
授業で活用する環境整備と授業のモデルを示すことができた」「一つの自治体，中学校区で，
連携して図書館活用教育に取り組む体制が確立できた」である。 
 
 
(5)  学校図書館支援センターの学校図書館支援スタッフに対する評価 
表 5-6は，学校図書館支援センターの学校図書館支援スタッフに対する評価の回答をま
とめたものである。「非常に有効だった」「有効だった」「どちらともいえない」「あまり有
効ではなかった」「有効ではなかった」の5選択肢の中で，「非常に有効だった」が31市（59.7%）
と最も多く，「有効だった」が 19 市（36.5%）であった。「どちらともいえない」を選択し
たのは 1 市(1.9%)で，その理由は，「学校図書館担当者 2)が学校図書館支援スタッフに頼り
過ぎたため，今後のことを考えると，有効であったとは言い切れない」であり，学校図書
館支援スタッフの有効性を否定する回答ではなかった。中には，欄外に“スーパーよかっ
た”という記述も見られた。 
 
               表 5-5   有効を選択した理由                   N＝43 
                理由 市の数 割合(%) 
児童生徒の読書量が増えた 24 55.8 
学校図書館を活用した授業が盛んに行われるようになった 11 25.6 
児童生徒の学習意欲が向上した 5 11.6 
その他 3       7.0 
合計 43 100.0 
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 (6)  学校図書館支援センタースタッフに対する評価の理由 
表 5-7は，学校図書館支援スタッフに対する評価について，「非常に有効だった」「有効
だった」（以下，まとめて「有効」とする）と回答した理由についての回答結果をまとめた
ものである。割合は，「有効」と回答のあった 50 市の中で，非回答の 5 市を除く 45 市に占
める比率である。 
 
最も多かったのは，「各学校の学校図書館への取り組みがよくなった」で 30 市（66.7%）
であった。「学校と市立図書館の連携がとてもよくできた」は，7 市（15.6%），「市全体に
学校図書館の重要性が広まった」が 4市（8.9%），「学校間の連携がとてもよくできた」が
3市（6.7%）であった。「その他」1 市(2.2%)の回答は，「同一の方向性を共有しながら連携
表 5-6 学校図書館支援スタッフに対する評価    N=52 
評価 市の数 割合(%) 
非常に有効だった 31 59.7 
有効だった 19 36.5 
どちらともいえない    1 1.9 
あまり有効ではなかった 0 0.0 
有効ではなかった 0 0.0 
無回答   1 1.9 
合計 52 100.0 
           表 5-7  有効を選択した理由                N＝45 
理由 市の数 割合（％） 
各学校の学校図書館への取り組みがよくなった 30 66.7 
学校と市立図書館の連携がとてもよくできた 7 15.6 
市全体に学校図書館の重要性が広まった 4 8.9 
学校間の連携がとてもよくできた 3 6.7 
その他 1 2.2 
合計 45 100.0 
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を図ることができた」であった。 
 
(7) 学校図書館支援センター推進事業指定終了後   
表 5-8は，学校図書館支援センター推進事業指定終了後の状況についての回答をまとめ
たものである。「継続」は 24 市（46.2%）であった。「一部継続」の 9市(17.3%)の内容は，
「学校図書館支援スタッフの配置の継続」が 2市，「『物流システム』の運用継続」が 4市， 
「協力員の配置継続」が 2市，「定例会議の開催継続」が 1 市，「各学校図書館への情報提
供や情報収集の継続」が 1市であった(一部継続の内容については複数の記述が 3市，無回
答が 3市)。「継続しない」は 19 市（36.5%）であった。 
 
表 5-8  学校図書館支援センター推進事業 指定終了後の状況   N=52 
 
 
 
 
 
(8) 学校図書館支援センター推進事業終了後の問題 
表 5-9は，学校図書館支援センター推進事業終了後の問題についての回答をまとめたも
のである。割合は，無回答の 13 市と，非回答の 6 市を除く 33 市に占める比率である。 
事業の終了後の問題は，「学校図書館支援スタッフの配置が行われなくなった」が最も
多く，13 市（39.4％）であった。「協力員の配置が行われなくなった」が 5 市（15.2％），
「学校，市立図書館，市教育委員会で話し合う場がなくなった」が 1 市(3.0%)，「市立図書
館の団体貸し出しが受けられなくなった」は 1市（3.0%）であった。「学校間での相互貸借
が行えなくなった」に対する回答は，0 市（0.0%）であった。 
「その他」13 市のうちに，「問題が生じていない」という内容の回答は 3市，「市費で事
業を継続する」という内容の回答は 2市，「新規の国の指定事業を受託する」という内容の
回答は 3 市，今後の研究や研修の持ち方に関する課題を指摘した内容の回答が 2市であっ
た。これらの 10 市の回答は，問題を指摘する内容ではなかった。 
3市からは「スタッフが減った」「市の財政だけでスタッフを雇用することが厳しい状況
になった。専門知識，経験するスタッフに見合う賃金の確保が困難である」「支援スタッフ
 
継続 一部継続 継続しない 合計 
市の数 24 9 19 52 
％ 46.2 17.3  36.5  100.0 
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の配置を市予算で行っているが，十分な予算が確保できなかった」という問題を指摘する
回答があった(付録 10.参照)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5.1.3  考察 
以上の調査をもとに，この事業の重点である 3点について検討する。 
 (1) 学校図書館支援センターの設置について 
学校図書館支援センターの設置については，極めて高い評価が示され，その有効性が明
らかになった。11 市の報告書では，成果として「市内各機関の連携」に関する項目が最も
多く，10 市から 29 項目が挙げられていた(付録.11 参照)。この結果からも学校図書館は１
校の単独の運営ではなく，核となる学校図書館支援センターを設置し，市立図書館など他
の機関や他校の学校図書館と計画的に連携することで，より効果的な活用が行われること
が明らかになったと捉えられる。 
次に，学校図書館支援センターを設置する場所について検討する。表 5-10 は，設置場
所と事業評価の関係を表したものである。「非常に有効だった」と回答のあった設置場所
については，市教育委員会が 14 市(66.7%），市立図書館が 7 市（53.8%），教育センター
が，10 市（83.3%）で，教育センターに設置された市が「非常に有効だった」を選択して
いる割合がやや高いことがわかった。市教育委員会に設置も，市立図書館に設置も過半数
の市が，「非常に有効だった」を選択していることは注目点である。 
この結果から，学校図書館支援センターを設置する際は，先述の 11 市の報告の成果と
考え合わせ，市内で連携する体制を構築する上で，適切と考えられる場所を選択すること，
表 5-9  学校図書館支援センター推進事業 指定終了後の問題                 N=33 
問題 市の数 割合(%) 
学校図書館支援スタッフの配置が行われなくなった 13 39.4 
協力員の配置が行われなくなった 5 15.2 
市立図書館の団体貸し出しが受けられなくなった 1 3.0 
学校，市立図書館，市教育委員会で話し合う場がなくなった 1 3.0 
学校間の相互貸借が行えなくなった 0 0.0 
その他 13 39.4 
合計 33 100.0 
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また，現在，教育センターが設置されている市では，優先順位として，教育センターに学
校図書館支援センターを開設することを検討すれば，有効に機能すると考えられる。 
 
 
(2) 学校図書館支援センターに学校図書館支援スタッフを配置し，学校図書館を支援する
こと 
学校図書館支援スタッフの配置については，その有効性が高く評価されていた。有効で
あった理由については，「各学校の学校図書館への取り組みがよくなった」が最も多かっ
た。この結果からは，学校図書館の活用を進めるにあたっては，学校外から学校図書館に
ついて詳しい者が関与し，各学校内で働きかけることが重要であることが明らかになった。
しかし，「専門知識，経験するスタッフに見合う賃金の確保が困難である」という回答に見
られるように，継続して学校図書館支援スタッフを雇用するためには，予算の確保が困難
であったことが推察される。 
 
 (3) 学校図書館の読書センターとしての機能と学習情報センターとしての機能の充実，
強化を図ること 
表5-10  設置場所と事業評価の関係 
  
事業評価 
合計 非常に有効 有効 どちらともいえない 
設置場所 市教育委員会 度数 14 6 1 21 
設置場所 の % 66.7% 28.6% 4.8% 100.0% 
市立図書館 度数 7 6 0 13 
設置場所 の % 53.8% 46.2% 0.0% 100.0% 
教育センター 度数 10 2 0 12 
設置場所 の % 83.3% 16.7% 0.0% 100.0% 
その他 度数 2 4 0 6 
設置場所 の % 33.3% 66.7% 0.0% 100.0% 
合計 度数 33 18 1 52 
設置場所 の % 63.5% 34.6% 1.9% 100.0% 
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 学校図書館支援センターが有効だと考えられる理由としては「児童生徒の読書量が増え
た」が最も多く，個人の読書意欲の向上に寄与し，読書センターとしての機能は一定程度，
達成されたと考えられる。しかし，「学校図書館を活用した授業が盛んに行われるようにな
った」「児童生徒の学習意欲が向上した」は，低い割合に留まり，本事業のもう一つの目的
である学習情報センターとしての機能の達成は不十分であったことが推察される。 
その一因としては，限られた指定事業の期間では，終了 R 市で成果として挙げられてい
る“NDC による排架”，“児童，生徒数の机と椅子の整備”に見られるように，学校図書館
で学習できる基本的な環境整備ができた段階で終了し，学習情報センターとして，授業で
学校図書館を使用するには至らなかったことが考えられる（付録 11.参照）。 
しかしながら，11 市の報告書では，今後の課題として「授業との関連」が，前述の終了
R市の回答も含め，22 項目と最も多く挙げられていたため，本事業を通して，学校図書館
を授業で活用することの重要性が理解され，学習情報センターとして機能の充実への認識
が高まったと受け止められる。 
つまり，学習情報センターとしての学校図書館を成立させるためには，基本的な学校図
書館の整備をした後，まず読書センターとしての機能が高められ，その次に学習情報セン
ターとしての機能が高められる，ということを示唆しており，学校図書館支援センターは
この点を考慮して各学校図書館の段階に合わせて支援する必要があると考えられる。 
 
(4) 質問紙調査 項目相互の関連 
表 5-11 は，調査項目相互の関連について検討するため，Pearson の相関分析を行ったも
のである。表 5-11 では，「学校図書館支援センターの学校図書館支援スタッフに対する評
価」と「学校図書館支援センター推進事業に対する評価」の間（相関係数 0.39）と，「学
校図書館支援センター推進事業指定終了後の事業の継続」と「学校図書館支援センター推
進事業に対する評価」の間(相関係数 0.36)に，ある程度の相関が見られた。この結果から，
学校図書館支援スタッフに対する評価と学校図書館支援センター推進事業に対する評価が
関連していたことがわかる。学校図書館支援センター推進事業に対する評価と学校図書館
支援センター推進事業指定終了後の事業の継続の間に相関が見られたことから，この評価
を示している市教育委員会が学校図書館支援センターの設置を高く評価すれば，継続でき
る可能性があったことを示唆していると考えられる。 
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5.1.4  学校図書館支援センター推進事業の調査まとめ   
学校図書館支援センター推進事業に対しては高い評価が示され，設置場所としては，市
教育委員会，市立図書館，教育センター，いずれも評価されていた。学校図書館支援スタ
ッフについても，高い評価が示され，それは事業の評価と関連していることがわかった。
また，市内の連携体制の強化が成果として高く評価されていた。しかしながら，学校図書
館支援センターの継続は半数以下に留まったことは課題である。 
また，学校図書館支援センター推進事業の限られた期間では，読書センターとしての機
能を高める点については，一定の成果が見られたが，学習情報センターとしての機能の達
成は，十分ではなかったことが窺えた。 
 
5.2  学校図書館支援センター推進事業終了後の事例 
5.2.1  調査概要 
5.2.1.1  調査目的と方法 
 国の指定事業である学校図書館支援センター推進事業は，2008 年度で終了した。本節で
は，2009 年度以降に公表された，市の予算により独自に学校図書館支援センターを設置し
ている市の事例報告の文献調査を行い，学校図書館支援センターの業務内容，成果，課題
について分析し，考察する。 
 
表 5-11  各設問の相関分析  
 設置場所 事業評価 中心機関 スタッフ評価 継続 
設置場所 1         
事業評価 0.029675 1       
中心機関 0.254483 -0.1537514 1     
スタッフ評価 -0.24316 0.39123865 -0.134206 1   
継続 -0.11619 0.36177382 -0.211204 0.211477917 1 
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5.2.1.2  調査対象 
2009 年度以降の学校図書館支援センターについて文献調査を行うにあたり，全国学校図
書館協議会（以下，全国 SLA とする）の『学校図書館』，学校図書館問題研究会の会報，公
開研究会の資料等を網羅的に収集し，学校図書館支援センターの業務，成果，課題が記載
されている島根県東出雲町 5点 3)4)5)6)7)，東京都荒川区 4点 8)9)10)11)，新潟県新潟市 2点 12)13)，
石川県白山市 3 点 14)15)16)，福岡県小郡市 2 点 17)18)19)，千葉県袖ヶ浦市 6 点 20)21)22)23) 24)25)，
千葉県市川市 3 点 26)27)28)を文献調査の対象とした。但し，本分析は，これらの報告記事の
範囲内に限られ，成果，課題が他に見られる可能性があることも付記しておく。 
表 5-12 は，事例としてとりあげた 7 市区町（以下，学校図書館支援センター設置の 7
市とする）における学校図書館支援センターの設置場所，学校図書館支援スタッフの人数，
学校図書館支援スタッフの名称，学校図書館支援センター開始年度の一覧である。 
 
学校図書館支援センター設置の 7 市のうち，2008 年度に開始した新潟市以外の 6市が学
校図書館支援センター推進事業の指定を受けていた。開始年度は，指定を受けた 2006年度
もしくは 2007年度であり，袖ヶ浦市は，学校図書館支援センター推進事業以前の 2005 年
度に，独自に学校図書館支援センターを設置し，その後，指定事業を受けて継続している。
学校図書館支援スタッフは，市立図書館に設置の学校図書館支援センターでは全て複数の
配置である。荒川区は，学校図書館支援室長と主任学校図書館指導員，市川市は，研修や
表 5-12  学校図書館支援センター設置の 7 市  
設置場所 市名 
学校図書館支援 
スタッフの人数 
学校図書館支援スタッフの名称 開始年度 
市教育委員会 東出雲町 1 名 学校図書館支援センター支援スタッフ 2006 年度 
荒川区 2 名 学校図書館支援室長 
主任学校図書館指導員 
2007 年度 
市立図書館 小郡市 2 名 学校図書館支援スタッフ 2006 年度 
白山市 2 名 学校図書館支援センター支援員 2007 年度 
新潟市 2 名 支援センター司書 2008 年度 
教育センター 袖ヶ浦市 1 名 学校図書館支援スタッフ 2005 年度 
市川市 2 名 学校図書館支援スタッフ 2006 年度 
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授業支援の学校図書館支援スタッフと，実務支援の学校図書館支援スタッフと分けている
ので，職務内容は，一人ずつ異なっている。 
 
5.2.2  調査結果 
5.2.2.1  業務内容の分析  
表 5-13 は，学校図書館支援センター設置の 7 市の事例報告に記載された業務内容を分
析するため，一項目ずつ列記し，その内容を①から⑧のカテゴリーに分類したものである。
そのカテゴリーは，第四章で紹介した 2004 年度の全国 SLA森田案で示された学校図書館支
援センターの役割の 8項目，①学校図書館への指導，助言，援助，②学校間の連絡，調整，
③学校図書館メディアの選書，購入，④学校図書館蔵書のデータベース化，⑤職員研修，
⑥教材作成の材料，経験，情報の共有，⑦メディアの共有，⑧組織化，装備，である。 
 
表 5-13  学校図書館支援センター設置の 7 市 業務内容 
設置場所 市名 業  務  内  容 カテゴリー 
市教育委員会 東出雲町 学校図書館のインターネット接続と図書館専用メールを開設 ① 
学校図書館に関わる 4 つの会の連携 ② 
行政区全体に図書館活用教育を定着させるシステムづくり ② 
広報の発行 ② 
全ての教職員を対象に研修会を開催 ⑤ 
図書，Web 資料，地域資料，地域人材の情報提供 ⑥ 
授業案など図書館を活用する資料の提供 ⑥ 
ふるさと教育と連携して，地域資料収集，制作，発信 ⑥ 
視察，及び見学者への対応 その他 
荒川区 各校の蔵書構成，資料の収集と組織化など学習可能な環境整備への助言 ① 
学校図書館への定期訪問と要請に応じる訪問 ① 
貸し出し冊数，学校図書館を利用した授業回数のデータの集計 ① 
学校図書館支援室だよりの発行 ② 
学校司書の研修を年 12 回，別に，新任学校司書の研修会を 6 回実施 ⑤ 
学校図書館の活用を定着させるため「荒川区学校図書館ノート」を作成 ⑥ 
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学校図書館を活用した指導案を作成し，モデル授業を実施 ⑥ 
学校図書館の活用計画と指導案の冊子「あらかわモデルプラン」を作成 ⑥ 
市立図書館 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
小郡市 
 
 
 
 
 
 
 
学校図書館への指導，助言，援助 ① 
各学校と市立図書館との連絡，調整 ② 
合同会議の運営 ② 
ホームページの開設，管理，活用 ② 
電算，「物流システム」の管理，運営 ④⑦ 
教職員，学校司書の研修の企画，運営 ⑤ 
学校連携事業実践校の指定，研修 ⑤ 
学習指導や読書活動への情報の収集，編集，提供 ⑥ 
白山市 調べ学習用資料の貸し出し，配送関連，レファレンス等の実績の集約 ① 
業務内容をまとめたパンフレットの作成 ① 
各学校で重なる同資料の時期の調整 ② 
司書部会へ参加し情報交換，学校図書館展示資料の情報提供 ② 
学校司書からの電話，メールに対応，来館した学校司書との情報交換 ② 
学校からの貸し出し依頼，レファレンスへの対応 ⑦ 
支援室内に準備されている図書を貸し出す図書の配送システムの運営 ⑦ 
学校貸し出し用の絵本パックの提供 ⑦ 
新潟市 学校訪問を行い，校長，司書教諭，学校司書と面談し，実情を把握 ① 
夏季休業中の学校図書館開放の支援 ① 
「図書館だより」による活動の紹介 ② 
校長，司書教諭，指導主事参加の学校図書館支援センター運営協議会開催 ② 
学校司書の研修会を開催 ⑤ 
研究授業の参観をして教科に必要な資料を確認 ⑥ 
学校図書館支援用の図書を購入 ⑦ 
「物流システム」の試行 ⑦ 
教育センター 
 
 
袖ケ浦市 学校図書館支援センターに教諭が参考にできる本と閲覧できる場を提供 ① 
学校図書館支援センターだより「リーブル」を配布 ② 
国民読書年にちなんで教諭より標語を募集 ② 
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地域を巻き込むため，高校生による幼稚園，保育園での読み聞かせ ② 
調べ学習のための『学び方ガイド』を用いた出前講座の開催 ⑥ 
ホームページに，学校図書館の活用例，指導案等を掲載 ⑥ 
博物館との連携の中で作成している「博物館キット」の貸し出し ⑦ 
視察，及び見学者への対応 その他 
市川市 学校図書館支援スタッフによる学校図書館への支援 ① 
学校図書館に関するデータの集約，分析 ① 
情報ネットワークの整備，保守 ② 
学校図書館各種研修会の企画立案，実施 ⑤ 
教師用教材研究図書の貸し出し ⑥ 
学校図書館活用に関する調査研究 ⑥ 
「学校図書館支援センター通信」で学校図書館を活用した授業の紹介等 ⑥ 
「物流システム」の計画的な活用 ⑦ 
視察，及び見学者への対応 その他 
 
表 5-14 は，学校図書館支援センター設置の 7 市の業務内容を分析したものである。 
 
表 5-13 と表 5-14から，学校図書館の業務について，以下の 3 点にまとめることができる。 
表 5-14  学校図書館支援センター設置の 7 市 業務内容の分析 
設置場所 市区町名 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ その他 合計 
市教育委員会 東出雲町  1 3 0 0 1 3 0 0 1 9 
荒川区 3 1 0 0 1 3 0 0 0 8 
市立図書館 小郡市 1 3 0 1 2 1 1 0 0 9 
白山市 2 3 0 0 0 0 3 0 0 8 
新潟市 2 2 0 0 1 1 2 0 0 8 
教育センター 袖ヶ浦市 1 3 0 0 0 2 1 0 1 8 
市川市 2 1 0 0 1 3 1 0 1 9 
 合計  12 16 0 1 6 13 8 0 3 59 
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(1) 学校図書館支援センターの業務 
学校図書館支援センターの主な業務は，①学校図書館への指導，助言，援助，②学校間
の連絡，調整，⑥教材作成の材料，経験，情報の共有，であった。 
①学校図書館への指導，助言，援助，については，学校図書館支援センター内で行う支
援と，学校あるいは学校図書館を訪問して行う支援に分けられる。 
学校図書館支援センター内で行う支援としては，「学校図書館のインターネット接続と
図書館専用メールを開設」「学校司書からの相互貸借，蔵書管理等に関する問い合わせに対
応」のように，個々の学校図書館への連絡や情報提供が行われ，特に学校図書館に関する
職務の経験年数の少ない司書教諭，学校司書に有効な支援であると思われる。 
「学校図書館に関するデータの集約，分析」「調べ学習資料の貸し出し，配送，レファ
レンス等の実績の集約」「貸し出し冊数，学校図書館を利用した授業回数のデータの集計」
のような学校図書館に関するデータの集約と分析は，集計して各校に紹介されることで，
利用の少ない学校への啓発にもなり，また，市教育委員会内では事業に対する評価が明確
になるため，継続の予算獲得にもつながると考えられる。同様に，業務内容をまとめたパ
ンフレットの作成も，利用する学校側への情報提供と市教育委員会内への周知に役立つと
考えられる。 
学校あるいは学校図書館を訪問して行う支援については，学校図書館支援スタッフが各
学校を訪問した際，校長，司書教諭，学校司書と面談し，個々の学校図書館の実情を把握
できるため，より確実な助言を行うことができると考えられる。また新規採用，年度途中
採用の学校司書への個別の支援も学校を訪問して行うことができる。こうした訪問による
支援を各学校に対して行うことで，学校間の学校図書館の活用の差が埋められ，改善され
ていく効果が期待できると考えられる。 
②学校間の連絡，調整，にあたる，「学校図書館支援センター便り」などの広報誌の発
行，「活動を紹介するホームページの開設」は，学校図書館支援センターが広く理解されて
活用され，地域全体で理念を共有するために適切な方法と考えられる。 
「学校図書館に関わる会議の開催」は，市内各校への伝達が行われ，また学校の体制の
中に学校図書館の活用が位置づけられる点で重要である。「学校司書との情報交換」，「司書
部会へ参加しての情報交換」は，意欲的な取り組みに発展すると思われる。 
⑥教材作成の材料，経験，情報の共有，の内容としては，袖ヶ浦市での「学校図書館支
援スタッフによる出前講座」，荒川区での「モデル授業」に見られるように，実際に授業を
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行い教諭と学校司書に示すことと，「学校図書館活用あらかわモデルプラン」29)小郡市の「学
習指導や読書活動への情報の収集，編集，提供」のような学校図書館を活用した情報の収
集と提示や，実際に児童生徒が使用するための資料等を作成することの 2 通りが行われて
いた。これらの支援は，学校図書館を活用した授業を具体化していくことに効果を発揮す
ると考えられる。 
③学校図書館メディアの選書，購入，については，全ての市で業務に挙げられていなか
ったが，これらの文献が発表された当時の市川市教育センターの学校図書館担当指導主事
に確認したところ，学校図書館メディアの選書，購入は，従来通り各学校で行っていると
いうことであり 30)，他の市も同様ではないかと推察される。つまり，アメリカ合衆国のリ
ソーセス・センターの視察報告で見られた“各学校での資料選択がなされず規格化された
セットが届けられることは問題”という課題は生じていないことが推察される。但し，同
元市川市教育センター指導主事によれば，“市川市の学校図書館支援センターでは，各学校
に対して，学習情報センターとしての機能を維持するため，学校図書館の蔵書構成で，NDC
区分の 9 類（文学）が 50％を超えないことを伝えている”とのことであり 31)各学校の選書
に対しての助言等は行っていることが考えられる。 
また，新潟市の報告に見られる「校長，司書教諭，指導主事参加の学校図書館支援セン
ター運営協議会開催」という業務内容では，市の運営協議会に司書教諭の参加が含まれて
いるが，これは，アメリカ合衆国のリソーセス・センターの視察報告で指摘されていた“司
書教諭の活動意欲が低下してあまり勉強をしなくなった”という課題を解決する好例であ
る。司書教諭が率先して各学校の学校図書館の活用を推進していくためには，このような
市全体，及び校内の学校図書館の活用推進の企画立案に関わることが重要と考えられる。 
 
(2) 設置場所による学校図書館支援センターの特徴 
 市教育委員会，教育センターに設置された学校図書館支援センターでは，共通して，学
校図書館を授業で活用するための指導方法に関する支援が行われていた。東出雲町では「授
業案など図書館を活用する資料の提供」，荒川区では「学校図書館の活用計画と指導案の冊
子『あらかわモデルプラン』を作成」，袖ヶ浦市では「ホームページに，学校図書館の活用
例，指導案等を掲載」，市川市では「『学校図書館支援センター通信』で学校図書館を活用
した授業の紹介等」が挙げられていた。 
市立図書館内に設置された学校図書館支援センターでは，全国 SLA森田プランの⑦「メ
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ディアの共有」が共通して行われていた。小郡市では，「電算，『物流システム』の管理，
運営」，白山市では「学校からの貸し出し依頼，レファレンスへの対応」「支援室内に準備
されている図書を貸し出す図書の配送システムの運営」「学校貸し出し用の絵本パックの提
供」新潟市では，「学校図書館支援用の図書を購入」「『物流システム』の試行」が挙げられ
ていた。市立図書館は，多くの図書を保有しているため，「物流システム」の拠点として，
学校で必要とされる図書の提供に適していることがわかる。市教育委員会に学校図書館支
援センターが設置されている東出雲町と荒川区では⑦「メディアの共有」に関する業務は，
挙げられていなかった。こうした結果から，学校図書館支援センターは，設置された場所
の特性を活かした支援を行っていることがわかる。 
 
 (3) 全国 SLA森田案との相違点 
全国 SLA 森田案と，学校図書館支援センター設置の 7 市による報告の相違点は，全国 SLA
森田案にあった③学校図書館メディアの選書，購入，⑧組織化，装備，の 2項目は 7市の
業務に挙げられていなかったことである。全国 SLA森田案は，アメリカ合衆国のリソーセ
ス・センターの視察報告をもとに作成されたが，日本の学校図書館支援センターは，各校
の学校図書館に関わるこうした事務的な労力の軽減ではなく，各学校図書館の活用に対す
る支援を行っていることが特徴と考えられる。 
全国 SLA 森田案と異なる業務としては，「その他」の「視察，見学者への対応」が行わ
れていた。業務に位置づけられるほど，市外からの視察が多いことは，学校図書館支援セ
ンターの効果に注目が集まっていることを表している。東出雲町の学校図書館支援スタッ
フは「視察者等の受け入れ実績」を依頼者の所属別に一覧にして報告している。2010年度
には 30 件，231名の視察者があり，前年度を上回っていた 32)。このような実績は，市内の
教育委員会，及び学校図書館関係者の意識高揚につながると考えられる。 
 
5.2.2.2  学校図書館支援センター設置による成果  
  表 5-15は，学校図書館支援センター設置の 7市の事例報告に記載されている学校図書館
支援センターを設置した成果と捉えられる記述をまとめたものである。 
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表 5-15 からは，学校図書館支援センターの設置によって，授業で活用される学習情報
センターとしての機能が強化されたことがわかる。それは，荒川区の“学校図書館を利用
した授業回数の増加” ，白山市の“学校図書館を活用した授業実績の増加”に見られるよ
うに，学校図書館での授業が増加していることから窺える。さらに，東出雲町の“全教職
員を対象とする研修，教諭間で指導のスキルを共有し，指導方法を立案”，袖ケ浦市の“「学
び方ガイド」「博物館キット」を活用した授業の実施”に見られるように，授業者である教
表 5-15 学校図書館支援センター設置の 7 市 事例報告に記載されている成果  
設置場所 市名         成   果 
市教育委員会 東出雲町 ・全教職員を対象とする研修を企画し，教諭間で学校図書館
を活用する指導のスキルを共有し，小中一貫，全校での学
校図書館の活用 
・中学生全体の書くスキルが向上 
荒川区 ・学校図書館の図書の貸し出し冊数の増加 
・学校図書館を利用した授業回数の増加 
市立図書館 小郡市 ・市立図書館から学校図書館へ図書の貸し出し冊数の増加 
・指導主事の指導，校長の認識の変化，学校司書の働きかけ
による学校図書館の活用状況の改善 
白山市 ・レファレンス件数の増加 
・学校図書館を活用した授業実績の増加 
・絵本パックの利用校と利用回数の増加 
新潟市 ・夏休みの学校図書館開放に協力し，多くの児童が参加 
・ボランティアとの連携の強化 
・学校司書の授業への支援状況の把握 
教育センター 袖ヶ浦市 ・「一人職場」の学校司書をサポートし学校司書のスキル向上，  
・学校図書館支援センターへの問い合わせの増加 
・「学び方ガイド」「博物館キット」を活用した授業の実施 
市川市 ・相互貸借の依頼の増加 
・教育課程のあらゆる場で学校図書館を多様に活用 
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諭に向けて，学校図書館を活用した授業の方法が紹介されている。新潟市の“学校司書の
授業への支援状況の把握”，袖ヶ浦市の“「一人職場」の学校司書のサポート”という記述
からは，学校図書館支援センターの果たす役割として，学校司書への支援は重要であり，
その結果，学校司書のスキルが向上したと考えられる。小郡市の“校長の認識の変化”は， 
学校図書館支援センターの役割が，学校図書館の支援に留まらず，学校全体への支援につ 
ながることを示唆していると捉えられる。 
 
5.2.2.3 学校図書館支援センターについての課題，提言 
表 5-16 は，学校図書館支援センター設置の 7 市の報告に記載された課題，提言である。 
表 5-16 学校図書館支援センター設置の 7 市 事例報告に記載されている課題，提言  
設置場所 市名 課題，提言の内容 
市教育委員会 東出雲町 ・学校図書館に関する連携システムの継続 
・管理職，教諭にアドバイスできる指導主事の配置が有効 
・学校図書館が必要という理解を得るための「数字見つけ」 
荒川区 ・学習資料の収集と組織化・不読児童生徒への対策 
・全職員で取り組む学校図書館の活用 
・人と情報を結ぶネットワークの構築 
市立図書館 小郡市 ・学校図書館支援センターは学校を所管する教務課の下，指導主事が
担当し，常に教職員を指導できる状態が必要 
白山市 ・学校図書館支援センターのシステムが教育課程に生かされているか 
・スタッフ 2 名体制のシステムの継続 
新潟市 ・正規，非正規の学校司書が混在し，格差が見られる。 
・実践的な研修のプログラムを用意するためには，学校図書館支援セ
ンターに，教育を掌る指導主事が必要 
教育センター 袖ヶ浦市 ・学校教育目標と学校図書館の関連に基づく教諭一人一人の学校図書
館に対する認知 
・人事異動による他市の職員との入れ替えがあるため，毎年，学校図
書館支援センターについて伝えることが必要 
市川市 ・教諭の世代交代に対応した若手教諭の授業研究の推進 
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最も多く指摘されていることは，さらに多くの教諭が学校図書館を活用した授業を実施
できるようにする必要があるということであった。荒川区からは“全職員”，袖ケ浦市から
は，“教諭一人一人”，“人事異動による他市の職員”，市川市からは “世代交代に対応した
若手教諭”の学校図書館についての理解が必要と述べている。公立の小中学校は人事異動
により他市の教員との入れ替えがあり，また，新規教員の採用もあるため，学校図書館支
援センターに対する教諭の理解を常に促す必要があることが明らかになった。こうしたこ
とから，学校図書館支援センターの役割は，これまでの学校図書館に関する実践を維持し，
さらに高めることにあるということがわかる。そのためには，学校図書館支援センターの
設置をする際は，東出雲町，小郡市，新潟市から提言されているように，教育課程につい
て指導，助言する立場であり，また学校図書館の運営について理解している指導主事の積
極的な関与が必要である 33)。 
 
5.2.3 学校図書館支援センター設置の 7 市の報告まとめ 
学校図書館支援センターは国の事業によって進められた。そのため，国の財政的支援が
なくなると多くの地域では，学校図書館支援センターの事業は終了した。しかし，そうし
た中でいくつかの地域においては，学校図書館ネットワークや学校図書館支援センターが
維持された。それだけではなく，国の事業の終了後に，国の支援を受けずに，市独自に学
校図書館支援センターを設置した市も見られた。 
学校図書館支援センター設置の 7 市の事例を検討した結果，市教育委員会は，市の事情
に合わせた場所に学校図書館支援センターを設置し，その場所の特徴を生かした業務によ
って各学校図書館の活用が促進されていた。成果の記述からは，学校図書館支援センター
は市内の各学校図書館の活用の状況を把握し，各学校図書館では学習情報センターとして
の活用が進められていることが明らかになった。課題は，さらに多くの教諭による授業で
の学校図書館の活用である。 
 
5.3  本章のまとめ   
本章では国の指定事業である学校図書館支援センター推進事業と，事業終了後に学校図
書館支援センターを設置した 7市の事例を検討し，市教育委員会が設置した学校図書館支
援センターの現状と課題を明らかにした。 
現状については，次の 3 点が明らかになった。 
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(1)  学校図書館支援センターの評価 
学校図書館支援センター推進事業では，高い評価が示され，その有効性が確認できた。
学校図書館支援センターを設置する際は，市の実情に合わせ，適切と考えられる場所に設
置することで，効果が認められる。学校図書館支援センター設置の 7 市の事例からは，市
教育委員会，教育センターに設置された学校図書館支援センターでは，授業の内容に関わ
ることについての支援を行うことに重点が置かれ，市立図書館に設置された学校図書館支
援センターでは，図書等の資料の供給，レファレンスへの対応などが重点的に行われてい
ることが明らかになった。 
 
(2)  学校図書館支援センターの運営と業務  
各学校図書館の主体的な運営を尊重しつつ，適切な支援を行うためには，学校図書館の
具体的な業務や授業での活用方法について助言する学校図書館支援スタッフと学校図書館
の運営に理解のある指導主事の配置が必要である。学校図書館支援センターの主な業務は，
「学校図書館への指導，助言，援助」，「学校間の連絡，調整」，「教材作成の材料，経験，
情報の共有」であり，各学校図書館の主体的な運営を尊重しつつ，適切な支援を行ってい
ることが明らかになった。 
こうした支援を学校外から行うことによって，新たな実践を全体にフィードバックする
好循環をもたらすことになる。その結果，学校間の学校図書館の活用の差の解消と市内全
体の学校図書館の活用が促進され，さらなる学校図書館の整備改善に発展すると考えられ
る。 
 
(3)  学校図書館支援センターの成果 
学校図書館支援センターの設置によって各学校図書館と公立図書館など市内の関係機
関との連携が強化され，まず各学校図書館の読書センターとしての機能が高められ，継続
することによって学習情報センターとしての機能も高められることが明らかになった。学
校図書館支援センター推進事業では，読書センターとしての機能の充実については，一定
の成果は得られた。さらに，学習情報センターとしての学校図書館の機能の充実を高める
ためには，学校図書館の基本的な整備から開始し，読書の場としての学校図書館の活用か
ら，授業での活用へと段階的に進める必要があることが，11 市の報告書の分析から明らか
になった。学校図書館支援センター推進事業終了後に，学校図書館支援センターを設置し
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ている 7 市の成果の記述からは，授業で活用される学習情報センターとしての機能が強化
され，学校図書館での授業回数が増加していることがわかった。 
 
課題としては，次の 2点が明らかになった。 
(1)  学校図書館支援センターの継続 
学校図書館支援センター推進事業に対しては高い評価が示されたにもかかわらず，継続
することが困難な市が多かった。その理由としては，回答に見られるように，予算の不足
が考えられるが，それだけではなく，基本的な環境整備の段階に留まる市が多く，中には，
NDC 分類の図書の排架ができたことを成果とする市も見られた。こうした状況からは，限
られた指定事業の期間で，求められている学校図書館の読書センターとしての機能と学習
情報センターとしての機能の充実，強化を進めることは困難であったと考えられる。 
 
 (2)  学校図書館支援センターへの理解啓発 
学校図書館支援センターに対する教諭の理解を促し，学習情報センターとしての機能を
活かした授業をさらに多くの教諭が実施できるようにすることは今後の課題である。荒川
区の学校図書館支援スタッフからは，“全職員で取り組む学校図書館の活用”が指摘されて
いる。袖ケ浦市の学校図書館支援スタッフは，“人事異動による他市の職員との入れ替えが
あるため，毎年，学校図書館支援センターについて伝えることが必要”と述べている。 
 
第四章でも述べたように，学校図書館支援スタッフを配置した学校図書館支援センター
の設置によって，各学校と学校図書館支援センターの双方向の連携が可能となった。この
結果，学校司書と学校図書館支援スタッフの連絡が密に行われるため，情報の共有が行わ
れ，読書センターに留まらず，学習情報センターとしての学校図書館の活用が推進される。
また，連携する市立図書館，市教育委員会，教育センターが学校図書館の活用についての
認識を共有するため，学校間の差がなく継続的に学校図書館活用の実践を重ねることが可
能となる。 
学校図書館支援センターの設置を継続させ，学校図書館を活用した授業をより多くの教
諭が実践できるようにするためには，学校図書館担当指導主事，及び学校図書館支援スタ
ッフは，情報や成果を提示し，人事異動が頻繁に行われる公立小中学校では，年度初めな
どで定期的に，学校図書館に関する校内研修を行う必要があると考えられる。 
133 
 
注・引用文献 
                                                   
1) 文部科学省.学校図書館支援センター推進事業.  
http://www.mext.go.jp/a_menu/hyouka/kekka/05090202/015.pdf，3p.(参照 2010-11-05).  
2)  2016 年 1 月 6日に回答者に確認したところ，学校図書館担当者とは，司書教諭，図書
主任の総称であり協力員は含まれていない。 
3) 東出雲町学校教育グループ・学校図書館支援センター.平成 18 年度～20 年度文部科学省
学校図書館支援センター推進事業報告書-東出雲町の学校図書館支援.東出雲町教育委
員会.2009，71p. 
4) 原田由紀子.支援センター機能の充実を目指して-東出雲は 4校でひとつ. 第 37 回全国
学校図書館研究大会（静岡大会）発表資料.2010，12p. 
5) 原田由紀子.学校教育のインフラ支援.第 37回全国学校図書館研究大会（静岡大会） 
大会要項.2010，p.85. 
6) 原田由紀子.図書館を活用した学校教育を支援する.学校図書館.2011，no.727，p.55-58. 
7) 原田由紀子，高鷲忠美，鎌田和宏，堀川照代.東出雲発!学校図書館改革の軌跡-身近な
図書館から図書館活用教育へ.国土社，2012，189p. 
8)  藤田利江.学校図書館支援センターの意義と役割.学習情報研究.2009，no.211，
p.34-37. 
9)  藤田利江.学校図書館の活性化を図る荒川区学校図書館支援室の取り組み. 第 37回全
国学校図書館研究大会（静岡大会）発表資料.2010，8p. 
10) 藤田利江.学校図書館の活性化をめざして.学校図書館.2011，no.728，p.53-56. 
11) 新井裕,藤田利江.“東京都荒川区の学校図書館支援事業と学校図書館支援室の取り組
み.”教育委員会の学校への支援の在り方-学校図書館フォーラムの記録-学校図書館
支援センターの現在とこれから.2011,p.7-20. 
12) 松原伸直.新潟市の学校図書館と学校図書館支援センターの試行について. 
学図研ニュース.2010，no.288，p.9-17. 
13) 小林恵子.学校図書館機能を強化する支援センターとネットワーク:学校司書の全校配
置を生かした支援と連携を目ざして(6)新潟市立中央図書館学校図書館支援センター.
学校図書館. 2012, no.735, p.53-56. 
14) 大橋留美子.白山市学校図書館支援センターの役割とこれから.学図研ニュース.2009，
no.279，p.8-10. 
15) 大橋留美子.ネットワークを生かした学校支援-白山市学校図書館支援センターの取 
組み. 図書館雑誌.2010，p.142-143. 
16) 大橋留美子.レファレンスで学校図書館支援.学図研ニュース.2011，no.310,p.12-14. 
17) 永利和則.公共図書館における学校支援の一考察-文部科学省「学校図書館支援センター
推進事業」の実施状況を中心に .西南学院大学大学院人間科学研究科修士論
文.2010,74p. 
18) 永利和則.特集:第 6 回国際図書館学セミナー全域サービス第一線の図書館サービスを
めざして-公共図書館における学校教育支援-小郡市の実践から.図書館界.2009，
vol.60，no.6，p.424-426. 
19) 永利和則.公共図書館の現場から-公立図書館における学校教育支援と協働. 
図書館雑誌.2010，vol.104，no.3，p.137-139. 
20) 袖ケ浦市教育委員会.袖ケ浦市の読書教育.2007，45p． 
21) 中村伸子.学校図書館の要となる学校図書館支援センターを目指して.Lisn.2007， 
no.132，p.14-18. 
22) 中村伸子.特集:学校図書館支援センター-学校図書館を機能させるきめ細かな支援-袖
ケ浦市における学校図書館支援センター.学校図書館.2008，no.695，p.29-31. 
23) 袖ヶ浦市学校図書館支援センター.文部科学省指定研究-学校図書館支援センター推進
事業報告書-豊かな心と自ら学ぶ力を育む学校図書館をめざして.袖ヶ浦市教育委員
会.2009, 104p. 
24) 佐藤光.“「学校図書館支援センター」をどのように活用したか.” 学校図書館支援セン
ター研究会（レジュメ）.全国 SLA,2008,p.10-13.  
25) 鴇田道雄,中村伸子.“千葉県袖ケ浦市における学校図書館支援センターの取り組み.” 
教育委員会の学校への支援の在り方-学校図書館フォーラムの記録-学校図書館支援セ
 
134 
 
                                                                                                                                                     
ンターの現在とこれから.2011，p.21-28. 
26) 小林路子.学校図書館支援センターは授業を支える!.学習情報研究.2011，no.219， 
p.52-55. 
27) 市川市教育委員会.平成 26 年度版市川市の教育.  
http://www.city.ichikawa.lg.jp/edu01/1111000197.html，(参照 2014-05-31). 
28) 市川市教育委員会.“学校図書館担当者の役割と連携.”学校図書館支援センター事業. 
http://www.ichikawa-school.ed.jp/network/yakuwaritorenkei.htm,(参照 2016-01-06). 
29) 荒川区教育委員会.平成 21 年度文部科学省「学校図書館の活性化推進総合事業」‐学校
図書館の活用高度化に向けた実践研究‐学び方を学ぶ場としての学校図書館機能強化
プロジェクト「調査研究報告書」資料編‐学校図書館活用あらかわモデルプラ
ン.2010,338p. 
30) 市川市元教育センター学校図書館担当指導主事による電子メールでの回答，
2017.10.06. 
31) 市川市元教育センター学校図書館担当指導主事による電子メールでの回答，
2017.10.06. 
32) 原田由紀子，高鷲忠美，鎌田和宏，堀川照代.東出雲発!学校図書館改革の軌跡-身近な
図書館から図書館活用教育へ.国土社，2012，p.118. 
33) 2011年 2月 19 日に，日本学校図書館学会が開催した「学校図書館支援センターの現在
とこれから」をテーマとするフォーラムでは，学校図書館支援センターの先進的な事例
として，荒川区，袖ケ浦市の教育委員会指導主事が，学校図書館支援センターを含む全
体的な構想を述べ，各学校図書館支援スタッフが具体的な活動例を述べている。 
日本学校図書館学会.教育委員会の学校への支援の在り方-学校図書館フォーラムの記録-
学校図書館支援センターの現在とこれから.2011，p.7-28. 
135 
 
第六章 県教育委員会の学校図書館に関する施策の特徴と課題          
 
本章では，都道府県（以下，県とする）教育委員会の学校図書館に対する取り組みの現
状を明らかにし，県教育委員会が実施している学校図書館に関する施策の特徴と課題を考
察する。  
 
6.1  県教育委員会に対する質問紙調査 
6.1.1  調査概要 
6.1.1.1  調査目的  
県教育委員会が市区町村（以下，市とする）教育委員会に対し，学校図書館に関して指導，
助言，援助している現状を明らかにするため，質問紙調査を行う。  
 
6.1.1.2  調査対象 
調査対象は，全国 47県教育委員会である。 
 
6.1.1.3  調査方法 
郵送で調査票を配付し，ファクスで回収を行った。回答は記名式で，県名は発表しない旨
を伝えた（付録 12.13.参照）。締め切りまでに回答のなかった県教育委員会に対しては，再
度，電子メールまたは電話で督促し，回答を得た。 
 
6.1.1.4  調査時期 
調査票の配付は 2010 年 10月 22 日，締め切りは 11月 5日とした。回答がなかった県教
育委員会に対しては，12 月末まで督促した。 
 
6.1.1.5  回答数と回答者 
回答は 42 県(回答率 89.4％）から得ることができた。表 6-1 は，回答者の一覧である。
義務教育課，学校教育課など学校教育に直接関わる課が回答しているのは 41県であった。 
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6.1.1.6 調査内容 
 調査内容は，以下の 10 項目である。 
(1) 学校図書館を担当する指導主事の有無と専任か兼任か 
(2) 市教育委員会に対し指導，助言している内容 
(3) 市教育委員会に指導，助言する方法 
(4) 学校図書館に関する研修の有無 
(5) 学校図書館に関する研修の対象  
(6) 市の学校図書館支援センターの有無 
(7) 市の学校図書館支援スタッフの有無 
 表 6-1 県教育委員会に対する質問紙調査の回答者 N=42 
回答者 人 
義務教育課指導主事 18 
学校教育課指導主事 6 
小中学校課指導主事 4 
指導課指導主事 2 
学校教育室指導主事 1 
教育総務課管理主事 1 
教育庁指導部指導企画課指導主事 1 
子ども教育支援課指導主事 1 
教学指導課指導主事 1 
学校支援課指導主事 1 
小学校教育室指導主事 1 
学校指導課指導主事 1 
教育部指導第一課指導主事 1 
義務教育課主任 1 
学校教育課主任指導主事 1 
生涯学習課係長 1 
合計 42 
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(8) 県の学校図書館支援センターの有無 
(9) 県の学校図書館支援スタッフの有無 
(10) 県教育委員会の学校図書館に関する施策 
尚，県教育委員会に配付した質問紙では，「指導，助言」としたので，調査の結果には
「援助」を除いて記述する（付録 13.参照）。 
            
6.1.2 調査結果と考察 
 (1) 学校図書館を担当する指導主事 
表 6-2は，学校図書館を担当する指導主事の配置状況についての回答結果をまとめたも
のである。指導主事が「専任で決められている」は 4 県（9.5%），「兼任で決められている」
は 34県(81.0%)であった。この結果から，学校図書館を担当する指導主事の業務は複数あ
り，学校図書館に関する業務のみに取り組むことが困難であることが推察できる。4 県で
は，専任の指導主事が配置されており，これらの県では学校図書館活用教育について重視
されていることが推察できる。 
学校図書館を担当する指導主事が「決められていない」1 県（2.4%）では，学校図書館
に関する積極的な施策の実施は困難ではないかと考えられる。また，「その他」の 3 県（7.1％）
は，複数の部署で担当しているという回答であった（付録 14.参照）。複数の部署で担当し
ている場合は，学校図書館に関する施策を立案，決定する過程で，意見の統一を図るため
に時間を要することが懸念される。 
 
表 6-2  学校図書館を担当する指導主事     N=42 
担当する指導主事 県数 割合（％） 
専任で決められている 4 9.5 
兼任で決められている 34 81.0 
決められていない 1 2.4 
その他 3 7.1 
合計 42 100.0 
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 (2) 市教育委員会に対し指導，助言している内容 
表 6-3は，県教育委員会が，市教育委員会に対して指導，助言している内容についての回
答結果をまとめたものである。7 項目の中で，県教育委員会の指導，助言している上位の項
目は，「『学校図書館図書標準』を達成するための予算の確保」が 32 県（76.1%），「子ども読
書活動推進計画の策定」が 28 県（66.7%）で，過半数であった。「学校図書館図書標準」に
ついては，1993 年度に国が定めて以来，その達成状況についての調査が行われ，結果が公
表されている。現在，学校図書館の整備の基準として明確に数値化されているのは「学校図
書館図書標準」のみであるため，広く認知され，また重視されていると考えられる。 
子ども読書活動推進計画の策定については，2001 年度に制定された「子どもの読書活動の
推進に関する法律」第九条に定められている。このように法律として明記されている国の施
策に対する意識は高いと考えられる。 
最も実施の少ない項目は「学校図書館蔵書のデータベース化」で 7県（16.7%）であった。
この学校図書館蔵書のデータベース化については，第二章の千葉県全体の学校図書館の調査
においても，市によって大きく差が生じていることが明らかになっており，市教育委員会が
学校図書館の整備の必要性を重視するのであれば，推進することが可能ではないかと分析し
た。このような現状を改善するため，県教育委員会には，学校図書館の情報化を進める上で，
学校図書館蔵書のデータベース化を行うことが重要であるということを，各市教育委員会へ
伝えることが必要と考えられる。 
 
 
表 6-3  県教育委員会が市教育委員会に指導，助言している内容（複数回答可） N＝42 
指導，助言している内容 県数 割合（％） 
「学校図書館図書標準」を達成するための予算の確保 32 76.1 
子ども読書活動推進計画の策定 28 66.7 
司書教諭を支援するための校内体制づくり 21 50.0 
11学級以下の小中学校への司書教諭発令 15 35.7 
学校司書の配置 13 30.9 
司書教諭が職務を行うための授業時数軽減 11 26.2 
学校図書館蔵書のデータベース化 7 16.7 
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(3) 市教育委員会に指導，助言する方法 
表 6-4は，県教育委員会が，学校図書館の整備に取り組む内容を市教育委員会に対して
指導，助言する方法についての回答結果をまとめたものである。学校図書館の整備に取り
組む内容を市教育委員会に対して指導，助言する方法としては，「文書を作成して伝える」
の 28 県（66.7%）と「担当者会議で主に口頭で伝える」の 27 県（64.3%）の回答が，ほぼ
同数で上位に挙げられていた。このうち，18 県（42.8%）では，「文書を作成し，口頭でも
伝える」という二つの方法が併用されていた。この結果から文書と口頭の二つの方法が，
一般的な伝達方法と考えられる。 
「調査を行い，その結果一覧を文書等で伝える」方法は 15 県(35.7%)，「推進事例を文
書等で伝える」方法は 14 県(33.3%)で，どちらも約 3割に留まっていた。こうした方法は，
学校図書館の整備と活用の改善に向けて取り組む契機となるので県内全体を一定レベルに
到達させるためには，有効な方法であると捉えられるが，実施している県は少なかった。 
「市独自の取り組みに任せる」は 1 県（2.4％）であった。「その他」で挙げられた「全
県の教育長会議で伝える」，「各教育事務所の社会教育主事が市教育委員会担当者に直接助
言し，事例も示す」，「市教育委員会を訪問して伝える」の三つの回答は，直接顔を合わせ
ての指導，助言であるため，さらに効果的であると考えられる（付録 14.参照）。1県から
は，「各市が行うことなので，指導，助言はしない」という回答があった。この回答につい
ての分析は他の項目と併せ，後述する。 
 
                     
 
表 6-4 県教育委員会が市教育委員会へ指導，助言する方法（複数回答可）N=42 
市教育委員会に指導，助言する方法 県数 割合（％） 
文書を作成して伝える 28 66.7 
担当者会議で，主に口頭で伝える 27 64.3 
調査を行い，その結果一覧を文書等で伝える 15 35.7 
推進事例を文書等で伝える 14 33.3 
市独自の取り組みに任せる  1 2.4 
その他 5  11.9 
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 (4) 学校図書館に関する研修 
表 6-5は，県教育委員会が主催する学校図書館に関する研修の有無についての回答結果
をまとめたものである。県教育委員会が主催する学校図書館の研修「有り」が 30県(71.4％)
「無し」が 12県(28.6%)であった。市教育委員会が実施しない場合は，学校図書館に関す
る研修に参加する機会が得られない可能性もあるため，県教育委員会は，計画的に学校図
書館に関する研修を行う必要があると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (5) 研修の対象  
表 6-6 は，30 の県教育委員会が行っている学校図書館に関する研修の対象をまとめたも
のである。最も多いのは「司書教諭」を対象とする研修で，24 県（80.0%）で行われていた。
「学校司書」を対象とする研修は 15 県（50.0％）で，研修を実施している県の半数で行わ
れているのみであるが，その一因としては，学校司書の多くが市費の雇用であることが考え
られる。校長，教頭を対象とした研修を実施している県は，共に 5 県（16.7%）に留まる。
管理職が学校経営の中に学校図書館の活用を位置づけ，司書教諭や学校司書の職務を理解し，
学校図書館の活用を進めるためにはさらに多くの県で管理職を対象とする研修を実施する
必要があると考えられる。 
「その他」では，「教職員全般」が 3 県，「教諭」が 2 県，「公共図書館職員を含む」が 1
県と，対象を学校図書館担当者以外に広げている回答であった（付録 14.参照）。第五章で
明らかにしたように，全ての教諭が学校図書館を活用した授業を実施できることは重要な課
題であるため，このように対象を広げた研修が実施されるのは望ましいことである。 
研修の対象を「司書教諭」とのみ回答しているのは 3 県であった。司書教諭を対象とした
研修を開催し，司書教諭としての実践を共有し，また役割を確認することによって，資質と
意欲の向上を図ることができるのではないかと考えられる。 
表 6-5 県教育委員会が主催する学校図書館に関する研修  N=42 
学校図書館に関する研修 県数 割合（％） 
有り 30 71.4 
無し 12 28.6 
合計 42 100.0 
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表 6-6 県教育委員会が行う学校図書館に関する研修の対象（複数回答可）N=30 
     
 
 
 
 
 
 
            
 
(6) 市の学校図書館支援センター 
表 6-7は，県教育委員会が把握している市の学校図書館支援センターの設置状況について
の回答結果をまとめたものである。市に学校図書館支援センターの設置「有り」が 10 県
(23.8％)，「無し」が 17 県(40.5%)であった。 
市の学校図書館支援センターの設置について「不明」という回答は 15 県（35.7%）であっ
た。市教育委員会に対して指導，助言する立場である県教育委員会が市の学校図書館の整備
状況を十分に把握していないことは課題である。あるいは，各学校図書館を学校外から支援
する体制である学校図書館支援センターの必要性がまだ十分に認知されていないとも受け
止められる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研修の対象 県数  割合（％） 
司書教諭 24 80.0 
図書主任 16 53.3 
学校司書 15 50.0 
校長 5 16.7 
教頭 5 16.7 
その他 8 26.7 
表 6-7  市の学校図書館支援センターの設置状況  N=42 
市の学校図書館支援センターの設置 県数 割合（％） 
有り 10 23.8 
無し 17 40.5 
不明 15 35.7 
合計 42 100.0 
142 
 
 (7) 市の学校図書館支援スタッフ 
表 6-8は，県教育委員会が把握している市の学校図書館支援スタッフの配置状況につい
ての回答結果をまとめたものである。学校図書館支援スタッフの説明としては，質問紙調
査に“学校図書館支援スタッフは，教育委員会や図書館などに配置され，各学校へ学校図
書館の活用等の助言を行います”と但し書きをした。市で学校図書館支援スタッフの配置
「有り」と回答しているのは 10 県(23.8%)，「無し」と回答しているのは 16 県(38.1%)であ
った。学校図書館支援スタッフについても「不明」は，16 県(38.1%)と 3 割強を占めてい
て，学校図書館支援センターと同様，認知されていないことが推察された。 
 
表 6-8  市の学校図書館支援スタッフの配置状況 N=42 
学校図書館支援スタッフの配置 県数 全体に占める割合（％） 
有り 10 23.8 
無し 16 38.1 
不明 16 38.1 
合計 42 100.0 
 
 (8)  県の学校図書館支援センター 
表 6-9 は，県の学校図書館支援センターの設置状況についての回答結果をまとめたもの
である。県での学校図書館支援センターの設置「有り」と回答しているのは 1県（2.4%）
に留まり，「無し」と回答しているのは 39 県(92.8%)，「その他」は 2県(4.8%)であった(付
録 14.参照)。県での学校図書館支援センターの設置については，ほとんど行われていない
ことが明らかになったが，こうした状況の中，１県で設置されていることは評価に値する。 
「その他」2県の回答は，「県の総合教育センターが学校図書館支援センターの役目を担
っている」，「教育センターのホームページ上の学校図書館コーナーに，学校図書館の運営，
レファレンス事例，読み聞かせの方法等の情報を提供している」であった。 
新たな施策として学校図書館支援センターを設置することは困難と考えられるが，県の
総合教育センターのような教育課程や教育内容，教職員の研修等に関わる機関に，学校図
書館センターの機能を追加することは実施可能であることが立証される好例である。 
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 (9) 県の学校図書館支援スタッフ 
表 6-10 は，県の学校図書館支援スタッフの配置状況についての回答結果をまとめたも
のである。県の学校図書館支援スタッフの配置「有り」と回答しているのは 4 県(9.5%)，
「無し」と回答しているのは 37 県(88.1%)であった。「その他」は 1 県(2.4%)で，「県の総
合教育センターで配置している」であった。大多数の県に学校図書館支援スタッフが配置
されない状況にあって，4県が学校図書館支援スタッフを配置し，1 県では，県の総合教育
センターに配置していることは注目に値する。県教育委員会では指導主事の在任期間は極
めて短いため 1)，指導主事の異動があっても，学校図書館の施策に継続的に取り組み，整
備を進めるためには，学校図書館支援センターを設置し，学校図書館に詳しい学校図書館
支援スタッフの配置を行うことは有効な施策と考えられる。 
 
 
(10)  県教育委員会独自の学校図書館に関する施策 
表 6-11 は，県独自の学校図書館に関する施策についての自由記述の一覧である。回答
者の意志を尊重し，質問紙調査の回答をそのまま記述してある。 
表 6-9  県の学校図書館支援センター設置状況  N=42 
県の学校図書館支援センターの設置 県数 割合（％） 
有り 1 2.4 
無し 39 92.8 
その他 2 4.8 
合計 42 100.0 
表 6-10  県の学校図書館支援スタッフの配置状況       N=42 
県の学校図書館支援スタッフの配置 県数 割合（％） 
有り 4 9.5 
無し 37 88.1 
その他 1 2.4 
合計 42 100.0 
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表 6-11   県教育委員会独自の学校図書館に関する施策 
施策分類               内      容 
 
 
 
 
 
子ども読書夢プラン事業 
次年度に学校図書館のモデル校を指定する予定 
モデル事業の実施と並行して,事業の取り組みをホームページで公開 
学校図書館機能強化事業（国費） 
国の学校図書館の有効な活用方法に関する調査研究事業を受託（3） 
 
 
 
 
 
県教育委員会が予算の補助をして全校に学校司書を配置  
10 名の学校司書配置に半額補助の「学校司書配置事業」(2005～2008 年度) 
5 名の学校図書館支援員配置に半額補助の「学校図書館支援員配置事業」(2008～2010 年度) 
「学校図書館活動推進事業」により小学校 12 校,中学校 8 校へ学校図書館教育推進教諭を配置 
10 校を研究協力校に指定し, 活性化の方法への助言を行う学校図書館アドバイザーを派遣 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 毎年 10 月に,県内小中学校を対象とした読書量調査を実施 
県内全小中学校の学校図書館の整備と活用状況を学校図書館のチェックシートによ
って把握し，達成した学校には優良学校図書館マークを送付 
 子どもの読書推進講座 
先生のための子ども読書学習講座等の講座を開催 
子ども読書活動関係者合同研修会を実施 
司書教諭,学校図書館指導員等が行う読書指導方法の研究 
2007 年度に『読解力向上のための学校図書館ガイドブック』を作成 
 ブックリスト「本いっぱい楽しさいっぱい」等の作成と配布 
2001 年度より,「みんなにすすめたい一冊の本推進事業」を実施し,県が作成した推
薦本の中から多く読んだ児童・生徒を表彰 
「子ども司書」養成講座を実施 
県ゆかりの著名人の心に残った本や公共図書館の推薦図書を紹介した「みんなにす
すめたい一冊の本」を作成し,小中学校や公共図書館に配布 
県
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県独自の学校図書館に関する施策については，16 県から，21 項目が挙げられた。その
内容については，「県の体制を推進」，「人的な援助」，「学校図書館活用を促進するための啓
発」，の三つの施策に分類できた。 
「県の体制を推進」に関する施策としては，5 項目の回答が得られた。例えば「国の学
校図書館の有効な活用方法に関する調査研究事業の受託」が 3県から挙げられているが，
これらの県は，国の指定事業を有効に活用としていることが窺える。 
「人的な援助」に関する施策としては，例えば「県教育委員会が予算の補助をして全校に
学校司書を配置」のような 5 項目の回答が得られた。県からの職員の派遣について電話で 1
県に問い合わせたところ，“学校図書館に関心の薄い市が，今後，取り組むきっかけにした
いと考えている。また，学校司書を配置しても 1 校に一人では，活動が十分できないこと
もあるので，学校図書館支援スタッフを派遣して，他の学校図書館や公立図書館の情報を
伝えて風通しをよくし，活用を推進したい”との説明があった。特に，学校司書が未配置
で，学校図書館に関する取り組みに積極的ではない市に対しては有効な施策と考えられる。 
「学校図書館活用促進のための啓発」に関する施策については，11項目の回答が得られ，
さらにその中を三つに分類できた。例えば毎年「10 月に,県内小中学校を対象とした読書量
調査を実施」のような学校図書館に関する調査の実施が 2項目，例えば「子どもの読書推進
講座」のような教諭に対する指導方法の助言が 5 項目，例えば「ブックリスト『本いっぱい
楽しさいっぱい』等の作成と配布」のような児童生徒に対する支援が 4 項目であった。 
県教育委員会がこのように学校図書館に関する施策を積極的に展開することによって
県内の市教育委員会の学校図書館に関する取り組みが改善されると考えられる。 
 
6.1.3 質問紙調査のまとめ  
 本節では，学校図書館の整備と活用に関して，県教育委員会が市教育委員会に対して指
導，助言，援助している現状について調査した。その結果，次の 4点が明らかになった。 
第一に，県教育委員会は，「学校図書館図書標準」の達成，子ども読書活動推進計画の
策定など，国が明確に示している施策を重視していた。 
第二に，一部の県教育委員会では，学校図書館に関する積極的な施策が展開されていた。
16 県からは，県独自の学校図書館に関する施策が 21 項目挙げられた。また，県で学校図
書館支援センターを設置し，あるいは，県の総合教育センター，教育センターが，学校図
書館に関する支援を行っていた。学校図書館支援スタッフを県で配置していることも明ら
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かになり，こうした先進的な学校図書館に関する施策は他県の参考になると考えられる。 
第三に，県内各市の学校図書館の整備に関する把握，及び指導，助言が不足していると
捉えられる県が見られた。表 6-12は，市の学校図書館支援センター設置の「有り」「無し」
と市の学校図書館支援スタッフの「有り」「無し」，及びそれぞれの「不明」という回答を
集計したものである。 
 
「市の学校図書館支援センター」「市の学校図書館支援スタッフ」が共に「有り」と回
答しているのは 6市（14.3%）であった。「市の学校図書館支援センター有り，市の学校図
書館支援スタッフの配置無し」は 2 市(4.8%),「市の学校図書館支援センター無し，市の学
校図書館支援スタッフの有り」は 3 市(7.1%)「市の学校図書館支援センター支援センター
無し,市の学校図書館支援スタッフ無し」は 11市（26.2％）であった。この 22県（52.4%）
は，市の学校図書館支援センターの設置と学校図書館支援スタッフの配置状況を把握して
いた。一方，20 県（47.6%）は，市の学校図書館の整備の状況を十分に把握していないと
いうことが明らかになった。中に，「全市に学校図書館支援スタッフが配置されている」と
いう回答があったため，問い合わせたところ，誤答であった。このような回答状況からは，
「学校図書館支援センター」「学校図書館支援スタッフ」という言葉自体が十分認知されて
いないことが窺える。 
表6-12 市の学校図書館支援センター，学校図書館支援スタッフの把握状況  N=42  
 
市の学校図書館支援スタッフ 
合計 有り 無し 不明 
市の学校図書館
支援センター 
有り 度数 6 2 2 10 
総和の % 14.3% 4.8% 4.8% 23.8% 
無し 度数 3 11 3 17 
総和の % 7.1% 26.2% 7.1% 40.5% 
不明 度数 1 3 11 15 
総和の % 2.4% 7.1% 26.2% 35.7% 
合計 度数 10 16 16 42 
総和の % 23.8% 38.1% 38.1% 100.0% 
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学校図書館の整備に取り組む内容を市教育委員会に対して指導，助言する方法として，
は，改善に向けて取り組むために有効な方法である「調査を行い，その結果一覧を文書等
で伝える」方法は，15 県(35.7%)，「推進事例を文書等で伝える」方法は 14 県(33.3%)で，
どちらも約 3割に留まっていた。県教育委員会が主催する学校図書館の研修を実施してい
るのは，30 県(71.4％)で，12 県(28.6%)では未実施であった。  
2県からは，市教育委員会に指導，助言する方法について，「市独自の取り組みに任せる」，
「各市が行うことなので指導，助言はしない」との回答があった。前者は，県教育委員会
が研修会を主催し，県内の市に学校図書館支援センターを設置していることを把握してい
るので，市の意向を尊重していると受け止められるが，後者は，県主催の研修を実施せず，
市の学校図書館支援センターの設置状況については「不明」という回答であり，学校図書
館の施策に関して積極的ではない市教育委員会，あるいは指導主事が配置されていない小
規模な市の小中学校の学校図書館の整備の推進が滞ることが懸念される。 
第四に，県教育委員会が，市教育委員会に対して「学校図書館蔵書のデータベース化」
について指導，助言を行っているのは 7 県（16.7％）に留まり，学校図書館の情報化が施
策の上位に位置付けられていないことが窺えた。 
 
6.2  県教育委員会に対する聞き取り調査 
6.2.1  調査概要   
6.2.1.1  調査目的  
調査目的は，県教育委員会が実施している学校図書館に関する施策の特徴と課題を明ら
かにすることである。 
 
6.2.1.2  調査対象 
調査対象は，千葉県，静岡県，島根県の 3 県とした。この 3県は以下の理由で選出した。 
本研究調査の前年度にあたる 2005年度までを範囲として，国立情報学研究所「学術情報ナ
ビゲータ CiNii」(以下，CiNii とする)で「学校図書館＆都道府県」として論題名を検索し
たところ，その上位の 3 県は，東京都（37件），北海道（24 件），千葉県(19 件)であった。
次に，この 3県について，国が「学校図書館図書標準」を定め，学校図書館の整備を開始
した 1993年度以降に絞って検索したところ，東京都は 12 件，北海道は 12 件，千葉県は 8
件であり，論題から，書かれている内容については，東京都と北海道は，教育行政に関わ
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る文献ではないことがわかった。本研究は，教育委員会の行う学校図書館の整備について
検討することを目的としているため，公立図書館と学校図書館の連携，市川市，浦安市の
学校図書館に関する施策など，行政が学校図書館に関わる文献が多く見られる千葉県を調
査対象として選択した。また，本研究の第二章では，千葉県内の市教育委員会を対象に調
査を行っており，県教育委員会と市教育委員会の学校図書館の施策の関連についても考察
することができると考えた。 
静岡県については，司書教諭の発令が義務付けられた 2003年度以前の 1998 年度より静
岡県司書教諭発令モデル校を指定し，その結果が司書教諭の実践報告として公表されてい
ることに着目し 2)，問い合わせたところ，県の総合教育センターに学校図書館の専任の指
導主事が配置されているとのことで，学校図書館に関して先進的な取り組みをしている県
であると考えた。  
島根県は，2009 年度より日本で初めて，県教育委員会が全小中学校に学校司書を配置に
協力し，県全体で学校図書館の活用による児童生徒の育成をめざしている県であることか
ら 3)，調査の対象として適切であると判断した。県の概況については，各県の開設してい
るホームページと全国学校図書館協議会（以下，全国 SLA とする）の『学校図書館五〇年
史』4)等を参考とした。表 6-13 は，3 県の概況である。千葉県は，最も人口が多く，学校
数も多い。島根県は人口が最も少ないが，小学校の数は静岡県より多いので，小規模校が
多いことが推測される。 
 
 
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：3 県のホームページ，2005 年国勢調査より作成 5) 
        表 6-13  事例とする 3 県の概況        
県 人  口 市町村数 
市立学校数 
小学校 中学校 
千葉県 6,056,462 人 
（2005 年国勢調査） 
54市町村 
 
855 校 406 校 
静岡県 3,792,377 人 
（2005 年国勢調査） 
41市町村 184 校 124 校 
島根県 742,223 人 
（2005 年国勢調査） 
21市町村 
 
246 校 106 校 
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(1) 千葉県の概況 
1949 年度に鴨川市で，文部省が作成した『学校図書館の手引』6)の伝達講習が初めて行
われ，1955 年には千葉市で学校図書館法成立のための決起集会が行われるなど，戦後の学
校図書館制度の創設期に，千葉県は，重要な拠点となっていた。1964 年度には，千葉県成
田市を会場に，全国 SLA の学校図書館研究大会が開催され，全国から 2000 人の参加があっ
た。1982 年度には，市川市が全国 SLA の地域指定を受け，読書指導の実践を発表した 7)。
市川市は，その後も継続的に学校図書館の活用に関する研究を進め，本研究の第三章，第
四章で述べたように，国内でモデルとなる「物流システム」を考案し，実施した。袖ヶ浦
市は，第四章，第五章で述べたように学校図書館支援センターを設置し，市内の学校図書
館の活用を進めている。2009 年度に策定された千葉県教育振興基本計画「みんなで取り組
む『教育立県ちば』プランの実現」では，三つの重点の一つにあたる「元気プロジェクト」
の第一に，“読書県ちばを推進する”と示されている 8)。 
 
(2) 静岡県の概況 
静岡県では，1975 年度に “県教育委員会の学校図書館指導員として十数名が兼職で分
担地区の遅進校の巡回指導をしていた”9)という記録があり，第三章で取り上げた市教育
委員会と同様に，国が学校図書館の整備を開始した 1993 年度以前に，県教育委員会が学校
図書館の活動を重視していたと考えられる。第三章で述べた「親子読書運動」が，静岡県
では，「茶の間ひととき読書運動」という名称で組織的に全県下に広められていた 10)。推
進者の一人である静岡県立教育研究所指導主事の清水達也は親子で読書を行うことを推奨
し 11)，県内の実態調査をもとに読書指導の方法について研究紀要にまとめ，教諭等を指導
した 12)。 
司書教諭の本格的な養成は，国が学校図書館法を改正する以前の 1996 年度から着手さ
れ，1998 年度から小中学校各 3校に司書教諭発令モデル校を委嘱して，司書教諭の職務や
学校の組織運営との関連の実践研究を重ねてきた 13)。このモデルとなった学校の司書教諭
に発令された林容子は，実践事例をまとめ，『「総合的な学習」に司書教諭はどう関わるか』
14)として出版している。1997 年度からは，司書教諭の発令者を対象とした，司書教諭発令
者研修会を開催し，モデル校の実践発表を行い，司書教諭制度の趣旨を明確化し,有効に機
能させるため，『司書教諭に関する参考資料』を作成し各学校に配布した。その内容は「司
書教諭の職務」「校内体制の整備」「司書教諭の活動を支える今後の対策」などである 15)。
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学校図書館法が完全に実施された 2003 年度には，11 学級以下の小中学校も含め，小学校
67％，中学校 65％に司書教諭が発令された。2010 年 4 月現在，全国の「子ども読書活動推
進計画」の策定状況は，753市町村（43.0%）に留まっていることに比べ，静岡県の市町村
の策定は 97.1％と高く 16)，県全体の子どもの読書推進に対する意識が高いことが窺える。 
 
(3) 島根県の概況 
島根県では，1979 年度に「島根県読書普及振興計画」17)が策定された。“読書施設網の
組織化”の節では，“公共・学校図書館間の共同利用体制を整備する”と記載され，公立図
書館と学校図書館の連携が取り上げられているが，学校図書館の整備に関する言及は見ら
れない。また，島根県 SLAが，1980 年度に調査した結果では，図書予算の全額を私費で充
当する学校が 7 割強，蔵書冊数も不十分であり，島根県の学校図書館の整備は順調とは言
えない状況であった 18)。 
学校司書の配置については，2006 年度には，小学校 262 校，中学校 105 校の中で 35 名
の配置（数校の兼任を含む）のみ，という状況であった 19)。2008 年 9 月 20日，「学校図書
館を育てる会・しまね」主催の「知事と語ろう！学校図書館」のイベントが企画され，先
進的な取り組みをしている 4 校の司書教諭，学校司書が発表を行った 20)。この後，同 2008
年 12月の議会で，知事より，“学校図書館の整備は市町村の仕事だが，県としても一定の
役割を果たす領域がある。学校司書の充実は，今後予算措置を含め，検討していきたい”
21)と回答があり，2009 年度には，県内全小中学校に学校司書を配置する計画が打ち出され
た 22)。 
 
6.2.1.3 調査方法 
千葉県，島根県，静岡県 3県の教育委員会で学校図書館を担当する指導主事を対象に，
半構造化面接法によって，約１時間の聞き取り調査を行った（付録 15.参照）。表 6-14 は，
調査年月日，回答者，調査場所の一覧である。 
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調査の時期は，2008 年 3 月から 2010 年 11月までの間に，１年間を経て，2 回行った。2
回実施した目的は，取り組み状況にどのように変化があるのかについても併せて調査する
ためである。その後，必要に応じて補足のための電話，メールでの問い合わせを行った。 
 
6.2.1.4 調査内容 
聞き取り調査の主な設問は，次の 2 項目である。 
(1)  学校図書館に関する県教育委員会の考え方 
(2)  学校図書館に関する施策の実施状況 
各県の記載事項については聞き取り調査の記録と録音をもとに筆者がまとめ，その内容
については，回答者の確認を得た。尚，聞き取り調査の結果については第一回と第二回に
分けて記載し，その間の変化についての考察も加える。 
 
6.2.2  調査結果 
6.2.2.1 千葉県 
6.2.2.1.1  聞き取り調査 
表 6-14  調査年月日，回答者，調査場所一覧    
調査対象 調査年月日 回答者 調査場所 
千葉県 第一回 2009 年 9月 28 日 ・指導課指導主事 千葉県教育委員会 
第二回 2010年 10月 28日 ・指導課主任指導主事 
・指導課指導主事 
千葉県教育委員会 
静岡県 第一回 2008 年 3月 24 日 ・前の教育長 
・県の総合教育センター 
指導主事 
静岡県総合教育センター 
第二回 2010年 11月 15日 ・県の総合教育センター 
指導主事 
メールと電話による調査 
島根県 第一回 2009 年 7月 29 日 
 
・義務教育課指導主事 
・生涯学習課指導主事 
島根県教育委員会 
第二回 2010 年 9月 1日 ・義務教育課指導主事 島根県教育委員会 
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(1)  学校図書館に関する県教育委員会の考え方 
第一回 2009.9.28 
国が示している読書センター，学習情報センターの二つの学校図書館の機能が充実する
ように，わかりやすい図を入れた文書を学校関係者に提示している。また，子どもの読書
活動の推進に関する法律に基づき，第一次子ども読書推進計画を策定し，その後，市の子
ども読書活動推進計画の策定率が 5％から 42％となった。 
 
第二回 2010.10.28 
千葉県は朝読書の発祥地でもあり，教育振興基本計画策定のための有識者会議で，「読
書県ちば」という標語が決まった。教育長が替わり，読書と体験をさらに重視するように
なった。学習指導要領での「言語活動の充実」が，学校図書館の活用改善に大きく影響し
ている。千葉県は学校図書館の整備について先進的な市がある一方，出入り口を施錠した
ままの学校図書館があるなど地域差が大きいので，底上げすることを目的として，2010年
度には，国の指定事業である学校図書館の有効な活用方法に関する調査研究を受けた。 
近隣に学校図書館の整備を推進している市があると，市議会で議員からの質問が出るな
ど地域の学校図書館に対する意識が変わる。例えば，袖ケ浦市に隣接する市原市は，袖ケ
浦市をモデルに学校司書を配置してきた。市議会議員が小学校で読み聞かせを行っている
など，議員とも連携し，整備と活用が推進されていることを把握している。 
 
(2)  学校図書館に関する施策の実施状況 
第一回 2009.9.28 
各市の学校司書の配置の有無は，国が行う「全国学校図書館状況調査」を集約する際に
把握している。司書教諭については， 12学級以上の小中学校に発令し，11学級以下の学
校も発令するように教職員課が伝えている。司書教諭の発令は，校長が行い，市教育委員
会に氏名を報告することになっている。県教育委員会指導課では，司書教諭の氏名は把握
していない。司書教諭の職務について具体的に記述した文書等は作成していない。 
司書教諭の授業時数軽減については，校務分掌上の工夫を行うことも合わせて，教職員
課から口頭で伝えている。2008 年度は，小学校は 846 校中 17 校(2.0%)，中学校は 384 校
中 12 校(3.1%)で実施されている（いずれも政令指定都市の千葉市を除く。以下同じ）。 
研修会については，生涯学習課が，県内小中学校，高等学校全ての教職員を対象に，年
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１回開催している。参加は希望制であり，指導課の指導主事も参加している。指導課と生
涯学習課とは読書推進会議で協議を行うことで連携をとっている。また，県立図書館が中
心となって『学校図書館＆公立図書館連携マニュアル』23)を作成し各校に配付している。 
次年度，県全体の学校図書館の整備と活用のレベルを上げるため，学校図書館活用チェ
ックリストを作る予定であり，現在，関係者に提示している。“何から取り組めばいいかわ
からない”という学校が一歩を踏み出すことをねらいとしている。 
 
第二回 2010.10.28 
前任の教育振興部部長が，読書，学校図書館教育に熱意があり，県内 5カ所に設置され
ている県教育委員会の機関である教育事務所の指導主事が学校訪問する際は，学校図書館
を視察するように伝えたので，教育事務所の意識が変わった。 
司書教諭の発令については，市教育委員会に一任している。司書教諭の授業時数軽減に
ついては, 教職員課に，各学校へ伝達するように伝え，現在，小学校では，726 校中 16 校
(2.2%)，中学校では，325校中 18校(5.5%)で実施されている。学校司書については，小学
校では，726 校中 553 校（76.2%），中学校では，325 校中 208 校(64.0%)で配置されている。 
年に 1回，生涯学習課が行っている学校図書館に関する希望制の研修には，学校司書が
多く参加していることを把握している。生涯学習課，指導課が連携して図書館，市フォー
ラム，県のフォーラムなどを開催しているが，県の総合教育センターでは学校図書館に関
する研修は実施していない。 
2010 年度より，学校図書館の整備と活用についての基本的な項目を示した「ベーシック
チェックシート」と発展的な内容を追加した「トライアルチェックシート」の 2段階の学
校図書館のチェックシートを作成し，市教育委員会を通して全小中学校に配付した。毎年，
継続して取り組めるように考案した。 
2010 年 5 月現在，「ベーシックチェックシート」の目標を達成したのは，小学校では，
726 校中 348 校(47.9%)，中学校では，325 校中 76 校（23.4%）である。5 か所の教育事務
所ごとのデータをまとめて通知し，認定証にあたる「優良マーク」を各学校に送付する準
備を進めている。このチェックシートの配付にあたっては，前年度に，校長会の理事会で
次年度から実施するということを伝えてあり，作成段階から教育事務所の協力を得ていた
ため，混乱なく進めることができた。 
2011 年度は，国の指定事業である学校図書館の有効な活用方法に関する調査研究を受け，
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アドバイザーの派遣を行っている。アドバイザーは，県内を 5分割した，各教育事務所を
通して適任者に依頼した。チェックシートの達成が不十分な市で希望があった学校区にア
ドバイザーを派遣することとした。アドバイザーの研修は，県教育委員会が講師を招聘し
て実施した。加えて，学校図書館の環境づくりとその学校図書館を活用したモデル授業を
小学校，中学校１校ずつで実施した。アドバイザーだけではなく，教育事務所指導主事，
市教育委員会指導主事と，市内近隣の司書教諭，学校司書が参観した研究協議が行われた。
4小学校，6 中学校でアドバイザーが支援し，活動を進めている。各地域の実践は年度末に
事例集にまとめて，県内全小中学校に配付する。 
 
6.2.2.1.2  千葉県のまとめ  
千葉県教育委員会は，国が示す方針に基づき学校図書館の施策を進めていた。聞き取り
調査をした 2 回は，「言語活動の充実」を提唱している学習指導要領（2007 年度告示）改
訂の移行期にあたるため，取り組みを推進していることがわかった。 
学校図書館の整備と活用を進めるための施策として，学校図書館のチェックシートを全
小中学校に配付し，達成した学校へは，認定証にあたる「優良マーク」の発行を考案した
こと，国の指定事業を受けて県内で学校図書館の整備と活用を進めるためのアドバイザー
を派遣したことは，学校図書館の整備と改善を促す実践的な施策と捉えられる。チェック
シートは，各市教育委員会が各校の結果を集計して県教育委員会に報告するため，市教育
委員会が各学校の学校図書館の状況を把握するためにも活用されると考えられる。 
このような施策によって，県教育委員会から県内の教育事務所を経て各市教育委員会に
伝えられ，組織的に県内全小中学校が参加することになるため，県全体の学校図書館の整
備が推進されると考えられる。 
しかし，司書教諭の発令について十分に市教育委員会に指導，助言されていないこと，
また第二章の学校司書の回答からも推察できるように，司書教諭にも職務が周知されてい
ない傾向がみられるので，司書教諭の職務内容を含む学校図書館の活用に関するマニュア
ルを作成する必要があると考えられる。 
 
6.2.2.2 静岡県 
6.2.2.2.1  聞き取り調査 
(1)  学校図書館に関する県教育委員会の考え方 
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第一回 2008.3.24 
知事が積極的に図書館行政に関わり，県の総合計画には「読書県しずおか」と示されて
いる。静岡県教育委員会は，21 世紀に生きる人を「生涯学習社会を生きる人」とする『「人
づくり」2010プラン』を 2002 年 9月に策定した。2006 年 6月には，同プランの後期計画
が策定され，第二章 学校教育の充実「確かな学力」の育成の項目には，“感性を磨き，豊
かな心を育て，思考力や表現力をはぐくむ上で大切な読書活動を促進するため，学校図書
館の資料の充実や，発達段階や地域の特徴等を踏まえた推薦図書や必読図書の選定，司書
教諭の発令など，児童生徒の読書環境の整備に努めます”24)と示されている。 
2008 年 3 月には，2004 年度に策定した県の第一次子ども読書活動推進計画を見直し，
第一次子ども読書活動推進計画・後期計画を策定した。後期計画では，学校図書館に関す
る数値目標を加え，より実効性の高いものにしている。 
前の教育長は，“教育長として就任した際，読書，図書館利用を重視していくことを考
えていた。静岡県には，文庫活動 25)や,学校現場での実践者が多く，裾野が広いことが，
学校図書館の施策の推進につながっていると考える”と述べ，指導主事も“学校図書館の
実践を重ね，指導者として核になる教諭が県内に多く見られる”と述べていた。 
司書教諭の発令は，校長ではなく市教育委員会が行うこととしている。11 学級以下の学
校でも小学校では 31%，中学校では 47％で司書教諭を発令し，各学校の司書教諭の氏名は
県教育委員会が把握している。司書教諭の存在が有名無実にならないように教育長が司書
教諭の授業時数軽減について，全市の義務教育課，国語教育の指導主事を集めて，説明を
行った。前の教育長は，“司書教諭の授業時数軽減は誰も言い出せないことなので，トップ
ダウンで伝える必要がある”と述べていた。第二次子ども読書活動推進計画では，司書教
諭の授業時数軽減は 3 時間と提示し，校長に対しても資料を配付して理解を促している。
司書教諭の授業時数軽減によって教頭その他の教諭の授業時数が増すことになるが，司書
教諭が学校図書館に関わる仕事を多く抱えていることが理解されていて，また，司書教諭
の支援によって他の教諭の授業が充実するので，学校現場での協力が得られる。現在，小
学校では 60％，中学校では 54％に学校司書が配置されていることを把握している。第一次
子ども読書活動推進計画を策定した 2004 年度に調査した際は，小学校が，27％中学校が
25％だったので，それぞれ 2 倍以上増加した。 
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第二回 2010.11.5 
県教育委員会各課の担当者，県立中央図書館の担当，県の総合教育センターの指導主事
で構成された読書推進会議で，今後 10 年間に向けての新たな子ども読書活動推進計画（第
二次計画）案の作成を行っている。 
県立中央図書館の指導主事を県の総合教育センターが主催する研修会の講師として招聘
し，総合教育センターの指導主事が中央図書館主催研修の助言者として参加するなどの連
携する体制を作り，推進している。 
 
(2)  学校図書館に関する施策の実施状況 
第一回 2008.3.24 
1997 年度に改正された学校図書館法により司書教諭の発令を完全に実施する期限とし
て定められた 2003 年度以前に司書教諭を発令し，職務についての研修を重ねてきた。その
ため，2003 年度には，司書教諭の職務が周知されていた。  
県全体の状況を把握するため，各市で実施される学校図書館に関する研修の実施の有無，
内容，予算についてのアンケートを行っている。 
県の総合教育センターには，元中学校教諭を学校図書館担当指導主事として配置してい
る。この専任の指導主事が小中学校を訪問する際は，市教育委員会の指導主事の学校図書
館に対する理解を促すことを目的に，同行を依頼している。また，専任の指導主事は，県
内の学校図書館が連携できるように，訪問した各市の小中学校図書館の紹介を掲載した「学
校図書館支援だより」を作成して発行している。 
 
第二回 2010.11.5 
県の総合教育センターでは，学校図書館支援センター的な支援体制を整え，司書教諭，
学校図書館担当者対象の研修の他，学校司書，学校図書館に関わるボランティアを対象と
する講座も実施している。 
学校図書館支援センター的な事業として，各学校を訪問し，学校図書館の運営等に関す
る指導，助言を行い，電話や電子メールで学校図書館の運営等の相談に応じている。具体
的には，学校図書館改造，及び学校図書館活用授業支援として，学校図書館の機能を充実
させる学校図書館づくりを支援するため，学校図書館の改造計画と，その作業スケジュー
ルの提案，書架の配置や排架についての助言等を行い，教科のねらいの達成を目的とした
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学校図書館を活用した授業を支援するため，指導案や授業に必要なブックトークシナリオ
やブックリスト等の資料の提供，授業展開や評価に対する助言等を行っている。 
また，学校図書館に関する情報の提供のため，広報誌「静岡県の学校図書館」に各学校
の学校図書館に関する情報を掲載して，県内の小中学校，高等学校，特別支援学校，市町
教育委員会等に配布し，社会教育課のホームページ「読書県しずおかＢｏｏｋサイト」に
掲載している。また，学校図書館に関連する情報は，ホームページ「ふじのくにゆうゆう
net」からも発信している。 
回答者である指導主事は，静岡県教育委員会，静岡県図書館協会が毎年開催している静
岡県図書館大会運営委員として，学校図書館に関する分科会を担当，運営にあたっている。
また，2010 年度に行われた全国 SLA の第 37 回全国学校図書館研究大会(静岡大会)では，
分科会に発表者として出席するなど，積極的に実践の成果を広めている。 
 
 6.2.2.2.2  静岡県のまとめ  
静岡県の特徴は，県教育委員会とは別に，県の総合教育センターが学校図書館支援セン
ターに近い機能を有し，市の学校図書館の整備と活用を支援していることである。県の総
合教育センターには，学校図書館支援スタッフ的な役割を担う学校図書館担当指導主事が
配置され，専門的なアドバイスを行っていた。その背景には，知事の考えと県全体の教育
計画に学校図書館の整備と活用が位置づけられ，県の行政側からの体制づくりが推進され
ていることが影響していると考えられる。子ども読書活動推進計画は，第一次計画を前期
と後期に分けて見直し，第二次計画には学校図書館の整備と活用に関する数値目標を明記
するなど，確実に改善を目指す方法で進められていた。学校図書館法が改正されて早期に
司書教諭を発令し，管理職の理解を促し，職務についての研修を重ねてきたので，2003 年
度に司書教諭の発令が完全実施となった時点で，司書教諭の職務が周知されていた。 
県の総合教育センターに，学校図書館専任の指導主事を配置し，学校図書館支援センタ
ー的な体制については，第二回聞き取り調査においても同様に実施されていた。研修につ
いては，第二回の調査ではさらに綿密に計画されていた。静岡県では，県全体で，学校図
書館を学校外から支援する体制の構築が進められていた。 
2008 年度には，第一章で述べたように，静岡県図書館情報学教育研究会の鈴木嘉弘が，
静岡県内 21 市で策定された子ども読書活動推進計画の分析を行っている 26)。その結果，
市によって学校図書館に関する施策に大きな差があり，“関係者の力量の不足，基盤の脆弱
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さを感じる”27)と結んでいる。今後の静岡県教育委員会の課題としては，県内各市の学校
図書館に関する施策の差を埋めていくことと考えられる。 
 
6.2.2.3 島根県 
6.2.2.3.1  聞き取り調査 
(1)  学校図書館に関する県教育委員会の考え方 
第一回 2009.7.29 
学校図書館を突破口に，教育施策を推進するため，「子ども読書県しまね」をアピール
し，「“子ども読書県しまね”宣言！」のパンフレットを作成し，島根県教育委員会が発行
する広報誌『教育しまね』では，特集を組んだ 28)。 
第二次子ども読書活動推進計画の策定に際しては，第一次計画とは異なり，学校図書館
の施策に関する予算がついたので具体的に進めることができている。予算は，ふるさと納
税の寄付金を 5 年間使う予定であり，市教育委員会には，国の指定事業を有効に使うよう
に案内をしている。 
学校図書館の施策を推進する原案を練るため，週に１回，朝 8 時半から１時間以内で，
生涯学習課，義務教育課，県立図書館の館外担当者で話し合う時間を設定している。また，
小中学校長，司書代表，司書教諭代表，有識者 9 名による「学校図書館支援会議」も定期
的に開催し，学校図書館の整備と活用の推進についての話し合いを行っている。 
県内では，浜田市，東出雲町で学校図書館支援スタッフを配置し，市町の予算で学校司
書を配置するなど，市に読書活動推進の気運が高まっていることを把握している。 
 
第二回 2010.9.1 
学校図書館で行う授業について，読書教育から情報活用教育に移行する方法を考案中で
ある。前年度に重点的に行った学校司書の配置のみでは，校内の学校図書館の活用推進に
限界があることがわかったので，2010 年度は，司書教諭の研修を重視している。今後，各
学校において，学校司書と司書教諭が協力し，管理職が支える体制にするため市へ働きか
ける予定である。 
県内の学校図書館の蔵書を充実させるため，県立図書館が図書を選んで購入し，21 市の
図書館に寄託した。ショールーム的な役割を持ち，それを見て購入することをねらいとし
ている。また，実際にその図書を借りることも可能である。「学校図書館図書標準」も達成
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するように伝えている。 
 
(2)  学校図書館に関する施策の実施状況 
第一回 2009.7.29 
学校図書館の整備を進める「パワーアップ事業」として，学校図書館の整備費 1校に費
用 50 万円，15 校を指定し，高等学校の司書を助言者として派遣する。全校職員で取り組
むことが条件である。そのうちの 4 校の実践については，業者に依頼して DVD にする予定
である。別に研修のための DVDも作成する計画を立てている。実践によく取り組んだ学校
に対しては図書カード 10 万円分の副賞つきで６校を表彰する。各学校図書館の蔵書の不足
を補う方法としては，県と市の財政秩序を考慮すると，県教育委員会が市立の小中学校に
図書を購入して渡すことは不可能であるため，県立図書館が学校用の図書を購入して貸し
出すこととした。学校司書の配置に際しては，市に対して 2 分の１，町村に対して 3 分の
2の費用を県が負担する。 
2009 年度は，学校司書の研修を中心に考えている。研修は，司書教諭を対象とする活用
講座と，学校司書を対象とするスキルアップ研修を実施している。管理職の学校図書館の
整備と活用に対する考え方を変えるために校長研修，教頭研修も実施する。 
司書教諭は，154校で発令している。今年度から司書教諭の発令については，各市に対
し，文書で通知し，司書教諭の氏名は県教育委員会で把握している。司書教諭の職務につ
いては，「手びき」を出す予定である。 
 
第二回 2010.9.1 
県教育委員会が小中学校の学校司書を配置する施策を進め，142 校に配置できている。
学校図書館司書等配置事業として 35 週，年間 100 万円の予算で 127 名配置。52 週，年間
200 万円の予算で 17 名配置。有償ボランティアは年間 1 校に 20 万円の予算で 193 名配置
できた。予算支給の条件は，毎日数時間でもいいので，学校司書かボランティアが学校図
書館にいることである。有償ボランティアについては，複数での分担も承認しているが，
未配置の学校も見られる。 
学校司書は 171 校に配置され，この 1 年間で 29 校増加した。2009 年度 3 月に，学校司
書配置の効果を調査したところ，「整備が進んだ」29)という市が 98.5％で，次いで「図書
の貸し出しが増えた」が 84.6％であった。学校司書の配置ではなく，有償ボランティアが
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配置された地域では整備が遅れがちである。パワーアップ事業によって学校図書館の改造
整備が進み，児童生徒が学校図書館に進んで来館するようになった。その変化を見て，教
諭が学校図書館の整備の効果を実感できた。 
司書教諭の発令は，202 校で行われ，2009 年度に比べて 48 校増加したことを把握して
いる。事業の 1 年目で，学校司書の個人的な力に頼むのではなく，司書教諭と管理職が中
心となり，学校全体で組織的に取り組むことが重要であることが明らかになったため，全
小中学校での司書教諭の発令をめざし，司書教諭有資格者を養成することとした。放送大
学で開講している学校図書館司書教諭講習を受講する場合は，受講費を全額補助し，島根
大学で同講習を受講する場合は，旅費と受講費の全額を補助する。教職員名簿に司書教諭
資格取得終了者を明示することを伝え，2 名発令した学校も見られた。司書教諭の発令と
授業時数軽減については，市教育委員会に対して教育長名で通知を出している。 
各学校の校内研修を行う際，司書教諭の悉皆研修に向けて県指導主事が作成したパワー
ポイントのデータの使用を希望する学校には貸与する旨を伝えたところ，55校から依頼が
あった。学校司書を対象とする研修は，2009 年度同様，県立図書館が実施し，管理職を対
象とする研修では，県教育委員会で学校図書館を担当する県教育委員会指導主事が校長，
及び教頭に学校図書館の整備と活用の重要性を伝えている。教頭を対象とする研修では司
書教諭の発令の様式を具体的に示した。管理職に直接伝えたため，司書教諭の発令が伸び
た。学校図書館の整備に着手できない学校があるので，管理職研修でさらに呼びかける予
定である。県教育委員会が研修用に業者に委託して作成した DVD30)は，視聴しなければ内
容が理解されないので，司書教諭研修の前に視聴してから参加するように伝えている。ま
た，司書教諭には，次年度始めの研修会までに各学校の学校図書館の年間計画を作成し，
校内で研修を実施し，その報告を持参することを課題としている。 
学校図書館の活用を推進する気運の醸成のため，県立図書館とホームページを作成し，
学校図書館の情報について，一元的に管理できるようにした。副賞として 10 万円の図書
券を添えた学校図書館の活用コンクールを実施した結果，6 校が受賞し，教育事務所ごと
に表彰を行った。 
社会教育課の事業である幼児，小学校低学年向きの読書フェスティバルでも学校図書館
教育の宣伝のため，各学校でプラスチック段ボールに写真を添付したパネルを作成して展
示し，好評だった。有償ボランティアを配置した学校では，業務に限界があるので，学校
司書の配置の目標数を設けて教育事務所を通して各市に伝えているところである。 
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6.2.2.3.2  島根県のまとめ  
 島根県は，知事の意向を受けての推進ということで，県教育委員会が学校図書館に関す
る施策に意欲的に取り組んでいることが窺えた。聞き取り調査の第一回と，第二回の間に
変化したことは，司書教諭に対する捉え方である。第一回の聞き取り調査では，学校司書
の配置についての回答が主であったが，第二回では司書教諭についての回答が多くなって
いた。それは，1 年間の実践を通して，学校図書館の整備と活用を推進するためには，学
校司書の個人的な力に頼むのではなく，管理職を中心とし，学校全体で取り組む必要があ
ることが確認され，こうした学校体制の取り組みを推進するためには，司書教諭を中心に
据える必要があることが明らかになったためである。 
また，実際の学校図書館の改造や指導方法を収録した DVD を配付し，その内容を視聴し
てから研修に参加することを条件とすること，指導主事が作成したパワーポイントのデー
タを渡して各校で研修を進めることなど，学校現場に直接関わる支援を行うことが行われ
ていることは，確実に整備と活用を進めるための適切な方法と捉えられる。これらの事業
の予算の財源として，ふるさと島根寄付金 31)を活用すること，国の指定事業を有効に活用
することを市教育委員会に伝達していることが効果を上げている。学校司書に対する研修
は，県立図書館が中心に計画し推進している。県立図書館が主催する研修会で，他市の学
校司書との情報交換が行われることによって，学校司書の意欲が高まり，各学校で学校図
書館の活用の推進に関与することができることが推察される。また，学校図書館の職務に
長く従事している高等学校の学校司書による小中学校への訪問指導は，特に，学校司書と
しての経験年数の少ない学校司書に対しては効果的な支援と考えられる。 
 
6.2.3 考察  
(1) 3 県教育委員会の学校図書館に対する考え方 
3 県にはそれぞれ，「読書県ちば」，「読書県しずおか」，「子ども読書県しまね」，という
標語があり，県教育委員会の学校図書館に関する施策に影響を与え，様々な取り組みに発 
展していた。この 3 県では，市教育委員会の学校図書館に関する施策，県会議員や市会議
員の議会での質問や活動，文庫活動や学校図書館に関する研究者の提言などが行われ，県
教育委員会はこのような動きを把握しつつ，方針を示していることが窺えた。 
また，第一回，第二回の聞き取り調査を比較すると，千葉県では，「言語活動の充実」
を提唱する 2008 年度告示の学習指導要領の影響を受け，より積極的な学校図書館の施策
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が実施されるようになっていた。静岡県では，第二回には学校図書館に関する研修が，さ
らに綿密に計画され，県全体で，学校図書館を学校外から支援する体制の構築が進められ
ていた。島根県では，学校司書の配置を進めた結果，司書教諭の重要性が認識され，司書
教諭の資格取得者の増加と司書教諭の発令を重視していた。いずれの県においても学校図
書館に関する施策が，一年の後に，さらに推進されていた。 
 
(2) 3 県の施策の特徴 
千葉県で考案された，国の指定事業，学校図書館の有効な活用方法に関する調査研究を
活用したチェックシートと「優良マーク」は，県内の全小中学校が参加できる優れた施策
である。学校図書館のアドバイザーの派遣やモデル授業は，派遣された学校の学校図書館
の整備と活用に取り組む契機となり，周囲の学校にも影響を及ぼしたと考えられる。 
静岡県では，国が定めた 2003 年度の司書教諭の発令に先駆けて司書教諭の発令を行い，
司書教諭の授業時数軽減は週に 3 時間と提示され，「司書教諭に関する参考資料」により司
書教諭の職務が示された。また，県の総合教育センターが学校図書館支援センター的な機
能を有して，研修を行い，情報を収集し発信していることが注目点である。 
島根県では，全小中学校に学校司書を配置するという画期的な施策が行われ，学校図書
館の改造や指導方法を収録した DVD を作製するなど積極的な施策を講じている。学校司書
の研修は県立図書館が担当し，司書教諭に対しては教育委員会が悉皆研修を行い，計画的
に進められていた。また，管理職への研修が企画されているため，学校の体制の中での活
用が推進されると考えられる。 
3県は，それぞれ独自の学校図書館の施策によって，県内全ての小中学校の学校図書館 
の整備と活用の推進に努めていることが明らかになった。また，県立図書館が教育員会や
教育センターと連携を持ち，支援していることも共通の特徴である。表 6-15は，3 県で実
施されている学校図書館に関する施策の一覧である。但し，これらは聞き取り調査で得た
内容であり，これ以外に実施されている可能性があることを付記しておく。 
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                   表 6-15  3 県の学校図書館に関する施策 
内容 内  容  の  詳  細 
  各学校に配付のチェックシートに「学校図書館図書標準」達成の項目を記載（千葉） 
授業に必要なブックリストを提供(静岡) 
県立図書館が選書した図書を市立図書館に寄託し活用を促す（島根） 
 各学校に配付のチェックシートに司書教諭，学校司書に関する項目を記載（千葉） 
2003 年度以前に司書教諭を発令（静岡） 
司書教諭の授業時数軽減 3時間を子ども読書活動推進計画に明文化，伝達（静岡） 
司書教諭資格取得に対する助成（島根） 
司書教諭の発令の形式を教頭に伝達(島根) 
学校司書の雇用費用負担(島根) 
 チェックシートの結果に基づき，アドバイザーを派遣（千葉） 
学校図書館の環境づくりとモデル授業を小学校，中学校１校ずつで実施（千葉） 
『学校図書館＆公立図書館連携マニュアル』を作成(千葉) 
教育事務所指導主事が学校図書館を訪問（千葉） 
県の総合教育センターで学校図書館担当指導主事が相談に対応（静岡） 
指導案，ブックトークのシナリオの提供（静岡） 
学校図書館改造計画の提案，作業スケジュール，書架の配置等提案(静岡) 
学校図書館担当指導主事が市教育委員会指導主事と共に学校図書館を訪問（(静岡) 
広報誌『静岡県の学校図書館』を作成（静岡） 
学校図書館担当指導主事が作成する「学校図書館支援だより」を配布（静岡） 
ホームページ「ふじのくにゆうゆうネット」を開設（静岡） 
読書県しずおか BOOKサイトを開設（静岡） 
高等学校の学校司書を小中学校に派遣（島根） 
県立図書館ホームページに学校図書館の情報を掲載（島根） 
学校図書館の整備を進めるパワーアップ事業の実施(島根) 
研修のための DVDを作成(島根) 
校内の研修用に県指導主事が作成したパワーポイントのデータを活用(島根) 
 
物
的 
整
備 
人
的
整
備 
 
学
校
外
か
ら
の
支
援 
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表 6-15 からは，3 県が，物的整備，人的整備，学校外からの支援に関する施策を講じて
いることがわかる。但し，DVD など一部を除き，小中学校の図書予算や備品の購入は，市
で行うことであって県は介入できないため，情報の提供を行い，学校図書館の整備と活用
に対する意識を高めることが求められる。 
したがって，千葉県教育委員会の認定証や，島根県の表彰のように，学校図書館の整備
と活用の評価を「見える形」とすることは効果的である。また，静岡県や島根県のように
学校図書館や読書に関するホームページを開設することは，学校関係者を含め広く情報を
共有できるため，理解を促し，学校図書館関係者には実践の参考になると考えられる。 
 
(3) 学校図書館に関する施策の課題 
3県の聞き取り調査からは，次の 2 点が課題として捉えられた。 
第一は，司書教諭に対する捉え方に差異が見られることである。静岡県では，国が定め
た司書教諭の発令の年である 2003年に先駆けて司書教諭の発令を行い，司書教諭の職務を
明確にした『司書教諭に関する参考資料』を作成して各学校に配布した。また，司書教諭
の授業時数軽減は週に 3 時間という数値目標が提示された。島根県では，司書教諭の発令
者を増員するための支援が行われ，司書教諭の「てびき」の作成も計画されていた。一方，
千葉県では，司書教諭の発令については「教職員課が口頭で発令を伝えている」に留まり，
司書教諭の職務を具体的に示した文書等は作成されていない。こうした県教育委員会の司
書教諭についての指導，助言の不足は，第二章の千葉県内市教育委員会に対する調査で明
らかになった市教育委員会の司書教諭に対する理解の不足とも関連していると考えられる。 
前述の全国県教育委員会を対象とした質問紙調査の結果からは，このことは千葉県のみ
に限られたことではないと推測される。県教育委員会は，法律で定められた司書教諭の発
令が確実に行われるように市教育委員会に伝達し，管理職を含め司書教諭及び職員全体に，
司書教諭の職務を具体的に示す必要がある。 
第二は，県内全域の学校図書館の整備を推進することは困難なことである。県は地理的
にも広域であり，学校数も多く，また，学校図書館に関わる予算は各市で確保することに
なるため，市ごとの学校図書館の整備には差が生じがちである。千葉県教育委員会が，“先
進的な市がある一方，出入り口を施錠したままの学校図書館があるなど地域差が大きいの
で，底上げする”，島根県教育委員会が“学校司書の配置ではなく，有償ボランティアが配
置された地域では整備が遅れがちである”と述べていたことから推察できる。 
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このような課題に対応するためには，県から市に人的な支援を行うことで，改善の方向
が見いだせると考えられる。千葉県は，文部科学省の指定事業を利用したアドバイザーを
派遣し，静岡県では総合教育センターの指導主事が学校を訪問し，島根県では，高校の学
校司書が小中学校の支援に赴いていた。また，このような支援は，市教育委員会を通して
行われるため，学校図書館の整備に積極的ではない市も，学校図書館の関する知識を得，
整備の必要性を理解する機会になると考えられる。 
 
6.2.4 聞き取り調査のまとめ  
3 県の教育委員会は読書に対して熱心な方針を持っているため，各県の教育計画には学
校図書館に関する施策が位置づけられ，示唆に富んだ施策が展開されていた。課題として
は，司書教諭の発令について，市教育委員会に対して十分に指導，助言できていない県が
あること，また，県は地理的にも広域であり，学校数も多く，県が学校図書館の整備に関
する施策を示しても，一斉に取り組むことは困難なことである。 
 
6.3  本章のまとめ  
本章では，県教育委員会の学校図書館に対する取り組みの現状を明らかにし，県教育委
員会が実施している学校図書館に関する施策の特徴と課題を考察した。  
特徴としては，次の 3点が考えられた。 
(1)  国の示す方針の影響 
県教育委員会は，国が明確に示している学校図書館に関する方針を重視していた。質問
紙調査の回答結果では，市教育委員会に指導，助言している内容の上位 2 項目に，国が学
校図書館の整備として打ち出している「『学校図書館図書標準』の達成」と，法律に定めら
れている「子ども読書活動推進計画の策定」についての指導，助言が挙げられていた。 
また，千葉県教育委員会の聞き取り調査からも明らかなように，国が告示する学習指導
要領に示された内容は，学校図書館の施策に影響を及ぼしていることがわかった。 
 
(2) 積極的に学校図書館に関する施策を展開する県教育委員会 
聞き取り調査を行った 3 県を含む 16 県では，市教育委員会を通して各小中学校に働き
かける積極的な学校図書館に関する施策が行われていた。これらの積極的な学校図書館に
関する施策は，知事や教育長の意向を反映し，県教育委員会の読書推進の方針によって推
166 
 
進されていることが明らかになった。また，そうした気運は，県内で行われてきた読書活
動の推進や市教育委員会の積極的な学校図書館の整備の積み上げによって形成されてきた
ことも明らかになった。図 6-1から図 6-3は，県教育委員会と市教育委員会の学校図書館
の施策を介した関係について図示したものである。 
 
 
          
 
              
 
 
 
図 6-1 通常の県教育委員会と          図 6-2 積極的な施策がある県教育委員会と， 
市の教育委員会の関係              市教育委員会の関係  
   
 
                     
   
 
 
 
  
 
 
    
図 6-3 学校図書館の施策が推進されている市教育委員会と，県教育委員会の関係 
      は，伝達を示す    
      は，県教育委員会からの学校図書館に関する積極的な施策を示す 
      は，学校図書館に関する積極的な情報のやり取りを示す 
      は，情報の共有，連携を示す 
学校 学校 
学校図書館の施策が 
推進されている 
市教育委員会 
 
県教育委員会 
学校 
学校 学校 
学校 
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市教育委員会 
県教育委員会 
市教育委員会 
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図 6-1は，通常の関係を表している。例えば，国の学校図書館に関する通達は，この図
のように一方的に伝達している。この場合，市独自の取り組みに任されているため，学校
図書館の整備と活用がそれほど重要視されていない市で，学校図書館に関する積極的な施
策が行われる可能性が低いことを表している。 
図 6-2は，県教育委員会が，学校図書館に関する積極的な施策を実施した関係を表して
いる。例えば，千葉県の県教育委員会がアドバイザーを派遣し，モデル授業を小学校，中
学校１校ずつで実施した事例では，教育事務所指導主事，市教育委員会指導主事と，市内
近隣の司書教諭，学校司書が参観した研究協議が行われ，小中学校の実態が市教育委員会
に伝わり，また今後に向けての協議も行われていた。静岡県の学校図書館の専任の指導主
事が小中学校を訪問する際は，市教育委員会の指導主事の学校図書館に対する理解を促す
ことを目的に，同行を依頼している。これらの事例からは，県教育委員会が市教育委員会
と小中学校に対して同時に，指導，助言する機会が設けられ，市教育委員会と各小中学校
の方向性も一致することが推察される。 
このように県教育委員会が学校図書館の施策に積極的に取り組む場合は，直接，各小中
学校に働きかけるのではなく，市教育委員会を通して行われるため，各小中学校を束ねる
立場である市教育委員会を通して，市内全小中学校に対しての指導，助言，援助が行われ
ることになる。したがって，学校図書館の整備に積極的ではない市も取り組む契機となり，
市ごとの学校図書館の整備の差が解消される可能性が高い点で重要である。 
図 6-3は，市独自の工夫によって県教育委員会に先行して，学校図書館の施策が推進さ
れている関係を表している。千葉県，静岡県，島根県教育委員会は，県内で学校図書館の
整備が推進されている市を把握していた。こうした市との関係においては，県教育委員会
には，その成果を県内の他市に広める役割が求められる。 
 
(3) 県教育委員会と他の機関との連携 
県内全市の学校図書館の整備を進める上では，県教育委員会と他の機関との連携が必要
であることが明らかになった。聞き取り調査を行った 3県で共通していたのは，県立図書
館との連携であった。千葉県では，『学校図書館＆公立図書館連携マニュアル』が県立図書
館の協力で作成され，島根県では，全県の学校司書を対象に県立図書が研修を行っていた。
静岡県，島根県では，県の教育センターとの連携も行われていた。司書教諭，学校司書，
教諭が学校図書館を活用するための指導法を習得するためには，研修を企画実施する教育
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センターとの連携は有効と考えられる。このように各部署の特徴を活かした連携の在り方
を考案し，進めていくことが必要であると考えられる。 
 
課題としては，次の 2点が考えられた。 
(1)  県内各市の学校図書館の整備に関する把握，及び指導，助言の不足 
調査の結果，学校図書館の施策について，十分に市教育委員会に指導，助言できていな
い県教育委員会もあることが明らかになった。質問紙調査では，市の学校図書館支援セン
ターの設置と学校図書館支援スタッフの配置状況を把握していない県教育委員会が多く見
られた。また，学校図書館の整備に取り組む内容を市教育委員会に伝達する際，改善に向
けて取り組むために有効な方法である「調査を行い，その結果一覧を文書等で伝える」方
法，「推進事例を文書等で伝える」方法はどちらも約 3 割に留まり，12 県(28.6%)では県教
育委員会が主催する学校図書館の関する研修は行われていなかった。さらに，3 県の聞き
取り調査では，司書教諭の職務が明確に提示されず，司書教諭の授業時数軽減についての
指導助言が十分に行われていない県も見られた。 
 
 (2) 県から市への学校図書館の整備に関する支援体制の不備 
県から市，及び各小中学校への支援体制として，学校図書館支援センターの機能を持つ
部署を設置している県は少なかった。一部の県のように，学校図書館支援センターあるい
は，学校図書館支援センターの機能を持つ部署を設置すれば，地理的に広域であり，学校
数も多くとも，人的な支援を含め，各市の条件に対応した，学校図書館の整備と活用に関
するきめ細かな指導，助言，援助が行えると考えられる。 
 
注・引用文献  
                                                   
1) 中留武昭は，“教育委員会で意志決定において重要なポストにいるほど在任期間が短い”
と指摘している。 
中留武昭.大学と教育委員会のパートナーシップの将来.教職研修.2011，no.463，p.79. 
2) 林容子.「総合的な学習」に司書教諭はどう関わるか.全国 SLA，2002，109p. 
3) 全国 SLA.島根県，全小中学校に学校司書配置.学校図書館速報版.2009，no.1785，p.5. 
4) 全国 SLA『学校図書館五〇年史』編集委員会.都道府県学校図書館の五〇年. 
全国 SLA,2004，①千葉県 p.299-304.②静岡県 p.343-347.③島根県 p.399-403. 
5) ・千葉県庁.千葉県のプロフィール. 
http://www.pref.chiba.lg.jp/kensei/kennogoannnai/profile/index.html， 
（参照 2010-03-28）. 
・静岡県庁.静岡県県勢概要. 
http://www.pref.shizuoka.jp/a_content/pr/outline.html，（参照 2010-03-28）.  
169 
 
                                                                                                                                                     
・島根県庁.島根県のデータ. 
http://www.pref.shimane.lg.jp/kochokoho/kodomo/data.html，（参照 2010-03-28）.  
・総務省統計局.2005 国勢調査-人口の男女・年齢・配偶関係，世帯の構成・住居の状態
(第 1 次基本集計).  
http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2005/access.htm，(参照 2017-08-23). 
6)  文部省.学校図書館の手引.師範学校教科書株式会社，1948，126p. 
7)  全国 SLA『学校図書館五〇年史』編集委員会.学校図書館 50 年史.全国 SLA，2004，
p.299-301. 
8)  千葉県教育庁企画管理部教育政策課教育立県推進室推進班. 3 重点施策推進計画「みん
なで取り組む『教育立県ちば』プラン」重点施策推進計画（工程表）について.  
http://www.pref.chiba.lg.jp/kyouiku/seisaku/suishin-keikaku/23suishin-keikak
u.html，(参照 2016-08-28). 
9)  遠藤英三.利用に供する－もろもろの阻害要因.学校図書館.1975，no.300，p.27. 
10) 清水達郎.親子読書運動-その理念とあゆみ.国土社，1987，p.82. 
11) 清水達也.母と子の対話のための読書‐茶の間ひととき読書運動の記録.童心社，1969，
254p. 
12) 全国 SLA『学校図書館五〇年史』編集委員会.都道府県学校図書館の五〇年. 
全国 SLA, 2004，p.345. 
13) 早瀬智啓.司書教諭の職務や支援体制の在り方の周知を.学校図書館.2003，no.629， 
p.21. 
14) 林容子.「総合的な学習」に司書教諭はどう関わるか.全国 SLA，2002，109p. 
15) 鈴木善彦.鈴岡県の学校図書館づくり.学校図書館.2004，no.644，p.52. 
16) 文部科学省.都道府県及び市町村における「子ども読書活動推進計画」の策定状況に関
する調査結果について. 
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/22/04/1292895.htm,（参照 2010-4-28）. 
17) 島根県教育委員会.島根県読書普及振興計画.1979，p.12. 
18) 島重昭.各県 SLAの歩み-島根県 SLA.学校図書館.1983，no.388，p.65. 
19) 実重和美.学校図書館の充実に向けて-はじめの一歩.みんなの図書館.2006，no.348，
p.28-32. 
20) 原田由紀子，高鷲忠美，鎌田和宏，堀川照代.東出雲発!学校図書館改革の軌跡-身近な
図書館から図書館活用教育へ.国土社，2012，p.108-109. 
21) 島根県議会.質問・答弁要旨（教育関係）データベース. 
http://www.pref.shimane.lg.jp/education/kyoiku/iinkai/joho/kengikai/， 
(参照 2016-03-27). 
22) 全国 SLA.島根県，全小中学校に学校司書配置.学校図書館協議会速報版，2009，no.1785， 
p.5. 
23) 千葉県教育庁教育振興部生涯学習課.公立図書館と学校の連携の在り方に係る資料集作
成委員会.学校図書館＆公立図書館連携マニュアル.2007，86p. 
24) 静岡県教育委員会.「人づくり」2010 プラン後期計画.2006-2010.  
https://www.pref.shizuoka.jp/kyouiku/2010-kihon/documents/hitozukuri.pdf, 
p.36.(参照 2016-01-06). 
25) 文庫活動とは，民間や個人が児童図書を集め，地域の子どもたちに貸し出し，読み聞か
せなどを行う「子ども文庫」と呼ばれる小規模図書館で行われる活動の総称。 
図書館用語辞典編集委員会.図書館情報学用語辞典.第 4 版,丸善,2013,p.78,p.221. 
26) 鈴木嘉弘.静岡県 23 市の子どもの読書活動推進計画-学校の部.学校図書館学研究.2009，
no.11，p.109-119. 
27) 鈴木嘉弘.静岡県 23 市の子どもの読書活動推進計画-学校の部.学校図書館学研究.2009，
no.11，p.112. 
28) 島根県教育委員会.教育しまね.2009，vol.45，4p. 
29) この回答の「整備」とは，児童生徒が学校図書館を使いやすくするためのレイアウトの
改善等を指している。 
30) 島根県教育委員会.学びを支え 心をはぐくむしまねの学校図書館(DVD).2010. 
31) 「ふるさと島根寄付金」とは，ふるさと納税制度による寄付金を指す。島根県では，寄
170 
 
                                                                                                                                                     
付金を活用する事業の中に，「子どもの読書活動の促進」を入れ，“「子ども読書県しま
ね」の実現のため，「豊かな人間性」や「情報を活用する力」を育む幼い時期からの読
書活動を支援する事業を応援してください”と呼びかけている。 
島根県政策企画監室. ふるさと島根応援サイト.  
http://www.pref.shimane.lg.jp/admin/seisaku/keikaku/furusato/about.html, 
(参照 2016-01-06). 
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第七章 結論                                
 
本研究の目的は，教育委員会による，公立小中学校図書館の整備の現状を明らかにし，
整備に関する施策について考察することである。本章では，各章をまとめ，次に市区町村
（以下，市とする）教育委員会と，都道府県（以下，県とする）教育委員会が学校図書館
の整備に関して取り組む施策について考察する。 
 
7.1  研究全体の構成 
  表 7-1は，研究全体の構成である。 
 
表 7-1  研究全体の構成 
研究内容  章 研究課題と研究方法 
序 論 
 
第一章 
研究背景，研究目的と研究課題，先行研究と研究方法,論文の構
成，用語の解説，学校図書館に関する法律，学校図書館に関す
る動向 
市教育委員
会の施策 
現状と 
課題 
第二章 １ 
市教育委員会が行う学校図書館の整備の現状と課題を
明らかにする。   【質問紙調査，聞き取り調査】   
推進の 
特徴 
第三章 ２ 
早期に学校図書館の整備に積極的に取り組んできた複
数の市を対象に，その推進の過程を調査し，共通する
特徴を明らかにする。 【文献調査，聞き取り調査】 
市の学校 
図書館支援 
センター 
過程と 
特徴 
第四章 
３ 
日本国内において，学校図書館支援センターが成立し
た過程と特徴を考察する。      【文献調査】 
現状と 
課題 
第五章 
４ 
市教育委員会が設置した学校図書館支援センターの現
状と課題を明らかにする。【質問紙調査，文献調査】 
県教育委員
会の施策 
特徴と 
課題 
第六章 
５ 
県教育委員会が実施している学校図書館に関する施策
の特徴と課題を考察する【質問紙調査，聞き取り調査】 
    結 論 第七章 第一章から第六章のまとめ，考察，今後の課題 
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7.2  各章のまとめ  
第一章では，序論として研究背景，研究目的と研究課題，先行研究と研究方法，論文の
構成，用語の解説，学校図書館に関する法律，学校図書館に関する動向について述べた。
第二章から第六章については，以下にまとめる。 
 
7.2.1  学校図書館の整備の現状と課題 
 第二章では，千葉県を事例として選択し，県内の全市教育委員会を対象とした調査を基
に，市教育委員会が行う学校図書館の整備の現状と課題について，以下の 4点を明らかに
した。 
第一に，同じ県内であっても市によって，学校図書館の整備に，顕著な差が見られた。
しかし，全ての市が独自に学校図書館の整備を推進するには限界があることも明らかにな
った。1998年度以降の学習指導要領で示されている学力の獲得のため，文字・活字文化振
興法等に示された物的，人的な学校図書館の整備の必要性を踏まえ，このように市によっ
て学校図書館の整備に顕著な差が見られることは課題である。 
第二に，学校司書は，学校図書館に関する基本的な知識の習得を含め，十分な研修を求
めていた。現状では市教育委員会の多くは十分な研修を行わず，学校司書個人の研修に専
門的な知識，スキルの習得を委ねているため，学校司書の意欲によって業務の内容に差が
生じていた。中には，各学校に一名配置の「一人職場」である学校司書が職務を円滑に遂
行するために学校図書館支援センターを設置し，各学校図書館を学校外から支援する体制
を整備している市の事例が見られ，それは有効に機能していた。しかし，学校図書館支援
センターの構想は広く認知されてはいなかった。 
 第三に，学校図書館を担当する市教育委員会の指導主事が必ずしも学校図書館に関する
十分な知識や経験を持っておらず，指導主事が独自に学校図書館に関する施策を提案し，
研修などの計画を立案することは困難であることが推察された。教諭であったときに学校
図書館を授業で活用した経験を持ち，学校図書館の整備に関して知識のある指導主事は，
好機を逃さず，学校図書館の整備を推進する施策を確実に進めていた。一方，教諭であっ
たときに学校図書館を授業で活用した経験の少ない指導主事は，学校図書館に関する具体
的な施策を考案できないのが実情であった。 
第四に，市教育委員会の多くが，学校図書館法に基づく司書教諭の発令に対して理解が
不十分であり，中でも司書教諭の授業時数軽減については実施している市が僅かであった。
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また，「学校図書館図書標準」についても理解が不十分な市があることが明らかになった。 
このような国が示す学校図書館に関する施策に対する理解の不足をどのように改善して
いくかは課題である。対策としては，県教育委員会の指導，助言，援助が考えられる。 
 
7.2.2  学校図書館の整備が早期に推進された市の特徴  
第三章では，早期に学校図書館の整備に積極的に取り組んできた岡山県岡山市，兵庫県
西宮市，千葉県市川市，埼玉県さいたま市の 4市を対象に，その推進の過程を調査し，共
通する特徴を明らかにした。  
第一に，学校図書館の活用を学習において重視する考え方に基づき，学校図書館の活用
方針を市の教育施策に掲げているため，一部の学校に留まらず，市内全小中学校で学校図
書館の整備が進められていた。そのため，学校図書館について理解のある教諭が学校図書
館担当の指導主事に任命され，学校図書館に関する施策に意欲的に取り組んでいた。 
第二に，教育課程での学校図書館の活用を明確に意図した推進者が市教育委員会の内外
に存在し，市教育委員会の方針や施策に影響を与えていた。これらの推進者は，最初は一
教諭として熱心に実践を重ね，後に，学校図書館の重要性を理解する校長，教育長となっ
て，市教育委員会の施策に影響を与えていた。推進者が学校現場に存在し，市教育委員会
にも影響を与えた事例として岡山市，西宮市，市教育委員会の中で，教育長となって影響
を及ぼした事例として市川市，さいたま市に分けられた。 
第三に，学校図書館の整備を進めるにあたり，市教育委員会と市内の関連部署，関係団
体が連携し，組織的な取り組みが行われていた。市内の部署としては，市教育委員会の学
校教育課，教育センター，市立図書館，市によっては，庶務課，施設課などが協力してい
た。関係団体としては，市職員労働組合，研修団体，市学校図書館協議会などがあり，共
同で学校図書館を活用する指導のための資料やビデオを作成するなど，必要に応じて市教
育委員会とこれらの関係団体との連携が行われていた。これらの活動の背景には，学校図
書館の活用の経験を持つ指導主事の存在と仲介的な役割があり，学校図書館の整備の必要
性を広めると同時に賛同者を増し，着実な学校図書館の整備の発展に寄与してきた。 
第四に，市内外に向け，複数の学校で学校図書館を活用した授業を公開する規模の大き
な研究会が開催され，また，学校図書館の整備と活用について，指導主事，司書教諭，学
校司書，教諭，市立図書館司書など，異なる立場による報告記事が見られた。その結果，
市内に学校図書館に関する活動が広まり，加えて，市外の評価の高まりによって，市内の
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教育委員会内を含む関係者の意識が高揚し，学校図書館の整備の継続につながっていた。 
但し，早期に学校図書館の整備に積極的に取り組んできた 4市においても，学校図書館
に関する施策には差異が見られ，市川市とさいたま市では，学校図書館支援センターが設
置されていた。 
 
7.2.3 学校図書館支援センターが成立した過程と特徴   
第四章では，日本国内において，学校図書館支援センターが成立した過程と特徴を三期に
分けて考察した。 
第一期のリソーセス・センターの構想導入,提案期（1963 年度～1994 年度）には，主に，
アメリカ合衆国の学校図書館の視察者の報告や，研究者の翻訳などによって，リソーセス・
センターの利点が紹介された。特にリソーセス・センターが各学校図書館の資料の不足を資
料提供によって補い，図書の選書や目録の作成等，学校図書館の蔵書を構成するために必要
とされる基本的な業務を集約し担当する点が注目された。 
この時期に，国内でのリソーセス・センターの実現には至らなかったが，各学校図書館が
単独で運営するのではなく，学校外からの支援体制を築くことが重要であるという認識が，
学校図書館関係者に共有されたことに意義があったと考えられる。しかし，視察報告の中に
は，アメリカ合衆国内におけるリソーセス・センター設置による司書教諭の活動意欲の低下
と，各学校での資料選択がなされないことを問題視する指摘も見られた。 
第二期の学校図書館ネットワークの形成期（1995 年度～2003 年度）には，市川市で各学
校図書館の資料の不足を補う「物流システム」が考案された。それによって，「新しい学力
観」に基づく教育を実現するための，学校図書館とその資料を活用した授業方法が開発され，
他の市に影響を及ぼした。課題としては，「物流システム」よって図書を収集するのみでは，
充実した学習は行われず，教諭が指導方法を習得する必要があることが指摘された。また，
こうした授業を校内に広める立場にある司書教諭が専任ではなく，授業時数の軽減も行われ
ていない現状にあるため，十分に職務を遂行できず，学校図書館を活用した授業の方法を校
内で広めるのは困難であった。 
第三期の学校図書館支援センターの成立期（2004年度～2011年度）には，資料提供や基
本的な業務を集約する役割を担うアメリカ合衆国型のリソーセス・センターは形成されな
かったが，その構想の影響を受け，これまでの学校図書館ネットワークを発展させ，学校
図書館支援スタッフを配置した学校図書館支援センターが開設された。その結果，“学校図
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書館支援基地”として，学校図書館支援センターと全ての学校との双方向の連携が構築さ
れ，市内全体の学校図書館の機能が強化された。学校図書館支援センターの現状と課題に
ついては，次に詳述する。  
 
7.2.4  学校図書館支援センターの現状と課題  
第五章では，国の指定事業である学校図書館支援センター推進事業と，事業終了後の学
校図書館支援センターの実践事例を検討し，市教育委員会が設置した学校図書館支援セン
ターの現状と課題を明らかにした。 
現状については，次の 3点が明らかになった。第一に，学校図書館支援センターの有効
性が，市教育委員会内で十分に認められ，市教育委員会，教育センター，市立図書館のい
ずれの設置場所でもその特徴を活かした支援が行われていた。学校図書館支援センター設
置の 7市の事例からは，市教育委員会，教育センターに設置された学校図書館支援センタ
ーでは，授業の内容に関わることについての支援を行うことに重点が置かれ，市立図書館
に設置された学校図書館支援センターでは，図書等の資料の供給，レファレンスへの対応
などが重点的に行われていることが明らかになった。 
第二に，学校図書館支援センターが，各学校図書館の主体的な運営を尊重しつつ，適切
な支援を行うためには，学校図書館の具体的な業務や授業での活用方法について助言する
学校図書館支援スタッフと，学校図書館の運営に理解のある指導主事の配置が必要である。 
学校図書館支援センターの主な業務は，「学校図書館への指導，助言，援助」と「学校間の
連絡，調整」，「教材作成のための材料，経験，情報の共有」であった。こうした支援を学
校外から行うことによって，新たな実践を市全体にフィードバックする好循環をもたらす
ことになる。その結果，学校間での学校図書館活用の差の解消と市内全体の学校図書館の
活用が促進され，さらなる学校図書館の整備改善に発展すると考えられる。 
第三に，学校図書館支援センターの設置によって各学校図書館と市立図書館など市内の
関係機関との連携が強化され，まず各学校図書館の読書センターとしての機能が高められ，
継続することで学習情報センターとしての機能も高められることが明らかになった。学校
図書館支援センター推進事業では，読書センターとしての一定の成果は得られた。学習情
報センターとしての学校図書館の機能の充実を図るためには，学校図書館の基本的な環境
整備から開始し，段階的に推進する必要があることが，11市の報告書の分析から明らかに
なった。学校図書館支援センター設置の 7市の成果からは，授業で活用される学習情報セ
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ンターとしての機能が強化され，学校図書館での授業回数が増加していることがわかった。 
課題としては，次の 2点が明らかになった。第一に，学校図書館支援センター推進事業
に対しては高い評価が示されたにもかかわらず，継続することが困難な市が多かった。そ
の理由としては，予算の不足が考えられるが，それだけではなく，基本的な学校図書館の
環境整備の段階に留まっている市が多く，限られた指定事業の期間では学校図書館支援セ
ンター設置の効果を明らかにするに至らなかったことが推測される。 
第二に，より多くの教諭が学校図書館館支援センターの機能を理解し，支援を積極的に
取り入れて授業において自校の学校図書館を活用できるようにすることであった。学校図
書館支援センター設置の 7市の事例では，授業での活用の回数は増加したが，全ての教諭
が学校図書館支援センターを利用し，学校図書館での授業を行うには至っていなかった。 
 
7.2.5  県教育委員会の学校図書館に関する施策の特徴と課題 
第六章では，県教育委員会の学校図書館に対する取り組みの現状を明らかにし，県教育
委員会が実施している学校図書館に関する施策の特徴と課題を考察した。 
特徴は，次の 3点であった。第一に，県教育委員会の多くは，国の学校図書館に関する
方針を重視する傾向が見られた。質問紙調査では，市教育委員会に指導，助言している内
容の上位 2項目に「『学校図書館図書標準』の達成」と，「子ども読書活動推進計画の策定」
についてが，挙げられていた。また，国が告示する学習指導要領に示された内容は，学校
図書館の施策に影響を及ぼしていることが明らかになった。 
第二に，一部の県教育委員会では，市教育委員会を通して各小中学校に働きかける積極
的な学校図書館に関する施策が推進されていた。このような県では，学校図書館の整備に
積極的ではない市教育委員会も取り組む契機となるように，事例紹介，表彰などの啓蒙活
動を行っている。こうした積極的な学校図書館に関する施策は，県教育委員会の方針によ
るだけではなく，県内で行われてきた読書活動の推進や市教育委員会の積極的な学校図書
館の整備に関する施策の積み上げによって形成されていた。 
第三に，県内全市の学校図書館の整備を進めるため，県教育委員会と県立図書館等の関
連機関との連携が行われていた。聞き取り調査を行った 3県では，県立図書館との連携が
行われ，静岡県と島根県では，県の総合教育センターとの連携も行われていた。特に，司
書教諭，学校司書，教諭が学校図書館を活用するための指導方法を習得するためには，研
修を企画実施する総合教育センターとの連携は有効と考えられる。一部の県では，管理職
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に対する学校図書館に関する研修も行われていた。 
課題は，次の 2点であった。第一に，県内各市の学校図書館の整備に関する状況の把握，
及び指導，助言が適切に行われていない傾向の県教育委員会が見られることである。質問
紙調査では，市の学校図書館支援センターの設置と学校図書館支援スタッフの配置状況を
把握していない県教育委員会が多く見られた。聞き取り調査では，司書教諭の職務が明確
に提示されず，司書教諭の授業時数軽減についての指導助言が十分に行われていない県も
見られた。 
第二に，県から市への支援体制として，学校図書館支援センターの機能を持つ部署を設
置している県が少ないことであった。一部の県のように，学校図書館支援センターあるい
は，学校図書館支援センターの機能を持つ部署を設置すれば，人的な支援を含め，各市の
条件に対応した，学校図書館の整備と活用に関するきめ細かな指導，助言，援助が行える
と考えられる。 
 
7.3 考察 
本節では，ここまでの調査結果のまとめを踏まえ，市教育委員会，県教育委員会が学校
図書館の整備に関して取り組む上で有効と考えられる施策について考察する。 
 
7.3.1  市教育委員会の課題に対する取り組み 
市教育委員会には，小中学校の教育に関する全般について管理し，執行することが求め
られている 1)。市教育委員会が行う学校図書館の整備に関する施策については，次の 4 点
にまとめられた。 
第一に，市教育委員会は，市の教育計画，教育振興基本計画，子ども読書活動推進計画
に，学校図書館の教育上の目的と整備の目標を明示し，計画の見通しを行政全体で共有す
ることが重要である。行政内の意志の統一と，学校図書館への理解と関心を高めるために
は，学校図書館の活用に関する標語を掲げることも有効である。 
これは，第三章の，早期に学校図書館の整備に積極的に取り組んできた 4の市を対象と
した調査から明らかになったことである。授業の中での学校図書館の活用を重視する考え
方に基づき，学校図書館の活用方針を市の教育施策に掲げているため，一部の学校に留ま
らず，市内全小中学校で学校図書館の整備が進められていた。こうした市の教育計画には
定期的な見直しがあるため，学校図書館を担当する指導主事は，好機を逃さず，現状を踏
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まえた上で今後の学校図書館の整備について，市の計画に明文化する必要がある。その際，
学校図書館支援センター設置についての文言を盛り込むことができれば，次に述べる施策
の展開につながる。  
第二に，学校図書館機能の質的向上を図るため，学校図書館を担当する指導主事は，ま
ず，学校図書館を学校外から支援するための組織的な取り組みが必要との認識を市教育委
員会内に醸成する必要がある。そのためには，学校図書館の整備に先進的に取り組んでい
る自治体の情報を入手し，学校図書館支援センターの試験的な導入を図り，その成果を踏
まえて段階的に進める方策をとることが現実的である。学校図書館支援センターを設置す
る場所は，市教育委員会，教育センター，市立図書館など，市の事情に合わせた場所を選
定し，学校図書館を授業で活用することをよく理解している学校図書館支援スタッフを配
置することが重要である。 
こうした事業を進めるにあたっては，市内で学校図書館支援センターを活用した研究を
行う学校を指定し，学校図書館を活用した授業の公開を要請することが効果的である。そ
の際，市川市が実施してきたように，学校図書館の活用に積極的に取り組む姿勢のある学
校を継続的に研究実践校に指定し，短期的な成果を求めるのではなく，長期的な視点に立
って実践を積み重ねることが重要である。また，学校図書館支援センターの設置によって
初任の学校司書を含む，学校司書全体に対する研修や日常的な業務への支援も可能となり，
さらに，司書教諭の相談機関としても機能し，各学校図書館の整備の推進と活用の改善に
寄与すると考えられる。 
市教育委員会で学校図書館を担当する指導主事の役割は，学校図書館支援スタッフ等，
学校図書館の運営と活用に詳しい専門家の支援を取り入れ，市内で連携する組織を構成し，
また，管理職を通して各学校の体制に関与し，学校図書館に関する施策を具現化すること
である。 
第三に，既に学校図書館支援スタッフを配置した学校図書館支援センターが設置されて
いる市では，運営を継続して各学校図書館の活用を推進するため，関連機関の間で，目的
意識と成果を共有する必要がある。そのためには，イニシアチブをとる部署が，関係機関
に呼び掛けて小中学校の管理職の代表，及び司書教諭を含めた関係者による連絡会議を開
催し，実践を報告し合うことによって，学校図書館支援センターが有効に機能する。 
学校図書館支援スタッフは，市立図書館から学校図書館への団体貸し出しの回数，レフ
ァレンスへの回答数，各学校における学校図書館の授業での活用回数，「物流システム」の
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使用回数など，学校図書館の活用状況を明らかにする数値をデータとして示し，学校図書
館の整備を進め，活用した効果を市教育委員会，及び関係機関にフィードバックすること
が重要である。こうした数値の提示は，学校間での学校図書館活用の差の解消につながり，
市全体の学校図書館の整備，及び活用が向上する契機となる。さらに，成果を学校図書館
支援センター便りや，ホームページ，あるいは雑誌等に掲載し，市内外の評価を高めるこ
とも継続的な活動に発展すると考えられる。 
第四に学校図書館を活用した経験と知識のある学校図書館専任の指導主事を任命して，
関連機関との連絡・調整・相談機能を強化し，学校図書館関連の予算の計上や整備のため
の施策を確実に積み上げていく行政上の仕組みの整備も重要である。第三章の学校図書館
の整備が早期に推進された市の学校図書館を担当する指導主事は，学校司書の支援を受け
た，あるいは「物流システム」を活用した授業を行った経験を有しているため，指導主事
となって積極的に市内の学校図書館の整備を進めていた。学校図書館に関する予算の計上
に際しては，前述の学校図書館の活用状況等のデータが有効な裏付けとなる。 
学校図書館を担当した指導主事は学校現場に復帰して校長に昇進し，学校経営の中で学
校図書館の活用を推進していくことも行われている。さらに，市教育委員会で課長や教育
長となって市全体の学校図書館の整備と活用を進める事例も見られた。 
このように市全体の学校図書館の整備と活用を進める上で，代々の学校図書館を担当す
る指導主事が，市の教育計画に基づき，継続して学校図書館の整備に関する施策を積み上
げていくことが重要である。 
 
7.3.2  県教育委員会の課題に対する取り組み 
県教育委員会には，市教育委員会に対し，必要な指導，助言または援助を行うことが示
されている 2)。県教育委員会が行う学校図書館の整備に関する施策については，次の 3 点
にまとめられた。 
第一に，県の教育計画，教育振興基本計画，県の子ども読書活動推進計画に学校図書館
の教育上の目的を明示し，県内各市が学校図書館の整備を推進できるようにするための具
体的な施策を明記することが重要である。県教育委員会は，国が明確に示している学校図
書館に関する方針については，重視していることが明らかになった。しかし，第二章の調
査結果では，国が定めている司書教諭の発令，「学校図書館図書標準」の重要性について，
市教育委員会が十分理解していない現状が明らかになっている。このような現状から，学
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校図書館の整備，及び活動について，県教育委員会が，市独自の取り組みのみに委ねてい
ると，学校図書館の整備に積極的ではない市，学校図書館を担当する指導主事が任命され
ていない市が取り残されることになる。 
第二に，県教育委員会の重要な役割として，司書教諭と各小中学校の管理職を対象とす
る学校図書館に関する研修の充実が挙げられる。そのためには，県においても学校図書館
専任の指導主事を任命することが必要である。 
司書教諭については，学校司書の配置とは異なり，既に職員として採用されているため，
雇用に際して新たな予算を必要とせず，全ての市に既に在籍している。したがって，県教
育委員会が，司書教諭を集めた研修を行えば，司書教諭の専門性が高められ，学校図書館
の授業での活用が広まり，その必要に応じて，学習情報センターとしての機能を有する学
校図書館の整備が推進される。 
特に，管理職を対象とした研修では，各学校での司書教諭の職務をバックアップし，学
校の体制の中で学校図書館の活用を具体化することを伝える必要がある。こうした研修を
充実させ，県教育委員会が学校図書館の整備と活用について，将来的なビジョンや計画を
策定し提示することで，共通認識が形成されていく。 
第三に，学校図書館担当の指導主事が中心となって，県立図書館等と連携して，学校図
書館運営と学校図書館を授業で活用する具体的な事例を盛り込んだマニュアルを作成し，
市や各学校内での研修等に活用する。 
本研究の調査では，岡山市の『本があって人がいて』のビデオが他の市の施策に影響を
及ぼしたこと，島根県教育委員会が DVDを作成し，その DVDを視聴して県教育委員会が行
う研修会に参加するよう促したことが明らかになった。このように動画をマニュアルと共
に提供し，市教育委員会が主催する研修会，各学校の校内の研修会で活用することを奨励
すれば，各学校の学校図書館の活用改善に結びつくことが期待できる。マニュアルや動画
の活用状況は，アンケートやチェックシートの回収によって把握し，また，マニュアルの
内容を更新することも必要である。このような施策によって学校図書館の活用が進められ
れば，県全体の学校図書館の整備の推進にもつながると考えられる。 
 
7.3.3 市教育委員会と県教育委員会，相互の取り組み 
ここまで，市教育委員会と県教育委員会による学校図書館の整備の課題に対する取り組
みについて考察した。本項では，これらを踏まえ，市教育委員会と県教育委員会相互の取
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り組みによる学校図書館の整備の施策について考察する。 
これまでは，各市で学校図書館のネットワークが構築されてきたが，今後は，県の学校
図書館ネットワークを構築することにより，さらに学校図書館の整備と活用が推進される
と考えられる。その中心となるのは，県の学校図書館支援センターである。図 7-1は，こ
うした県の学校図書館ネットワークに関わる機関の関係を示したものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           
     は，学校図書館に関する積極的な情報のやり取りを示す 
図 7-1  県の学校図書館ネットワークに関わる機関の関係 
 
学校図書館の整備が推進されている市では，まず，市内で学校図書館ネットワークが構
築され，その後，学校図書館支援センターが中心となって各学校図書館を支援する体制が
構築されてきた。それが，図 7-1の①で示した狭義の学校図書館ネットワークである。し
かし，そうした施策に取り組める市は限られているのが現状である。今後は，図 7-1の②
に示したような，各市の学校図書館ネットワークや市教育委員会を結び付ける，県の学校
図書館支援センターを設置した広義の学校図書館ネットワークを構築する必要がある。こ
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のような県の学校図書館支援センターが設置されれば，既に設置されている市の学校図書
館支援センター間の連携が可能になる。一方，市の学校図書館支援センターが設置されて
いない場合も，市教育委員会との連携によって，確実に県の学校図書館に関する施策を各
小中学校に伝達することができる。さらに，市で行われている学校図書館の整備と活用に
関する先進的な実践を集約し，県内の他市に広めることも可能となる。 
県の学校図書館支援センターの設置場所については，市の学校図書館支援センターと同
様，イニシアチブをとる機関が県によって異なることが予想できる。各県のこれまでの学
校図書館に関わる活動の積み重ねの中で適切な場に設定し，いずれの場所であっても，県
教育委員会と県教育センター，県立図書館の連携が重要であり，市の学校図書館支援セン
ターと同様，専門的な知識を持つ学校図書館支援スタッフと学校図書館を担当する指導主
事の配置による協力体制が必要となる。 
この県の学校図書館支援センターに，学校図書館の整備と活用についての詳しい知識と
経験を持つ指導主事が配置されれば，学校を訪問し，直接，指導と助言ができるため，効
率的である。学校図書館支援スタッフが単独で小中学校を訪問する場合は，管理職を含め
て学校体制に関与できるように指導主事が留意することが重要な点と考えられる。 
一つの市教育委員会が学校図書館の施策に積極的に取り組んでいる場合は，近隣の市へ
情報が伝わり，同様に整備が推進されることが聞き取り調査から明らかになっており，県
の学校図書館支援センターが設置されれば，学校図書館の整備と活用に関する情報を一つ
の市内に留めずに広めることができる。また，先述の司書教諭の研修の計画，学校図書館
の運営のマニュアルの作成や更新，動画による学校図書館を授業で活用する方法の紹介も
県の学校図書館支援センターが中心となって進めることも可能になるであろう。 
このように，市教育委員会と県教育委員会の相互の取り組みを強化し，県の学校図書館
支援センターを核として各小中学校及び学校図書館を支援することができれば，学校図書
館の整備が顕著に遅れている市の学校図書館の改善につながり，また，読書センターの機
能に留まっている学校図書館においては，学習情報センターの機能を有した学校図書館の
整備を進めることができる。 
こうした県全体の学校図書館の施策を統括する学校図書館支援センターを設置した広義
の学校図書館ネットワークの構築を進めるためには，本論文で検討した教育委員会の施策
の他にも，学校図書館支援センターの設置規則の制定や予算の確保，配分等において，議
会や行政全体の支持が広く求められる。 
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7.4  今後の課題  
本研究では，教育委員会が行う小中学校図書館の整備に関する施策について考察するた
め，主に教育委員会が既に実施している学校図書館の整備と活用についての調査を基に考
察した。今後，学校教育における学校図書館活用の重要性を明らかにするには，学校図書
館の整備に関する施策を推進した結果についても検証することが必要と考えられる。 
また，学校図書館の整備を推進している市についての特徴は明らかにしたので，さらに，
整備が不十分な市の原因についても考察したい。その原因については，学校図書館を重視
する推進者が出現しなかったこと，学校図書館を担当する指導主事自身の学校図書館を授
業で活用した経験の不足などが推察される。 
さらに，各学校図書館の活用を促進するためには，学校図書館支援センターから小中学
校の管理職への働きかけが必要であることを指摘したが，具体的な働きかけの方法とその
効果を明らかにすることについては，今後検討していきたい。また，現在，設置されてい
る学校図書館支援センターについては，発表された報告記事の分析に留まっているため，
今後，県の学校図書館支援センターを含め，どのように機能を活かし発展させていくかに
注目し 3)，研究を進めることも今後の重要な課題と捉えている。 
 
尚，各章で行った文献調査，質問紙調査，聞き取り調査に関する内容は，付録 1から 16
として最後にまとめた。 
 
注・引用文献 
                                                   
1) 市町村教育委員会には，学校教育法第三十八条に基づき市町村が設置された小学校，及
び同法第四十五条に基づき設置された中学校の管理運営の基本的事項について，地教行
法第三十三条に基づき教育委員会規則を定めることが義務付けられている。教育委員会
規則には，各学校の管理運営等教育に関する全般が詳細に規定されている。 
2) 都道府県教育委員会と市町村教育委員会の関係については，地教行法第四十八条に，“都
道府県委員会は市町村に対し，都道府県又は市町村の教育に関する事務の適正な処理を
図るため，必要な指導，助言又は援助を行うことができる”と規定され，その必要な指
導，助言または援助の例として “一 学校その他の教育機関の設置及び管理並びに整備
に関し，指導及び助言を与えること，二 学校の組織編制，教育課程，学習指導，生徒
指導，職業指導，教科書その他の教材の取扱いその他学校運営に関し，指導及び助言を
与えること”が示されている。 
3) 2015年 4月には，鳥取県立図書館に，司書教諭経験のある学校図書館支援員兼指導主事
を配置し，学校図書館支援センターを設置したことが報道されている。 
日本海新聞.県立図書館に「学校図書館支援センター」を開設.2015.4.21,朝刊.9面. 
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 また，薬袋秀樹研究室の方々からは多くのご助言と励ましをいただきました。平久江祐
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付録 1. 学習指導要領の特徴と学校図書館の記述の変遷  
 
1. これまでの学習指導要領の特徴 
学習指導要領は，第二次世界大戦後，1947 年度に「試案」として告示されて以来，1951
年度，1958年度，1968年度，1977年度，1989 年度，1998年度，2008年度，と 7回の改訂
が行われてきた。以下は，各学習指導要領の特徴と学校図書館の記述内容についての分析
である。小中学校の学習指導要領は，1968年度 1969年度以外は，全て同年度に告示された。 
 
(1) 1947 年度の学習指導要領 試案 
1947 年度の学習指導要領（試案）では，“これまでの画一的な教育を改め，地域の社会
の特性や，学校の施設の実情やさらに児童の特性に応じて，各教師の工夫によって指導す
ること”１）と序文に示され，小学校学習指導要領では「児童図書室」2)，中学校国語科学習
指導では,学校図書館,図書館,図書室と,名称は不統一であるが,学校図書館に関する記述
が多く見られる。中学校の国語科第四節,「読みかた」では,“百科全書の使用や図表の読
みかたなど,学校の図書室から必要な書物をさがしださせたり,あることがらについてしら
べさせ,まとめさせ,発表させたりするというようなことも必要である”，第六節「文学」で
は,“理想的な文学教室を心にえがき,学級文庫や学校図書館の設置，充実をすすめたい”3)
と記載されている。こうした記述から，中学校の国語科では，学校図書館を活用した今日
行われている探究的な活動と，文学的な読書の二つの方向が示されていたことがわかる。 
 
(2) 1951年度の学習指導要領  試案  
1951 年度の学習指導要領（試案）から，「教科課程」は「教育課程」と変更され,教科以
外の活動も教育の一環として位置付けられることとなった。第五章の，学習指導法と学習
成果の評価では，“学習の効果をあげるためには，視覚聴覚の教材・教具を豊富に用いるこ
と，学校図書館をじゅうぶんに活用することなどは，児童生徒の経験を豊かにする”4)と記
載されている。 
小学校では,児童の種々な委員会の中に“学校図書館の運営”を位置づけている。４．各
教科の発展的系統で,“学級文庫や学校図書館の利用がじょうずになる”，学習指導法と学
習成果の評価の項目では“学校図書館をじゅうぶんに活用することなどは,児童生徒の経験
を豊かにする上に欠くことができないであろう”5)の記述が見られる。中学校の国語では,
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推薦図書が具体的に紹介されていた。中学高等学校国語では“国語学習指導を効果的に行
うためには,学校図書館を十分活用しなければならない”と記載されている 6)。 
 
(3) 1958年度の学習指導要領    
 1958年度の学習指導要領から，“教育基本法，学校教育法および同法施行規則，小学校学
習指導要領，教育委員会規則等に示すところに従うこと”7)と，法的な位置づけが明示され
た。小学校の各教科では,国語の 4年生「読むこと」に１カ所，“｢学校図書館の利用のしか
たがわかること」などについて指導することも望ましい”と記載されているのみである 8)。
中学校の学習指導要領では,総則以外に学校図書館は記載されず,前指導要領に比較し,学
校図書館の記述が大幅に削除された 9)。 
1958 年度の学習指導要領について，安彦忠彦は“経験主義思想に基づく教育への批判が
高まり,系統的知識重視の教育観,学問・科学・技術の知識の習得が強調された”10) と述べ
ている。堀川照代は,“1958 年度の学習指導要領改訂により，学校図書館は,国語科の読書
指導の体系に組み込まれた”11)と指摘している。澤利政は,この改訂に対して“新教育運動
を担ってきた学校図書館に大きな打撃を与え,学校図書館の発展を阻害することとなった”
12)と批判している。 
 
(4)  1968年度の学習指導要領 
1968 年度の学習指導要領は，国民生活の向上,文化の発展,社会情勢の進展等を踏まえ,
教育内容の一層の向上を図る内容となった 13)。 
小学校の学習指導要領の教科では,小学校の国語 6学年に“他の教科における読書の指導
や学校図書館における指導”14)と記されているのみである。小学校の特別活動の学級指導に
は「学校図書館の利用指導」が記載され 15)，教科の中ではなく，特別活動の位置づけとな
った。中学校の学習指導要領では,総則に記載があるのみで,教科，特別活動に学校図書館
の記載は見られない。小学校，中学校共国語科に読書に関する記述が増した 16)。 
 
(5) 1977年度の学習指導要領  
1977年度の改訂では,これまでの学習指導要領が，知識の伝達に偏る傾向があるとの指摘
を受け 17),学習負担の適正化を図り，ゆとりのある充実した学校生活の実現を目指した 18)。
中学校の各教科での学校図書館に関する記載は見られず 19)，特別活動の学級指導 の項目
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「学業生活の充実に関すること」に“学校図書館の利用の方法などを取り上げること”20)
と記載された。小学校では国語科での活用がこれまで以上に記載されたが，中学校では，
教科外の活用に留まっていた。 
 
(6)  1988年度の学習指導要領 
1988年度の学習指導要領は，臨時教育審議会答申をほぼ継承した形で告示され,その基本
理念を「新しい学力観」とし,情報化という社会変化を見据え,自ら学ぶ意欲や社会の変化
に主体的に対応できる力を重視する方針を示している 21)。小学校の国語では,“他の教科に
おける読書の指導や学校図書館における指導との関連を考えて行うこと”22)と，学校図書館
の活用範囲が広く示された。特別活動には,学級活動 の項目に,“学校図書館の利用や情報
の適切な活用”23)と記載されている。中学校の各教科には,学校図書館の記載は見られない
が,第四章,特別活動の中の「学級活動」 に“自主的な学習の意欲や態度の形成,選択教科
等の適切な選択,学校図書館の利用,情報の適切な活用など ”と示された。 
 
(7)  1998年度の学習指導要領  
1996 年度に中央教育審議会答申「21 世紀を展望した我が国の教育の在り方について」24)
で提示された「生きる力」の育成を受けて改訂された 1998 年度告示の学習指導要領では，
総合的な学習の時間が創設され，基礎・基本を確実に身に付けさせ，体験的、問題解決的
な学習活動を重視し，自ら学び自ら考える力などの「生きる力」の育成,教育内容の厳選が
示された 25)。小学校では，国語に加え，社会で, “学校図書館や公共図書館，コンピュー
タなどを活用 して，資料の収集・活用・整理などを行うようにすること”26)と記載された。
中学校では，国語で “言語活動の指導に当たっては，学校図書館などを計画的に利用しそ
の機能の活用を図るようにすること”27)と記載され,1958年度以降,初めて,中学校の教科内
での学校図書館が記載された。また,美術で初めて“学校図書館等における鑑賞用図書，映
像資料などの活用を図るものとする”28)と示された。特別活動では“学ぶことの意義の理解，
自主的な学習態度の形成と学校図書館の利用”29)と，学習に対する態度と関連させて学校図
書館を位置付けている。  
 
(8) 2008年度の学習指導要領 
文部科学省は,“新しい学習指導要領では,教育基本法の改正等を踏まえ,子どもたちに
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「生きる力」を育むことを継続して目指し,言語活動の充実,算数・数学や理科教育,道徳教
育,体験活動,外国語教育などの充実を図る”30)と示している。 
小中学校共に，総合的な学習の時間の活用が加えられ，（6）学校図書館の活用,他の学校
との連携,公民館,図書館,博物館等の社会教育施設や社会教育関係団体等の各種団体との
連携,地域の教材や学習環境の積極的な活用などの工夫を行うこと”と記載された。中学校
の国語では，“新聞やインターネット，学校図書館等の施設などを活用して得た情報を比較
すること”31)と，情報を学習で活用する観点で学校図書館が位置付けられていることは，こ
れまでの学習指導要領では見られなかったことである。 
 
2. 学習指導要領における学校図書館の記述のまとめ 
表 1 は，学校図書館の総則の学校図書館に関する記述を学習指導要領ごとに抜粋し，一
覧にしたものである。1998 年度以降は，学校図書館を計画的に利用すること“主体的，意
欲的な学習活動や読書活動を充実すること”という文が加わり，自ら学ぶ意欲や社会の変
化に主体的に対応できる力を重視する学習指導要領の「新しい学力観」と呼応しているこ
とがわかる。 
表 1   学習指導要領の総則における記述 
告示年度            記述 
1958年度 教科書その他の教材,教具などについて常に研究し、その活用に努
めること。また，学校図書館の資料や視聴覚教材等については，こ
れを精選して活用するようにすること 
1968年度(小学校) 
1969年度（中学校） 
教科書その他の教材・教具を活用し，学校図書館を計画的に利用す
ること 
1977年度 視聴覚教材などの教材・教具や学校図書館を計画的に利用すること 
1989年度 視聴覚教材や教育機器などの教材・教具の適切な活用を図るととも
に、学校図書館を計画的に利用しその機能の活用に努めること 
1998年度 学校図書館を計画的に利用しその機能の活用を図り，児童(生徒)の
主体的，意欲的な学習活動や読書活動を充実すること 
2008年度 学校図書館を計画的に利用しその機能の活用を図り，児童又は生徒
の主体的，意欲的な学習活動や読書活動を充実すること 
                   出所：学習指導要領のデータベースをもとに作成 32) 
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表 2は,学習指導要領全体，各教科，特別活動，総合的な時間における学校図書館の記述
の有無をまとめたものである。1947 年度,1951 年度の学習指導要領（試案）では,小学校,
中学校共に，学校図書館の記述が多く見られたが，1958 年度の学習指導要領では，学校図
書館の記述は，小中学校の総則と小学校国語 6 年生に 1 か所のみとなり，大きく削除され
た。1998 年度，中学校の国語と美術に学校図書館の活用が記載された。学習指導要領の各
教科での活用の記述は 1951年度以来である。小学校学習指導要領の各教科における社会で
の記述も同様である。この間，学習指導要領では，学校図書館の活用は教科以外の特別活
動の中で指導するように記述されてきた。 
 
    表 2  小中学校の学習指導要領における学校図書館の記述の有無 
          出所：学習指導要領のデータベースをもとに作成 33) 
 
このような学習指導要領における学校図書館の記述の有無は学校図書館の授業での活用
に影響を与えてきた。1958年度以降、1998年度以前学校図書館の教育課程における授業で
の活用が少なかったことは，例えば，全国 SLAが機関誌『学校図書館』の 1969年度の特集
“教科と学校図書館の結びつきを阻むものは何か”34)1975 年度の“学校図書館の利用に供す
る-もろもろの阻害要因”35)等の記事からも推測することができる。こうした学習指導要領
の変遷をまとめると，現在の管理職をはじめ中堅以上の教諭の多くは，学習指導要領に学
校図書館の記述が少ない時期に小中学校で教育を受けてきたため，学校図書館の授業での
学習指導要領 総則 国語 社会 特別活動 美術 総合的な学習 
告示      校種 小 中 小 中 小 中 小 中 中 小 中 
1947年度  － － × ○ × ○ － － × － － 
1951年度  － － ○ ○ × ○ × ○ × － － 
1958年度 ○ ○ ○ × × × × × × － － 
1968年度・1969年度（中学） ○ ○ ○ × × × ○ × × － － 
1977年度 ○ ○ ○ × × × ○ ○ × － － 
1989年度 ○ ○ ○ × × × ○ ○ × － － 
1998年度 ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ × × 
2008年度 ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 
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活用が実感できないことが推察される。 
2008 年度の学習指導要領では，教育内容の主な改善事項の第一に「言語活動の充実」が
挙げられ 36)総合的な学習の時間における学校図書館の記述も加わり，小中学校共に，各教
科と特別活動における幅広い学校図書館活用が求められるようになった。 
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                          平成 18 年 7 月 3 日    
     教育長殿   
                            
                筑波大学大学院図書館情報メディア研究科  
                       薬  袋  秀  樹   研究室  
                  教  授        薬  袋  秀  樹  
 
教育行政による学校図書館支援に関するアンケート調査について（お願い）  
 
拝啓  向暑の候，ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。  
 昨今は，生きる力をつけるために，また学力向上のためにも，学校図書館が
見直され活用されつつあり、市町村の規模にかかわらず，様々な工夫が行われ
ています。この調査は千葉県内５６市町村にお願いしております。各市町村の
取り組みをおうかがいし，学校図書館活用教育を推進するよりよい方法を見い
だしたいと考えています。  
 ご多忙のところを誠に恐れ入りますが，「教育行政による学校図書館支援に関
する調査」（筑波大学大学院図書館情報メディア研究科薬袋秀樹研究室）のアン
ケート（別紙）にご協力くださいますよう、お願い申し上げます。調査した内
容につきましては研究のみに使用し，市町村名は出しません。なお，結果につ
きましては集計後ご報告させていただきます。  
敬具  
 
調査担当  
  筑波大学大学院図書館情報メディア研究科  修士課程２年  渡辺暢惠  
 
調査担当者  略歴  
   昭和５７年  東京学芸大学卒  佐倉市立佐倉小学校教諭  
   平成  ９年  千葉市学校図書館指導員  
     著書『子どもが生き生きする学校図書館づくり』（黎明書房）他２冊  
   平成１７年  筑波大学大学院図書館情報メデイア研究科入学  
   現在   柏市教育委員会  学校図書館支援スタッフ（アドバイザー）  
       東京学芸大学非常勤講師   
 
    ファックスで 7 月 31 日までにお答えください。  
    ファックス番号                 薬袋研究室        
付録 2. 第二章  千葉県市町村教育委員会に対する調査依頼書  
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教育委員会 担当者様        
筑波大学大学院図書館情報メディア研究科 
                                 薬 袋 秀 樹  研究室 
                           教   授      薬 袋 秀 樹 
                           調査担当 修士課程２年 渡 辺 暢 惠 
 
 以下の内容についてお答えください。研究のために使用し，また市町村名は出しません。お答えになりにくい
ことについては空欄で結構です。該当する箇所に○をつけ，カッコ内については，簡潔にご記入ください。お忙
しい中，ご協力いただきましてありがとうございます。 
 
人 口 （ ）月現在 人 
一般会計            千円 うち教育予算         千円 
学校図書館関係費           円 図書購入費 円 
小学校数           校 小学校児童数          人 
中学校数           校 中学校生徒数          人 
 
１．教育委員会に学校図書館担当指導主事はいますか？（兼任含む）  １．いる    ２．いない 
      
２．図書主任の研修は教育委員会が実施しますか？  １．する → 年（  ）回  ２．しない 
 
３．司書教諭の発令は次のどれですか？     １．教育委員会発令     ２．校長発令後報告  
３．校長発令のみ   その他（                   ） 
 
４．司書教諭の授業時数軽減はされていますか？    １．ある    ２．一部ある    ３．ない  
 
５．公共図書館が学校図書館に協力していますか？     １．している     ２．していない  
       → 協力の内容（                             ） 
 
６－１．学校司書（教員ではない事務職）を配置していますか？ 
名称（                ）１．配置あり   ２．配置予定    ３．配置なし 
 
－２．学校司書（教員ではない事務職）の勤務形態は？ 週，年（  ）日 ， 一日（  ）時間 
                         給与（                  ） 
  
－３．学校司書の研修はありますか？      １．ある→ 年（  ）回     ２．ない 
 
７．学校図書館では貸し出しにパソコンを使っていますか？ １．使用している   ２．使用していない 
 
８．学校間で他の学校図書館にある本を検索できますか？ １．できる  ２．する予定  ３．できない 
  
９．学校間で本を貸し借りすることがありますか？    １．ある     ２．ない  
  
10．学校図書館支援センターはありますか？あるいは構想，予定がありますか？  １．ある  ２．ない     
  
11.  学校図書館についてのお考えがありましたらお願いいたします。                                         
付録3.  第二章 千葉県市町村教育委員会に対する質問紙調査 
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                           平成 18年  月   日  
  市教育長殿   
                    筑波大学大学院図書館情報メディア研究科 
                         薬 袋 秀 樹  研究室 
                         教 授  薬 袋 秀 樹 
     
    教育委員会の学校図書館支援の聞き取り調査について（お願い） 
 
拝啓 清秋の候ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 
 この度は，「教育行政の学校図書館支援のあり方調査」（筑波大学大学院図書館情報メデ
ィア研究科薬袋秀樹研究室）にご協力いただきますこと，深く感謝申し上げます。 
 昨今は，生きる力をつけるために，また学力向上のためにも，学校図書館が見直され活
用されつつあります。貴市の取り組みを伺い参考とさせていただけたらと考えます。 
 ご多忙のところ，誠に恐れ入りますが，下記の要領で貴市の学校図書館の見学及び聞き
取り調査をさせていただきたく，お願い申し上げます。 
                                    敬具 
    
見学・インタビュー調査日時   
  月  日（ ） 
         午前１０時～  小学校見学 
         指導主事の先生・学校図書館司書へのインタビュー 
 
 
調査担当 
     筑波大学大学院図書館情報メディア研究科 修士課程２年 渡辺暢惠 
                                              
     
付録 4.  第二章 市教育委員会 聞き取り調査依頼状 
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                                  平成19年10月22日 
各市町村教育委員会 学校図書館担当者様                  
筑波大学大学院図書館情報メディア研究科 
                             薬袋 秀樹 研究室  （教授 薬袋 秀樹） 
                              調査担当 博士前期課程１年 渡辺 暢惠 
 
「教育行政による学校図書館支援に関する調査」の補足調査について（お願い） 
 
拝啓 爽涼の候 ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 
 昨年度は、「教育行政による学校図書館支援に関する調査」（筑波大学大学院図書館情報メディア研究科薬
袋秀樹研究室）に千葉県内全市町村教育委員会担当者様からご協力をいただき、深く感謝申し上げます。調
査結果は、昨年 12 月に「千葉県内小・中学校 学校図書館の実態調査報告」の冊子にまとめ、各教育長様宛に
お送りし、ご報告させていただきました。県内で様々な取り組みがあることがわかりました。 
 その後、この調査の中で、司書教諭について「発令は校長に一任してある」と、ご回答いただいた中に様々なケ
ースがあり、補足調査の必要があることに気づきました。 
 ご多忙のところを誠に恐れ入りますが、下記の補足調査にご協力いただけますでしょうか。下記の項目の
うち該当する項目の（ ）に○を記入して、10月29日までにファックスにてお送りくださいますようお願
い申し上げます。調査した内容につきましては研究のみに使用し、市町村名は公表いたしません。なお、結
果につきましては、後日ご報告させていただきます。何とぞよろしくお願い申し上げます。 
敬具 
 
  
◇ 司書教諭の発令について、以下のどの項目に該当するか、ご回答ください。 
 
１．（  ）教育委員会が発令している。 
 
２．（  ）12学級以上の学校には、名簿上司書教諭有資格者がいるようにして、発令は校長に一任し、 
      発令された司書教諭の氏名を教育委員会が把握している。 
 
３．（  ）12 学級以上の学校には、名簿上司書教諭有資格者がいるようにして、発令は校長に一任してい
るが、発令された司書教諭の氏名を教育委員会は把握していない。 
 
４．（  ）市町村内に12学級以上の小・中学校がないため、司書教諭発令の該当校がない。 
 
５．（  ）司書教諭を発令することについては指導していない。 
 
ご回答者 （        ）教育委員会 部局名（          ）ご氏名（          ） 
 
【 ファックス送信先             渡辺自宅 】 
＊ この用紙に記入してご返送ください。お手数をおかけしますがよろしくお願い致します。  
付録5.  第二章 千葉県市町村教育委員会 質問紙 補足調査 
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付録 6. 第二章 千葉県内市教育委員会を対象とする質問紙調査の自由記述 
 
以下は，自由記述をまとめたものである。 
 
○ 学校図書館に配置される職員について〔回答数合計 3〕 
・ 現在，全小学校に学校司書を置いているので，中学校にも置きたい。 
・ 中学校に読書指導員を配置する。 
・ 専任司書教諭設置を希望しているが，予算がつかない。 
 
○ 学校図書館の整備について 〔回答数合計 2〕 
・ 図書主任と連携し，児童生徒のニーズに合った図書館運営をしていく必要がある。 
・ 合併地域の学校への学校図書システム導入，蔵書整備が課題である。 
 
○ 各学校図書館を学校外から支援する体制について 〔回答数合計 4〕 
・「学校図書館資源共有ネットワーク推進事業」による調査研究から公共図書館と学校の
連携，協力が進んだ。 
・ 学校間と図書館のデータベース共有化を図りたい。 
・ 学校図書館と市民図書館連絡会議を開催し，情報交換をしている。 
・ 活発になってきた各校の読書活動をさらに推進したい。担当課が複数にまたがっている
ので,予算やネットワーク整備も各課で粛々と進めたい。 
 
○ ボランティアについて 〔回答数合計 3〕 
・ 学校図書館ボランティアを組織し，機能化させることで活用の活性化を図りたい。 
・ 校内の充実，校外機関との連携等，予算が厳しいというのが一番の問題である。そこで
現在はボランティアを募っている。 
・ 学校のボランティア活動の充実を図る。 
 
○ その他 〔回答数合計 4〕 
・ これから，子ども読書活動推進計画を策定する。 
・ 子どもが図書に触れる機会を意図的に増す。 
・ 全ての教科で学校図書館を使っていきたい。 
・ 予算的，人的配置の面で，ビジョンを持って取り組む必要性を感じる。 
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                             平成20年10月  日    
市教育委員会教育長殿  
                            
                   筑波大学大学院図書館情報メディア研究科 
                               薬袋 秀樹 研究室 
                             教授  薬 袋 秀 樹 
 
    
教育委員会による学校図書館支援に関する聞き取り調査と 
学校図書の見学について（お願い） 
 
   
拝啓 
清秋の候 ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 
 このたびは，「学校図書館活動が盛んな自治体の特徴に関する研究」（筑波大学大学院図
書館情報メディア研究科薬袋(みない)秀樹研究室）にご協力いただきまして，まことにあり
がとうございます。心からお礼申し上げます。 
 昨今は，児童・生徒が生きる力を身に付けられるように、また学力向上のために，学校
図書館が見直され活用されつつあります。・・・・・市におかれましては，国内でも先進的
な学校図書館活動を推進され、多大な成果を上げておられることを文献等で拝読させてい
ただいております。 
 ご多忙のところを誠に恐れ入りますが，下記の要領で貴市の学校図書館支援について聞
き取り調査をさせていただきたく，お願い申し上げます。また，学校図書館を見学させて
いただきたく，あわせてお願い申し上げます。                                           
 この調査は筑波大学大学院図書館情報メディア研究科博士後期課程2年次の渡辺暢恵が
担当いたします。渡辺は、小学校校教員11年, 学校司書４年、学校図書館アドバイザー４
年の経歴があり、現在、大学院において研究中です。 
なにとぞよろしくお願い申し上げます。             
敬具  
 
  
 
調査担当（連絡先） 
筑波大学大学院図書館情報メディア研究科 博士課程２年 渡辺 
電話（自宅）                 （千葉市） 
携帯電話     
メール                           
 
 
 
 
付録 7.  第三章 学校図書館の整備が推進されている市への聞き取り調査依頼状 
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 平成 21 年 5 月 22 日   
教育委員会教育長殿   
                            
                    筑波大学大学院図書館情報メディア研究科  
                                  薬袋  秀樹  研究室  
                                 教授   薬袋
み な い
 秀樹  
 
学校図書館支援センター事業に関するアンケート調査について（お願い）  
 
拝啓 薫風の候ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。  
 昨今は，児童・生徒の生きる力をつけるために，また学力向上のために，学校図書館
が見直され活用されつつあります。そのため、市町村の規模にかかわらず，様々な工夫
が行われています。貴自治体におかれましては、文部科学省事業「学校図書館支援セン
ター推進事業」の指定を受け、成果を上げられたことと存じます。そこで、各自治体の
取り組みをおうかがいし，学校図書館を活用する教育を推進する、よりよい方法を見い
だしたいと考えております。  
 ご多忙のところを誠に恐れ入りますが，別紙の内容のアンケートにご協力くださいま
すようお願い申し上げます。調査した内容につきましては研究のみに使用し，市町村名
は発表しません。なお，結果につきましては、集計後ご報告させていただきます。  
敬具  
 
調査担当  
  筑波大学大学院図書館情報メディア研究科 博士後期課程３年 渡辺暢惠  
 
調査担当者 略歴  
   昭和 57 年 東京学芸大学卒 千葉県佐倉市立佐倉小学校教諭  
   平成  9 年 千葉市学校図書館指導員  
     著書『子どもが生き生きする学校図書館づくり』（黎明書房）他３冊  
   平成 19 年 筑波大学大学院図書館情報メデイア研究科博士後期課程入学  
   現在 東京学芸大学非常勤講師  
 
 
  ファックスで、6 月 5 日までにご回答くださいますようお願いいたします。  
 
    
付録 8. 第五章 学校図書館支援センターの質問紙調査依頼状 
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市町村教育委員会 担当者様        
筑波大学大学院図書館情報メディア研究科 薬 袋 秀 樹  研究室 
                         教   授     薬
み
 袋
ない
 秀 樹 
                        調査担当 博士課程３年 渡 辺 暢 惠 
  
 以下の内容についてご回答ください。ご回答は研究のために使用し，市町村名は公表しません。
選択肢のうち、該当する番号に一つ ○ をつけ，カッコ内については，簡潔にご記入ください。 
アンケート調査  （     ）市・町 回答者   ご氏名（           ） 
 
１．回答してくださる方のお立場について 
１．教育委員会 （      ）課指導主事    ２．支援スタッフ 
３．公共図書館 （      ）         ４．その他（         ） 
 
２． 中心となった機関について 
１．教育委員会（    ）課   ２．公共図書館   ３．教育センター４．その他
（             ） 
 
３． 学校図書館支援センターを設置した場所について 
１．教育委員会（    ）課   ２．公共図書館   ３．教育センター  
その他  （           ） 
 
４． 学校図書館支援センター推進事業の評価について 
１．非常に有効だった。      ２．有効だった。      ３．どちらともいえない。  
４．あまり有効ではなかった。   ５．有効ではなかった。 
 
４－１ １，２を選択された方におたずねします。１，２を選ばれた理由は何ですか？ 
（ ）児童・生徒の学習意欲が向上した。 
（ ）児童・生徒の読書量が増えた。 
（ ）学校図書館を活用した授業が盛んに行われるようになった。 
その他（                                     ） 
 
４－２ ３，４，５を選択された方におたずねします。３，４，５を選ばれた理由は何ですか？ 
（ ）学校側の理解が十分に得られず、教師、担当者の負担感が大きかった。 
（ ）公共図書館の仕事が増え、負担感が大きかった。 
（ ）支援スタッフと協力校の学校司書間の連携が十分にできなかった。 
（ ）限られた指定期間のみでは効果は十分には見出せなかった。 
その他（                                     ） 
付録 9.  第五章 学校図書館支援センター推進事業質問紙調査 
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学校図書館支援センターアンケートＮｏ．2 市町村名（             ） 
 
５． 学校図書館支援スタッフの配置は有効でしたか？ 
１．非常に有効だった。      ２．有効だった。      ３．どちらともいえない。  
４．あまり有効ではなかった。   ５．有効ではなかった。 
 
５－１ １，２を選択された方におたずねします。１，２を選ばれた理由は何ですか？ 
 （ ）学校間の連携がとてもよくできた。 
 （ ）学校と公共図書館の連携がとてもよくできた。 
 （ ）各学校の学校図書館への取り組みがよくなった。 
 （ ）市町全体に学校図書館の重要性が広まった。 
  その他（                                     ） 
 
５－２ ３，４，５を選択された方におたずねします。３，４，５を選ばれた理由は何ですか？ 
 （ ）支援スタッフが周囲によく認められなかった。 
 （ ）学校側に受け入れ体制がなかった。 
 （ ）公共図書館側の理解が十分に得られなった 
  その他（                                     ） 
 
６． 指定終了後、学校図書館支援センターは継続しますか？ 
１．継続する。  ２．一部継続する。  ３．継続しない。 
 
６－１ ２ を選択された方におたずねします。一部継続するのはどのような部分ですか？ 
（                                         ） 
 
７． 学校図書館支援センター推進事業指定終了後に、どのような問題が生じていますか？ 
１．学校司書の配置が行われなくなった。  
２．支援スタッフの配置が行われなくなった。 
  ３．学校間の相互貸借が行えなくなった。    
４．公共図書館の団体貸出が受けられなくなった。 
  ５．学校、公共図書館、教育委員会で話し合う場がなくなった。 
  その他（                                    ） 
 
８． 実践の報告集は作成しましたか？ 
１．作成した。     ２．作成しなかった。 
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付録 10.  第五章 学校図書館支援センター推進事業質問紙調査 その他の回答 
 
(1) 学校図書館支援センターで中心となった機関  〔回答数合計 1〕 
・ １年目は学校教育課で 2年目は教育センターが中心となった 
 
(2) 学校図書館支援センターを設置した場所 〔回答数合計 6〕  
・ 市立小学校内に設置した ・・・・・4  
・ 学校図書館に併設した   
・ 生涯学習センターに設置した  
 
(4) 学校図書館支援センターが有効だと考えれらる理由 〔回答数合計 3〕 
・ 一つの自治体内で,また一つの中学校区で,連携して図書館活用教育に取り組む体制
が確立できた 
 ・  図書館を授業で活用する環境整備と授業のモデルを示すことができた 
・ 書架の整理,図書システム導入によるデータベース化などの環境整備が進んだ 
 
(6)  学校図書館支援センタースタッフに対する評価の理由 〔回答数合計 1〕 
・ 同一の方向性を共有しながら連携を図ることができた 
 
(8) 学校図書館支援センター推進事業指定終了後の問題 〔回答数合計 13〕 
〇 問題なし・・・・・・・・・・3 
 〇 市独自の費用で継続するので問題なし・・・・・・2 
・ 市事業として学校図書館支援センター推進事業の取り組みを継承している 
・ 市費で継続することになった 
 
〇 国の事業の費用で継続するので問題なし・・・・・・3 
・ 緊急雇用対策の事業「学校図書館支援事業」で継続している 
・ 予算確保のため国の後継事業を受託する 
・ 新規事業「学校図書館の活性化推進総合事業」を行う予定であり，方法的には，学校
図書館支援センター推進事業を引き継げるので問題は生じないと思われる 
 
○ 予算に関する問題・・・・・・・・・・・・・・・・2 
・ 市の財政だけでスタッフを雇用することが厳しい状況になった。専門知識,経験を   
有するスタッフに見合う賃金の確保が困難である 
・ 支援スタッフの配置を市の予算で行っているが，十分な予算が確保できなかった 
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○ 支援体制に関する問題 ・・・・・・・・・・・・・1 
・ スタッフが減った 
 
○ 今後の方針に関する問題・・・・・・・・・・・・・2 
・ 市の独自予算で市内全小中学校に学校図書館協力員を配置したので，協力員の研修
をどのようにしていくかが課題である  
・ 学校図書館機能の強化と学力向上との関係性を検証していく方法の研究が必要   
 
＊回答者の意志を尊重し，質問紙調査の回答をそのまま記述した。 
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付録 11.  第五章 「学校図書館支援センター推進事業」報告書（11市） 
 
1 報告書 
「学校図書館支援センター推進事業」の質問紙調査で「報告書を作成した」と回答のあ
った中で入手できた，成果と課題について書いてある 11市の報告書である 1)。 
 
2 報告書に記載された成果と課題 
表 1は,報告書に成果と課題の記述があった 11市について，「事業を継続する」,「事業
を一部継続する」,「事業を終了する」の 3つに分けたものである。 
 
表 1  報告書に成果と課題の記述があった 11市 
事業を継続する  事業を一部継続する   事業を終了する 
・L市 ・M市 
・N市 ・O市  
・P市 ・Q市  ・R市  ・S市 ・T市  
・U市  ・W市 
 
 第一に，11 市の報告書に記述されている成果と課題を一項目ずつに分け,その内容を次
の①から⑦のカテゴリーに分けた。第二に，その合計数の一覧表を作成し，継続，一部継
続，終了，それぞれの特徴について考察する。 
 カテゴリーは，①市内各機関の連携（「物流システム」を含む）,②市内外への発信（ホ
ームページを含む）,③学校図書館の環境整備（人的整備を含む）,④教諭,司書教諭,学校
司書の研修, ⑤授業との関連, ⑥児童生徒の変容, ⑦家庭，ボランティア，地域の関連
の 7項目とした。 
 ①の「市内各機関の連携」は,「学校図書館支援センター推進事業」の目的に“学校図書
館間の連携や各学校図書館の運営，地域開放に向けた支援を行うほか，指定地域内の各学
校に配置される学校司書が，学校図書館支援スタッフとの連携・協力に当たる”と示され
ていることから重要事項であると考えた。②の「市内外への発信」は，文部科学省の指定
事業を受けた成果をモデルとして成果を示すことが求められているため，必要な項目と考
えた。③の学校図書館の環境整備については,質問紙調査で多く挙がっていた項目である。
ここでの環境整備とは，記述からも明らかなように，図書の分類，書架の配置というよう
な学校図書館を使用するための基本的な整備を指す。④「教諭,司書教諭,学校司書などの
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研修」については,学校図書館の機能を強化し授業で使用するにあたって必要なことと捉え
た。⑤「授業との関連」については,この事業を受けた中心が学校教育課など,教育課程に
かかわる課が中心になっている市が多かったことからも成果として期待される内容である。
⑥の「児童生徒の変容」についても,学校教育の中で実施されていることなので成果として
最も重要なことと考えた。⑦の「地域，家庭，ボランティアに関すること」は，学校教育
は地域と連携の上で成立していることから必要な観点と捉えた。 
 
2-1  学校図書館支援センター推進事業の成果 
 表 2は，各市の報告書に挙げられた学校図書館支援センター推進事業の成果について記載
し，カテゴリーの番号を付与したものである 
 
             表 2 学校図書館支援センター推進事業の成果 
終了後 市             成   果 カテゴリー 
継続 
L 市 
調査研究会議による学校図書館活用指導の情報交換 ① 
図書の相互貸借の定着 ① 
各学校を巡回して支援することにより実践を収集し紹介 ① 
小中学校からの質問や要望への対応数増加 ① 
資料の作成と配布 ② 
ホームページによる各校の読書活動の紹介      ② 
学校図書館支援センター便りの発行  ② 
読書活動推進講演会の開催    ④ 
調べ学習フェスタの開催により,多様なテーマが増加    ⑥ 
M 市 
学校図書館支援センタースタッフによる図書の収集貸し出し ①  
公立図書館との連携による団体貸し出し ① 
中学校区内に配置した学校司書による小中学校の連携 ① 
学校図書館支援センタースタッフによる学校支援 ① 
学校図書館支援センター便りの発行 ② 
各学校図書館の紹介資料の作成 ② 
事業推進協力校の成果報告会を開催 ② 
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読書活動のブックリストの作成 ② 
学校図書館担当者が選ぶおすすめの本を作成 ② 
図書資料の効果的な分類・配架 ③ 
学校司書,ボランティアを交えた研修会開催 ④ 
学校図書館スタッフマニュアルをもとに各校で校内研修 ④ 
学校図書館を活用した授業事例集を作成 ⑤ 
学校図書館の地域開放校増加 ⑦ 
保護者，地域のボランティアの増加 ⑦ 
公立図書館におけるボランティア育成 ⑦ 
N 市 
市立図書館との連携の重要性を認識 ① 
月一回の連絡会による情報交換によって意義再確認 ① 
研究協力校がフォーラムに参加し,市内の学校園に広報 ② 
学校図書館支援センターのホームページによる情報発信 ② 
実践事例集,リーフレットの配布 ② 
学校司書の配置による図書環境の整備 ③ 
学校司書の教科学習への支援 ⑤ 
研究大会では，全学年が授業公開を実施 ⑤ 
学校図書館に学校司書を配置したことによる児童生徒への安心感 ⑥ 
メッセージを添えた寄贈本を受け入れ,地域，保護者と連携 ⑦ 
O 市 
学校図書館支援センターが学校図書館と公立図書館を連携 ① 
協力校間での情報交換による学校図書館間の協力 ① 
学校図書館を結び,支援する組織としての学校図書館支援センターに対
する共通理解 
① 
学校図書館支援センター便りによって各学校の活動を紹介 ② 
学校司書と児童生徒の心の交流 ③ 
学校図書館支援センター主催の研修により司書教諭の意欲が向上 ④ 
各教科での学校司書の資料提供とレファレンスによる教師の意欲向上 ⑤ 
学校司書の支援により児童生徒の調べるスキルが向上 ⑤ 
異学年での学校図書館での学習の発表 ⑤ 
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学校図書館への児童生徒の来館数の増加 ⑥ 
公立図書館から小中学校への貸し出し冊数の増加 ⑥ 
小中学生の公立図書館の利用率増 ⑥ 
図書委員の希望者が増加 ⑥ 
担任,学校司書のブックトークを授業に活用し，児童生徒の意欲向上 ⑥ 
図書の貸し出し冊数の増加 ⑥ 
読書活動でふれあった地域の方たちへ礼状を送付 ⑦ 
教師,保護者が学校図書館の重要性を認知 ⑦ 
学校司書と司書教諭がボランティアの活動を支援することの効果 ⑦ 
一部 
継続 
P 市 
44 万冊の図書の予約,検索,相互貸借の確立 ① 
ネットワーク公立図書館会議,学校司書の配置により公立図書館との協
力体制が確立 
①  
学校図書館支援センターで作成した調査学習用図書のセット貸し出しに
よる豊富な授業実践の拡大 
⑤ 
教師のための学校図書館活用テキストを活用 ⑤ 
指定を受けた小学校が読書指導を実践 ⑤ 
学校図書館支援スタッフの訪問により読書指導の問題が明確化 ⑤ 
児童生徒の図書館利用の促進 ⑥ 
学校図書館ボランティアの配置 ⑦ 
Q 市 
教科単元使用図書一覧表を作成し,学校間,公立図書館間で蔵書を把握 ① 
公立図書館からの図書の配送による授業の充実 ① 
事務局からの連絡事項の徹底 ① 
市内小中学校の学校図書館の活用の共通理解 ① 
学校図書館の蔵書の検討 ③ 
研究授業で教員が学校図書館を活用した授業方法を理解 ⑤ 
オリエンテーションのためのパネルとワークシートを作成 ⑤ 
人権教育の図書リストの作成と活用 ⑤ 
児童生徒が学校図書館を身近な生活エリアとして認識 ⑥ 
終了 R 市 NDCによる配架 ③ 
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児童生徒数の机と椅子の整備 ③ 
採光,書架の位置,展示などの環境整理 ③ 
低学年用絵本コーナーの設置 ③ 
「おはなしの部屋」の設置 ③ 
研修会,授業研究会による支援センター事業の認知 ④ 
図書館を知る授業で分類を説明 ⑤ 
図書館を利用した授業の増加 ⑤ 
図書館まつりを実施し読書意欲を向上 ⑥ 
S 市 
研究授業への図書貸し出し ① 
学校図書館と公立図書館の連携による物流 ① 
調査研究会議に教頭会の代表と事務部会代表が参加 ① 
図書資料活用のリスト作成 ② 
学校図書館支援スタッフの定期的巡回による図書館整備,運営,環境作り ③ 
各学校図書館へのパソコンの導入 ③ 
講師を招聘して選書について検討 ④ 
学校図書館支援スタッフとボランティアの連携 ⑦ 
ボランティアの研修会開催 ⑦ 
T 市 
学校図書館と公立図書館の連携による図書の配送による指導の向上 ① 
学校司書による掲示作成などの環境整備 ③ 
図書の整理などの計画的な実施による環境整備 ③ 
学校司書を含めた関係者が研修として他市を訪問 ④ 
小中学校図書館教育担当者の研修会を開催 ④ 
学校司書の情報交換により学習指導等の推進 ⑤ 
児童生徒が本を読む習慣を取得 ⑥ 
家庭や地域との連携 ⑦ 
U 市 
市立図書館との連携による授業で使用する図書の貸し出し ① 
図書館運営に関わる書籍を購入して協力校に送付 ① 
市立図書館員によるブックトークの実施 ①  
学校司書が掲示,図書館だよりの充実を図り,読書・貸し出し冊数の増加 ③ 
243 
 
読み聞かせ,ブックトーク,お話会の実施 ③ 
視察研修を実施 ③ 
先進的な図書館活用の事例を収集 ④ 
講師を招聘した研修会を実施 ④ 
学校図書館協議会の研修に事務局員が参加 ④ 
学校司書と地域ボランティアが連携し，学校図書館の整備 ④ 
市立図書館からの長期貸し出し ④ 
学校司書の支援による学校図書館を利用する授業を実施 ⑤ 
児童が学校図書館を憩いの場として認知 ⑥ 
地域ボランティアの読み聞かせ活動を実施 ⑦ 
O 市出身の作家,浜田広介にちなんだ活動の実施 ⑦ 
W 市 
支援センター会議で司書教諭が各校の蔵書を把握し相互貸借などで連携 ① 
学校図書館関係者の相互理解と連携 ① 
協力校間で教科に使用する図書を相互貸借 ① 
学校図書館の機能の充実と活性化のアイデア集の活用 ② 
学校司書が 1校に集まり,図書の排架替え ③ 
各学校の特色に応じた選書,購入,廃棄への助言 ③ 
学校図書館の抱える課題の整理 ③ 
 
表 3は, 11市の報告書にある成果について，観点別に数値を一覧にしたものである。 
表 3 学校図書館支援センター推進事業の成果分析  
 
 
状況 市町村名 ①連携 ②発信 ③環境 ④研修 ⑤授業 ⑥児童・生徒の意欲 ⑦地域家庭 合計
L市 4 3 0 1 0 1 0 9
M市 4 5 1 2 1 0 3 16
N市 2 3 1 0 2 1 1 10
O市 3 1 1 1 3 6 3 18
P市 2 0 0 0 4 1 1 8
Q市 4 0 1 0 3 1 0 9
R市 0 0 5 1 2 1 0 9
S市 3 1 2 1 0 0 2 9
T市 1 0 2 2 1 1 1 8
U市 3 0 3 5 1 1 2 15
W市 3 1 3 0 0 0 0 7
29 14 19 13 17 13 13 118合計
一部継続
終了
継続
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表 3からは，成果として最も多く挙げられていたのが，①の「市内各機関の連携」で 29
項目あった。連携の対象としては，公立図書館が最も多く，公立図書館，学校図書館の両
方または学校図書館間の連携も見られた。連携の内容としては，図書の貸し出しに関する
内容が最も多かった。 
②の「市内外への発信」については,継続する 4市はホームページを開設，学校図書館支
援センター便りなど，逐次，活動状況を発表しているのに対し，一部継続，終了の 7市で
は一部の市で図書リスト，学校図書館活用のアイデア集の 2点が挙げられているのみであ
り，学校図書館の活用全体の紹介は行われていなかった。加えて，継続 M市では，「事業推
進協力校の成果報告会」が行われているのは注目点である。ホームページや学校図書館支
援センターだよりによって，継続的に学校図書館支援センターの活動を紹介し，また報告
会を設けるなど，成果を共有することは，他校での実践につながり，多くの関係者の理念
が共有され，学校図書館の整備が推進されると考えられる。 
一方，③の「学校図書館の環境」は,継続の 4市,一部継続の 2市,いずれも 1項目か０で
あるのに対し,終了する 5 市は,2 つ以上を挙げている。特に終了 R 市は，成果の 7 項目の
うちの 5項目が学校図書館の基本的な環境整備に関することであり，その中では“児童生
徒数の机と椅子の整備”,“NDC による排架”を成果に挙げていることから,これまで学校
図書館の基本的な環境が不十分であったことが推察できる。学校図書館の基本的な環境整
備に留まっている段階では,市内の連携の体制の構築には至らなかったと考えられる。 
 
2-2 学校図書館支援センター推進事業の課題 
表 4は，各市の報告書に挙げられた学校図書館支援センター推進事業の課題について，
記載し，成果と同様のカテゴリーの番号を付与したものである。 
 
           表 4  学校図書館支援センター推進事業の課題 
終了後 市             課題 カテゴリー 
継続 L 市 
各学校で継続的な取り組みをするための司書教諭,教職員の研修 ④ 
担当者の異動,交代に対応するための研修 ④ 
学習単元が各校,重なるための調整 ⑤ 
調べ学習フェスタについて学校への周知 ⑤ 
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学校図書館の機能を活用した学習指導や読書活動に関する情報の収
集と提供 
⑤ 
学校図書館の地域開放を促進するための地域人材の確保 ⑦ 
M 市 
指定事業を受けていない学校を含めた全中学校区への拡大 ① 
学校図書館支援センターのスタッフの確保 ① 
学校図書館担当者の資質向上のための研修会 ④ 
中学生の読書推進 ⑥ 
学校図書館の地域への開放 ⑦ 
N 市 
 
公立図書館の貸し出し冊数,期間を見直すなど連携の強化 ① 
公立図書館の除籍本を譲渡する学校の拡大 ① 
市教育センター内に新たに設置する学校図書館支援センターの運営 ① 
地域人材,ボランティアの活用 ⑦ 
地域,保護者の学校図書館への理解を深めた内実を伴う地域開放 ⑦ 
O 市 
学校図書館支援センターを生かした学校間の情報交換と連携の強化 ① 
学校図書館間と公立図書館のデータベース化と共有 ① 
図書以外の資料の充実と保管方法の工夫 ③ 
学校図書館学校司書の配置継続 ③ 
教職員の学校図書館支援センターの利用増と利便性の向上 ⑤ 
学校図書館を活用した学習，読書活動の年間計画の見直し ⑤ 
学校司書と担任,司書教諭との打ち合わせの時間の確保 ⑤ 
児童生徒の読書の質の向上 ⑥ 
学校図書館の地域開放に向けたボランティアの活動 ⑦ 
親子読書など家庭での読書の機会 ⑦ 
一部 
継続 
P 市 
学校図書館のネットワークエリアの拡大 ① 
教職員の研修，視察の充実 ④ 
調べ学習のための図書などの資料の充実 ⑤ 
学校図書館ボランティアの育成，支援 ⑦ 
Q 市 
町内 3校を 1館とする共同体制 ①  
公立図書館の図書を学校図書館に貸し出す体制確保と継続 ① 
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学校図書館を活用する教諭の意識啓発のための年間指導計画作成 ⑤ 
各学校の「教科単元使用図書一覧表」作成 ⑤ 
利用指導のために作成したワークシートの活用 ⑤ 
司書教諭を中心とした学校全体での活用システムの構築 ⑤ 
終了 
R 市 
学校現場の学校図書館活用への理解 ⑤ 
年間のカリキュラムが重なるため,公立図書館の貸し出しが困難 ⑤ 
授業日の直前に公立図書館に貸し出し依頼があるため対応に苦慮 ⑤ 
授業者と司書教諭の打ち合わせ時間の確保 ⑤ 
学校図書館を活用した授業の情報不足 ⑤ 
各学校の読み聞かせボランティアの養成 ⑦ 
学校図書館の地域開放の利用促進 ⑦ 
S 市 
小学校への巡回が,月に１回だったため時間不足 ① 
選書に対する教諭の意識改善 ③ 
学校図書館担当教諭以外の教諭の研修と意欲の向上 ④ 
ブックトーク,選書についての指導者の確保 ④ 
調べ学習用図書の学校図書館での準備 ⑤ 
児童生徒への学校図書館の利用指導の時間確保 ⑤ 
学校司書配置による学校図書館を活用した授業の日常化 ⑤ 
地区のボランティアの学校図書館への支援 ⑦ 
学校図書館の地域開放 ⑦ 
T 市 
学校図書館の公立図書館の連携 ① 
学校司書の研修と交流の充実 ④ 
保育園，小中学校の連携と研修会の実施 ④ 
学校司書の取り組みの充実による読書指導や学習指導の充実 ⑤ 
学校図書館を活用した授業実践の推進 ⑤ 
U 市 
研究委員会の開催 ① 
学校図書館支援センターで収集した資料の各校への提供 ① 
児童生徒の学校図書館の活用 ⑤ 
学校図書館を利用回数が少ない児童生徒への指導 ⑥ 
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家庭，地域で連携していくための啓発 ⑦ 
地域への学校図書館開放 ⑦ 
W 市 
中学校区を基本にした学校図書館間の連携 ① 
学校の総意に基づく学校図書館の運営 ③ 
学校図書館図書標準の達成 ③ 
学校司書の配置校と未配置校の格差 ③ 
司書教諭と学校司書の専門性を活かした取り組み ③ 
全教職員,児童生徒への周知,新しい担当者への支援事項の継続 ③ 
 
表 5.は, 11市の報告書にある課題について，観点別に数値を一覧にしたものである。 
表 5.    学校図書館支援センター推進事業の課題分析  
 
 
 
 
 
 
 
課題として最も多く挙げられたのは，⑤「授業との関連」で 22項目であった。成果とし
て「学校図書館の環境整備」を多く挙げていた終了 R市では，授業に関する内容を 5項目
挙げていた。こうした記述から，この事業を通して，授業での活用に取り組む段階に至っ
たことが推察される。次に多いのは，①「市内各機関の連携」で，15項目挙げられている。
継続 N市の“市教育センター内に新たに設置する学校図書館支援センターのあり方”継続
O 市の“学校図書館支援センターを生かした学校図書館間の情報交換と連携の強化”に見
られるように，今後さらに学校図書館の活用を発展させるための課題であった。 
このように 9市が，①「市内各機関の連携」を挙げているのは，学校図書館支援センタ
ー推進事業によって，連携の重要性が理解されたためと考えられる。 
③学校図書館の環境整備については，成果に挙げられた，図書の排架や掲示物に関する
内容とは異なり，“学校図書館への学校司書の配置継続”“学校司書の配置校と未配置校の
格差”“司書教諭と学校司書の専門性を活かした取り組み”等，人的な支援，及び教諭の意
状況 市町村名 ①連携 ②発信 ③環境 ④研修 ⑤授業 ⑥児童・生徒の意欲 ⑦地域家庭 合計
L市 0 0 0 2 3 0 1 6
M市 2 0 0 1 0 1 1 5
N市 3 0 0 0 0 0 2 5
O市 2 0 2 0 3 1 2 10
P市 1 0 0 1 1 0 1 4
Q市 2 0 0 0 4 0 0 6
R市 0 0 0 0 5 0 2 7
S市 1 0 1 2 3 0 2 9
T市 1 0 0 2 2 0 0 5
U市 2 0 0 0 1 1 2 6
W市 1 0 5 0 0 0 0 6
15 0 8 8 22 3 13 69合計
終了
継続
一部継続
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識改善など，実際に活用を進めるための内容に変化していた。こうした結果から，学校図
書館の整備と活用は短期間で達成されるものではなく，継続して実践を重ねていくことが
重要であり，そのためには学校図書館支援センターが有効に機能すると考えられる。 
 
注・引用文献 
                                                   
1)  11市の報告書（50音順） 
・一関地区図書館ネットワーク協議会.文部科学省指定学校図書館支援センター推進事
業（Ｈ18～Ｈ20)すべての子どもに読書力を－一関地区図書館ネットワーク事業平成
20年度報告書.2009,p.17. 
・伊万里市教育委員会.学校図書館支援センター推進事業実施報告書.2008,p.4-5. 
・奥出雲町学校図書館支援センター.平成 20年度学校図書館支援センター推進事業 
実践報告.2009,p.38-40. 
・亀岡市教育委員会.平成 19年度学校図書館支援センター推進事業実施報告書.2008, 
p.11-12. 
・熊本市教育委員会.学校図書館支援センター推進事業委託事業完了報告書.2009, 
p.7-9. 
・酒々井町学校図書館支援センター.文部科学省学校図書館支援センター推進事業. 
平成 20年度酒々井町学校図書館支援センター研究報告書.2009,p.9. 
・高畠町教育委員会. 平成 18～20年度文部科学省委託学校図書館支援センター推進事 
業実施報告書.2009,p.31-32. 
・津市教育委員会.学校図書館支援センター推進事業委託完了報告書.2009,p.3-9. 
・奈良市教育委員会,奈良市学校図書館支援センター調査研究会議.平成 20 年度学校図
書館支援センター推進事業報告・実践事例集.2009,p.7. 
・坂東市教育委員会.平成 18・19・20年度文部科学省委託「学校図書館支援センター推
進事業」研究報告書.2009,p.26-27. 
・福岡市教育委員会,福岡市学校図書館支援センター.平成 18～20年度学校図書館 
支援センター推進事業報告書.2009,p.5-7. 
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                              平成 22 年 10 月 22 日   
都道府県教育委員会教育長様   
                    筑波大学大学院図書館情報メディア研究科  
                                   薬袋
み な い
秀樹  研究室  
                                教  授   薬袋秀樹  
                                                                     （印略）  
 
教育委員会における小・中学校の学校図書館支援に関するアンケート調査（お願い）  
 
拝啓 秋天の候  ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。  
 昨今は，児童・生徒が生きる力を身に付けることができるように，また学力向上のた
めに，学校図書館が見直されて活用されつつあり、各自治体では様々な工夫が行われて
います。そこで、教育委員会における学校図書館への支援について調査し，学校図書館
を活用する教育を推進するためのよりよい方法を見いだしたいと考えております。  
 ご多忙のところを誠に恐れ入りますが，別紙の内容のアンケートにご協力くださいま
すようお願い申し上げます。調査した内容につきましては研究のみに使用し，都道府県
名は発表しません。なお、結果につきましては、集計後ご報告させていただきます。  
 11 月 5 日までに、別紙のアンケート調査に記入の上、ファックスにて【043-245-7197】
まで、お送りください。よろしくお願い致します。  
敬具  
 
調査担当  
  筑波大学大学院図書館情報メディア研究科 博士後期課程３年 渡辺暢惠  
  （東京学芸大学非常勤講師）  
    著書  『学校図書館入門』（ミネルヴァ書房）他  
                                 問い合わせ先  
                                    渡辺暢恵  
                             TEL：  
                                                           FAX：  
                                             E メール   
                    筑波大学大学院図書館情報メディア研究科  
                                         薬袋秀樹研究室  
                                             TEL：  
                                                           FAX：  
                                           E メール   
                                      住所：〒305-8550 茨城県つくば市春日 1-2 
付録 12. 第六章 都道府県質問紙調査依頼状 
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      【ファックス送信先 調査担当 渡辺自宅】  
 
教育委員会における小・中学校の学校図書館支援に関するアンケート調査 
 
 以下の質問にご回答ください。（複数回答可）の指定のある質問は、選択肢のうち該当する番号すべてに○
をつけ、指定のない質問は、該当する番号１つに○をつけてください。カッコ内及び質問 9 については、簡潔
にご記入ください。 
 
 （       ）都・道・府・県          回答者 ご氏名（             ） 
 
１．回答者の所属 
 
１．教育委員会 （         ）課指導主事   ２．その他（            ） 
 
２． Ｈ２２年９月現在の市区町村数、学校数 
 
（   ）市（    ）区（   ）町村、    小学校（    ）校、   中学校（    ）校 
 
３． 学校図書館担当の指導主事は決められていますか 
 
１．決められている   → 専任 （   ）名   
            → 兼任 （   ）名  兼任の場合の業務量合計（  ・  ） 人 
２．決められていない 
３．その他（                                       ） 
 
４．以下の項目のうち、市町村教育委員会に対して、指導・助言しているものはどれですか（複数回答可） 
 
  １．「学校図書館図書標準」を達成するための予算の確保   
    ２．蔵書目録のデータベース化 
３．11 学級以下の小・中学校への司書教諭発令 
４．司書教諭が職務を行えるようにするための授業時数軽減   
     ５．司書教諭を支援するための校内体制づくり 
     ６．学校司書＊の配置   
７．子ども読書活動推進計画の策定 
 
５．上記の項目のうち、指導・助言している事項は、どの方法で市町村教育委員会に伝えていますか 
                                                              （１～４は、複数回答可）                          
  １．担当者会議で、主に口頭で伝える        ２．文書を作成して伝える    
  ３．調査を行い、その結果一覧を文書等で伝える   ４．推進事例を文書等で伝える   
＊学校司書とは、学校図書館に配置されている 
 事務職員の総称です。臨時職員を含みます。  
付録 13.  第六章 都道府県教育委員会に対する質問紙調査 
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  ５．市町村独自の取組に任せる 
６．その他（                                      ） 
６．学校図書館に関する研修を実施していますか 
   
  １．実施している     ２．実施していない 
       
    実施している場合の対象は次のどれですか （複数回答可） 
 
１．司書教諭     ２．図書主任    ３．学校司書    ４．校長    ５．教頭 
６．その他（                                         ）  
 
７-１．都道府県内に学校図書館支援センター＊を設置している市区町村はありますか 
  ＊ 学校図書館支援センターとは、公共図書館を含めて,学校図書館間の連携を進めるとともに、学校への情報提供などを 
      行う機関です。 
 １. ある → 設置している市区町村名 （                          ） 
 ２．ない     
 ３．不明     
  
７-２．都道府県は学校図書館支援センターを設置していますか 
 
 １．設置している  
 ２．設置していない 
 ３．その他 （                                       ）   
                   
８-１．都道府県内に、学校図書館支援スタッフ＊を配置している市区町村はありますか 
＊ 学校図書館支援スタッフは、教育委員会や図書館などに配置され、各学校へ学校図書館の活用等の助言を行います。   
  正規職員ではない場合もあります。通常１市区町村に１名程度です。各学校に配置される学校図書館の事務職員では 
  ありません。  
 
１．ある → 配置している市区町村名 （                          ） 
２．ない      
３．不明 
 
８-２．都道府県の費用で学校図書館支援スタッフを配置していますか 
 
   １．配置している   
   ２．配置していない   
   ３．その他 （                                       ） 
                 
９．県教育委員会独自の学校図書館活用教育への取組がありましたら、お書きください。 
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付録 14. 第六章 県教育委員が市教育委員会に対して学校図書館に関して指導，助言, 
援助している現状に関する質問紙調査 その他の回答 
 
 (1) 学校図書館を担当する指導主事の配置状況  〔回答数合計 3〕 
・ 社会教育課と小中学校課が分担して担当している。 
・ 義務,高校,特別支援教育の担当者が学校図書館を兼任して担当している。 
・ 義務教育課,教育環境整備課,生涯学習課のそれぞれにおいて業務を行っている。 
  
 (3) 市教育委員会に指導，助言する方法  〔回答数合計 5〕  
・ 全県の教育長会議で伝える。 
・ 各教育事務所の社会教育主事が,市教育委員会担当者に直接助言し事例も示す。 
・ 市教育委員会を訪問して伝える。 
・ 国からの通知等により,必要な措置を図るよう伝える。 
・ 各市が行うことなので，指導，助言はしない。 
  
(5) 研修の対象 〔回答数合計 6〕 
・ 学校図書館担当の教諭・・・・・・1 
・ 公共図書館職員を含む・・・・・・1 
・ 教職員全般・・・・・・・・・・・3 
・ ボランティアを含む・・・・・・・1 
・ 教諭・・・・・・・・・・・・・・2 
                  
 (7) 県の学校図書館支援センター  〔回答数合計 2〕 
・ 総合教育センターが学校図書館支援センターの役目を担っている。 
・ 教育センターのホームページ上の「学校図書館コーナー」に,学校図書館の運営 
レファレンス事例,読み聞かせの方法等の情報を提供している。 
 
 (9) 県の費用による学校図書館支援スタッフ配置  〔回答数合計 1〕 
・ 総合教育センターで配置している。 
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                            平成 22 年  月  日    
県教育委員会教育長様   
                            
                   筑波大学大学院図書館情報メディア研究科  
                          薬
み
 袋
ない
 秀  樹   研究室  
                         教  授    薬  袋  秀  樹  
 
教育委員会における学校図書館支援に関する調査（お願い）  
 
   
拝啓  残暑の候、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。  
 この度、上記「教育委員会における学校図書館支援に関する調査」（筑波大学大学院
図書館情報メディア研究科薬袋秀樹研究室）にご協力いただきまして、まことにあり
がとうございます。心からお礼申し上げます。  
 昨今は，生きる力を身に付けられるように，また学力向上のために、学校図書館が
見直され活用されつつあります。〇〇県におかれましては、国内でも先進的な学校図
書館活動を推進され、多大な成果を上げておられることを文献等で拝読させていただ
いております。  
 ご多忙のところ，誠に恐れ入りますが，下記の要領で学校図書館支援について聞き
取り調査をさせていただきたく，よろしくお願い申し上げます。  
                                    敬具  
 
聞き取り調査日時    
     月  日（  ）  時   分～    
調査担当  
  筑波大学大学院図書館情報メディア研究科  博士後期課程 3 年  渡辺暢惠  
 
なお、お問い合わせがありましたら下記までお願いいたします。     
 
調査担当（連絡先）  
    電話・ＦＡＸ                （千葉市，渡辺自宅）  
    メール       
                               
付録 15.  第六章  県教育委員会に対する聞き取り調査依頼状  
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2006 年度と 2016 年度の学校図書館の整備の状況を比較すると 1)2)全体としては，学校図
書館の整備が進められていることがわかるが，12 学級以上の小中学校の司書教諭の発令以
外は，未だ 8割に満たない。 
司書教諭の発令については，学校図書館法では 12学級以上の小中学校における司書教諭
の発令が定められているのもかかわらず，100％には至らず，小中学校共 10年前に比べて，
発令の割合がわずかに下がっているのは，問題視するべきことである。それは，司書教諭
の授業時数軽減が，10 年経ても実施している学校が僅かであることとも共通する課題と考
えられる。 
学校司書の配置は，10 年間で小中学校共に増加しているが，6 割に満たない。さらに，
その多くが非常勤職員として採用されていることも，10年前から継続している課題である。 
公共図書館との連携については，10 年を経て，特に小学校で活発に行われるようになっ
たことがわかる。このことから，学校図書館に対する学校外からの支援の必要性が高まっ
てきていると考えられる。 
 
注・引用文献 
                                                   
1) 文部科学省.学校図書館の現状に関する調査結果について.2007-04-27. 
http://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/286184/www.mext.go.jp/b_menu/houdou/19
/04/07050110.htm, (参照 2017-08-31). 
2) 文部科学省. 学校図書館の現状に関する調査の結果について.2016-10-13. 
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/dokusho/link/1378073.htm, (参照 2017-08-31). 
     小学校 中学校 
2006年度 2016年度 2006年度 2016年度 
学校図書館図書標準達成 40.1 66.4 34.9 55.3 
学校図書館蔵書のデータベース化   37.6 73.9 38.5 72.9 
司書教諭の発令     59.1 68.0 56.6 65.0 
12学級以上の司書教諭の発令 99.6 99.3 98.4 98.3 
司書教諭の時数軽減（12学級以上）    8.1 10.0 10.8 12.8 
学校司書の配置    32.8 59.3 33.7 57.3 
うち，学校司書の非常勤職員の割合 82.4 87.9 76.6   86.4 
公共図書館との連携   40.1      82.2  34.9   57.5 
付録 16.  2006年度，2016年度「学校図書館の現状に関する調査結果」の比較 
